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第１章 区等の基本的責務と役割 

第１節 区、区民及び事業者等の基本的責務 

１ 基本的理念 

・自らの身の安全は自らが守ることが防災の基本であり、区民はこの観点に立って、行政が行う防

災活動に連携・協力しつつ、日ごろから自主的に地震災害等に備えるものとする。また、事業者

は、従業員や顧客の安全確保、経済活動の維持、地域住民への貢献といった役割を認識して、防災

体制の整備や防災訓練の実施等、防災活動の推進を図るものとする。 

・さらに、平成 28年４月に発生した熊本地震では、災害により死亡した直接死に対し、災害関連死

で死亡した人は直接死の４倍を超えた。災害関連死の要因は避難生活の肉体的・精神的負担やライ

フラインの途絶による負担等があげられている。こうした過去の災害を教訓に、避難所における良

好な生活環境の維持や要配慮者対策等を充実させ、避難生活を原因とする「災害関連死・ゼロ」を

目指すとともに、これまで以上に自助・共助の充実強化に取組、各主体は、その役割に応じて更な

る防災力向上の責務を果たすものとする。 

 

２ 基本的責務 

（１）区の基本的責務 

・区は、災害から区民の生命、身体及び財産を保護するとともに、災害発生後の区民生活の再建

及び都市の復興を図るため、平時の組織体制はもとより、災害発生時、被災者救援に迅速かつ効

果的に対処できるよう、災害対策本部の機動的な活動体制を構築する。 

・区は、荒川区地域防災計画(災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第 42 条の規定に基づき区

防災会議が作成するものをいう。)の定めるところにより、総合的かつ計画的に災害対策を推進す

るものとする。 

・区は、前項に規定する荒川区地域防災計画その他の防災計画の策定にあたっては、地域の実態

把握に努めるとともに、区民、防災区民組織及び事業者(以下「区民等」という。)並びに防災関

係機関から意見を聴取するものとする。 

・区は、災害対策に関する事業(以下「災害対策事業」という。)の実施にあたっては、区民等及

び防災関係機関の協力を求めるとともに、区民等が自主的に行う災害対策に関する活動に対し、

必要な指導、助言及び支援を行うものとする。 

・区は、災害対策事業の円滑な実施を図るため、国及び東京都(以下「都」という。)他区その他

の地方公共団体と連絡調整を行うとともに、国及び都、他区その他の地方公共団体が実施する災

害対策事業に協力するものとする。 

・区職員は、基礎的自治体の職員として、被災者救援に第一義的な責務を有することを十分自覚

し、災害時における迅速な応急活動等が実施できるよう、日ごろから防災知識の習得に努めると

ともに、非常時を想定した訓練等を通じて、危機管理意識及び災害対策に係る実践能力の維持・

向上に努めるものとする。 

 

（２）区民の基本的責務 

・区民は、日ごろから防災知識の習得に努め、災害発生時は住居からの出火を防止し自らの安全

を確保することはもとより、近隣の住居等を巻き込んだ大規模な延焼火災を未然に防ぐととも
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に、災害に備え、次に掲げる手段を講ずるよう努めるものとする。 

(1) 住居等の耐震性及び耐火性の確保 

(2) 家具の転倒・落下・移動防止器具、感震ブレーカー等の設置等 

(3) 初期消火に必要な消火器等の準備 

(4) 消火及び生活用の貯水 

(5) ローリングストック法による飲料水及び食料の確保（７日間（最低３日分）×家族の人数

分以上を確保しておくことが望ましい。） 

(6) 避難の経路、一時集合場所、広域避難場所、避難所の場所、避難方法についての確認 

(7) 前各号に掲げるもののほか、日常の防災対策に関し必要なこと 

・区民は、区及び防災関係機関が実施する災害対策事業に協力するとともに、防災訓練に積極的

に参加する等して、防災行動力を身につけるよう努めるものとする。 

・区民は、災害時においては、自らの安全を確保するとともに、情報の収集に努め、相互に協力 

して、初期消火、救出救護及び安否確認並びに区、消防署及び警察署への通報等を行い、 

区民全体の生命、身体及び財産の安全の確保並びに地域社会の混乱の防止に努めるものとする。 

 

（３）防災区民組織等の基本的責務 

① 防災区民組織 

[防災区民組織標準組織図] 

  

本 部 長 

副本部長 

総務部長 

情報部長 

防火部長 

衛生救護部長 

避難防犯部長 

区民消火隊 

避難援助体制 

区民レスキュー隊 

第２班長 

第３班長 

第４班長 

第５班長 

第６班長 

第７班長 

第１班長 

第８班長 

副 部 長 

副 部 長 

副 部 長 

副 部 長 

副 部 長 

副 部 長 調達部長 

・
・
・ 

第○班長 
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・防災区民組織は、災害に備え、消火、救助及び救護の活動のために必要な資機材を整備すると

ともに、定期的に訓練を行うことにより、消火、救助及び救護に関する技術の習得及び向上に努

めるものとする。 

・特に、避難所の運営については、平時から、区、学校等の関係機関と連携し、共同生活のルー

ルづくりや開設運営訓練への積極的な参加等、自主的・主体的な行動に努めるものとする。 

・防災区民組織は、災害時においては、区、消防署、消防団、警察署、事業者等と協力して、消

火、救助、救護、避難誘導、避難所運営等の活動に努めるものとする。 

・防災区民組織は、概ね次の事項について活動する。 

平 時 の 活 動 

⑴ 防災訓練の実施 

⑵ 家庭における出火防止の徹底 

⑶ 防災資機材の点検、保守管理 

⑷ 住民の防災意識の高揚 

⑸ 火災予防等の防災活動 

⑹ 避難所開設・運営訓練の実施 

（資料第３－２ 防災区民組織結成状況） 

 

② 区民消火隊 

・区民消火隊は、地震による火災の発生、拡大に備えて、東京消防庁が昭和 47 年から組織づく

りを進めた区民の組織である。 

・区民消火隊は、地域の地震火災、特に避難道路沿いの火災を制圧することがその任務とされて

きたが、区への移管後は、防災区民組織の防火部に位置付けられ、当該地域内の消火活動の中核

的役割を担っている。 

・隊は、１隊概ね 10 名で編成し、消防署、消防団の指導のもとに、消火ポンプ（Ｃ級）の操作訓

練を行い、災害時に備えている。 

・区民消火隊は、概ね次の事項について活動する。 

平 時 の 活 動 

⑴ 出動に備えて、日ごろから消火訓練及び機器の点検を実施し、消

火ポンプの操作習熟を図る。 

⑵ 地域住民に対する初期消火活動の指導及び防災意識の普及、高揚

に努める。 

⑶ 防災区民組織の防火訓練に際しては、各部と協力して積極的に取

り組む。 

（資料第３－３ 区民消火隊一覧） 

 

③ 災害時要援護者避難援助体制（おんぶ作戦） 

・自力での避難が困難な高齢者や障がい者等を地域住民が協力して助け出す制度。おんぶしてで

も助けるという趣旨から「おんぶ作戦」と呼ぶ。 

（資料第３－４ 避難援助体制一覧） 
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④ 区民レスキュー隊 

・倒壊家屋や家具等の下敷きになった負傷者を救助する部隊。防災区民組織の中に組織される。 

（資料第３－５ 区民レスキュー隊一覧） 

・区民レスキュー隊は、概ね次の事項について活動する。 

平 時 の 活 動 

⑴ 救出・救護訓練の実施 

⑵ 救急法講習会や救命講習への参加 

⑶ 救助資機材の点検・保守管理 

⑷ 地域住民に対する防災意識の啓発 

 

（４）事業者の基本的責務 

・事業者は、その社会的責任を自覚し、災害に備え次に掲げる手段を講ずるよう努める。 

⑴ 施設及び設備の耐震性及び耐火性の確保 

⑵ 自衛消防隊等自主防災組織の設置 

⑶ 消火、救助及び救護に必要な資機材の整備 

⑷ 飲料水及び食料の備蓄 

⑸ 一斉帰宅抑制のため、帰宅困難となった従業員及び顧客等が一時的に滞在できる体制の

整備 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、事業所の防災対策に関し必要なこと 

・事業者は、区及び防災関係機関が実施する災害対策事業に協力するとともに、防災訓練等を実

施し、災害対策の充実に努めるものとする。 

・事業者は、災害時においては、初期消火並びに消防署及び警察署への通報等を行うとともに、

情報の収集に努め、事業所内の従業員及び顧客、事業所の周辺住民等の安全の確保に努めるもの

とする。 

 

（５）帰宅困難者の基本的責務 

・区内の事業所、学校等に通勤し、又は通学する者等は、救助・救命活動の妨げや、徒歩帰宅中

に二次災害に遭う恐れがあるため、災害発生から 72 時間はむやみに移動しないといった、一斉帰

宅抑制のルールを理解するとともに、あらかじめ徒歩による帰宅経路の確認、家族との連絡手段

の確保、自治体等が発表する情報の入手方法の事前確認その他必要な準備を行うよう努めるもの

とする。 

 
（６）東京都震災対策条例 

・東京都震災対策条例では、都民及び事業者が震災対策を進める上で果たすべき基本的責務を、

下記のとおり定めている。 

区 分 基 本 的 責 務 

都民 

⑴ 都民は、震災を防止するため、自己の安全の確保に努めるとともに、相互に協

力し、都民全体の生命、身体及び財産の安全の確保に努めなければならない。 

⑵ 都民は、次に掲げる事項について、自ら震災に備える手段を講ずるよう努めな

ければならない。 

ア 建築物その他の工作物の耐震性及び耐火性の確保 
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区 分 基 本 的 責 務 

イ 家具の転倒防止 

ウ 出火の防止 

エ 初期消火に必要な用具の準備 

オ 飲料水及び食料の確保 

カ 避難の経路、場所及び方法についての確認 

⑶ 都民は、震災後の都民生活の再建及び安定並びに都市の復興を図るため、地域

社会を支える一員としての責任を自覚し、第57条の地域協働復興に対する理解を

深めるとともに、震災後においては、相互に協力して自らの生活の再建及び居住

する地域の復興に努めなければならない。 

⑷ 都民は、都知事その他の行政機関が実施する震災対策事業に協力するととも

に、自発的に震災対策活動に参加する等震災対策に寄与するよう努めなければな

らない。（東京都震災対策条例第８条） 

事業者 

⑴ 事業者は、都知事その他の行政機関が実施する震災対策事業及び都民が行う第

57条の地域協働復興に関する活動に協力するとともに、事業活動にあたっては、

その社会的責任を自覚し、震災の防止並びに震災後の都民生活の再建及び安定並

びに都市の復興を図るため、最大の努力を払わなければならない。 

⑵ 事業者は、その事業活動に関して震災を防止するため、事業所に来所する顧

客、従業員等及び事業所の周辺地域における住民(以下「周辺住民」という。)並

びにその管理する施設及び設備について、その安全の確保に努めなければならな

い。 

⑶ 事業者は、その管理する事業所の周辺地域における震災を最小限に留めるた

め、周辺住民に対する震災対策活動の実施等、周辺住民等との連携及び協力に努

めなければならない。（東京都震災対策条例第９条） 

 
（７）荒川区災害対策基本条例 

・区では、前記の（１）から（６）を踏まえ、災害対策を総合的かつ計画的に推進し、区民の生

命、身体及び財産を災害から保護することを目的として「荒川区災害対策基本条例」を制定し、

区及び区民、事業者等の責務を定めている。 

（資料第１－５ 荒川区災害対策基本条例） 
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第２節 防災関係機関の役割  

１ 荒川区 

 
部 課又は班 分掌事務 

災対総務企画部 災対総務企画課 １ 災害対策に係る基本方針の策定に関すること。 

２ 本部長室会議の運営に関すること。 

３ 災害対策会議の運営に関すること。 

４ 本部長の特命に関すること。 

５ 本部長室の指示伝達に関すること。 

６ 区保有施設の被災状況の集約に関すること。 

７ 災害対策に係る男女共同参画に関する事項の調整

に関すること。 

８ 庁有車の使用状況の把握に関すること。 

９ 議会と本部との連絡調整に関すること。 

10 他部及び他班に属しないこと。 

11 所管する施設の二次避難所の開設及び管理運営に

関すること。 

12 所管する施設の二次避難所の避難者の収容及び把

握に関すること。 

13 所管する施設の二次避難所活動の記録に関するこ

と。 

14 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

15 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

16 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

17 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

18 所管する施設の復旧再開に関すること。 

19 来庁者の避難及び保護に関すること。 

20 部の職員の参集状況の確認に関すること。 

21 部の職員及びその家族の被災状況の確認に関する

こと。 
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部 課又は班 分掌事務 

22 他部への職員の派遣に関すること。 

23 避難所の開設及び運営に係る職員の派遣等に関す

ること。 

24 協定を締結している団体との連絡調整に関するこ

と。 

25 部の受援及び応援に関すること。 

26 部の活動体制に関すること。 

27 部の対処方針の立案並びに各課への指示及び伝達

に関すること。 

28 部の活動記録に関すること。 

29 災害救助法の適用に伴う請求に係る事務に関する

こと。 

30 部の庶務に関すること。 

災対秘書課 

（秘書係） 

１ 本部長及び副本部長の庶務に関すること。 

災対財政課 １ 災害応急対策の予算措置に関すること。 

２ 災害応急対策の予算執行に関すること。 

３ 災害応急対策の予算配当に関すること。 

４ 災害対策基金の管理に関すること。 

５ 災害応急対策の財政調査に関すること。 

６ 災害救助法の適用に伴う請求に係る事務のとりま

とめに関すること。 

災対管理部 災対経理課 １ 本庁舎における来庁者の避難状況の集約に関する

こと。 

２ 契約事務に関すること。 

３ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

４ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

５ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

６ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 
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部 課又は班 分掌事務 

７ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

８ 来庁者の避難及び保護に関すること。 

９ 部の職員の参集状況の確認に関すること。 

10 部の職員及びその家族の被災状況の確認に関する

こと。 

11 他部への職員の派遣に関すること。 

12 避難所の開設及び運営に係る職員の派遣等に関す

ること。 

13 部が保有する庁有車の使用状況の把握に関するこ

と。 

14 協定を締結している団体との連絡調整に関するこ

と。 

15 部の受援及び応援に関すること。 

16 部の活動体制に関すること。 

17 部の対処方針の立案並びに各課への指示及び伝達

に関すること。 

18 部の活動記録に関すること。 

19 災害救助法の適用に伴う請求に係る事務に関する

こと。 

20 部の庶務に関すること。 

災対秘書課 

（総合相談係） 

１ 区民からの広聴に関すること。 

２ 区民からの相談及び問合わせに関すること。 

災対職員課 １ 災対各部職員の参集状況の集約、服務及び給与に

関すること。 

２ 災対各部職員及びその家族の被災状況の集約に関

すること。 

３ 災対各部職員の不足人員の集約、応援必要人員の

算出並びに災対各部への派遣及び管理に関すること

。 

４ 運用班受援調整担当との連携による応援要請の必

要性の検討に関すること。 

５ 災対各部職員の健康管理及び健康相談に関するこ

と。 
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６ 災対各部職員の給食及び宿泊に関すること。 

７ 公務災害補償に関すること。 

８ 臨時に事務に従事する職員等の募集に関すること

。 

災対営繕課 １ 区有施設の被害状況調査及び応急修理に関するこ

と。 

災対デジタル推進

課 

１ 情報システムの使用環境の整備に関すること。 

２ 情報システムの復旧及び運用に関すること。 

災対会計管理課 １ 出納経理に関すること。 

災対区民生活部 災対区民課 １ 避難所の開設計画及び調整に関すること。 

２ 地域の被災状況の調査及び報告に関すること。 

３ 日本赤十字東京都支部との連絡調整に関すること

。 

４ 指定管理施設以外の一時滞在施設との連絡調整に

関すること。 

５ 被災相談所の開設及び運営の総括に関すること。 

６ 一次避難所の開設及び管理運営に関すること。 

７ 一次避難所の避難者の収容及び把握に関すること

。 

８ 義援金品の受領及び保管並びに支給及び配分計画

に関すること。 

９ 一次避難所活動の記録に関すること。 

10 所管する施設の二次避難所の開設及び管理運営に

関すること。 

11 所管する施設の二次避難所の避難者の収容及び把

握に関すること。 

12 所管する施設の二次避難所活動の記録に関するこ

と。 

13 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

14 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

15 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ
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と。 

16 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

17 所管する施設の復旧再開に関すること。 

18 来庁者の避難及び保護に関すること。 

19 部の職員の参集状況の確認に関すること。 

20 部の職員及びその家族の被災状況の確認に関する

こと。 

21 他部への職員の派遣に関すること。 

22 避難所の開設及び運営に係る職員の派遣等に関す

ること。 

23 部が保有する庁有車の使用状況の把握に関するこ

と。 

24 協定を締結している団体との連絡調整に関するこ

と。 

25 部の受援及び応援に関すること。 

26 部の活動体制に関すること。 

27 部の対処方針の立案並びに各課への指示及び伝達

に関すること。 

28 部の活動記録に関すること。 

29 災害救助法の適用に伴う請求に係る事務に関する

こと。 

30 部の庶務に関すること。 

災対戸籍住民課 １ 区民の安否情報に関すること。 

２ 安否不明者及び行方不明者の相談及び捜索に関す

ること。 

３ 罹災証明書の交付に係る調査の体制の整備に関す

ること。 

４ 罹災証明書の交付に係る申請の受付及び発行に関

すること。 

５ 遺体収容所の設置及び運営に関すること。 

６ 遺体の埋火葬に関すること。 

災対区民施設課 １ 所管する施設の二次避難所の開設及び管理運営に
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関すること。 

２ 所管する施設の二次避難所の避難者の収容及び把

握に関すること。 

３ 所管する施設の二次避難所活動の記録に関するこ

と。 

４ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

５ 所管する施設の被害状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

６ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

７ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

８ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対税務課 １ 備蓄物資及び資機材の搬送及び配分に関すること

。 

２ 備蓄物資及び資機材の輸送手段の確保に関するこ

と。 

災対防災課 １ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

２ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

３ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

４ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

５ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対生活安全課 １ 地域、避難所等における防犯及び治安に係る対策

に関すること。 

２ 警察署との連絡調整に関すること。 

運用班 １ 災害対策本部設置の上申に関すること。 

２ 非常配備態勢の管理に関すること。 

３ 災害情報の収集、分析及び伝達（伝令を含む。）
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に関すること。 

４ 被災状況の集約に関すること。 

５ 被災状況に応じた対処方針の立案及び上申に関す

ること。 

６ 災対各部が実施した応急復旧対策の状況把握に関

すること。 

７ 災対各部相互の調整に関すること。 

８ 本部長及び本部長室の指示に関すること。 

９ 災害対策会議の運営に関すること。 

10 通信情報設備の管理及び運用に関すること。 

11 区民への広報に関すること。 

12 報道機関への情報提供に関すること。 

13 災害状況の記録に関すること。 

14 発信文書及び受領文書の保管に関すること。 

15 災害活動記録の整理に関すること。 

16 報道発表内容の確認に関すること。 

17 都、防災関係機関等との連絡調整に関すること。 

18 自衛隊災害派遣に関すること。 

19 受援の総合調整に関すること。 

20 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）及

び災害救助法に関すること。 

災対地域文化スポ

ーツ部 

災対文化交流推進

課 

１ 救助物資、義援品等の総合調整に関すること。 

２ 所管する施設における救助物資、義援品等の輸送

拠点の調整に関すること。 

３ 救助物資の需要の把握に関すること。 

４ 避難所等における外国人避難者に対する支援の調

整に関すること。 

５ 一時滞在施設となる所管する指定管理施設との連

絡調整に関すること。 

６ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

７ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 
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８ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

９ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

10 所管する施設の復旧再開に関すること。 

11 来庁者の避難及び保護に関すること。 

12 部の職員の参集状況の確認に関すること。 

13 部の職員及びその家族の被災状況の確認に関する

こと。 

14 他部への職員の派遣に関すること。 

15 避難所の開設及び運営に係る職員の派遣等に関す

ること。 

16 部が保有する庁有車の使用状況の把握に関するこ

と。 

17 協定を締結している団体との連絡調整に関するこ

と。 

18 部の受援及び応援に関すること。 

19 部の活動体制に関すること。 

20 部の対処方針の立案並びに各課への指示及び伝達

に関すること。 

21 部の活動記録に関すること。 

22 災害救助法の適用に伴う請求に係る事務に関する

こと。 

23 部の庶務に関すること。 

災対生涯学習課 １ 救助物資、義援品等の輸送手段の確保に関するこ

と。 

２ 一時滞在施設となる所管する指定管理施設との連

絡調整に関すること。 

３ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

４ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

５ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ
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と。 

６ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

７ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対スポーツ振興

課 

１ 物流拠点の確保に関すること。 

２ 所管する施設における救助物資、義援品等の輸送

拠点の調整に関すること。 

３ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

４ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

５ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

６ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

７ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対ゆいの森課 １ 救助物資、義援品等の受領、集積及び保管に関す

ること。 

２ 所管する施設の二次避難所の開設及び管理運営に

関すること。 

３ 所管する施設の二次避難所の避難者の収容及び把

握に関すること。 

４ 所管する施設の二次避難所活動の記録に関するこ

と。 

５ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

６ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

７ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

８ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

９ 所管する施設の復旧再開に関すること。 
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災対地域図書館課 １ 救助物資、義援品等の搬送及び配分に関すること

。 

２ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

３ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

４ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

５ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

６ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対産業経済部 災対産業振興課 １ 給水体制及び給水活動の総合調整に関すること。 

２ 来庁者の避難及び保護に関すること。 

３ 部の職員の参集状況の確認に関すること。 

４ 部の職員及びその家族の被災状況の確認に関する

こと。 

５ 他部への職員の派遣に関すること。 

６ 避難所の開設及び運営に係る職員の派遣等に関す

ること。 

７ 協定を締結している団体との連絡調整に関するこ

と。 

８ 部の受援及び応援に関すること。 

９ 部の活動体制に関すること。 

10 部の対処方針の立案並びに各課への指示及び伝達

に関すること。 

11 部の活動記録に関すること。 

12 災害救助法の適用に伴う請求に係る事務に関する

こと。 

13 部の庶務に関すること。 

災対経営支援課 １ 一時滞在施設となる所管する指定管理施設との連

絡調整に関すること。 

２ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 
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３ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

４ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

５ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

６ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対就労支援課 １ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

２ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

３ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

４ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

５ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対観光振興課 １ 災害時給水ステーション（災害時における給水の

拠点となる施設をいう。以下同じ。）での資器材の

設置及び給水の実施に関すること。 

２ 災害時給水ステーションから給水中継拠点等への

輸送手段の確保に関すること。 

３ 災害時給水ステーションから給水中継拠点等への

搬送に関すること。 

４ 水道局との連絡調整に関すること。 

災対選挙管理委員

会事務局 

災対監査事務局 

１ 給水車の運用に関すること。 

災対環境清掃部 災対環境課 １ 環境対策に関すること。 

２ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

３ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

４ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 
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５ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

６ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

７ 来庁者の避難及び保護に関すること。 

８ 部の職員の参集状況の確認に関すること。 

９ 部の職員及びその家族の被災状況の確認に関する

こと。 

10 他部への職員の派遣に関すること。 

11 避難所の開設及び運営に係る職員の派遣等に関す

ること。 

12 部が保有する庁有車の使用状況の把握に関するこ

と。 

13 協定を締結している団体との連絡調整に関するこ

と。 

14 部の受援及び応援に関すること。 

15 部の活動体制に関すること。 

16 部の対処方針の立案並びに各課への指示及び伝達

に関すること。 

17 部の活動記録に関すること。 

18 災害救助法の適用に伴う請求に係る事務に関する

こと。 

19 部の庶務に関すること。 

災対清掃リサイク

ル推進課 

１ 家庭ごみ及びし尿の収集及び運搬に関すること。 

２ 臨時の家庭ごみ集積所の設置に関すること。 

３ 災害廃棄物の処理に係る調整に関すること。 

４ 災害廃棄物の一次仮置場の確保に関すること。 

５ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

６ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

７ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

８ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合
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の応援及び協力に関すること。 

９ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対福祉部 災対福祉推進課 １ 社会福祉団体との連絡調整に関すること。 

２ 福祉避難所の開設計画及び調整に関すること。 

３ 福祉避難所の状況の集約に関すること。 

４ 高齢者用の福祉避難所の開設及び管理運営に関す

ること。 

５ 高齢者用の福祉避難所への避難者の収容及び把握

に関すること。 

６ 高齢者用の福祉避難所の活動の記録に関すること

。 

７ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

８ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

９ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

10 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

11 所管する施設の復旧再開に関すること。 

12 来庁者の避難及び保護に関すること。 

13 部の職員の参集状況の確認に関すること。 

14 部の職員及びその家族の被災状況の確認に関する

こと。 

15 他部への職員の派遣に関すること。 

16 避難所の開設及び運営に係る職員の派遣等に関す

ること。 

17 部が保有する庁有車の使用状況の把握に関するこ

と。 

18 協定を締結している団体との連絡調整に関するこ

と。 

19 部の受援及び応援に関すること。 

災対生活福祉課 １ 避難者の援助及び相談に関すること。 
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２ 高齢者用の福祉避難所への避難者の収容及び把握

に関すること。 

３ 高齢者用の福祉避難所の活動の記録に関すること

。 

災対高齢者福祉課 １ 社会福祉団体との連絡調整に関すること。 

２ 避難所等に避難した高齢者の援助及び相談に関す

ること。 

３ 在宅の高齢者の援助及び相談に関すること。 

４ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

５ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

６ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

７ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

８ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対介護保険課 １ 介護事業者等との連絡調整に関すること。 

２ 在宅の高齢者の援助及び相談に関すること。 

３ 福祉避難所の運営の支援に関すること。 

４ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

５ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

６ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

７ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

８ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対障害者福祉課 １ 社会福祉団体との連絡調整に関すること。 

２ 在宅の障害者の援助及び相談に関すること。 

３ 障害者用の福祉避難所の開設及び管理運営に関す

ること。 
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４ 障害者用の福祉避難所への避難者の収容及び把握

に関すること。 

５ 障害者用の福祉避難所の活動の記録に関すること

。 

６ 避難所等に避難した障害者の援助及び相談に関す

ること。 

７ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

８ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

９ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

10 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

11 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対国保年金課 １ ボランティアセンターの開設に関すること。 

２ ボランティアの受入及び配置に係る社会福祉協議

会との連絡調整に関すること。 

３ 福祉避難所の運営の支援に関すること。 

災対健康部 災対生活衛生課 １ 緊急医療救護所及び医療救護所の開設及び管理運

営の調整に関すること。 

２ 荒川区医療活動調整センターの開設及び管理運営

の調整に関すること。 

３ 被災地等の生活衛生の確保に関すること。 

４ 避難所等の生活衛生の確保に関すること。 

５ 医療機関との連絡調整に関すること。 

６ 医薬品及び医療資器材の調達及び搬送に関するこ

と。 

７ 動物の保護に関すること。 

８ 動物救護センターの開設に関すること。 

９ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

10 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に
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関すること。 

11 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

12 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

13 所管する施設の復旧再開に関すること。 

14 来庁者の避難及び保護に関すること。 

15 部の職員の参集状況の確認に関すること。 

16 部の職員及びその家族の被災状況の確認に関する

こと。 

17 他部への職員の派遣に関すること。 

18 避難所の開設及び運営に係る職員の派遣等に関す

ること。 

19 部が保有する庁有車の使用状況の把握に関するこ

と。 

20 協定を締結している団体との連絡調整に関するこ

と。 

21 部の受援及び応援に関すること。 

22 部の活動体制に関すること。 

23 部の対処方針の立案並びに各課への指示及び伝達

に関すること。 

24 部の活動記録に関すること。 

25 災害救助法の適用に伴う請求に係る事務に関する

こと。 

26 部の庶務に関すること。 

災対健康推進課 １ 緊急医療救護所及び医療救護所の開設及び管理運

営に関すること。 

２ 荒川区医療活動調整センターの開設及び管理運営

に関すること。 

３ 医療施設への搬送に関すること。 

災対保健予防課 １ 被災地等の感染症予防に関すること。 

２ 避難所等の感染症予防に関すること。 

３ 感染症関係機関との連絡調整に関すること。 
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４ 感染症予防活動の指導に関すること。 

災対子ども家庭部 災対子育て支援課 １ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

２ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

３ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

４ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

５ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

６ 私立幼稚園等の被災状況の把握及び被災した幼児

の保護状況に関すること。 

７ 私立幼稚園等との連絡調整に関すること。 

８ 来庁者の避難及び保護に関すること。 

９ 部の職員の参集状況の確認に関すること。 

10 部の職員及びその家族の被災状況の確認に関する

こと。 

11 他部への職員の派遣に関すること。 

12 避難所の開設及び運営に係る職員の派遣等に関す

ること。 

13 部が保有する庁有車の使用状況の把握に関するこ

と。 

14 協定を締結している団体との連絡調整に関するこ

と。 

15 部の受援及び応援に関すること。 

16 部の活動体制に関すること。 

17 部の対処方針の立案並びに各課への指示及び伝達

に関すること。 

18 部の活動記録に関すること。 

19 災害救助法の適用に伴う請求に係る事務に関する

こと。 

20 部の庶務に関すること。 

災対児童青少年課 １ 所管する施設の二次避難所の開設及び管理運営に
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関すること。 

２ 所管する施設の二次避難所の避難者の収容及び把

握に関すること。 

３ 所管する施設の二次避難所活動の記録に関するこ

と。 

４ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

５ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

６ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

７ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

８ 学童クラブ、にこにこすくーる及び所管するひろ

ば館を利用する児童の被災状況の把握並びに被災し

た児童の保護状況に関すること。 

９ 学童クラブ、にこにこすくーる及び所管するひろ

ば館を利用する児童の保護者への引渡しに関するこ

と。 

１０ 保護者への引渡しが困難な児童の保護に関する

こと。 

１１ 学童クラブ、にこにこすくーる及び所管するひ

ろば館の復旧再開に関すること。 

災対保育課 １ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

２ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

３ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

４ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

５ 保育園の被災状況の把握及び被災した保育園児の

保護の状況に関すること。 
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６ 保育園児の保護者への引渡しに関すること。 

７ 保護者への引渡しが困難な保育園児の保護に関す

ること。 

８ 保育園との連絡調整に関すること。 

９ 保育園の復旧再開に関すること。 

災対荒川遊園課 １ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

２ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

３ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

４ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

５ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対子ども家庭総

合センター 

１ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

２ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

３ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

４ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

５ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

６ 災対子ども家庭総合センターの被災状況の把握並

びに被災した幼児、児童及び生徒の保護状況に関す

ること。 

７ 子ども及び家庭の支援に係る関係機関との連絡調

整に関すること。 

災対防災都市づく

り部 

災対都市計画課 １ 建築物等の被害状況の集約に関すること。 

２ 建築物等の応急措置等に係る相談の総合調整に関

すること。 

３ 被災宅地の危険度判定に関すること。 

４ 来庁者の避難及び保護に関すること。 
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５ 部の職員の参集状況の確認に関すること。 

６ 部の職員及びその家族の被災状況の確認に関する

こと。 

７ 他部への職員の派遣に関すること。 

８ 避難所の開設及び運営に係る職員の派遣等に関す

ること。 

９ 部が保有する庁有車の使用状況の把握に関するこ

と。 

10 協定を締結している団体との連絡調整に関するこ

と。 

11 部の受援及び応援に関すること。 

12 部の活動体制に関すること。 

13 部の対処方針の立案並びに各課への指示及び伝達

に関すること。 

14 部の活動記録に関すること。 

15 災害救助法の適用に伴う請求に係る事務に関する

こと。 

16 部の庶務に関すること。 

災対住まい街づく

り課 

１ 住家被害認定調査の体制整備に関すること。 

２ 罹災証明書の交付に係る調査の体制の整備に関す

ること。 

３ 罹災証明書の交付に係る申請の受付及び発行に関

すること。 

４ 被災住宅の応急融資相談に関すること。 

５ 応急仮設住宅用地の確保に関すること。 

６ 応急仮設住宅入居者の選定に関すること。 

７ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

８ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

９ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

10 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合
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の応援及び協力に関すること。 

11 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対土木管理課 １ 道路、橋りょう、公園等の被災状況の確認及び報

告に関すること。 

２ 道路、橋りょう、公園等の復旧状況の把握に関す

ること。 

３ 道路、橋りょう、公園等の障害物の除去に関する

こと。 

４ 電気、ガス、上下水道等の復旧状況の把握に関す

ること。 

５ 公園等及び防災船着場が災害応急対策に使用され

る場合の応援及び協力に関すること。 

６ 水防業務に関すること。 

７ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

８ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

９ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

10 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

11 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対基盤整備課 １ 道路、橋りょう、公園等の復旧に関すること。 

災対建築指導課 １ 被災住宅の被災建築物応急危険度判定に関するこ

と。 

災対教育部 災対教育総務課 １ 都教育庁との連絡調整に関すること。 

２ 来庁者の避難及び保護に関すること。 

３ 部の職員の参集状況の確認に関すること。 

４ 部の職員及びその家族の被災状況の確認に関する

こと。 

５ 他部への職員の派遣に関すること。 

６ 避難所の開設及び運営に係る職員の派遣等に関す

ること。 
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７ 協定を締結している団体との連絡調整に関するこ

と。 

８ 部の受援及び応援に関すること。 

９ 部の活動体制に関すること。 

10 部の対処方針の立案並びに各課への指示及び伝達

に関すること。 

11 部の活動記録に関すること。 

12 災害救助法の適用に伴う請求に係る事務に関する

こと。 

13 部の庶務に関すること。 

災対教育施設課 １ 教育施設の被災状況の調査及び応急復旧に関する

こと。 

２ 教育施設の危険な場所の立入りの制限に関するこ

と。 

３ 損壊した教育施設の建物等の修繕及び改修に係る

計画の立案並びにその実施に関すること。 

４ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

５ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

６ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

７ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

８ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

災対学務課 １ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

２ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

３ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

４ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 
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５ 小学校、中学校、幼稚園及びこども園の被災状況

の把握並びに被災した児童、生徒及び園児の保護状

況に関すること。 

６ 小学校、中学校、幼稚園及びこども園との連絡調

整に関すること。 

７ 小学校、中学校、幼稚園及びこども園の復旧再開

に関すること。 

８ 応急教育材の供給に関すること。 

災対指導室 １ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

２ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

３ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

４ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

５ 小学校、中学校、幼稚園及びこども園の被災状況

の把握並びに被災した児童、生徒及び園児の保護状

況に関すること。 

６ 小学校、中学校、幼稚園及びこども園との連絡調

整に関すること。 

７ 小学校、中学校、幼稚園及びこども園の復旧再開

に関すること。 

８ 小学校、中学校、幼稚園及びこども園の指導並び

に援助に関すること。 

災対教育センター １ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

２ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

３ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

４ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 
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５ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

６ 教育の復旧再開に関すること。 

７ 応急教育材の供給に関すること。 

災対小・中学校 １ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

２ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

３ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

４ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

５ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

６ 小学校及び中学校の被災状況の把握並びに被災し

た児童又は生徒の保護状況に関すること。 

７ 児童及び生徒の保護者への引渡しに関すること。 

８ 保護者への引渡しが困難な児童又は生徒の保護に

関すること。 

９ 教育の復旧再開に関すること。 

災対幼稚園 

災対こども園 

１ 所管する施設の周辺の被災状況の調査及び報告に

関すること。 

２ 所管する施設の被災状況の確認、管理及び保全に

関すること。 

３ 所管する施設の利用者の避難及び保護に関するこ

と。 

４ 所管する施設が、災害応急対策に使用される場合

の応援及び協力に関すること。 

５ 所管する施設の復旧再開に関すること。 

６ 幼稚園及びこども園の被災状況の把握並びに被災

した幼児の保護状況に関すること。 

７ 幼稚園及びこども園の乳幼児の保護者への引渡し

に関すること。 

８ 保護者への引渡しが困難な園児の保護に関するこ

と。 
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部 課又は班 分掌事務 

９ 教育の復旧再開に関すること。 

（資料第１－６ 荒川区災害対策本部条例） 

（資料第１－７ 荒川区災害対策本部条例施行規則） 
 

２ 区議会 

 
区議会災害対策本部 ⑴  被災地及び避難所等での調査に関すること 

⑵  区災害対策本部活動状況等に関する情報の収集に関すること 

⑶ 区本部への情報提供及び要請に関すること 

⑷ 被災者に対する相談及び助言に関すること 

⑸ その他必要と認める事項 

 
３ 国関係 

 
国 土 交 通 省 

関 東 地 方 整 備 局 

荒川下流河川事務所 

⑴ 河川の保全に関すること 

⑵ 災害に関する予報及び警報の発表並びに伝達、水防活動に対する指

導、災害時における応急工事、堤防、水門、排水機場の管理並びに災

害応急対策に関すること 

⑶ 大規模自然災害が発生した場合の地方公共団体に対する被害の拡大

を防ぐための緊急対応に関すること 

 

４ 都関係 

 
警 視 庁 

第 六 方 面 本 部 

荒 川 警 察 署 

南 千 住 警 察 署 

尾 久 警 察 署 

⑴ 被害実態の把握及び各種情報の収集に関すること 

⑵ 被災者の救出及び避難・誘導に関すること 

⑶ 行方不明者の調査に関すること 

⑷ 遺体の調査等及び検視に関すること 

⑸ 交通規制に関すること 

⑹ 公共の安全と防犯・治安維持に関すること 

東 京 消 防 庁 

第 六 消 防 方 面 本 部 

荒 川 消 防 署 

尾 久 消 防 署 

⑴ 水火災及びその他災害の救助、救急に関すること 

⑵ 水火災及びその他災害の予防、警戒及び防ぎょに関すること 

⑶ 危険物施設及び火気使用設備、器具の仕様及び取扱い指導に関わる 

こと 

⑷ 区民の防災行動力の向上並びに事業所の自主防災体制の指導に関す

ること 

⑸ 応急救護技術の普及及び自主救護能力の向上に関すること 

都 建 設 局 

第 六 建 設 事 務 所 

⑴ 河川の保全に関すること 

⑵ 道路及び橋梁の保全に関すること 

⑶ 水防に関すること 
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⑷ 河川道路等における障害物の除去に関すること 

都 水 道 局 

東 部 第 二 支 所 

⑴ 水道施設の保全に関すること 

⑵ 応急給水に関すること 

都 下 水 道 局 

北 部 下 水 道 事 務 所 

⑴ 下水道施設の点検、整備及び復旧に関すること 

⑵ 仮設トイレ等のし尿の受入れ及び処理に関すること 

都 交 通 局 

荒 川 電 車 営 業 所 

日暮里・舎人営業所 

⑴ 鉄軌道施設等の安全保安に関すること 

⑵ 利用者の避難誘導、停留場及び駅の混乱防止に関すること 

⑶ 災害時における鉄軌道車両等による救助物資及び避難者等の輸送の 

協力に関すること 

都 交 通 局 

南千住自動車営業所等 
 利用者の安全確保及び混乱防止に関すること 

都  環  境  局 災害廃棄物の処理に係る技術支援、各種調整 

 

５ 自衛隊 

 
自 衛 隊 

東 京 地 方 協 力 本 部 

（ 台 東 出 張 所 ） 

災害時における自衛隊及び在日米軍との連絡調整に関すること。 

陸 上 自 衛 隊 

：第１師団司令部（第１

普 通 科 連 隊 ） 

海 上 自 衛 隊 

：横須賀方面総監部 

航 空 自 衛 隊 

：作戦システム運用隊 

(1) 災害派遣の計画及び準備に関すること 

ア 防災関係資料の基礎調査 

イ 災害派遣計画の作成 

ウ 防災に関する訓練の実施 

(2) 災害派遣の実施に関すること 

ア 人命又は財産の保護のために緊急に行う必要のある応急救援又は

応急復旧 

イ 災害救助のため防衛省の管理に属する物品の無償貸付及び譲与 

  

６ 指定公共機関 

 
日 本 郵 便 株 式 会 社 

荒 川 郵 便 局 長 

(1) 郵便、為替貯金及び簡易保険の各事業の運行管理及びこれら施設等

の保全に関すること 

(2) 災害時における郵政事業に係る災害特別事務取扱に関すること 

ア 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

ウ 被災地あて救助用郵便物の料金免除 

エ 被災者救援のための寄附金送金用郵便振替の料金免除 

オ 為替貯金業務の非常取扱 

カ 災害ボランティア口座の開設 

キ 簡易保険業務の非常取扱 
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ＪＲ東日本 

(1) 鉄道施設等の工事計画及びこれらの施設等の保全に関すること 

(2) 災害時における鉄道車両等による救助物資及び避難者輸送の協力

に関すること 

ＪＲ貨物  災害時における鉄道車両等による救助物資輸送の協力に関すること 

ＮＴＴ東日本 

(1) 電気通信設備の建設、及び保全に関すること。 

(2) 重要通信の確保に関すること。 

(3) 気象予警報の伝達に関すること。 

(4) 通信ネットワークの信頼性向上に関すること。 

(5) 災害時の電気通信設備の復旧に関すること。 

東京電力パワーグリッド株式会社 

上 野 支 社 

(1) 電力施設等の建設及び安全保安に関すること 

(2) 電力需給に関すること 

東 京 ガ ス グ ル ー プ 
(1) ガス工作物の建設及びそれらの維持管理に関すること。 

(2) ガスの供給に関すること 

日 本 通 運 株 式 会 社 

東 京 コ ン テ ナ 支 店 

隅田川コンテナ事業所 

 災害時における貨物自動車(トラック)による救助物資及び避難者等 

の輸送に関すること 

ヤマト運輸株式会社 

隅田川コンテナ支店 

災害時における貨物自動車(トラック)による救助物資等の輸送に関す

ること 

 

７ 指定地方公共機関等 

 
京 成 電 鉄 株 式 会 社 ⑴ 鉄道施設等の安全保安に関すること 

⑵ 利用者の避難誘導、駅の混乱防止に関すること 

⑶ 災害時における鉄道車両等による救助物資及び避難者等の輸送の

協力に関すること 

東 京 地 下 鉄 株 式 会 社 

首 都 圏 新 都 市 

鉄 道 株 式 会 社 

一 般 社 団 法 人 

荒 川 区 医 師 会 
 救急医療及び助産活動に関すること 

公 益 社 団 法 人 東 京 都 

荒 川 区 歯 科 医 師 会 
 歯科医療活動に関すること 

一 般 社 団 法 人 

荒 川 区 薬 剤 師 会 
 医薬品の調剤、服薬指導及び医薬品の管理に関すること 

荒 川 区 獣 医 師 会  動物の医療保護活動に関すること 

 

８ その他 

 
公益社団法人東京都 

柔道整復師会荒川支部 
 災害時における柔道接骨活動に関すること 

令 和 あ ら か わ 病 院  傷病者の受け入れに関すること 

京 成 バ ス 株 式 会 社  利用者の安全確保及び混乱防止に関すること 
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第２章 地域防災力の向上 

 

 

 

 

 

 

第１節 現在の到達状況 

１ 自助による区民の防災力向上 

① 情報提供 

・防災対策は、自助の取組が重要であり、区は区民一人一人の防災意識を高め、自助の取組を

推進するため、防災地図、災害に対する備えを万全にするための荒川区家庭用防災マニュアル

等の刊行物を作成し、啓発を続けている。 

・荒川区ホームページ、荒川区防災アプリ等の配信による情報提供等、啓発のための仕組みを

整備している。 

・区では、各家庭における食料、飲料水等の家庭内備蓄について、ローリングストック法によ

り７日間（最低３日分）×家族の人数分を備蓄するよう啓発している。 

 

② 自助の支援 

・区は区民へ、地域の防災訓練、防災イベント等への参加を呼びかけ、実動により防災力向上

を図っている。 

・地域の防災訓練や区による防災講話等を実施し、防災知識の向上を図っている。 

・区では、家具類の転倒・落下・移動防止器具及び感震ブレーカー等の設置による通電火災防

止対策、耐震シェルターや防災ベッドの設置等の普及を推進しており、助成制度を設け普及啓

発に努めている。 

・地域における防災訓練への参加者数 年間約 7,442 人（令和５年度実績）  

 

２ 地域による共助の推進 

・現在、区内には 120 の町会が結成され、各地域において防災訓練等の自主的な取組が進められてお

り、区は、その支援等を行っている。 

・都は、「東京防災隣組」の認定や「地域防災力向上モデル地区（平成 24年、平成 25年度）」の取組

を進め、地域の自主防災組織の活性化を図っている。 

・また、防災の専門家の派遣や防災リーダーの育成を通じ、防災区民組織の活動活性化を促進すると

ともに、女性防災人材の育成を推進していく。 

・区内の防災区民組織結成率 100％（令和６年４月１日現在 特記なき場合、以降同じ） 

・防災訓練を実施した防災区民組織数 92 組織 

・区民消火隊の組織数 10 隊 

・災害時要援護者避難援助体制（おんぶ作戦）の組織数 55 組織 59 体制 

・区民レスキュー隊の組織数 58 組織 95 隊 

区民、地域、事業所、ボランティア、消防団等は、「自らの生命は自らが守る」、「自分たちのま

ちは自分たちで守る」ことを防災の基本理念として、災害に対する不断の備えを進めるととも

に、各主体間の相互連携、相互支援を強め、自助、共助による区民及び地域防災力の向上を推

進していく。 
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・区内の「東京防災隣組」認定団体数 ９団体 

・防災区民組織結成への助成 

・中学校防災部の活動等を通じた、防災ジュニアリーダーの育成 

 

３ 事業所との連携による地域防災力の向上 

・災害時には、自助・共助の考えに基づき、地域の住民と事業所が協力して被害の拡大を防ぐことが

重要であり、区は、避難所開設・運営訓練等を通じ、災害時に町会や事業所等地域の連携を図る取組

を推進し、地域における防災力向上を図っている。 

 

第２節 課題 

【被害想定（都心東部直下地震（冬の夕方 18 時風速８m/s））】 

被害項目 想定される被害 

建物倒壊棟数 最大 10,046 棟 

火災焼失棟数 最大 1,667 棟 

死者数（冬の夕方 18 時） 揺れ 389 人、地震火災 58 人、急傾斜・落下物・ブロック塀 4 人 

負傷者 最大 2,217 人 

自力脱出困難者 最大 1,897 人 

避難者 最大 109,076 人 

 

１ 自助による区民の防災力向上 

・被害想定では、区内における死者数が最大 389 人、負傷者数が 2,217 人発生することが示されてお

り、こうした被害を軽減するため、区は区民へ建物の耐震化、家具類の転倒・落下・移動防止対策の

推進、食料や携帯トイレ等の家庭内備蓄等の普及を図る必要がある。 

・食料等の家庭内備蓄については、これまで最低３日分の備蓄を行うよう啓発してきたが、支援物資

の輸送及び災害発生後の物流の再開までの期間を考慮し、ローリングストック法による７日分以上

（最低３日分以上）×家族の人数分の備蓄を推奨し、積極的に周知啓発を行う必要がある。 

・携帯トイレの備蓄については、熊本地震や令和６年能登半島地震等では、停電・断水及び給排水管、

処理施設の損傷や被害により既存のトイレが使用できなかった地域があった。また仮設トイレも避難

所にはすぐには届かず、東日本大震災では３日以内に仮設トイレが被災地の避難所に行き届いた自治

体はわずか 34％、最も日数を要した自治体は 65 日間の時間を要した。トイレ環境が整わないことに

よって、被災者がトイレの使用を減らすために水分や食事を十分取らないことで体調を崩し、災害関

連死につながる事例が頻発したことを教訓とし、携帯トイレの備蓄の目安は、大人１日あたり５回が

平均であると言われているため、７日分以上（最低３日分以上）×５回×家族の人数分の携帯トイレ

の備蓄を推奨し、積極的に周知啓発を行う必要がある。 

・区民は「自らの生命は自らが守る」という観点に立ち、一人一人が自助を推進する必要がある。 

 

２ 地域における共助の推進 

・被害想定では、死者、負傷者数が多く、災害時に一人でも多くの生命を守るためには、発災直後の

近隣住民同士の助け合いが不可欠である。区民一人一人の共助への参画や防災区民組織等の活性化を

一層推進していくことが必要である。 
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３ 事業所との連携による地域防災力の向上 

・事業所は、平時には地域の一員として、事業の継続を通じて地域の経済活動や雇用を支えるほか、

災害時においては、地域住民の生活の復旧、安定化に寄与する等の役割を求められている。現在、最

大約 10 万人の避難者や約３万人の帰宅困難者の発生等大きな被害が想定されており、各事業所での

防災計画の策定を推進し、訓練を実施する等、事業所の防災力を一層向上する必要がある。 

 

第３節 対策の方向性 

１ 自助による区民の防災力向上 

・区民一人一人が「自らの生命は自らが守る」との自覚を高め、家具類の転倒・落下・移動防止対策

や７日分以上（最低３日分以上）×家族の人数分の食料や携帯トイレ等の家庭内備蓄、感震ブレーカ

ー、耐震シェルター、防災ベッド等の設置等の防災対策に積極的に取組めるよう啓発を推進する。 

・区民、事業所への啓発、児童・生徒への防災教育の推進により、「自助」「共助」の防災意識の向上

に努める。 

 

２ 地域における共助の推進 

・防災区民組織の活動を支援し、地域の共助を推進する。 

・区は消防署、消防団、防災士等と連携し「自分たちのまちは自分たちで守る」意識の啓発や、防災

区民組織が主体となる避難所開設・運営訓練、初期消火や救出救助、応急救護に関する実践的な防災

訓練を推進する。  

・軽可搬ポンプの資機材助成を引き続き実施し、消防署と連携した操作訓練を行う。 

 

３ 事業所との連携による地域防災力の向上 

・民間事業所との協定締結や、事業所防災計画の作成促進等により、災害時に自らの役割を果たすこ

とができるよう、事業所の防災力向上を促進する。 

 

第４節 到達目標 

１ 自助の備えを講じている区民の割合を 100％に到達 

・町会等による防災訓練の実施や学校等における防災教育の実施により、区民一人一人の防災意識及

び防災行動力の向上を図り、区民が防災を自分自身のこととして捉え、自ら防災対策に取り組むよう

啓発する。 

・被災後において、高齢者や障がい者、妊産婦、乳幼児等の要配慮者が不安を感じないよう、普段か

ら効果的な情報提供を推進する。 

 

２ 地域における共助の推進 

・区民相互の災害時の協力・救助体制を地域と行政が協働して進め、地域防災力の向上を図る。 

・「助けあい」意識に基づく区民の自主的な活動が継続する地域社会を目指す。 

・区民や防災区民組織等を対象とした防災訓練等や避難所開設・運営訓練の推進を図るとともに、要

配慮者を含め、地域の防災行動力の向上を図る。 
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３ 事業所との連携による地域防災力の向上 

・自衛消防活動の充実・強化による事業所防災計画の実効性を確保し、防災区民組織等と連携するこ

とにより、地域全体の自助・共助体制を強化する。  

・事業所防災計画の作成を推進するとともに、各種訓練や指導等を通じた自衛消防隊の活動能力の充

実・強化を図り、事業所相互の協力体制及び防災区民組織等との連携を強め、保有資機材を活用した

地域との協力体制づくりを推進する。 
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第５節 具体的な取組 

１ 自助による区民の防災力向上 

１－１ 防災意識の啓発・教育の充実 

（１）主な対策と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・ 区報、荒川区ホームページ、荒川区メールマガジン等を利用

した防災情報の掲載及び発信、防災地図等の配布、荒川区防災

アプリの配信 

・ 食料、飲料水、携帯トイレ等日用品の家庭内備蓄の普及啓発 

・ 家具類等の転倒・落下・移動防止器具、感震ブレーカー等の

設置の普及啓発 

・ 防災講話、起震車体験訓練の実施 

・ 「あらＢＯＳＡＩ」等、防災イベントの実施 

・ 多言語による防災普及啓発 

消防署 

・ 個人及び事業所を対象として、地震への備えや出火防止対策、

初期消火、救出、応急救護の知識等の普及啓発 

・ 地域イベント等における防災講座等の実施 

・ 区立中学校防災部に対する指導及び活動支援 

警察署 
・ 区等の防災関係機関と連携し、町会、事業所等における各種

会議、防災訓練、その他あらゆる機会を通じた防災教育の推進 

都水道局 

・ 自宅での飲料水の備蓄方法及び応急給水に関する情報の周知 

・ 区、防災区民組織等が自主的に行う応急給水用資器材による

消火栓及び避難所応急給水栓からの応急給水の支援 

都下水道局 

・ 防災イベントでの「下水道なんでもガイド（下水道と暮らし

の便利帳）」の配布 

・ 宅地内排水設備の詰まり、掃除等で困ったときの相談窓口を

ホームページで紹介 

東京電力パワーグリッド 

株式会社 

・ 電気製品等に関する災害時の対応や事前の備え、感電事故防

止等について、ホームページ等へ掲載 

・ 停電・復旧情報等のホームページ、携帯サイトへの掲載 

・ 病院等重要施設への自家用発電機の設置要請 

ＮＴＴ東日本 

・ 災害用伝言ダイヤル（171）、災害用伝言板（WEB171）の利用

体験、防災パンフレット等の配布 

・ 災害用伝言ダイヤル（171）等の利用方法等について紹介 

東京ガスグループ 

・ マイコンメーターの復帰操作やガスの供給・復旧状況を掲載

する“復旧マイマップ”等のホームページ掲載 

・ 地震や台風等の自然災害時の安全対策等の啓発 

・ 防災・安全対策に関する取組紹介 
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（２）詳細な取組内容 

① 荒川区 

ⅰ）主な広報活動 

・区報「防災特集ページ」の発行やホームページ、ケーブルテレビ等を利用し、防災情報を発

信している。また、事前に登録しておくことにより、区からの災害情報を受信できる荒川区メ

ールマガジンへの登録について啓発を行っている。 

・防災地図の全戸配布、ホームページへの掲載を行っており、日ごろから地震が起きた際の避

難方法や、事前の備えを確認できるよう情報を発信している。また、様々な方法で自助に寄与

する防災情報を事前に収集できるよう、携帯電話やタブレット対応の荒川区防災アプリを配信

している。 

ⅱ）主な防災事業 

・防災に対する関心を深めてもらうため、起震車を利用した防災訓練を実施しているほか、町

会や学校等での防災講話、幅広い世代を対象とした、あらＢＯＳＡＩ等の防災イベントを通じ、

災害時における区民の自主的な防災活動や家庭での食料や携帯トイレ等の家庭内備蓄、避難方

法の確認等の重要性を啓発している。 

ⅲ）今後の活動 

・現在、区では、大地震に備え震災対策の強化・充実を図っているところであるが、近年の大

震災によって、防災関係機関、各地域による自主防災対策の重要性を再認識したところである。

このため、今後も防災訓練等を通じて、区民及び防災区民組織に対して、個人による事前の備

え及び屋内の安全対策の有効性等の自主防災活動の重要性を啓発していく。 

・震災時には、公的機関も被害を受ける可能性があるため、町会・自治会の「共助」の取組が

重要であることから、防災区民組織への支援の充実を図る。 

・震災での負傷原因のうち、３割から５割が家具類の転倒・落下・移動によるものであるとい

う実状を踏まえ、負傷者を減らすことを目的に、自宅や事業所での家具類の転倒・落下・移動

防止対策を推進する。 

・過去の大規模地震時に発生した火災の６割以上が電気による火災であったことを踏まえ、通

電火災を防ぐことを目的に、強い揺れを感知した際にブレーカー等の電気を自動的に遮断する

感震ブレーカーの設置を推進する。 

・震災時に自宅が安全であれば、避難所へ行かず、自宅で生活する在宅避難について推奨する。 

・過去の災害を踏まえ、自助、共助、公助の取組に関する対策について充実を図る。 

・小、中学校の教育課程の中に「防災教育」をとりあげることは、児童・生徒の防災意識を高

める上で、効果が極めて大きい。引き続き、事業所やボランティア団体、防災士等の協力を得

て、防災教育の充実を図る。さらに、中学校防災部において、生徒が意欲的に防災についての

知識を獲得し、技能を習得できるよう推進する。 

・ケーブルテレビ、荒川区ホームページ、荒川区メールマガジン、荒川区防災アプリ等の広報

媒体による普及、啓発活動を行う。 
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② 消防署 

ⅰ）防災広報の充実 

・区民及び事業所の防災意識の高揚を図るため、次により広報活動を推進する。 

広
報
内
容 

(1) 「地震に対する 10の備え」や「地震 その時 10 のポイント」（家具類の転倒・落下・

移動防止、非常持ち出し品等） 

(2) 出火防止、初期消火、救出、救助、応急救護の知識 

(3) 事業所の地震対策（事業所防災計画） 

広
報
手
段 

 

印 刷 物 
⑴ 各消防署で発行する広報紙、パンフレットの配布 

⑵ 東京消防庁として発行した各種パンフレットの配布 

講 習 会 等 

⑴ 防火管理者等の講習会 

⑵ 春・秋の火災予防運動を始めとした各種防災イベント 

⑶ 防火座談会、防火防災診断 

常 設 展 示 場 所 の 

利 用 案 内 ・ 促 進 

次の施設について利用案内 

⑴ 東京消防庁消防防災資料センター 

⑵ 都民防災教育センター（池袋、本所、立川の各防災館） 

ホ ー ム ペ ー ジ 及 び 

ソーシャルネットワー

ク 

⑴ 事業所及び家庭での地震対策や各種行事・講習会等の案内 

その他広報媒体への 

情報提供・取材協力 
⑴ ラジオ、テレビ、新聞等の活用 

ⅱ）防災教育の充実 

・児童・生徒を対象とした「はたらく消防の写生会」の開催及び表彰式を活用した防火防災意

識の啓発を行う。 

・地域の町会・自治会等を対象とした講演会・座談会を開催する。 

・防災区民組織、女性防火組織、消防少年団、幼年消防クラブ等の育成を図る。 

・参加者の年齢層等に合わせた防火防災訓練を推進する。 

・定期的な救命講習を開催する。 

・事業所に対する事業所防災計画作成を推進する。 

 

③ 警察署 

・区等の防災関係機関と連携し、町会、事業所等における各種会議、防災訓練、その他あらゆ

る機会を通じて防災知識の普及を図る。 

 

④ 都水道局 

・平時から、水道事業に関する十分な理解を求めるとともに、地震の規模によっては、広範囲

の断水が避けられず、飲料水を確保する体制も必ずしも万全でないことから、区民一人一人が

非常事態を想定して飲料水を貯えるよう周知徹底を図る。 

・震災発生時は、都災害対策本部と連携しながら、被害、復旧及び応急給水の状況等を適宜適

切に広報し、混乱を防止するように努める。 
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⑤ 都下水道局 

・防災イベント等において、「下水道なんでもガイド（下水道と暮らしの便利帳）」を配布し、

震災時のトイレ利用に関する啓発等を行う。 

・宅地内排水設備のつまり、掃除等で困ったときの相談窓口をホームページで紹介している。 

 

⑥ 東京電力パワーグリッド株式会社 

ⅰ）広報内容 

・災害による断線、電柱の倒壊・折損等による公衆感電事故や電気火災を未然に防止するため、

次の事項を中心として広報活動を行っている。 

⑴ 無断昇柱、無断工事をしないこと 

⑵ 電柱の倒壊・折損、電線の断線・垂下等の設備の異常を発見した場合は、速やかに同社

事業所に通報すること 

⑶ 断線・垂下している電線には絶対にさわらないこと 

⑷ 浸水、雨漏り等により冠水した屋内配線、電気器具等は危険なため使用しないこと 

⑸ 屋外に避難するときは安全器又はブレーカーを必ず切ること 

⑹ 電気器具を再使用する時は、ガス漏れや器具の安全を確認すること 

⑺ その他事故防止のため留意すべき事項 

ⅱ）広報の方法 

・テレビ、ラジオ、新聞等の報道機関を利用するほか、パンフレット、チラシ等を作成・配布

をしている。 

ⅲ）停電関連 

・病院等重要施設については、災害による長時間停電に起因する二次災害を未然に防止するた

め、自家発電設備の設置を要請する。 

 

⑦ ＮＴＴ東日本 

ⅰ）利用者の対応 

・大きな地震による電話機の落下や受話器のみが外れることは、一斉に電話を掛けた状態と同

じで、電話交換機が能力を上回る使用状態となり、通話困難となる。このため、揺れが収まっ

た時点で受話器が外れていないかを確かめる。 

・揺れが収まった直後から、被害状況や家族の安否の問い合わせ、被災地へのお見舞いの電報、

電話が殺到し、電話がかかりにくくなる等、通信に影響がでる。このため、次のような心がけ

が必要となる。 

⑴ 地震関係の情報はテレビ・ラジオから聞く。 

⑵ 家族、学校、職場等への電話連絡、問い合わせは控える。 

⑶ 家族間、職場間の情報連絡方法や待ち合わせする場所は、普段からあらかじめ決めて

おく。 

⑷ 電報・電話が混みあった場合、防災機関等が行う災害救助・復旧活動等の重要通信を

確保するため、電話の利用、電報の受付けを制限することがある。電話が混んでいる

とき、又は話し中のとき等は、電話利用をしばらく見合わせる。 

⑸ 普段から、公衆電話の設置場所を確認しておく。 
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⑹ 公衆電話は、多くの人が利用できるよう短めの話を心がける。 

ⅱ）ＮＴＴ東日本の対応 

    ・災害用伝言ダイヤルサービス 

被災者の通信確保のため、避難所等へ特設公衆電話の設置を行うとともに、災害用伝言ダ

イヤル（171）のサービス提供を開始する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

    ・災害時の通話確保 

⑴ 加入電話がかかりにくくなった場合でも公衆電話からの通話は確保している。 

⑵ ＮＴＴ東日本の交換機が被災したり、通信に大きな被害があったりした場合、非常用交

換機やポータブル衛星車が出動し、早期に通話確保ができる体制を整えている。 

 

⑧ 東京ガスグループ 

ⅰ）広報内容 

・ガスの供給・復旧状況を掲載する“復旧マイマップ”等のホームページ掲載により、ガス

供給状況、供給停止地区の復旧状況や見通し 

・震度５弱程度の揺れでマイコンメーターが自動停止することから、マイコンメーターが作

動してガスが止まった場合の利用者自身による復帰操作方法 

・ガス機器の使用上の注意事項 

ⅱ）広報手段等 

・ホームページ・ＳＮＳ・テレビ・ラジオ・新聞等 

・ＮＨＫ及び民報各社に「マイコンメーター復帰方法の映像」を配布（大規模な震災発生時

に放映を依頼し、マイコンメーターが作動してガスが止まった場合に、利用者自身で復帰で

きる手順について案内） 

ⅲ）防災意識の啓発 

・ホームページやパンフレット等を用いて、安全と防災の取組の紹介をしているほか、防災

イベント等を通じて、利用者に都市ガスの安全と防災についての広報に努め防災意識の高揚

を図る。 
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１－２ 区民による自助の推進 

（１）主な対策と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 防災用品等のあっせん事業 

・ ローリングストック法による家族の人数×７日分以上（最低３日

分）の飲料水と食料、携帯トイレ等日用品の備蓄の普及啓発 

・ 家具類等の転倒・落下・移動防止器具、感震ブレーカー等の設

置・購入費用助成 

・ 避難時にブレーカーを下ろす、ガスの元栓を閉める等の啓発 

消防署 

・ 救命講習の実施 

・ 区と連携した家具類等の転倒・落下・移動防止対策の普及啓発 

・ 住宅用火災警報器の設置及び定期交換に係る普及啓発 

・ 長周期地震動に関する防火防災対策の普及啓発 

区民 

・ 消火器、防火用バケツ等防災用品の準備 

・ 家具類の転倒防止や窓ガラス等の落下防止措置 

・ ブロック塀の点検補修、植木鉢等の落下防止等、安全対策 

・ 飲料水・食料・携帯トイレ・医薬品・携帯ラジオ等非常持出用品

の準備 

・ ローリングストック法による家族の人数×７日分以上（最低３日

分）の飲料水と食料、携帯トイレ等日用品の備蓄の実施及び使用方

法等の確認 

・ 災害時の家族の役割分担、避難場所や連絡方法等を話し合う 

・ 区や地域町会が実施する防災訓練や地域の自主防災活動への参加 

・ 町会・自治会等が行う地域イベントへの参加、協力 

・ 荒川区メールマガジンへの登録、荒川区防災アプリのダウンロー

ド等、様々な情報収集手段の確保 

 

（２）詳細な取組内容 

① 防災用品等のあっせん 

・地震が発生した場合の被害を最小限に抑えるためには、区民一人一人による「事前の備え」

が重要となる。そのうち、着手しやすいものの一つが防災用品の購入であり、区としては、防

災用品のあっせん事業を実施し、区民による自助の備えを促進する。 

 

② ローリングストック法による家庭内備蓄の周知徹底 

ⅰ）家庭内備蓄の考え方 

○備蓄物資の選定における留意点 

・災害時、商品の生産停止、販売店への消費者集中、買占め、搬送拠点の被災、道路交通の

渋滞等により、物資が平時のように入手できない可能性が高い。 

・発災直後等において、行政は人命救助を最優先として活動することから、発災から 72 時

間は物資の供給が見込めないことが想定される。 

・区等による備蓄物資についても、発災直後は避難者に十分にいきわたらない可能性もある。 
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・ライフラインが被害を受ける可能性が高いため、調理不要の食料の保存が必要である。 

・家族の人数や年齢構成、性別等を考慮した、各家庭の状況に応じた備蓄が必要であり、災

害発生時に購入が難しい常備薬、流通量が少ないことが想定される日用品類等は必ず備える

よう啓発する。 

○食料や飲料水の備蓄 

・日常食べ慣れている食品等を通常より少し多く買い、消費した分を買い足してストック

する方法（「ローリングストック法）」による備蓄の実施により、平時から家族の人数×７

日分以上（最低３日分以上）を備蓄するよう啓発するとともに、目安となる備蓄量（食料

は１日３食分、飲料水は１日３リットル（大人一人当たり）等）や、自宅が安全であれ

ば、避難所へ行かず、自宅で避難生活を送る在宅避難の考え方についても併せて啓発す

る。 

・事業所においても、従業員の一斉帰宅の抑制による事業所滞在を想定し、最低３日分の

備蓄に努めるよう啓発する。 

○携帯トイレ等日用品の備蓄 

・発災後、トイレを使用するにあたり、断水、下水道被害が原因で、流せない、又は流れて

いかない状況が想定されることを踏まえ、衛生的な使用環境確保のため、携帯トイレの備蓄

の重要性を周知し、平時から携帯トイレの使用方法等を確認するよう呼びかける。 

・マンション居住者等は、建物に被害がなくても、ライフライン等の支障や排水管等の修理

が終了していない場合は、トイレが使用できないため、携帯トイレの備蓄に努め、区は普及

啓発に努める。 

・家庭のほか事業所においては、当面の目標として最低３日分以上の携帯トイレを備蓄する。 

 

[食品の備蓄方法例（内閣府「防災情報のページ」より引用）] 

 

 

ⅱ）生活用水の確保 

・水道の復旧までに期間を要する可能性が高く、事業所及び家庭においては、平時から水の汲

み置き等により、生活用水の確保に努める。区においても普及啓発を行っていく。 
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③ 家具類等の転倒・落下・移動防止器具購入設置費用助成 

・区及び消防署は、家具類等の転倒・落下・移動防止等について次のとおり推進する。 

区 

・災対区民生活部 

・災対防災都市づくり部 

・災対健康部 

○家庭における家具類等の転倒・落下・移動防止の推進 

・区は、家具の転倒防止工事を行う事業を実施しており、首都直下地

震の切迫性から、区は区民の安全確保を図るため、家具類等の転倒・

落下・移動防止器具購入費用助成事業を行う。なお、区は、一人暮ら

しの高齢者と障がい者及び高齢者や障がい者のみの世帯に対して

は、助成率を引き上げて支援する。 

・大地震の揺れにより倒壊する可能性がある建物について、耐震シェ

ルターや防災ベッドの設置に係る費用の補助を行い、大地震発生時

においても生命の安全を確保できるよう支援を行う。 

○区有施設における家具類等の転倒・落下・移動防止の推進 

・区施設管理者は、全ての什器を対象に、改めて家具転倒・落下・移

動防止対策の実施を徹底する。 

○避難所等における家具類等の転倒・落下・移動防止の推進 

・避難所に指定された施設の管理者に対し、屋内収容物の転倒・落下・

移動防止対策を実施するよう要請し、避難所として機能するように

努める。 

・区は、医療機関や福祉施設等の施設管理者に対し、屋内収容物の転

倒・落下・移動防止対策実施の徹底について要請する。 

消防署 

・家具類の転倒・落下・移動防止対策を示したリーフレット等を作成

し、都民や事業所に対する防災指導に活用する。 

・防災週間等のイベントや防災訓練時において、家具類の転倒・落

下・移動防止対策指導を実施する。 

・防火防災診断を区と連携して実施し、家庭内の対策状況をチェッ

クするとともに、対策の実施を促す。 

・関係機関、関係団体等と連携した周知活動を実施する。 

 

④ 感震ブレーカーの設置の推進 

・区は、感震ブレーカーの設置について次のとおり推進する。 

区 

・災対区民生活部 

○家庭における感震ブレーカー設置推進 

・阪神・淡路大震災の際に発生した大規模火災の要因の一つである通電火

災を防ぐため、区内全域を対象として感震ブレーカーの設置工事及び購入

助成制度を設け設置を推進する。 

・特例世帯（世帯全員が 65 歳以上の世帯、世帯全員が住民税（特別区民税・

都民税）非課税の世帯、身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉

手帳所持者若しくは要介護４以上の認定を受けている方がいる世帯）を対

象に、簡易型感震ブレーカー及び自動点灯ライトを配付している。 

・ホームページ、パンフレットによる広報、実機の展示等による普及啓発
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を実施する。 

○その他の取組 

・区では、重度の心身障がい者を対象として、災害予防のため自動消火装

置や火災警報器、ガス安全システム等の給付を行っているが、今後ともこ

れらの事業の充実と普及を図る。 

・高齢者や障がい者に対して行っている緊急通報システムについても、よ

り一層の推進を図るよう努める。 

 

２ 地域による共助の推進 

２－１ 防災区民組織等の活動体制の整備・充実 

（１）主な対策と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 防災区民組織の運営に関する助成 

・ 消火・救助・活動用資機材の配備 

・ 地区防災計画（マニュアル等）の策定支援 

・ 区民消火隊、区民レスキュー隊の結成・運営支援 

・ 永久水利施設等を活用した防災訓練の実施 

都 ・ 東京防災隣組の認定 

消防署 

・ 防災教育・防災訓練の充実 

・ 消火資機材を活用した実践的な訓練指導により、防災区民組織等

の初期消火能力を強化 

防災区民組織 

・ 防災意識の普及啓発 

・ 訓練の実施 

・ 避難所運営委員会の開催 

・ 避難所開設訓練の実施 

 

（２）詳細な取組及び支援内容 

① 防災区民組織運営に関する助成 

結成助成費・ 

運営助成費の支給 

区は、防災区民組織に対する財政的な援助を行うため、「荒川区防災

区民組織の育成及び指導に関する要綱」に基づき、結成助成金、運営助

成金（組織割、世帯割）を助成している。 

資器材等の助成 

・ 区は、防災区民組織の結成時にトランジスターメガホン、救急箱、

棒担架、ラジオ付強力ライト、旗等の資器材を支給している。 

・ 初期消火の重要性から、地域危険度の高さ等を考慮し、防災区民

組織に対し、軽可搬消防ポンプ（Ｄ級）、防火用水バケツ、スタンド

パイプ等の資機材を配備している。 

・ 防災区民組織の自助・共助の継続的な取組を支援するため、防災

区民組織が自ら備蓄する救助用資機材や非常用物資の更新に対し助

成を行っている。 

通信機器の貸与 災害時に区、各関係機関、防災区民組織相互間等との連絡が速やか
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に行えるよう、防災区民組織に対して、災害時優先携帯電話の貸与を

実施している。  

その他の支援 

・ 防災区民組織のリーダーに対する実践的な講習会等の開催 

・ 講演会、防災リーダーを養成するための講座等を実施 

・ 初期消火マニュアルを活用し、防災区民組織等への指導を実施 

・ 軽可搬消防ポンプやスタンドパイプ、バケツリレー等を活用した 

実践的な初期消火対策を指導 

（資料第３－６ Ｄ級ポンプ配備一覧） 

 

② 区民消火隊への支援 

・区は次の事項について支援する。 

運営助成費の支給 運営助成金の交付 

隊員装備品の支給 作業服、防火衣等の装備品の支給 

資機材の配備 

消防ポンプ用ホース等の付属品の更新や夜間災害発生に備え、投光

器、発電機の配備等、区民消火隊の装備資機材充実のため、計画的な配

備を行う 

ポンプ点検指導 区職員が巡回し軽可搬消防ポンプ（Ｃ級）の点検・指導を行う 

 

③ 区民レスキュー隊への支援 

・各機関は次のとおり支援する。 

結成助成金の支給 

区は、区民レスキュー隊を結成した組織に対して、「荒川区区民レ

スキュー隊の指導及び育成に関する要綱」に基づき、活動に必要な

資機材の購入経費として結成助成金を支給する 

訓練及び講習会の実施 
消防署と区は、協力して区民レスキュー隊に対する訓練及び講習

会を実施し、震災時等において円滑な活動ができるよう指導する 

 

（３）その他の取組 

① 東京防災隣組 

・都は、地域において意欲的な防災活動を継続している自主防災組織等を、「東京防災隣組」と

して認定し、地域の防災活動の中核として位置付け、その取組に関して情報共有を行い、周辺

地域への波及を図っている。また、防災の専門家を防災区民組織等へ派遣し、地域で想定され

る災害を学ぶ機会等を提供し、地域防災力の向上を図っている。災害時の多様なニーズにきめ

細かく対応するため、地域防災活動の核となる女性の防災人材育成事業を進めている。 

・区内においては、９団体が東京防災隣組として認定されている。 

（資料第３－７ 東京防災隣組認定団体一覧） 

 

② 地区防災計画 

・地区防災計画とは、地域コミュニティにおける共助による防災活動の推進の観点から、地区

内居住者等が行う自発的な防災活動に関する内容を取りまとめたものである。 

・地区居住者等は、共同して行う防災活動に関する地区防災計画を作成し、区防災会議に対
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し、荒川区地域防災計画に定めるよう提案することができる。 

 

２－２ 地域防災の担い手の育成 

（１）主な対策と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対教育部 

・ 防災教育の推進 

・ 防災ジュニアリーダーの育成 

消防署 

・ 区立中学校防災部に対する指導及び活動支援 

・ 防災区民組織、女性防火組織、消防少年団、幼年消防クラブの育 

 成 

・ 各種訓練の実施 

 
（２）詳細な取組内容 

① 防災教育の推進 

・区は、幼児期から社会人まで継続した総合的な防災教育の推進により、生涯にわたる自助・

共助の精神を養う。 

・防災知識の普及等を推進する際には、性別による視点の違い、性別や年齢、疾病や障がいの

有無、国籍等に配慮し、多様な視点による避難所運営や防災リーダー育成を実施する。 

・地域防災の担い手を育成するため、防災区民組織を対象に防災リーダーを養成するための講

座等を実施する。 

・区は、区民、防災区民組織等を対象とした防災訓練の内容を充実させ、広報等により訓練参

加者の増加を図る。防災訓練の実施にあたっては、都や消防署等と連携し、下記を例として参

加者の属性により、適宜見直す。 

⑴ 女性防火組織、消防少年団及び幼年消防クラブの育成指導の実施 

⑵ 区民の防災意識の調査や出火防止対策、初期消火体制等の実態の把握、効果的な訓練の

推進 

⑶ 初歩的な訓練のほか、街区を活用した発災対応型訓練等の実戦的な訓練や、都民防災教

育センター（防災館）体験施設におけるＶＲ（災害疑似体験）コーナー等を活用した訓練

の実施 

⑷ 防災区民組織等に対する地域特性に応じた実践的な訓練の推進 

⑸ 出火防止等に関する教育・訓練の実施 

⑹ ＶＲ防災体験車、起震車、まちかど防災訓練車を活用した身体防護、出火防止訓練及び

初期消火訓練の推進 

⑺ 区民等に対するＡＥＤの使用方法を含めた応急救護訓練を実施するとともに、誰もが安

心して応急手当を実施できる環境を整備 

⑻ デジタルコンテンツを活用したリモート防災学習教材の整備・充実 

⑼ 区民の自主救護能力の向上に寄与する応急手当資器材の整備・充実 

⑽ 応急手当技能を有する区民に対する技能の認定等、区民の応急救護に関する技能の向上 

⑾ 幼児期からの教育機関等と連携した総合防災教育の推進 
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⑿ 都立特別支援学校で行われる宿泊防災体験活動における総合防災教育の実施 

⒀ 小学生には救命入門コース、中学生には普通救命講習、高校生には上級救命講習の受講

を推奨 

⒁ 町会・自治会本部を中心に、民生児童委員、町会員等と連携した避難行動要支援者の安否

確認要領及び救出救護要領の確認を取り入れた防災訓練の実施 

⒂ 要配慮者の防災行動力を高めるための訓練の推進 

⒃ 消防団や防災士と連携した防災教育・防災訓練の実施 

⒄ 日中・夜間等の発災を想定した防災訓練の実施 

 

② 防災ジュニアリーダーの育成 

・「助けられる人から助ける人へ」を合言葉に、中学生が、防災区民組織や消防団をはじめとす

る地域の方々とともに防災活動に関わることにより、地域への愛護精神を育み、防災活動はも

とより、将来、様々な活動で地域社会に貢献できる人材を育成するため、平成 27 年度に全ての

区立中学校に防災部を創設した。 

・中学校防災部の様々な活動を通じて防災意識の向上を図っている。 

⑴ 地域の防災訓練や避難所開設・運営訓練等への参加 

⑵ あらＢＯＳＡＩ等、防災イベントの運営 

⑶ ジュニア防災検定の受検を通じた防災知識の向上 

⑷ 被災地訪問による避難行動、救助活動の意識醸成 

⑸ 中学生防災対策会議への参加による意識共有 

⑹ 一部の小学校で行われている防災教育の検証による取組拡大 

 

３ マンション防災における自助・共助の構築 

３－１ マンション居住者による自助・共助の備え 

・マンション居住者は、【震災編】第２部第２章第５節の「具体的な取組【予防対策】」における「１ 

自助による区民の防災力向上」及び「２ 地域における共助の推進」に掲げる対策を推進するととも

に、マンション特有の課題に対応するため、次に掲げる対策を行う。 

・エレベーターが使用不可となることを踏まえた家庭内備蓄の実施及び、エレベーターチェアの設置

等エレベーターの閉じ込め対策を実施する。 

・排水管等の修理が終了していない場合はトイレが使用不可となることを踏まえた携帯トイレの準備 

・エレベーターが使えない状況下で、高齢者や障がい者等歩行困難者をすばやく移動させ、階段を安

全に避難させることができる非常用階段避難車を準備する。 

・マンション居住者は、使用しているエレベーターに耐震性や挟まれ事故の防止、閉じ込めの軽減措 

置が講じられているかどうかを確認し、措置が講じられていない場合は改修を検討する。  

・できるだけ多くのマンションやビルの機能の回復を早期に図るため、震災時には１ビルにつき１台 

のエレベーターを復旧させることが原則とされており、長期間使用できないことも想定しておく。 

 

３－２ 防災意識の啓発 

（１）主な対策内容と役割分担 

・区は都等と連携し、【震災編】第２部第２章第５節の「具体的な取組【予防対策】」における
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「１－１ 防災意識の啓発・教育の充実」に掲げる対策のほか、マンション居住者がマンション

特有の課題に取り組むよう、次のとおり啓発を行う。 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対防災都市づくり部 

・ マンション防災マニュアルの整備 

・ マンションセミナーにおける防災講話の開催 

都 

・ マンション防災に係る各種冊子・パンフレットの作成、配布 

・ 耐震化の必要性や耐震化の事例、支援制度等の情報をマンションポ

ータルサイトで発信するとともに、パンフレットを作成し、管理組合

へ郵送やメールで送付 

・ ガイドブック等を活用し、災害への備えとして管理組合が取り組む

ことが望ましい事項等について普及啓発 

・ 在宅避難の必要性とそれに向けた取組について居住者の声を交えマ

ンションポータルサイト等で発信し「東京とどまるマンション」制度

を周知 

不動産会社等 

・ マンションを販売した際に、購入者に対する、（賃貸の場合は、賃借

人に対する、）災害時にマンションに想定される被害とその備えにつ

いての周知に協力する。 

マンション 

管理組合等 

・ マンション居住者に対する、自助の備えの周知や、（自治会があれば

自治会と連携し、）防災計画の作成、訓練の実施等、共助の取組につ

いての周知に協力する。 

 

４ 消防団の活動体制の充実 

（１）主な対策内容と役割分担 

・消防団は、行政機関と防災区民組織や区民との間をつなぐ存在であり、公助を担う消防機関で

あるとともに、地域における共助活動の中心的存在でもある。 

・消防団がより意欲的かつ効果的に活動できるよう、次のとおり対策を講じる。 

 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 消防団運営に関する助成 

・ 活動資機材の配備 

消防署 
・ 消防団員の確保 

・ 消防団員の教育訓練 

 

（２）詳細な取組内容 

・消防署は、消防団の活動のため、以下の支援を実施する。 

⑴ 女性や学生等、対象者に応じたリーフレットや消防団を紹介するホームページの活用等、

多様な手法で消防団をＰＲし、入団等を促進する。また、特別区では、大規模災害団員等の

制度の活用、消防団員の活動環境の整備、消防団の相互連携体制の構築等を進める。 
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⑵ 震災時の消火活動や救助活動を実施するため、消防団活動の拠点となる分団本部施設の整

備をはじめ、活動に必要な資機材や可搬ポンプ積載車（緊急自動車）等を配備する。 

⑶ 各種資機材やマニュアル等を活用して、地域特性に応じた教育訓練を実施し、災害活動能

力及び安全管理能力の向上を図る。 

⑷ 教育訓練の推進による消防団員の応急救護技能の向上を図る。 

⑸ 新入団員への入団教育を充実させ、災害活動技能の向上を図る。 

⑹ 消防団員が有している重機操作、自動車等運転の各種資格を震災等の大規模災害時に有効

に活用できるよう訓練を推進する。 

⑺ 消防団の活動等に係る自主学習用教材を配布する等、団員の生活に配慮した訓練方法によ

り、団員の仕事や家庭との両立を図る。 

⑻ 消防団に積極的に協力している事業所を「消防団協力事業所」として認定し、地域防災体

制の一層の充実を図る。 

⑼ 区民等に対する防火防災訓練を通じて、消防団と区民等との連携を強化し、地域防災力の

向上を図る。 

⑽ 消防団の組織の整備を図り、その運営を円滑に実施するため、都知事の附属機関として消

防団運営委員会を設置し、都知事の諮問に対する審議を行う。 

 

[消防団の現況（令和６年４月 1日現在）] 

 

 
分団数 団員 可搬ポンプ 可搬ポンプ積載車 

荒川消防団 ８分団 
226 名 

（定数 300 名） 
17 台 ７台 

尾久消防団 ６分団 
164 名 

（定数 200 名） 
14 台 ５台 

合計 14 分団 
390 名 

（定数 500 名） 
31 台 12 台 

 

５ 事業所による自助・共助の強化 

・事業所で取り扱う火気及び危険物等は一般家庭より規模が大きく、また、火気使用設備等も多種類

であり、地震時における危険性も無視できない。 

・事業所と地域との協定締結の促進や、合同訓練の実施、事業所防災計画の作成促進等により、事業

者の防災力の向上を次のとおり推進する。 

 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対産業経済部 

・ 事業所防災計画やＢＣＰの策定支援 

・ 安全対策設備等の整備に係る支援 

消防署 
・ 事業所防災計画の作成指導 

・ 事業所自衛消防隊の活動能力の充実・強化 

事業所 ・ 事業所防災計画やＢＣＰの策定 
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（２）詳細な取組内容 

① 事業所の役割 

・社屋内外の安全化、防災資機材や水、食料等の非常用品の備蓄（従業員の最低３日分が目

安）、家具類等の転倒・落下・移動防止等、従業員や利用者の安全確保対策、安否確認対策を整

備する。 

・災害が発生した時に損害を最小限に抑え、重要な業務を継続し早期復旧を図るためＢＣＰを

策定する。 

・事業活動拠点である事業所、工場等の耐震化の促進、事業のバックアップのシステムやオフ

ィスの確保、災害に即応した要員の確保、迅速な安否確認等の事前の対策を推進する。  

・組織力を活用した地域活動への参加、帰宅困難者対策の確立等、地域社会の安全性向上対策

を推進する。 

・東京商工会議所や東京経営者協会等と連携した災害時の地域貢献の促進を図る。 

 

② 事業所自衛消防隊の活動能力の充実・強化 

・事業所は、自衛消防隊が、バール、とび口等震災に備えた装備を活用し、発災初期段階での

救出、救護活動を行えるよう、震災を想定した自衛消防訓練を通じて自衛消防隊員その他の従

業員等の救出技術の向上を図る。 

・防火管理者の選任を要する事業所では、消防法第８条、８条の２等により防火に関する消防

計画に基づく自衛消防隊の編成、自衛消防訓練の実施等が規定されている。 

・一定規模の事業所（消防法第８条の２の５）は、自衛消防組織の設置が義務づけられてい

る。 

・ホテル、百貨店等多数の収容人員を有する一定規模以上の事業所は、火災予防条例第 55 条の

５により自衛消防技術認定証を有する者のうちから、自衛消防活動の中核となる要員（自衛消

防活動中核要員）を有する者を配置することが義務づけられている。震災時には、自衛消防活

動の知識・技術を持つ自衛消防活動中核要員が中心となって活動することが有効である。 

・自衛消防活動中核要員の装備として、ヘルメット、照明器具等のほか、携帯用無線機等や震

災時等にも有効なバール、その他の救出器具、応急手当用具の配置を推進する。 

・発災初期段階での傷病者に対する応急救護能力を向上させるため、火災予防条例第 55条の 5

に基づく自衛消防活動中核要員を中心に、上級救命講習等の受講の促進を図るとともに、事業

所等における応急手当の指導者の養成等を行う。 

・事業所関係者は、火災予防条例第 55条の４により、自衛消防の組織を編成し、自衛消防訓練

を行うよう努めることが規定されている。消防署は、編成された組織が有効に活動できるよう

指導を推進する。 

 

③ 事業所防災計画 

・消防署は、事業所に対し、事業所防災計画促進を目的とした冊子を配布するとともに、東京

都震災対策条例第 10 条及び 11 条に基づく事業所防災計画の作成を指導し、事業所の自主防災

体制の充実強化を図る。 
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④ 事業所と防災区民組織の連携 

・区と消防署は、事業所相互間の協力体制及び事業所と防災区民組織等との連携を強化するた

めの協力体制づくりを推進する。 

・区と消防署は、防災区民組織と事業所間での相互応援協定の締結に向けた働きかけを行う。 

 

６ ボランティアとの連携 

６－１ ボランティアとの協力体制の構築 

・災害時には、膨大かつ多岐にわたる業務が発生し、区及び関係機関のみでは対処できない恐れがあ

るため、平時からボランティアの受け入れ体制を整備する等、ボランティアとの協力体制の構築を図

る。 

 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対福祉部 

・災対区民生活部 

・ ボランティア活動の条件整備 

・ ボランティアの受入体制の整備 

・ 災害ボランティアセンター運営マニュアルの整備 

 
（２）詳細な取組内容 

① 行政とボランティアとの役割分担等 

・ボランティアの自主性と主体性を尊重しつつ、行政とボランティアとが互いに連携して効果

的な被災者救援活動を行うためには、あらかじめ行政とボランティアとの役割分担を明確に

し、平時から行政とボランティアとの間に連携・協力関係を確立しておく必要がある。 

 
② 一般ボランティアの活動領域 

・被災状況の把握と情報連絡等、行政の情報収集・伝達体制の補完 

事業所別 計画内容等 

防火管理者の選任を要する

事業所 

 東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画に関する告示で定める

次の事項について消防計画に定めるよう指導する。 

⑴ 震災に備えての事前計画 

⑵ 震災時の活動計画 

⑶ 施設再開までの復旧計画 

※ 防災管理者の選任を要する事業所については、⑴から⑶の事項につ

いて、事業所の実態に応じて必要な事項を消防計画に定めるように指

導する。 

防火管理者の選任を要しな

い事業所（小規模事業所） 

 事業所防災計画の作成資料として「事業所防災計画表」を公表し、作

成を指導する。 

防災対策上重要な施設事業

所 

 都市ガス、電気、鉄道・軌道等、高速道路、通信の防災対策上重要な

施設（６業種 37 事業所）を管理する事業所に対して、事業所防災計画

の作成を指導する。 
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・給水や給食等、避難所での被災者支援 

・支援物資の整理、搬送 

・ボランティアの受け入れや組織化、振り分け等のコーディネート 

・被災動物の保護及び環境管理、里親探し、他地域への移送等 

・その他、軽作業等 

 
③ ボランティア活動の条件整備 

ⅰ）区内のボランティア組織の現状 

・荒川区内のボランティア組織としては、荒川区赤十字奉仕団や災害救護活動を大きな活動目

的とするファーストエイドクラブ、災害時支援ボランティア（東京消防庁所管）、災害時交通

支援ボランティア（警視庁所管）、応急危険度判定員、被災宅地危険度判定士、荒川区社会福

祉協議会ボランティアセンター登録者・団体、ＮＰＯ、ライオンズクラブ、ロータリークラブ、

荒川区国際交流協会等、福祉全般あるいは専門分野での活動を主としているものまで数多く存

在する。 

ⅱ）ボランティアの条件整備 

・災害時に、ボランティアがその能力を十分に発揮し、効果的なボランティア活動を行うため

に、国と都、区、防災関係機関は協力してボランティアの条件整備に努めることとする。 

・また、区は、災害時におけるボランティア活動の拠点となる施設を設置・開設し、ボランテ

ィア活動等の支援を行うとともに、平時からボランティア団体とのネットワークづくりを行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

ⅲ）ボランティアの育成 

○ボランティア教育 

・ボランティア活動を振興するためには、地域と連携を図りながら、学校におけるボランテ

ィア教育や社会教育におけるボランティア教育等を積極的に推進する必要がある。 

・災害におけるボランティア活動は、体力を必要とする活動や専門的な知識が必要とする活

動等、多岐にわたる。区では、平時において社会福祉協議会のボランティアセンター事業を

通じて、区内の高校及び大学と連携して、学生ボランティアの育成を行う。 

○地域等でのボランティア育成 

・「自らのまちは自らが守る」という自主防災意識と隣近所での助け合い精神を基本に、全

ての区民が災害時にはボランティアとして活動できる体制を作るため、区及び防災関係機関

は、社会福祉協議会と連携して、区民対象のボランティア研修や訓練、マニュアル等の配布

等、ボランティアの普及・啓発に努める。 

・医療活動等の専門分野での活動を行うボランティアの確保にあたり、資格を保持する者の

把握については、平時から区と社会福祉協議会とが連携し、同協議会が運営するボランティ

ア登録を活用する等、災害時に利用できるよう情報を整備する。 

 

④ ボランティア協力への支援 

・荒川区の区域外で大規模な災害が発生した場合、区及び防災関係機関は、被災自治体への公

的支援を行うほか、民間ボランティアに対し、情報の提供や調整等を積極的に行い、ボランテ

ィア活動を支援する。 
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⑤ ボランティアの受入体制の整備 

ⅰ）災害ボランティアセンター運営の基本方針 

・災害対策本部の自動設置要件に合わせ、震度５強以上の地震が発生した場合、区は荒川区社

会福祉協議会と連携して自動的に荒川区災害ボランティアセンター（以下「区災害ボランティ

アセンター」という。）を設置する。 

・区民、団体等からのボランティアの申し込み、及び派遣を依頼する際の窓口は、区災害ボラ

ンティアセンターが担う。 

・区災害ボランティアセンターの運営にあたって、区は、荒川区社会福祉協議会との間で締結

した協定に基づき、同協議会と連携する。 

・設置場所は荒川総合スポーツセンターとし、ボランティアの人数規模や活動内容等に応じて、

災害時協定締結事業者より提供を受けるトレーラーハウス等の活用又は代替施設（都立大学荒

川キャンパス又は都立産業技術高等専門学校荒川キャンパス）を確保する。 

・区災害ボランティアセンターの運営に従事する職員については、区職員及び区社会福祉協議

会職員を中心として、都社会福祉協議会等からの派遣職員、応援のＮＰＯ等をもって構成する。 

・区災害ボランティアセンターは、都災害ボランティアセンターと連携し、一般ボランティア

の派遣の調整を行い、活動場所へ派遣する。 

・区災害ボランティアセンターは、災対区民生活部運用班や災対各部と連携してボランティア

の受入を行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

ⅱ）ボランティア募集方法 

・荒川区ホームページ及び荒川区社会福祉協議会のホームページ等で募集を行う。 

ⅲ）区災害ボランティアセンターにおける支援業務 

・区災害ボランティアセンターでは、災害対策本部との連携による情報収集、提供、都災害ボ

ランティアセンターとの連絡調整、ボランティア団体との連絡調整、ボランティアの受付・登

録、配置、活動内容の指示、ボランティア保険の加入手続き、他地域の社会福祉協議会職員及

び協力団体の派遣要請・受入を行う。 

ⅳ）区災害ボランティアセンター運営マニュアルの改善 

・荒川区社会福祉協議会では、区災害ボランティアセンターの運営のためのマニュアルを策定

しており、被災地支援や被災地における災害ボランティアセンターの運営事例を踏まえ、適宜

改善を図っていく。 

ｖ）ボランティア宿泊・休憩施設の確保 

・災害時協定に基づき、東京都立産業技術高等専門学校を宿泊・休憩施設として確保してい

る。 

・また、区内の被害状況や施設の使用状況に応じて、区内公共施設や災害時協定締結事業者

より提供を受けるトレーラーハウスを宿泊・休憩施設とする。 

（資料第２ 協定・覚書） 
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６－２ 一般ボランティアの活動支援に係る関係機関との連携 

・大規模災害における被災地のニーズに即した円滑なボランティア活動を支援するため、各機関は平

時より区民活動団体等を含め、相互に連携を図る。 

 

各機関 対策内容 

区 

・災対福祉部 

・ 区社会福祉協議会等との連携による区災害ボランティアセンターの設

置・運営訓練等を実施 

・ 平時から、区民活動団体等と協働し、幅広いネットワークを構築 

都 

・ 東京ボランティア・市民活動センターとの連携による災害ボランティアコ

ーディネーターの計画的な養成、都災害ボランティアセンターの設置・運営

訓練等を実施 

・ 平時から、東京ボランティア・市民活動センターを中心に、市民活動団

体等と協働し、幅広いネットワークを構築 

・ 災害時、東京ボランティア・市民活動センター内に設置する都災害ボラ

ンティアセンターの代替設置場所を確保 

東京ボランティ

ア・市民活動 

センター 

・ 都との連携による災害ボランティアコーディネーターの計画的な養成、

都災害ボランティアセンターの設置・運営訓練等を実施 

・ 都災害ボランティアセンターの円滑な運営を含め、災害時にボランティ

ア活動が円滑に行えるよう、平時から、市民活動団体等と協働し、区社会

福祉協議会等の多様な市民活動団体同士の顔の見える関係づくりを推進 

・ 区社会福祉協議会や市民活動団体等による防災・減災の取組、災害ボラ

ンティア講座、災害ボランティアセンター設置・運営訓練等を実施 

 

［一般ボランティア体制図］ 

 

国・地方公共団体

東京都災害ボランティアセンター

運営：東京ボランティア市民活動センター・市民活動団体
（設置：東京ボランティア市民活動センター・東京都生活文化スポーツ局）

東
京
都
（
災
害
対
策
本
部
）

区災害ボランティアセンター
（社会福祉協議会等が運営）

市民活動団体等

避難所及び在宅の避難者等

情報提供
及び支援

現地の被害（支援）
状況の把握

情報提供
及び支援

現地の被害（支援）
状況の把握

情報発信

一般ボランティア・
市民活動団体等

支援

情報発信

支援 現地の要請
ニーズ把握

支援現地の要請
ニーズ把握

荒
川
区
（
災
害
対
策
本
部
）
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６－３ 都防災ボランティア等の案内 

・都では、災害時のボランティア活動のうち、一定の知識、経験や特定の資格を必要とするものにつ

いては、氏名、連絡先、活動の種類等をあらかじめ把握し、災害時に速やかに対応できるようにして

いる。現在、応急危険度判定員、被災宅地危険度判定士、道路等公共土木施設の応急復旧を支援する

都建設防災ボランティア、被災外国人を支援する防災（語学）ボランティアがある。区は、適宜区民

等に防災ボランティアへの活動参加を案内する。 

 

［都防災ボランティア等の概要］ 

ボランティア名 出勤要件及び活動内容 

防 災 （ 語 学 ） 

ボ ラ ン テ ィ ア 

外国人災害時情報センターからの要請を受け、都の災害情報の翻訳や被災者

臨時相談窓口における外国人からの問い合わせ対応、区市町村が設置する避難

所等での通訳・翻訳を実施し、被災外国人等を支援 

応急危険度判定員 

区市町村からの協力依頼を受け、建築物の倒壊等の二次災害を防止するた

め、地震発生後できるだけ早く、かつ短時間で建築物の被災状況を調査し、

その建築物の当面の使用の可否を判定 

被災宅地危険度 

判 定 士 

都都市整備局からの協力依頼を受け、地震等による宅地への被害の発生状

況を把握し、危険度判定を実施 

建 設 防 災 

ボ ラ ン テ ィ ア 

震度５強以下の地震発生時には都建設局からの出動要請を受け、また、震

度６弱以上の地震発生時には自主的に、それぞれ出勤し、建設局所管施設の

被災状況の点検業務支援及び都立公園等避難場所における建設局所管施設の

管理業務支援等を実施 

交 通 規 制 支 援 

ボ ラ ン テ ィ ア 

警察署長からの要請を受け、警察官に協力し、交通の整理誘導、交通広報

並びに交通規制用装備資器（機）材の搬送及び設置等を実施 

東京消防庁災害時 

支援ボランティア 

東京消防庁管内における震度６弱以上の地震発生時に、あらかじめ登録し

た消防署に自主的に参集し、消防署内での後方支援活動、応急救護活動等を

実施 
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６－４ 交通規制支援ボランティアとの連携 

・交通規制支援ボランティアは、大震災等の発生時に交通規制を支援するボランティアである。警察

署は、交通規制支援ボランティアと連携を図り、交通の整理誘導、交通広報及び交通規制用装備資器

材の搬送及び設置等を実施できるような体制を整備する。 

 

６－５ 東京消防庁災害時支援ボランティアとの連携 

・東京消防庁は、平成７年７月から、消防活動を支援する専門ボランティアとして「災害時支援ボラ

ンティア」の募集、育成を開始した。また、平成 18 年１月には、「東京消防庁災害支援ボランティア

に関する要綱」を制定し、活動範囲を震災以外の大規模自然災害等へも拡大した。 

 

概  要 

要  件 活 動 内 容 

 原則、東京消防庁管轄区域内に居住する者

又は東京消防庁管轄区域に勤務若しくは通学

するものであり、かつ震災時等において消防

活動支援を行う意思がある 15歳（中学生を除

く。）以上の者で次のいずれかの要件を満たす

者 

 

⑴ 応急救護に関する知識を有する者 

⑵ 過去に消防団員、消防少年団として１年

以上の経験を有する者 

⑶ 元東京消防庁職員 

⑷ 震災時等、復旧活動時の支援に必要とな

る資格、技術等を有する者 

 東京消防庁管内における震度６弱以上の地震発

生時、あらかじめ登録した部署に自主的に参集し、

チーム編成後、消防職員の指導と助言により、以下

の支援活動を実施する。 

⑴ 応急救護活動 

⑵ 消火活動の支援 

⑶ 救助活動の支援 

⑷ 災害情報収集活動、消防用設備等の応急措置支

援 

⑸ 参集受付、チーム編成等の消防署内での活動 

⑹ その他、必要な支援活動 

 平時には、以下の活動を実施する。 

⑴ 災害時の活動に備え、各種訓練、行事への参加 

⑵ チームリーダー以上を目指す人を対象とした

「リーダー講習」、「コーディネーター講習」への

参加 

⑶ その他、登録消防署の要請による活動 
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６－６ 赤十字ボランティアとの連携 

・赤十字ボランティアは、主に災害発生直後から復旧にかけての期間において、日本赤十字社東京都

支部の調整の下に各防災機関と連携し、被災者の自立支援と被災地の復興支援を目的に活動する。 

・日本赤十字社東京都支部は、日ごろから区民を対象に防災思想の普及に努め、災害時にはボランテ

ィアが組織として安全かつ効果的な活動が展開できるよう体制づくりやボランティア養成計画等の

整備を図る。災対区民生活部は日本赤十字社東京都支部や赤十字ボランティアとの連携を図っていく。 

 

［赤十字ボランティアの概要］ 

 

７ 区民・行政・事業所等の連携 

（１）詳細な取組内容 

① 防災区民組織と事業所等との連携強化 

・地震による火災等の災害から住民や地域社会を守るには、地域ぐるみの対応が必要であるた

め、消防署及び区は、防災区民組織と事業所の自衛消防隊等が相互に連携・協力できる体制を

整備する。 

 

② 地域における防災体制の確立 

・区及び各防災関係機関は、防災区民組織、事業所、ボランティア等の防災連携体制の確立を

各機関 要件 対策内容 

区 

・災対区民生活部 
日本赤十字社東京都支部等との連絡調整 

日本赤十字社 

東京都支部 

《東京都赤十字救護ボランティア》 

 災害時にボランティアとして活

動するために必要な知識と技術に

関する研修（赤十字災害救護ボラ

ンティア養成セミナー）を修了・

登録したボランティア 

 平時には、災害救護に関する研修会・

訓練等を行い、災害時には、医療救護班

の支援活動及び赤十字ボランティアに

よる救護活動のコーディネート等、災

害救護に必要な諸活動の実施 

《地域赤十字奉仕団》 

地域において組織された奉仕団 

 災害時には区市町村と連携し、避難

所及び赤十字エイドステーション（帰

宅困難者支援所）等において被災者等

への支援活動の実施 

《特別赤十字奉仕団》 

 学生及び特定の技能を有した者

で組織された奉仕団 

 各団の特色を生かし、避難所等にお

ける被災者のケア等の活動の実施 

《赤十字個人ボランティア》 

 日本赤十字社東京都支部及び病

院・血液センター等で活動し、個

人登録されたボランティア 

 災害時には個人の能力・技能、活動

希望等により被災者等への支援活動の

実施 
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図るため、町会等の地域コミュニティの活性化対策を講じ、防災訓練への積極的な参加を区民

に呼びかけ、地域における防災行動力の強化を図る。 

 

③ 防災区民組織、事業所の自主防災体制の強化 

ⅰ）防災区民組織の防災行動力の向上 

・区と消防署は連携・協力し、防災区民組織の活動力の向上に努める。 

・防災区民組織に対しては、訓練指導用資機材を整備し、地域ぐるみの防災訓練を通じて、通

報、初期消火、応急救護に関する知識、技術の普及を図る。 

・初歩から実践に至る段階的な体験が可能な都民防災教育センター（防災館）等を活用した訓

練を推進する。 

・消防団による自主防災活動の指導をより推進し、地域が一体となった防災行動力の向上を 

図る。 

・地域の協力体制づくりを進め、災害時要援護者を含めた地域の防災行動力の向上を図る。 

ⅱ）事業所の自主防災体制の強化 

・消防署は、事業所に対し自主防災体制の強化促進及び指導を推進する。 

・全ての事業所に対し、事業所防災計画の作成を推進する。 

・事業所相互間の協力体制を推進する。 

 

④ 地域における相互支援ネットワークづくり 

・災害時における迅速な応急活動を目的として、町会、事業所、ボランティア等の、地域で活

動している各団体が相互に連携し、協力しあう体制が必要となる。 

・区は、各団体を対象に広報紙等を活用した自助・共助のあり方についての普及啓発に努める

とともに、地域で行われる防災訓練等を通じて、災害ボランティアセンターの運営支援等が期

待される区民活動団体等をはじめ、積極的に地域とのネットワークを構築する。 

 

⑤ 相互に連携した社会づくり 

・区は、行政、企業、区民、地域コミュニティ、ボランティア等が個別に実施していた対策の

垣根を取り払い、平時から相互に連携協力しあうネットワークを形成し、震災に強い社会を構

築することを目指して、次の対策を図る。 

⑴ 区、事業所及び地域との相互支援を協議する場の設置 

⑵ 区、事業所、地域との連携のあり方についての基本指針やマニュアル等の作成、啓発 

⑶ 震災に強い社会づくりをテーマとしたシンポジウムや講習会の開催 

⑷ 震災に強い社会づくりに関して、地域や企業、区等が実施しているユニ一クな取組事例の

収集・周知や意見交換の場の設置、顕彰制度の検討 

 

⑥ 地域における防災連携体制づくり 

・大地震の発生直後には、消火活動や救助活動が同時多発的に発生し、迅速かつ円滑な応急活

動が困難となることが予想される。 

・区をはじめとする防災関係機関は、平時から次の対策を推進し、地域における防災連携体制

を確立する。 
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ⅰ）地域ぐるみの防災協力体制の整備 

・地域の防災区民組織、事業所、ボランティア等が相互に連携するための協議会の設置や情報

連絡体制の確保等、協力体制の強化を推進する。 

ⅱ）地域コミュニティの活性化 

・町会・自治会等の体制強化をはじめとした地域コミュニティの活性化対策を実施し、地域防

災体制を強化する。 

・新たに建設される集合住宅については、荒川区住宅等の建築に係る住環境の整備に関する条

例により、町会加入や自治会設立に関する協議を定め、地域コミュニティの活性化を推進する。 

ⅲ）合同防災訓練の促進・充実 

・地域の防災区民組織、事業所、ボランティア等が相互に連携するための協議会の設置や情報

連絡体制の確保等、協力体制の推進を図るとともに、地域住民が主体となった合同防災訓練を

充実する。 

ⅳ）応急手当の普及促進 

・区民への応急手当の普及促進のため、専門的な知識技能を有する消防団、災害時支援ボラン

ティア等と協働した応急救護訓練の実施を推進する。 
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１ 自助による応急対策の実施 

・揺れを感じたり、緊急地震速報を受けた時は、身の安全を最優先に行動する。 

・丈夫なテーブルの下や、物が「落ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」空間に身を寄せ、

揺れが収まるまで様子を見る。 

・火を使っている時は揺れが収まってから、あわてずに火の始末をする。 

・出火した時は、落ちついて消火する。 

・揺れが収まった時に、避難ができるよう出口を確保する。  

※高層階（概ね 10階以上）では、揺れが数分続くことがある。 

・行政、放送局、鉄道会社等から発信される正しい情報を得る。 

・避難が必要な時には、復電時の電気機器のショート等、通電火災が発生する可能性やガス漏れの発

生を防ぐため、ブレーカーを落とし、ガスの元栓を締めてから避難する。 

・地震発生後数日間は、水道・ガス・電気・電話等ライフラインをはじめ、食料の供給が途絶える可

能性が極めて高いため、家庭内で備蓄している７日分以上（最低３日分）×家族の人数分の食料及び

飲料水等を活用する。また、下水道等の破損により排水が不可能な場合でも衛生的にトイレが使用で

きるよう、携帯トイレ等を活用する。 

 

２ 地域による応急対策の実施 

２－１ 防災区民組織等による初期消火等の実施 

（１）詳細な取組内容 

・防災区民組織は、発災直後から地域防災力の中核である消防団と連携し、概ね次の事項につい

て活動する。 

災 害 時 の 活 動 

⑴ 情報収集伝達 

⑵ 初期消火 

⑶ 救助救出 

⑷ 救急救護 

⑸ 避難誘導 

⑹ 避難所運営 

 

２－２ マンション防災における応急対策の実施 

（１）詳細な取組内容 

・マンション管理組合等は、【震災編】第２部第２章第５節の「具体的な取組【応急対策】」にお

ける「２ 地域による応急対策の実施」に掲げる対策のほか、次のとおり応急対策を実施する。 

各機関 対策内容 

管理組合・マンション

に 係 る 自 治 会 ・ 

自 主 防 災 組 織 等 

・ マンション居住者の安否確認 

・ マンション共有の資機材を用いた救出活動支援 

・ 共用部分を利用した災対本部運営 

・ 建物被害調査と二次災害防止 

・ ライフライン復旧状況の確認 
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各機関 対策内容 

・ 在宅避難継続のためのマンション居住者への支援 

・ マンションの復旧に向けた調査、診断、居住者への説明、合意

形成への支援、工事等の手配 

 

２－３ 消防団による応急対策の実施 

（１）詳細な取組内容 

・地域防災力の中核である消防団は、防災区民組織や事業所等と連携し、次のとおり、発災初期

における初期消火、救出救助、応急救護活動を実施する。 

⑴ 発災と同時に付近の住民に対して出火防止と初期消火の呼びかけを行う。 

⑵ 災害の初期対応を行うとともに、消防活動上必要な情報や被災状況の情報収集を行い、Ｍ

ＣＡ無線機等を活用し、消防団本部等に伝達する。 

⑶ 同時多発火災の拡大防止を図るため、消防署隊との連携を一層強化し、分団受持区域内の

建物等の消火活動、避難道路防護活動、及び障害物の排除活動を消防団独自に、又は消防署

隊と連携して行う。 

⑷ 救助器具等を活用し、地域住民との協働による救出活動を行うとともに、負傷者に対する

応急措置を行い、安全な場所へ搬送を行う。 

⑸ 避難指示等が出された場合は、これを地域住民に伝達すると同時に、関係機関と連絡をと

りながら、地域住民の避難誘導、避難者の安全確保及び避難場所の防護活動を行う。 

 

２－４ 事業所による応急対策の実施 

（１）詳細な取組内容 

・各事業所は、地域防災力の中核である消防団と連携し、次のとおり発災初期における初期消

火、救出救助、応急救護活動等を実施する。 

⑴ 来訪者や従業員等の身体の安全を確保し、救出、救護を行う。 

⑵ 出火防止を速やかに実施する。 

⑶ 正確な情報を収集し、来訪者や従業員等に伝達する。 

⑷ 施設の安全を確認した上で、従業員へ備蓄している食料、毛布等を活用しながら、一斉帰

宅を抑制する。 

⑸ 事業所での災害対策完了後、地域の消火活動、救助活動、応急救護活動を実施する。 

⑹ 応急対策後は、事業の継続に努め、地域住民の生活安定化に寄与する。 

 

３ ボランティアとの連携 

（１）詳細な取組内容 

・区は、災害時に区災害ボランティアセンターを設置し、都と連携して、一般のボランティア

が、被災者のニーズに即した円滑な活動ができるよう努める。 
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各機関 対策内容 

区 

・災対福祉部 

・ 区社会福祉協議会等との協働による区災害ボランティアセンターの

設置・運営 

・ ボランティア活動支援に当たっては、地域に精通した区災害ボラン

ティアセンターが中心となり、必要な情報や資器材等の提供等、活動

環境を整備し、ボランティア等を直接的に支援 

（資料第２ 協定・覚書） 

都 

・生活文化スポー

ツ局 

・ 東京ボランティア・市民活動センターと協働で都災害ボランティア

センターを設置し、女性や子供のほか、高齢者、障がい者、外国人等

要配慮者等の視点も踏まえながら、区災害ボランティアセンターや市

民活動団体等を支援 

・ 都内外の被災状況の情報収集 

・ 国・道府県・区市町村等との連絡調整 

・ ボランティアの受入れ状況等の情報提供 

・ 区災害ボランティアセンター・市民活動団体等との連携体制の構築 

東京ボランティア・

市民活動センター 

・ 都と協働で都災害ボランティアセンターを設置、市民活動団体と協

働で都災害ボランティアセンターを運営し、区災害ボランティアセン

ターや市民活動団体等を支援 

・ 災害ボランティアコーディネーターの区災害ボランティアセンター

への派遣 

・ 区災害ボランティアセンターの設置・運営支援 

・ 被災区市町村のボランティアニーズ等の収集及びボランティアの受

入れ状況等の情報提供 

・ 資器材やボランティア等の区市町村間の需給調整 

・ ボランティア支援団体の全国的なネットワーク組織との連携 

警視庁 ・ 交通規制支援ボランティアへの支援要請 

東京消防庁 

各消防署 

・ 東京消防庁災害時支援ボランティア受入本部の設置 

・ 東京消防庁災害時支援ボランティアへの活動要請 

 

［都における防災ボランティア等の活動内容］ 

ボランティア名 出動要件及び活動内容 

防災（語学） 

ボランティア 

 外国人災害時情報センターからの要請を受け、都の災害情報の翻訳

や被災者臨時相談窓口における外国人からの問合せ対応、区市町村が

設置する避難所等での通訳・翻訳を実施し、被災外国人等を支援 

応 急 危 険 度 判 定 員 

 区からの協力依頼を受け、建築物の倒壊等の二次災害を防止するた

め、地震発生後できるだけ早く、かつ短時間で建築物の被災状況を調査

し、その建築物の当面の使用の可否を判定 

被災宅地危険度 

判定士 

 都都市整備局からの協力依頼を受け、地震等による宅地への被害の

発生状況を把握し、危険度判定を実施 
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ボランティア名 出動要件及び活動内容 

建設防災 

ボランティア 

 震度５強以下の地震発生時には都建設局からの出動要請を受け、ま

た、震度６弱以上の地震発生時には自主的に、それぞれ出動し、建設局

所管施設の被災状況の点検業務支援及び都立公園等の避難場所におけ

る建設局所管施設の管理業務支援等を実施 

交通規制支援 

ボランティア 

 警察署長からの要請を受け、警察官に協力し、交通の整理誘導、交通

広報並びに交通規制用装備資器（機）材の搬送及び設置等を実施 

東京消防庁災害時 

支援ボランティア 

 東京消防庁管内における震度６弱以上の地震発生時に、あらかじめ

登録した消防署に自主的に参集し、消防署内での後方支援活動、応急救

護活動等を実施 
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第３章 安全な都市づくりの実現 

 

 

 

 

 

 

第１節 現在の到達状況 

・荒川区防災・減災等に資する国土強靭化地域計画の策定 

  平成 26 年６月３日付けで、内閣官房より、「国土強靭化地域計画策定モデル調査に係る第１次

実施団体」に選定され、他の自治体に先駆けて、平成 27 年９月に荒川区防災・減災等に資する国

土強靭化地域計画（以下「地域計画」という。）を策定した。 

この地域計画に基づき、年度ごとに重点的に取り組む事業を一覧表にまとめ、ホームページで

公表している。 

・不燃化促進のための建物除却等を支援 

  木造住宅密集地域の一層の改善を図るため、都の不燃化特区制度に基づき、大地震等の災害時

に特に危険とされている地域について、「不燃化特区（不燃化特区特定整備地区）」の指定を受

け、古い建物の建替えや解体について、助成金等による支援や税金の減免といった不燃化特区限

定の支援を行っている。 

建替え助成 除却助成 寄附除却 

510 棟 667 棟 53 棟 

 ※令和５年度末実績 

・主要生活道路の拡幅整備、オープンスペース確保のための公園・広場等の整備 

  緊急車両のスムーズな通行や避難経路の確保及び火災時の延焼防止を図るため、建物等の補償 

を行いながら用地を買収し、主要生活道路の拡幅整備を進めている。 

地区名 測量進捗率 用地取得率 

荒川二・四・七丁目地区 ４路線 
73.3.％ 44.1％ 

町屋・尾久地区 12 路線 

※令和５年度末実績 

また、日常的な憩いの場、災害時には有効なオープンスペースとなる公園や防災スポット等の 

整備を進めている。 

区立公園 児童遊園 グリーンスポット 防災スポット 防災広場 

36 か所 70 か所 15 か所 22 か所 19 か所 

※令和５年度末現在 

・マンホールトイレ整備の推進 

  平成 15 年度から、災害時の応急仮設トイレとして、区内の公園や児童遊園、防災スポット等に 

災害時マンホール対応型トイレを設置している 

災害時マンホール対応型トイレ設置数 245 か所（穴） 

※令和５年度末現在（小中学校、ふれあい館等の敷地内を含む） 

震災で一人の犠牲者も出さない街づくりを目標に、建物の倒壊、延焼を防ぐためのハード面の

対策が必要である。 

本編では、木造住宅密集地域における道路、オープンスペースの整備、関連施設及びライフラ

インの確保等の取組について示すものとする。 
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・区内の空き家実態調査に基づく「荒川区空家等対策計画」の策定 

老朽化した空き家の除却による防災性の向上に加え、区内の約６割を占めるとされている木造住

宅密集地域の改善を図るため、空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家等特措法」とい

う。）の施行を契機に、平成 28 年 12 月に「荒川区空家等対策の推進に関する条例」を制定すると

ともに、平成 27年度に実施した空き家実態調査の結果を踏まえ、平成 29年 1 月に空き家に対する

基本的な方針を示した「荒川区空家等対策計画」を策定し、空き家対策を総合的かつ計画的に推進

してきた。 

 

第２節 課題 

・自然災害が発生しても機能不全とならない地域づくりを進める必要がある。 

・木造住宅密集地域における耐震化・不燃化をさらに促進する必要がある。 

・道路（細街路を含む）の拡幅、公園等の計画的な整備推進による防災機能の強化・充実を図る必

要がある。 

・断水時に使用できるようオープンスペースの常設トイレを確保する必要がある。 

・適切な管理がされていない空家からの災害発生による出火等を防止する必要がある。 

・使用目的のない空き家が増加し続けており、除却等の一層の促進に加え、周囲に悪影響を及ぼす

前の有効活用や適切な管理を総合的に強化する必要がある。 

 

第３節 対策の方向性 

・区の優先課題を見極めた計画の策定 

・不燃化特区における建替促進による不燃化の推進、延焼拡大の防止 

・建替えに伴う主要生活道路及び細街路の拡幅、公園等の計画的な整備を促進 

・老朽空き家の除却に係る普及啓発 

 

第４節 到達目標 

・不燃化特区地区の不燃領域率：令和７年度までに 70％     

・道路（細街路を含む）の拡幅、常設トイレを設置したオープンスペース整備の拡充  

・住宅の耐震化率：令和７年度までに 95％、民間特定建築物の耐震化率：令和７年度までに 100％ 

・著しく危険な老朽空き家の除却促進 

・令和４年度に実施した空き家実態調査に基づき、令和５年６月に改正された空家等特措法の内容

を反映させた新たな「荒川区空家等対策計画」の策定 
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第５節 具体的な取組 

１ 安全に暮らせる都市づくり 

１―１ 荒川区防災・減災等に資する国土強靭化地域計画 

・平成 25年、「国土強靭化基本法」が公布され、国土強靭化に関する施策を総合的に推進すること

が定められた。これを受け、国では「国土強靭化基本計画」及び「国土強靭化アクションプラン」

を策定した。 

・荒川区においても、「災害で一人の犠牲者も出さない安全・安心のまちづくり」を目標とし、区政

の６つの政策と、政策を横断する分野として「リスクコミュニケーション」「公共施設等の老朽化対

策」「荒川区民総幸福度」の３つを掲げ、それぞれの視点での対策を地域計画としてまとめている。 

 

（１）地域計画の位置付け 

・地域計画は、国土強靭化の観点から、どのような自然災害が発生しても機能不全に陥らないよ

う、喫緊ではない事業を見極めた上で、保有する人的、物的資源により自治体機能を継続するこ

とを趣旨とするものである。このことから、区の事業全般にわたり、いわゆる各部局による計画

を統括する「アンブレラ計画」となる。 

 

（２）区における取組 

・地域計画では、「起きてはならない最悪の事態」を掲げ、それぞれの事態への脆弱性評価として 

現状と目標年度の指標を示している。 

 

（３）進め方 

・区としては、強靭化の取組として、いわゆるＰＤＣＡサイクルによる「評価」と「見直し・改

善」を繰り返し、施策等の進捗に合わせる等により、修正していく。 

 

１－２ 防災都市づくり推進計画 

（１）計画の目的 

・ 「防災都市づくり推進計画」は、東京都震災対策条例第 13条の規定に基づき定める計画で、震

災を予防し、震災時の被害拡大を防ぐため、主に、延焼遮断帯の形成、緊急輸送道路の機能確

保、安全で良質な市街地の形成及び避難場所等の確保等、都市構造の改善に関する諸施策を都と

区が連携して推進することを目的として定めるものである。 

 

（２）計画の構成 

・防災都市づくりに関する施策の指針や目標等を定める「基本方針」と、具体的な整備計画等を

定める「整備プログラム」で構成されている。 
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１－３ 防災街づくりの施策 

・荒川区を災害に強い街にしていくためには、耐震性や耐火性のある建物への更新が進み、容易に

消火や避難が可能な道路やオープンスペースが整備された、防火性の高い都市構造にしていくこと

が緊急かつ重要な課題である。 

 

（１）木造住宅密集地域の整備促進 

・木造住宅密集地域を燃えない・燃え広がらないまちにするため、特に甚大な被害が想定される

地域を対象に、令和７年度までの期間の重点的・集中的な取組を実施する。 

 

① 不燃化特区制度 

・地域危険度が高い等、特に重点的・集中的に改善を図るべき地区について整備プログラムを

策定し、建替えや除却の支援制度を設けるとともに、主要生活道路の拡幅やオープンスペース

の確保も含め、地区全体の不燃化促進に向けた取組を強力に推進する。 

ⅰ）建替え・除却助成の充実  

・令和５年度から、建替えの更なる促進を図るため、建替え助成制度において、解体工事費

及び建築設計、工事監理費の助成に加え、新たに建築工事費の助成を開始している。  

・令和６年度から、新耐震基準建物のうち、平成 12 年５月 31 日以前に建てられたグレーゾ

ーン住宅を含む古い木造建物についても除却を促進するため、助成対象範囲を拡大してい

る。  

○除却助成  

・旧耐震基準建物のみを対象としていたが、建替え助成と同様に、グレーゾーン住宅を含

む新耐震基準建物の一部についても助成対象とする。  

○建替え助成  

・不燃化を促進する目的で耐火・準耐火以外の建物を対象にしていたが、耐震化も促進す

るため、耐火種別を問わないこととする。  

○住み替え助成  

・不燃化特区内の老朽建物の解体に伴い、老朽建物ではない賃貸住宅に住み替える方を対

象とした助成制度について、老朽建物の範囲を除却助成及び建替え助成の変更に合わせて

拡大するとともに、高齢者が転居しやすいように要件を緩和する。  

ⅱ）周知啓発等  

○事業・制度の周知・啓発  

・各戸訪問、町会役員会、避難所開設・運営訓練、町会防災訓練のほか、ポスター掲示、

まちづくり協議会、ニュース配布、動画配信等による事業ＰＲを行っていく。  

○専門家の派遣や住まいの相談会の開催による相談支援  

・建築士や弁護士等の専門家派遣、住まいの相談会による相談支援をきっかけに、建替え

や除却助成金の申請につなげる。  

○まちづくり協議会の活動  

・地域の方々で組織されたまちづくり協議会において、地区の防災上の課題解決に向けた

まち歩き等住民参加イベントの実施や情報発信を行うことにより、防災まちづくりの意識

啓発を行っていく。 
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指定地区 荒川・南千住地区 町屋・尾久地区 

指定年度 令和２年度 平成 26 年度 

整備プログラム

の概要 

[コア事業] 

・旧荒川図書館跡地の公園とその周

辺整備 

・都市計画道路補助 90号線沿道の緑

道整備 

・老朽木造建築物等の除却 

[コア事業以外] 

・都市計画道路補助 90号線の整備 

・公園等の広場整備 

・都市計画道路補助 90号線沿道の不

燃化 

・主要生活道路の拡幅整備・無電柱化 

・相談体制の充実 

・不燃化建替えの助成 

[コア事業] 

・都市計画道路補助 193 号線の整備 

・主要生活道路の拡幅整備及び沿道

の不燃化 

・老朽木造建築物等の除却促進 

・公園・広場等の整備 

[コア事業以外] 

・相談体制の充実 

・不燃化建替えの促進 

・永久水利施設の整備 

不燃領域率  

（令和５年度末） 
66.4％ 65.0％ 

（指定当初） 64.5％ 56.8％ 

    ※荒川・南千住地区において、平成 23年度に特区の指定を受けた荒川二・四・七丁目地区 

では、目標である不燃領域率 70％を達成済み（令和６年３月現在 70.8％） 

 

② 特定整備路線の整備（補助 90 号線 町屋駅前～明治通り） 

・都施行の都市計画道路の整備を加速するため、関係権利者等に対する特別な支援策につい

て期間を限定して実施する。 

・特定整備路線の整備を進めている都と連携して、補助９０号線沿道緑道の整備に向けた用

地取得を進めていく。 

 

③ 地区計画の導入 

・木造住宅密集地域に地区計画を導入し、建築物等に適切な制限を行うことで災害時の安全

性を確保する。 

・拡幅整備が必要な主要生活道路（優先整備路線）については、地区計画による指定を行う

とともに、早期整備に取組、災害時の円滑な消火活動と避難路を確保する。 

・主要生活道路の拡幅整備にあたっては、高度な専門知識を有する専門業者に用地折衝を委

託することにより、権利者の生活再建を第一に考え、権利者の立場に立って丁寧に説明し、

合意を得ながら推進していく。  

・主要生活道路と交差する見通しの悪い交差点の角地を防災スポット用地として取得するこ

と等により、交通の安全性の向上につなげる。 
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（２）密集住宅市街地整備促進事業 

・本事業は、木造住宅等が密集し、道路・公園等の公共施設が未整備な地区において、老朽木造

建築物等の建て替えを促進するとともに、併せて道路・公園等の公共施設の整備を進め、住環境

の改善と住宅水準の向上を図っていく。 

・令和３年度から新たに不燃化特区制度を導入している荒川一・三・南千住一・五丁目地区にお

いて、老朽化した建物の建替えや除却の支援に加え、主要生活道路の拡幅や公園・広場等のオー

プンスペースの確保を図るため、令和６年度整備計画を策定し、令和７年度からの密集住宅市街

地整備促進事業の導入を目指す。 

地 区 開始年度 不燃領域率 

南千住一・荒川一丁目地区 平成 11 年度  56.2％ 

荒川二・四・七丁目地区 平成 17 年度 ※70.8％ 

町屋・尾久地区（下記地区含む） 

荒川五・六丁目地区（昭和 62年度～） 

町屋二・三・四丁目地区（平成 11年～） 

尾久中央地区（平成 21年～） 

尾久東部地区（令和３年度～） 

平成 21 年度 ※65.0％ 

不燃領域率は事業終了時のもの。※令和６年３月現在 

 （資料第１－８ 荒川区密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律施行細則） 

 

（３）延焼遮断帯形成事業 

・上記の密集住宅市街地整備促進事業地区内で、優先整備路線沿道にミニ延焼遮断帯を形成し、

震災時に市街地火災の延焼を防止する。 

地 区 開始年度 

荒川五・六丁目地区（優先整備路線 459 m） 平成 18 年度 

町屋二・三・四丁目地区（優先整備路線 470 m）外３路線 平成 19 年度 

荒川二・四・七丁目地区（優先整備路線 275 m）外１路線 平成 19 年度 

尾久中央地区（優先整備路線 630 m）外３路線 平成 23 年度 

尾久東部地区（優先整備路線 350 m）外２路線 令和２年度 

 

（４）整備地域不燃化加速事業 

・東京都防災都市づくり推進計画における整備地域のうち不燃化特区制度を導入している重点整

備地域を除く地域において、老朽木造建築物の解体工事費や１階から３階までの床面積に応じて

設計・工事監理費の一部を助成する制度を導入し、建築物の不燃化や耐震化を加速させること 

で、地域の防災性向上を図る。 

 

（５）木造・非木造建物耐震化推進事業 

・震災時に倒壊等の恐れがある木造・非木造建物について、耐震診断に基づき耐震補強工事、耐

震建替え工事等を行う区民を支援することで建物の耐震性の向上を推進していく。 

・これまで行っていた昭和 56年５月 31 日以前の旧耐震基準で建てられた建物の耐震化に対する
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支援に加え、令和６年度から、新耐震基準のうち平成 12 年５月 31 日以前に建てられたグレーゾ

ーン住宅に対する支援を開始した。 

・耐震補強工事や建替え工事等ができない建物に居住する者の命を守るため、耐震シェルター設

置について、設置前の耐震性の確認を不要にするとともに、建築基準法適合要件を撤廃し、２項

道路突出や不接道建物も対象にした。加えて、補助率及び上限額を引き上げた。 

・令和６年１月１日に発生した能登半島地震において、建物倒壊や火災等による被害が多く見ら

れたことを踏まえ、既に行っている家具類の転倒等防止器具並びに感震ブレーカーに対する設置

工事・購入費用の助成も含め、多様な支援を実施することで、地域全体として燃えない・倒れな

いまちづくりを進めていく。 

 

（６）都市計画道路の整備 

・道路は、都市基盤施設として、物資輸送や交通等、区民の日常経済活動を支える機能を有する

他に、震災時には延焼遮断帯及び避難路や緊急輸送道路となる等、重要な役割を果たす。 

・都市計画道路については、都市計画法により都市計画決定され、事業認可を取得したものにつ

いて整備に着手する。 

・現在、区内では都施行２路線、区施行３路線が事業中である。 

・このうち、補助 90 号線の町屋駅前から明治通りの区間については、都が平成 24 年６月、「木密

地域不燃化 10年プロジェクト」の一つの柱として都市計画道路の特定整備路線に選定しており、

令和７年度末の完了を目指し集中的に整備を行っている。 

① 都における都市計画道路の整備方針 

・都、特別区及び 26 市２町では、これまで都市計画道路を計画的・効率的に整備するため、過

去３回にわたり事業化計画を策定し、事業の推進に努めてきた。 

・平成 28年３月、東京における都市計画道路の整備方針（「第四次事業化計画」）を策定し、概

ね 10年間で優先的に整備すべき区間を優先整備路線として選定した。 

 

② 荒川区内における優先整備路線 

・荒川区内における都と区が施行する路線は以下に示すとおりである。 

○都施行路線  環状４号線（西日暮里五丁目交差点付近～宮地交差点付近） 

        補助第 92 号線（北区境～道灌山通り） 

○区施行路線  補助第 182 号線（尾竹橋通り～西日暮里二丁目） 

            補助第 189 号線（日光街道～東京メトロ検車区前） 

            補助第 193 号線（熊野前交差点～荒木田交差点） 

 

③ 荒川区内における事業着手路線 

・荒川区内における都と区が整備を進めている路線は以下のとおりである。 

○都施行路線 環状４号線及び補助第 90 号線（常磐線ガード～町屋駅前、小台通り～荒川車

庫前） 

○区施行路線 補助第 193 号線（熊野前交差点～荒木田交差点） 

補助第 321 号線（橋場橋通り入口交差点～明治通り） 

補助第 331 号線（コツ通り～ドナウ通り） 
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（７）都市防災不燃化促進事業 

・区では、昭和 58年から本事業を実施し、順次対象地域を拡大しながら、燃えない街づくり 

の推進を図っている。 

①  計画目標 

・事業対象地区ごとに、それぞれの事業開始年次から 10 年間で、対象区域内の不燃化率を 70％

にすることを目標とする。 

 

②  現況 

地 区 開始年度 終了又は終了予定年度 不燃化率（％） 

白 鬚 西 Ⅰ 地 区 昭和 58 年度 平成 12 年度終了 35.5％ 

小 台 通 り 地 区 昭和 59 年度 平成 10 年度終了 65.6％ 

尾 竹 橋 通 り 地 区 昭和 62 年度 平成 12 年度終了 58.5％ 

旭 電 化 跡 地 周 辺 地 区 平成元年度 平成 15 年度終了 36.6％ 

補 助 3 0 6 号 線 地 区 平成２年度 平成 16 年度終了 47.7％ 

放 射 1 2 号 線 地 区 

（補助 107 号線地区含む。） 
平成４年度 平成 21 年度終了 43.3％ 

補 助 9 0 号 線 地 区 平成９年度 平成 24 年度終了 40.9％ 

補 助 1 8 9 号 線 地 区 平成９年度 平成 18 年度終了 60.8％ 

補助 90 号線第二地区 

（熊野前～荒川遊園地前） 
平成 11 年度 令和２年度終了 41.1％ 

補助 90 号線第三地区 

（町屋駅前～明治通り） 
平成 27 年度 令和６年度終了予定 ※69.1％ 

     不燃化率は事業終了時のもの。※令和６年３月現在 

     （資料第３－８ 荒川区まちづくりマップ） 

  

（８）特定緊急輸送道路沿道建物耐震化推進事業 

・地震発生時において特定緊急輸送道路に係る沿道建物の倒壊による道路の閉塞を防ぎ、広域的

な避難路及び輸送路を確保するため、沿道建物の耐震補強設計及び耐震補強工事等に係る費用を

補助することにより、当該沿道建物の耐震化を推進していく。 

① 特定緊急輸送道路 

・日光街道 

・尾久橋通り 

・明治通りの一部（日光街道から荒川区役所までの区間） 

 

② 対象となる建物 

・次の全てに該当する建物 

⑴ 昭和 56 年５月 31 日以前に建築された建物特定緊急輸送道路に敷地が接していること 

⑵ 建物高さが、道路幅員の概ね 1／2以上であること 

（資料第３－９ 荒川区緊急輸送道路路線図） 
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（９）細街路拡幅整備事業 

・区内の道路は、約３割が細街路といわれる幅員４ｍ未満の道路であり、消防活動が困難であ

り、かつ避難路としても不適な状態であるが、その多くが解決されていないのが現実である。 

・区では、昭和 59年に細街路拡幅整備要綱を制定し、次の事業を推進している。 

事業概要 事業対象 
整備率（％） 

（ ）内は整備完了距離 

狭あい道路の拡幅整備を促進するため、荒

川区細街路拡幅整備事業を実施しており、土

地所有者等の承諾に基づき、区が道路拡幅の

工事を行うほか、建築主等の申請により、後

退用地等の整地費、拡幅整備に支障となる塀

の移設費の一部を助成し、費用負担の軽減を

図っている。加えて、後退用地の非課税申告

の手続きを代行している。 

また、荒川区私道細街路電柱移設事業に基

づき、私道の拡幅整備後に電柱の移設が必要

と認められる場合、移設費用の一部を助成

し、車両の通行に有効な道路幅員の確保につ

なげている。 

区内の全道路約 349km

のうち約 116km、道路両

側で約 232km。 

約 49.5％ 

（約 115km） 

 

（10）道路の無電柱化 

① 背景 

・現在、電力線、通信線の多くが架空方式で設置され、災害発生時の電柱折損によるインフラ

停止が懸念されている。防災性の確保のほか、通行空間の安全性、また良好な景観の形成から

無電柱化は重要な施策である。 

・都では、首都直下地震等の災害に備えるため、これまで以上に重点整備エリア等の無電柱化

の推進が求められている。 

・これを踏まえ、平成 28年に無電柱化の推進に関する法律が施行され、各自治体においても、

無電柱化推進計画の策定、公表が努力義務化された。 

 

② 関連する取組 

・無電柱化の推進に関する法律の施行に先がけ、道路法が平成 28 年４月に改正され、直轄国道

のうち、緊急輸送道路上における電柱の新規占用が禁止された。 

・都においても、無電柱化の推進に関する法律を踏まえ、東京都無電柱化推進条例を平成 29年

９月から施行し、都道を対象とした無電柱化推進の方策、電柱の新設抑制を定めている。ま

た、都都市整備局は面的な無電柱化を推進するため、区や民間の取組を支援している。 
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③  区における取組 

・木造住宅密集地域が約６割を占めるとされる区においても、前記の①で定められた無電柱化

推進計画を令和元年７月に策定し、災害発生時の避難等に資する一定程度の幅員が確保される

道路を中心に技術的課題を検証しながら、都市計画道路及び防災に資する主要生活道路を中心

に無電柱化を推進している。 

・なお、木造住宅密集地域である荒川二・四・七丁目地区内の主要生活道路４号線「ゆいの森

周辺道路」において、荒川区がこれから取り組むべきである生活道路の無電柱化のモデル路線

として平成 27年度に先行整備した。 

・その後、荒川総合スポーツセンター周辺道路等の整備が完了し、荒川二・四・七丁目地区内

の主要生活道路２号線「第二峡田小学校北側道路」等が整備中である。 

・また、令和５年３月より、緊急輸送道路を対象として、電柱の新設抑制を定めている。 

 

④ 主な無電柱化路線 

・国庫補助や都のチャレンジ支援事業等の補助事業の活用を図り、無電柱化を推進する。 

  ⅰ）第二峡田小学校北側道路  

基本及び詳細設計   平成 30～令和元年度  

無電柱化工事      令和３～５年度  

道路整備工事      令和６年度   工事完了（予定）  

ⅱ）荒川遊園通り  

基本及び詳細設計   令和３～４年度  

無電柱化工事      令和５～７年度  

道路整備工事      令和８年度   工事完了（予定）  

ⅲ）宮前公園第三期周辺道路  

基本及び詳細設計   令和５～７年度  

無電柱化工事      令和８～13 年度  

道路整備工事      令和 13 年度   工事完了（予定） 

 

（11）空き家対策 

① 背景 

・震災時における家屋の倒壊の危険性といった防災上の問題に加えて、ゴミの不法投棄、ネズ

ミ等の発生による衛生上の問題、雑草の繁茂による景観上の問題、放火や不法侵入による治

安・防犯上の問題等、その周辺にお住いの方々に不安と悪影響を及ぼしている。 

 

② 具体的な施策 

・空き家問題にいち早く対処するため、平成 24年度から、危険な老朽空き家住宅の除却費用の

一部を助成する独自の制度を開始した。更に、平成 27年度から、「危険老朽空き家ゼロ作戦」

として、不燃化特区において、区外居住者を含めた建物所有者への積極的なアプローチを行う

とともに、区が解体工事を行う寄附除却や除却費用の全額助成、賃貸住宅への住み替え家賃助

成等、これまでよりも踏み込んだ除却支援事業に取り組んでいる。 
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ⅰ）相続人調査の実施  

・空き家実態調査による管理不全な空き家を把握、並びに相続人調査による空き家の相続人

の特定する。 

ⅱ）危険な老朽空き家の除却  

・令和５年度から空き家の解体助成制度の助成上限額を引き上げ、更なる危険な老朽空き家

の解体の促進を図る。 

ⅲ）特定空家等への指定等  

・特定空家等対策審査会への諮問・答申を経て、周囲に著しい悪影響を及ぼす空き家を特定

空家等に指定し、空家等特措法に基づく指導・助言を行うことによる除却の促進を図る。 

ⅳ）空き家利活用事業の促進  

・街の魅力向上や地域の活性化を図るため、空き家の活用を促進する。 

 

③ 関連する法令等 

・危険な空き家に対する立ち入り調査をはじめ、建物所有者への改善命令や行政代執行等の強

い権限を自治体に与える規定が盛り込まれた空家等特措法が平成 27年５月に全面施行され、除

却の阻害要因であった固定資産税の課税方法についても一定の見直しが行われた。 

・また、区内全域を対象とした空き家の実態調査の結果を踏まえ、周辺の生活環境に深刻な影

響を及ぼしている「除却すべき危険な空き家」に対処するだけではなく、空き家そのものの増

加を抑制する「予防保全を講じるべき空き家」への取組や、民間事業者とも連携した「利活用

が考えられる空き家」への取組等、多岐にわたる空き家問題に対する基本的な方針を示す『空

家等対策計画』を平成 29年１月に策定するとともに、特措法を補完する区独自の『空家等対策

の推進に関する条例』を平成 29 年４月に施行した。 

 

④ 更なる取組 

・空き家所有者が抱えている様々な悩みに対して、法律や建築等の専門家が無料で直接相談に

応じることで、空き家問題の早期解決につなげるとともに、地域の活性化に資する施設への改

修費用の助成や空き家の活用を促進する制度を導入することで、地域の活力・コミュニティの

衰退を未然に防ぐ等、総合的かつ計画的な空き家対策を実施していく。 

・令和４年度に２回目の空き家実態調査を行ったところ、空き家が増加していることが判明し

た。また、令和５年度に空家等の対策の推進に関する特別措置法が一部改正され、除却等の更

なる促進に加え、空き家の有効活用や適切な管理を強化する規定が追加された。これらを踏ま

え、令和６年度に空家等対策計画を改定し、区の空き家対策をより一層推進していく。 

ⅰ）空家等対策計画に基づく空き家対策の実施  

・空家等対策計画に基づき、①そもそも空き家にさせない、②空き家になった場合でも適正

に管理し、次の利用につなげる、③危険なものは速やかに除却する、の３点を重視し、空き

家所有者や空き家化の可能性のある世帯へのアプローチ、相談対応体制の強化、エリアリノ

ベーションの取組の推進、空家等特措法に基づく改善指導、危険な老朽建築物の除却助成等

を重点的に行っている。  

ⅱ）老朽空き家の除却  

・老朽空き家の除却助成は、過半が住宅である建物を対象にしていたが、空き家が倒壊して
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周囲に与える影響を考え、令和６年度から都の補助要件に合わせて用途の制限を撤廃し、店

舗や事務所、倉庫等も対象とした。 

 

（12）公園・緑地等の整備 

・都市の緑地は、火災の延焼防止や避難場所としての機能等、防災上重要な役割を担っているの

で、保護指定樹木の助成制度や緑化計画制度等により都市空間の確保を図る。 

・公園や児童遊園は、延焼防止機能を有するとともに自主防災組織の活動拠点、一時集合場所

等、防災上重要なオープンスペースであり、引き続き積極的な整備を推進する。 

・区立公園については、過去の大震災において地域の身近な公園が果たした役割の大きさを踏ま

え、震災時の避難場所として位置付け、重点的な整備を推進する。 

・区内の公園・緑地等の整備水準が低い地域については、計画的に施設整備を進め、区全体の公

園、緑地整備等の拡充を図る。 

・区立の個々の公園・児童遊園等の防災機能を向上させるため、拡張整備を積極的に推進すると

ともに、水利施設や防災資機材等の設置についても、公園本来の機能を守りながら地域の要望に

応えていくものとする。 

・震災に伴う断水時に、衛生的にトイレを利用できるよう、平時から、事業者等と技術的な意見

交換を行い、試験的な設置について関係機関と協議する。 

・都市計画公園は、都市計画法に基づき都市計画決定され、事業認可を取得したものについて整

備に着手する。区内における都と区が今後整備する予定の都市計画公園は次のとおり。 

○都施行公園  尾久の原公園 

○区施行公園  宮前公園（第三期） 

町屋公園 

南千住浄水場跡地（公園予定地） 

荒川遊園（Ｄ地区） 

・宮前公園（第三期）については、災害時に拠点となる病院に隣接し災害医療を支援する公園とし

て、整備を進める。また、「（仮称）宮前公園一帯」が広域避難場所としての指定を受けることを目

指し、都と協議を継続するとともに、指定要件を満たす整備に努める。 

 

（13）防災広場の整備 

① 現況 

・防災広場は、災害時には延焼防止の役割を果たすとともに地域の防災活動の拠点として利用

され、平時には住民の防災訓練の場、さらには日常の区民交流の場として活用されている。 

・昭和 55 年 11 月に定めた「荒川区防災広場の設置等に関する要綱」に基づき整備を進め、令

和６年４月現在 19箇所ある。 

・地域の防災区民組織等の協力を得ながら日常の清掃等の簡易的な維持管理を行う。 

（資料第３－10 防災広場一覧） 
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② 設置基準 

・面積は、概ね 300 ㎡～500 ㎡程度 

・地域危険度が５又は４の地域で、特に消防水利の不足している地域 

・防災活動を円滑に行いうるだけの道路に接していること 

 

③ 整備内容 

・地下に防火水槽(40t)又は小型防火水槽(５t)を設置し、地域の初期消火能力の向上を図る。 

・また、一部の防災広場には防災用かまどベンチを設置している。 

・敷地内に地域の防災資機材格納庫を置くとともに、６箇所の防災広場には、区民等による応

急救助体制を強化するため、救助用資機材セット等を配備している。 

 

④ 整備計画 

・地域危険度が５又は４の地域で、特に消防水利の不足している地域については、防災広場の

設置を今後も推進していくとともに、災害時の拠点として有効に活用するため、防災井戸及び

マンホール対応型トイレについても整備する。 

 

（14）防災スポットの整備 

① 現況 

・小規模な敷地を整備し、防災機能を備えたオープンスペースとして確保するとともに、火災

の延焼防止又は遅延、建て詰まりの軽減、地域での初期消火、救助活動の促進による地域の防

災性を向上させるとともに、憩いの場となることで住環境の向上も図っている。 

・平成 27 年９月 10 日に定めた「荒川区防災スポットの整備及び管理に関する基準」に基づき

整備を進め、令和６年４月現在 22箇所ある。 

・地域の防災区民組織等の協力を得ながら日常の清掃等の簡易的な維持管理を行う。 

（資料第３－11 防災スポット一覧） 

 

② 整備要件 

・不燃化特区内における整備 

・整備により地域の防災性向上に資する用地 

・概ね 30 ㎡以上の面積を有すること 

 

③ 整備内容 

・整備可能な立地条件を満たし、防災設備が不足する地域の場合は、防災井戸、マンホールトイ

レ、防火水槽、かまどベンチ等の防災設備を整備 

・防災用資機材等を格納できる収納ベンチの設置 

・救助用資機材の配備 
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（15）市街地の再開発事業 

・木造住宅密集地域の防災性強化や駅前にふさわしい土地の高度利用、にぎわいの創出を目的と

して市街地を再開発することにより、耐震・耐火建築物の建設と道路、公園、広場等の公共施

設、オープンスペースを総合的に整備し、災害に強い安全で快適な市街地の形成を図っていく。 

① これまでの取組 

ⅰ）白鬚西地区市街地再開発事業(都施行) 

・「白鬚西地区防災再開発計画」は、昭和 44年 11 月に策定された｢江東再開発基本構想｣に基

づき、計画が進められたものであり、東京都長期計画では「安心して住めるまち」の中で、

白鬚東地区とともに防災市街地再開発事業として位置付けられている。 

・白鬚西地区は、区の東端に位置し、白鬚東地区（墨田区）と隅田川を挟んで、その西側に

あり、その周囲をＪＲ貨物隅田川駅と隅田川に囲まれた、面積約 48.8ha の区域である。事業

は平成 22年３月に完了し、都の地区内残留地区の指定を受け、災害に強い安全で快適なまち

に生まれ変わった。 

ⅱ）再開発事業完了地区 

・住宅、商業、工業が混在した密集市街地を解消し、安全で快適な街を形成するとともに、

駅前にふさわしいにぎわいを創出し、街の活性化を図るため、再開発事業を実施した。 

地区名 地区面積 施行者 完了年度 

町屋駅前西地区 0.2ha 個人 平成元年３月 

町屋駅前東地区 0.6ha 組合 平成２年８月 

町屋駅前中央地区 0.5ha 組合 平成９年２月 

町屋駅前中央第二地区 0.1ha 個人 平成８年９月 

町屋駅前南地区 0.6ha 組合 平成 19 年９月 

東日暮里五丁目地区 0.7ha 組合 平成 14 年３月 

白鬚西地区 48.8ha 都 平成 22 年３月 

ひぐらしの里西地区 0.3ha 組合 平成 23 年３月 

ひぐらしの里中央地区 0.7ha 組合 平成 23 年３月 

ひぐらしの里北地区 0.4ha 組合 平成 23 年３月 

南千住西口駅前地区 0.8ha 組合 平成 24 年３月 

三河島駅前南地区 0.5ha 組合 平成 27 年３月 

 

② 今後の取組 

ⅰ）三河島駅前北地区市街地再開発事業（組合施行） 

・旧真土小学校跡地を含む三河島駅前北地区において、周辺道路の拡幅整備や広場等のオー

プンスペースの整備により、地域の防災性の向上を図る。また、土地の高度利用を図り、住

宅、商業・業務及び公益施設（多目的アリーナ）等の耐震・耐火性を備えた複合建築物を建

設することで、駅前にふさわしいにぎわいを創出するとともに、災害に強い安全で快適な再

開発事業を推進する。 

ⅱ）西日暮里駅前地区市街地再開発事業（組合施行（予定）） 

・旧道灌山中学校跡地を含む西日暮里駅前地区において、都市計画道路や交通広場、ペデス
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トリアンデッキ等の都市基盤の整備により、地域の防災性の向上を図る。また、土地の高度

利用を図り、住宅、商業・業務及び公益施設（文化交流施設）等の耐震・耐火性を備えた複

合建築物を建設することで、駅前にふさわしいにぎわいを創出するとともに、災害に強い安

全で快適な再開発事業を推進する。 

 

（16）土と緑の堤防整備 

・水辺に親しむ環境の創出と地震に対する安全性の向上、震災時の消防水利の確保、支援物資の

水上輸送システムの確立等を図るため、公園等の公共施設の整備に合わせ、都が行うスーパー堤

防の整備に積極的に協力していく。また、スーパー堤防化に時間を要する区間については、避難

経路としても有効なテラスの先行整備を都と連携して推進する。 

 

（17）私道の安全対策 

・令和６年度から、これらの対策に向けて、全ての私道照明灯の調査を実施するとともに、合わ

せて通行の支障になっている電柱についても現状を把握した上で、電柱の管理者や土地所有者等

に対し、移設を働きかける。 

① 私道細街路の電柱移設支援制度  

・道路の拡幅に伴う電柱移設は、公道の場合、道路法に基づく監督処分が可能であるが、私道

では、経費も含めた権利者間での調整が必要となり、移設が進んでいない。このため、電柱移

設に係る経費を全額補助し、災害時の避難や消火活動が円滑に行える環境づくりを進める。 

  

② 私道照明灯のＬＥＤ化  

・町会管理の私道照明灯について、区が積極的に協力することでＬＥＤ化を集中的に行い、私

道の暗がり対策を進め、地域の安全性を高める。 
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１－４ 高層建築物の対策 

・荒川区は工場と住宅の混在地として形成されてきた。工場跡地が住宅地へと変わっていくととも

に建築技術の向上や土地の高度利用に伴って、近年、中高層のマンション等の建築物が増加してい

る。 

・中高層マンションにおける地震に対する対策については、区及び消防署等が連携し、各種の実態調

査、行政指導の強化等を行うとともに、高さ 60m を超える超高層建築物における長周期地震動対策に

ついては、国の動向を注視し対策方法等を示していく。 

 

（１）現況 

・区内の建築物の現況は以下のとおりであり、高層建築物は高さ 31ｍを超える建物であることか

ら、概ね 11 階以上の建物が該当すると考えられる。 

 
建物階数別棟数（令和３年土地利用現況調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理の関係で、構成比の計が 100％にならないことがある。 

 

（２）整備指導方針 

・既存の高層建築物については、建築基準法に基づく定期報告制度の対象となる建物に対して

は、毎年あるいは３年ごとに維持保全の報告を求め、安全性の確保を図る。 

・地区計画の区域内では、地区ごとに建築物等の高さの最高限度を定めている。 

 

（３）マンション防災マニュアルの作成 

・区は、マンションに対し実施したアンケート調査を基に、家具類転倒・落下、エレベーターの

停止等の高層住宅特有の被害や集合住宅での防災対策の進め方等について取りまとめた研修用冊

子を活用した普及啓発を行う。 

・管理組合の理事会等に対する出張防災講座の実施や、マンションセミナーにおける防災講座の

開催、耐震アドバイザーの派遣、先進的な防災対策を実施しているマンション等の事例紹介、区

報やホームページによるマンション防災対策の広報等を行う。 

  

地 域 
低 層 中 層 高 層 超高層 

計 
1 階 2 階 3 階 4・5階 6・7階 8～10 階 11～15 階 16 階～ 

南 千 住 957 2,944 1,751 262 64 69 75 19 6,141 

荒 川 625 3,694 2,315 258 51 64 53 6 7,066 

町 屋 490 3,186 2,258 241 64 49 27 4 6,319 

東 尾 久 561 3,574 2,541 274 43 37 35 0 7,065 

西 尾 久 400 2,807 2,059 341 69 34 25 0 5,735 

東日暮里 318 2,081 1,735 680 176 156 64 3 5,213 

西日暮里 325 1,695 1,341 605 114 124 58 3 4,265 

計 3,676 19,981 14,000 2,661 581 533 337 35 41,804 

構 成 比 8.8% 47.8% 33.5% 6.4% 1.4% 1.3% 0.8% 0.1% 100.0% 
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（４）非常用備蓄の推進 

・耐震性が確保されている高層住宅であっても、電気・水道等のライフラインの途絶や、エレベ

ーターの停止によって、居住者は、利便が低下した生活を余儀なくされる可能性がある。 

・ライフラインの途絶等を想定し、一定期間は自宅で避難生活が送れるよう、食料や飲料水、携

帯トイレ等の生活必需品や防災資機材等、必要な物資について居住者や自治会・管理組合が、７

日分以上（最低３日分）を備蓄していくことを、区として啓発する。 

・大型マンションや超高層マンションの場合、荒川区住宅等の建築に係る住環境の整備に関する

条例により、あらかじめフロアやブロックごとに活動単位を設定し、それぞれに備蓄倉庫拠点を

設けた非常用備蓄を分散配置する等の取組を推進している。 

 

（５）エレベーター対策 

・区は、エレベーターの耐震性や挟まれ事故の防止、閉じ込めの軽減措置についての状況確認や

改修を促すとともに、民間の建築物におけるエレベーターの所有者（管理者）に対して、定期報

告時に、エレベーターの閉じ込め防止対策のリーフレットを配布し、装置設置の必要性を周知す

る。 

・また、エレベーターチェアの設置及び閉じ込め対策訓練の実施等について普及啓発を図るとと

もに、発災後はできるだけ多くのマンションやビルの機能を早期に回復させる１ビルにつき１台

のエレベーター復旧が原則であるエレベーター協会のルールを広く周知する。 

・消防署は、日本エレベーター協会から講師を招き、エレベーター閉じ込め事故の指導者研修を

実施し、迅速な救助体制を整備する。 

 

 [エレベーター閉じ込め防止装置] 

装置名 機 能 

地震時管制運転装置 地震動を感知した場合に早期に運転を停止する機能 

停電時自動着床装置 
停電時に、エレベーターを最寄り階に着床させるのに必要な電力を供

給する装置 

機器の耐震性強化 
ロープのはずれ止めや引っ掛かり防止、脱レール防止等の各機器の対

策強化 

運転情報提供 かご内や乗り場への情報提供（音声、表示） 

閉じ込め時のリスタ

ート運転 

地震時に安全装置が働き緊急停止で閉じ込め状態になった場合、異常

が解消していれば最寄りの階へ移動し、ドアを開放する機能 

自動診断仮復旧運転 

停止状態にあるエレベーターが一定の条件を満足した場合に診断運

転に移行し、異常が検出されなかった場合に仮復旧させる機能（後に技

術者による再確認で本復旧となる） 

 

（６）ビルからの落下物の防止 

・地震に対する危険物本体の強化はもちろん、ビルの窓ガラスや壁、広告物等が落下して地上の

人々を傷つける危険性も除去しなければならない。 

・建築基準法に基づき不特定多数の人が利用する一定規模以上の特殊建築物については定期的に
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点検を行い区に対する報告が義務付けられている。この報告に外壁等の落下物の調査も含まれて

いることから、督促等により報告率向上に努めるとともに改善の必要なものについては指導を行

っている。 

・平成 17 年の福岡県西方沖地震の被害を受け、区内の避難道路沿いや容積率 400％以上の区域内

にある３階以上で嵌め殺し窓の落下の危険性がある建築物を対象に、所有者又は管理者に調査及

び報告を求め、報告に基づく改善指導を実施した。 

 

（７）荒川区災害時地域貢献建築物の推進 

・荒川区災害時地域貢献建築物の認定・助成制度（認定：平成 23 年８月施行、助成：平成 23年

９月施行）について、対象となる建築物の把握に努め、当該建築物の所有者等に対し助成制度の

説明をするとともに、認定を申請するよう協力を求めていく。 

 

（８）消防署による指導 

・消防署は、高層建築物等の新築等に際して、関係者に対し、火災予防審議会を受けて策定した

高層建築物等に係る安全防火対策に基づく指導を行う。 

・消防署は、事業所に対して東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画の作成を指導する。 

・作成した事業所防災計画に定めた事前計画、活動計画、復旧計画に基づき火災、地震その他の

災害等による人命の安全及び被害の軽減が図れるよう、関係事業所に次の対策を指導する。 

火災予防対策 

⑴ 火気使用設備器具の安全化及び出火防止対策の推進 

⑵ 火気使用場所の環境整備及び可燃物品の転倒落下防止措置 

⑶ 内装材料、家具調度品、装飾物品の不燃化 

⑷ 消火設備、防火区画等の機能確保による延焼拡大防止対策の推進 

避難対策 

(混乱防止対策) 

⑴ 避難施設の適正な維持管理及び避難通路の確保 

⑵ ビルの防災センターからの迅速な緊急放送体制の整備 

⑶ ショーケース、看板及び複写機等の転倒、落下防止 

⑷ 避難誘導員の事前指定や訓練指導者の育成 

⑸ 避難口、避難階段を明示した館内図の掲示や施設利用者に対する災

害発生時の行動要領の周知徹底 

⑹ 警報設備、避難設備の機能確保による避難対策の推進 

防火・防災管理対策 

⑴ 従業員に対する消防計画の周知徹底 

⑵ 管理権限者が複数の建物における管理責任区分及び全体についての

消防計画の周知徹底 

⑶ ビルの防災センターの機能強化及び要員教育の徹底 

⑷ 救出・救護知識の普及及び必要な資機材の整備 

⑸ 防火管理業務及び防災管理業務従事者を対象とした実務講習等によ

る教育 

⑹ 実践的かつ定期的な訓練の実施 

消防活動対策 消防活動上必要な施設の機能確保による消防活動対策の推進 
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１－５ 崖・擁壁・ブロック塀等の対策 

（１）崖・擁壁 

・近年、がけ崩れによる大きな災害が各地に発生している。崖・擁壁対策は、原則として所有者

等が行うべきものであるが、行政の対応策として建築基準法、宅地造成及び特定盛土等規制法、

土砂災害防止法等に基づく規制がある。また、区では、土砂災害特別警戒区域内の擁壁等の所有

者に対しての支援事業を行っている。 

 

① 擁壁専門家派遣事業 

・土砂災害特別警戒区域内における擁壁・がけの所有者を対象に擁壁専門家を派遣し、既存擁壁

等の調査、対策計画の作成等を支援する。 

 

② 擁壁等対策工事助成制度 

・土砂災害特別警戒区域内等の擁壁等の安全性確保のために対策工事を行う所有者等に対し、当

該工事に要する経費の一部を助成する。 

 

（２）ブロック塀 

・平成 19年７月の新潟中越沖地震の教訓に鑑み、区内の道路に面する高さ 1.2ｍ以上のブロック

塀等について、平成 20年度に調査を実施し、調査結果で危険とされたブロック塀等の除却を進め

るため、平成 21 年度に危険なブロック塀等の除却に関する助成制度を創設した。 

・また、平成 30 年６月の大阪北部地震を契機として、平成 30 年度から助成対象の拡大、令和２

年度から限度額の引き上げを行った。 

・さらに、令和２年度に改めて実態調査を行ったところ、平成 20 年度の当初調査と比較し、経年

劣化により、一応安全であるＢランクから注意を要するＣランクになったものが増加しているこ

とが判明したため、注意を要するＣランク及び危険であるＤランクの危険なブロック塀等につい

ては、毎年状況を調査し、所有者に撤去等を働きかけるとともに、撤去への助成を行うことで、

着実に危険なブロック塀の除却につなげていく。 

 

２ 建築物の耐震化及び安全対策の促進 

２－１ 建築物の安全化 

（１） 荒川区耐震改修促進計画に基づく耐震化の促進  

①計画の概要 

・荒川区耐震改修促進計画（以下「耐震改修促進計画」という。）は、区内の住宅及びその他の

建築物の耐震化及び関連施策を促進することにより都市の防災性を高め、切迫性が指摘されて

いる首都直下地震から区民の生命及び財産を守ることを目的として平成 20年に策定し、平成 27

年度及び令和２年度に改定した。 

・耐震改修促進計画は、早期に区全体として災害に強い安全なまちの実現をめざすものとし、

住宅及びその他の建築物の耐震化をその重要な対策のひとつと位置付け、建替え・耐震診断・

耐震改修等を計画的かつ総合的に促進するための目標・施策を明らかにしたものである。 
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② 対象区域、対象建築物 

・耐震改修促進計画の対象区域は、荒川区全域としている。対象とする建築物は、原則として

建築基準法における新耐震基準（昭和 56 年６月１日施行）導入以前に建築された建築物のう

ち、下表に示すものとする。 

・なお、昭和 56 年６月１日以降に建築された建築物にあっても、新耐震基準を満たさない建築

物は、耐震改修促進計画に基づく「荒川区耐震化緊急促進アクションプログラム」を策定し、

対象としている。 

 

[耐震改修促進計画の対象建築物] 

種 類 内 容 備 考 

住 宅 
・戸建住宅、長屋 

・共同住宅 
 

特定建築物 

①特定既存耐震不適格建

築物 

②要緊急安全確認大規模

建築物 

①多数の者が利用する一定規模以

上の建築物 

②地震に対する安全性を緊急に確

かめる必要がある建築物 

①耐震改修促進法第 14 条

で規定される建築物 

②耐震改修促進法附則第３

条第１項で規定される建築

物 

区有建築物 

防災上重要な施設及び不特定多数

の者が利用する耐震化を図るべき

施設 

 

緊急輸送道路沿道建築物 

①特定緊急輸送道路沿

道建築物 

②一般緊急輸送道路沿

道建築物 

①特定緊急輸送道路に接する一

定高さを超える建築物 

②一般緊急輸送道路に接する一

定高さを超える建築物 

①耐震改修促進法第７条

第１項で規定される要安

全確認計画記載建築物 

組積造の塀 

特定緊急輸送道路に接する建物に

附属する通行障害となる一定長さ・

高さを超える組積造の塀（補強コン

クリートブロック造の塀を含む） 

耐震改修促進法第 7 条第 1

項で規定される要安全確認

計画記載建築物 

 

③計画の期間 

・耐震改修促進計画は平成 20年に策定し、現行計画は令和３年度から令和７年度までとしてい

る。 

 

④耐震化の目標 

・住宅については、令和７年度までに耐震化率を 95％とする。 

・民間特定建築物については、令和７年度までに耐震化率を 100％とする。 

・不特定多数の者が利用する防災上重要な区で所有する公共建築物については、平成 27年度に

耐震化率 100％を達成している。 
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・特定緊急輸送道路沿道建築物については、令和７年度までに耐震化率 95％とする。 

・一般緊急輸送道路沿道建築物については、令和７年度までに耐震化率 90％とする。 

 

２－２ 公共施設の耐震化の促進 

（１）耐震調査の実施 

・公共施設は、震災時には災害対策本部として、また被災者の避難所、救護所として中心的な役

割を果たすことになる。 

・阪神・淡路大震災では、昭和 56年に改正された建築基準法に基づく技術基準により建築された

建物については、ほとんど被害がなく、被害はそれ以前の技術基準により建築された建物であっ

た。 

・区では、こうした建物被害の状況を踏まえ、昭和 56年の技術基準以前に建築された公共施設を

対象に、平成７年度から耐震診断を実施した。 

 
（２）耐震化の推進 

・耐震診断の結果に基づき各公共施設の防災上の重要性、地震に対する危険性等を総合的に勘案

し、計画的に施設の耐震補強を実施しており、区立小中学校等の施設の耐震化が既に終了してい

る。また、本庁舎については、平成 21年度から 23 年度にかけて、耐震改修工事を実施し、完了

した。 

 

２－３ 民間建築物の耐震化の促進 

（１）区による指導等 

・震災による住宅の損傷が軽微であれば修復により居住することが可能となり、早期の生活再建

にも効果的であるため、被害を最小限に留めるよう、耐震改修促進計画に基づき、区内の建築物

等の耐震性強化に努める。 

・災害時に輸送等を円滑に行うための道路として位置付けられた緊急輸送道路沿道建築物に対し

ては、法や条例に基づく指導・指示等を行い耐震化を推進する。 

① 日常維持・管理 

・建造物の位置、構造、設備は、建築基準法関係法令、これら法令に基づく条例に定められ、

技術上の基準に適合し、その基準を維持するように指導する。 

・維持管理に関しては定期報告や必要に応じて状況報告や立入検査を行い、是正が必要な場合

には所有者や管理者に対して指導し、改善するよう求める。 

 

② 所有者等への指導・助言等 

・耐震性が不十分な特定緊急輸送道路沿道建築物に対しては、法や条例に基づき、所有者等へ

の指導を行う。 

・法令等によって耐震化への取組が義務付けられていない一般緊急輸送道路沿道建築物等に対

しては、耐震化の促進策に関する情報提供等を行い、耐震性の向上を推進していく。 

・建築基準法に基づく定期報告制度を活用して建築物の所有者に対して有資格者による点検を

するように促し、是正の必要があった場合には、窓ガラス、看板、ネオン塔、その他構造物等

の落下を防止するように指導する。 
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・震災時における二次災害である火災の発生を防止するため、消火器及び防火用水の配備等、

初期消火活動に万全を期する。 

 

（２）耐震化の促進策 

① 耐震化推進事業 

・昭和 56年５月 31 日以前に建築された旧耐震の建物について、耐震診断に基づき耐震補強工

事、耐震建替え工事等を行う所有者等を支援することで、建物の耐震性の向上を推進してい

く。 

・また、近年の地震による被害の状況から、新耐震の木造建物のうち、平成 12年までに建てら

れた建物についても、耐震診断に基づき、耐震補強工事等を行う所有者等へ支援を実施する。 

 

② 耐震相談 

・建造物の耐震性の強化を図るのはその施設の所有者の責任であるが、耐震性能の向上を促

し、計画の円滑な実施を図る上で、行政による補助事業の説明等の耐震相談や診断後の建築物

耐震化への対策は重要である。 

・区は、耐震相談や液状化対策等について、よりきめ細かく対応していく。 

 

２－４ 文化財施設の安全確保  

・区内の文化財施設の所有者又は管理者は、次の事項について実施する。 

文化財周辺の整備・点検 
⑴ 文化財の定期的な見回り・点検 

⑵ 文化財周辺環境の整理・整頓 

防災体制の整備 
⑴ 防災計画の作成 

⑵ 巡視規則や要綱の作成等 

防災知識の啓発 
⑴ 国、都道府県等が主催する文化財の防災に関する講習会等への参加 

⑵ ポスターの掲示、防災訓練への参加の呼びかけ 

防災訓練の実施  定期的かつ実践的防災訓練の実施促進 

防災設備の整備と点検 外観点検、機能点検、総合点検、代替措置の整備 

緊急時の体制整備 
消防機関への円滑な通報体制の確立、近隣との応援体制、定期的な自主

点検 

 

３ 液状化、長周期地震動への対策の強化 

３－１ 液状化対策 

・区内には、液状化の可能性がある地域が点在しているため、液状化に関して参考となるホームペ

ージ等を周知する。 

・建物の液状化対策については、建物の建築時に地盤改良等を行うことが効果的であることから、

都が作成する液状化予測図や液状化対策の指針を活用して、区民が的確な対策を講じることができ

るよう指導する。 

・道路、ライフラインの液状化対策については、国・都の動向を踏まえ各施設管理者への対応が基

本である。 
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３－２ 長周期地震動対策の強化 

・特に長周期地震の影響を受けやすい超高層の建物の居住者等に対して、長周期地震動による影響

及び耐震化に関する情報提供を行うほか、適正な維持・管理により安全性の確保を図るよう促す。 

・長周期地震動の危険性や、家具類の転倒・落下・移動防止措置等の重要性を広く区民や事業者に

周知し、高層階における室内安全対策を推進する。 

 

［長周期地震動階級関連解説表（高層ビルにおける人の体感・行動、室内の状況等との関連）］ 

長周期地震動階級 人の体感・行動 室内の状況 備考 

長周期地震動階級１ 

（やや大きな揺れ） 

室内にいたほとんどの

人が揺れを感じる。驚

く人もいる。 

ブラインドなり吊り下

げものが大きく揺れ

る。 

- 

長周期地震動階級２ 

（大きな揺れ） 

室内で大きな揺れを感

じ、物につかまりたい

と感じる。物につかま

らないと歩くことが難

しい等、行動に支障を

感じる。 

キャスター付き什器が

わずかに動く。棚にあ

る食器類、書棚の本が

落ちることがある。 

- 

長周期地震動階級３ 

（非常に大きな揺れ） 

立っていることが困難

になる。 

キャスター付き什器が

大きく動く。固定して

いない家具が移動する

ことがあり、不安定な

ものは倒れることがあ

る。 

間仕切壁等にひび 

割れ・亀裂が入るこ 

とがある。 

長周期地震動階級４ 

（極めて大きな揺れ） 

立っていることができ

ず、はわないと動くこ

とができない。揺れに

翻弄される。 

キャスター付き什器 

が大きく動き、転倒 

するものがある。固 

定していない家具の 

大半が移動し、倒れ 

るものもある｡ 

間仕切壁等にひび 

割れ・亀裂が多くな 

る。 

（気象庁ホームページ「長周期地震動階級および長周期地震動階級関連解説表について」より引用） 

 

４ 出火、延焼等の防止 

４－１ 出火、延焼等の防止 

（１）出火の防止 

① 住宅用火災警報器の設置促進及び維持・管理 

・平成 22年４月から東京都火災予防条例により、全ての住宅の各居室、台所及び階段への住宅

用火災警報器の設置が義務付けられていることから、区と消防署は連携して、住宅用火災警報

器の設置促進に取り組んでいる。 

・各家庭からの出火や火災の拡大を防止するため、住宅用火災警報器の全室設置及び住宅用防

火機器等の普及を促進する。 
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・家庭で設置している住宅用火災警報器の電池交換の問い合わせ等の機会を捉えて、概ね 10年

を経過した警報器は交換を推奨し、機器の維持を図る。 

・なお区では、平成 18年度から３か年計画で住民基本台帳登録世帯（平成 18 年 12 月現在）の

世帯を対象として、１世帯１台の住宅用火災警報器を配布・設置を実施した。 

 

② 初期消火体制の強化 

ⅰ）消火器等の普及及び消火設備の適正化 

・発災時における初期消火の実行性を高めるため、各事業所に設置されている消火設備の適

正な維持管理、また、各家庭については消火器等の住宅用防災機器等の普及を図っている。 

     ⑴ 各家庭に対して、印刷物や防災訓練の場を通じて消火器具設置の重要性を認識させ普及

を図る。 

     ⑵ 消火器具の設置義務のない事業所に対し、積極的に自主設置を指導する。 

     ⑶ 消防用設備等が地震時にも機能を十分に発揮し、火災を初期のうちに消火できるよう、

区民及び事業者に耐震措置を指導する。 

ⅱ）地域設置消火器 

⑴ 現況 

・荒川区は、地域危険度が高い等、都市構造的に災害に対して極めて弱く、大地震の発

生により多くの被害、火災の発生が予想される。 

・区では区内全域に地域設置消火器（建造物設置型及び街路設置型）を配備し初期消火

の推進に努めている。 

 

 
 
 
 
 
 

 

⑵ 計画目標及び実施計画 

・区民及び区内事業所等の協力を得ながら、主に地域設置消火器の設置を進め、初期消

火能力の維持増強を図る。 

ⅲ）防火用水バケツ 

・大規模火災も発生当初は小火であることが多いことから、区では、小火のうちに火を

消し止めるという観点から防災区民組織に対し防火用水バケツを配備している。 

 

③ 区民指導の強化 

・区と消防署は連携・協力し、各家庭における地震時の出火防止等の徹底を図るため、防災教

育、指導用資機材の整備を推進し、実践的な防災訓練を通じて区民の防災行動力の向上を図る

とともに、各家庭から出火や火災の拡大を防止するため、住宅用防災機器等の普及を図る。 

消 火 器 種 別 本  数 

地域設置消火器（10 型消火器） 3,625 本 

 建造物設置型消火器 2,763 本 

街路設置型消火器 862 本 

大型消火器（50 型消火器） 501 本 

（令和６年４月１日現在）  
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４―２ 火災の拡大防止 

（１）軽可搬消防ポンプ（Ｃ級・Ｄ級ポンプ）の配備 

① 現況 

・区では、震災時の建物延焼防止策として、防災区民組織等に対して、防火水槽等から消火用

水を吸い上げ、放水することができる軽可搬消防ポンプ(Ｃ級・Ｄ級ポンプ)を配備している。 

 

② 計画目標 

・防火水槽等の水利を中心に配備しており、防災区民組織等に対する操作方法習得のための訓

練の実施に努める。 

 

（２）スタンドパイプの配備 

① 現況 

・区では、簡単な操作で消火栓から消火用水を吸い上げ、放水することができるスタンドパイ

プを導入し、木造住宅密集地域や火災危険度の高い地域を中心に配備している。 

 

② 計画目標 

・火災危険度の高い地域の防災区民組織から順次計画的に配備していく。 

 

（３）消防活動体制の強化 

① 火災延焼拡大要因の解明 

・区及び消防署は、火災の延焼拡大の防止を具体的に進めるために、震災時における延焼状況

を究明し、延焼助長要因と阻止要因の解析等をもとに、区の建物密集状況や火気使用設備、危

険物分布等の実態を把握し、実情に応じた対策の推進を図る。 

 

② 消防活動体制 

・消防署は、平常の消防力を地震時においても最大限に活用するため、地震被害の態様に即し

た各種の震災消防計画を策定し、有事即応体制の確立を図っている。 

ⅰ）消防体制 

・荒川消防署及び尾久消防署は、荒川区の区域を２署で管轄し、６出張所、消防職員 403

名、消防車両 39 台を保有している。（令和６年４月１日現在） 

・荒川消防団及び尾久消防団は、合わせて 14 分団あり、団員 390 名、可搬ポンプ 31台、可

搬ポンプ積載車 12台を保有している。（令和６年４月１日現在） 

・台東区、荒川区、足立区を管轄する第六消防方面本部には、大規模災害発生時に備え、高

度で専門的な技術・能力を有する隊員と大型重機や最新の救助装備で編成された、消防救助

機動部隊（ハイパーレスキュー）が設置されている。 

ⅱ）消防力の整備 

・発災時に予想される各種災害に対する消防活動体制を確保するため、消防庁舎等の耐震

化、通信情報機構の整備、消防機器及び消防水利の増強を行っている。 

ⅲ）区民及び事業所対策 

・地震災害の拡大防止を全て常備消防力に期待することには限界があることから、消防力等
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の増強に併せて、区民、事業所に対する出火防止、初期消火の徹底を図っている。 

ⅳ）計画目標 

・発災時の同時多発火災に対応するため、毎年、震災消防活動訓練を実施し、初動及び消防

活動体制を確保し、消防機動力の向上を図っている。 

・震災時、長時間の災害対応を確保するため、消防活動に必要な非常用消防資機材を整備す

る。 

・消防水利の不足、又は道路狭隘等による消防活動困難区域については、簡易水槽等を当該

区域に配置することについて検討し、地域の自主消火体制の強化を図る。 

 

③ 総合防災態体制の確立 

・消防署と区は連携協力し、区民の生活及び行動様式の変化に対応した防災訓練等の実施によ

り地域の防災行動力向上を図る。 

 

④ 消防水利施設 

・発災時、消火栓は水道施設の損壊等によって、断水又は極度の機能低下が予想され、また狭

隘道路に面する消防水利についても、倒壊建物等による通行障害のため使用不能となることが

予想される。 

・このため、常時の災害対策用として整備している消防水利のほかに、震災対策用として避難

所に通じる主要道路周辺に大型防火水槽の整備、及び隅田川スーパー堤防化に伴う消防車両進

入路の設置促進により巨大水利の確保を図っている。 

 

各機関 整備概要 

消防署 

⑴ 計画目標 

  震災時の同時多発火災及び大規模市街地火災に対処するため、耐震性を有す

る防火水槽等の設置を推進するとともに、既存水利の機能維持に努めている。 

⑵ 消防水利の整備等 

ア 延焼危険が高い地域や震災対策上重要な地域を中心に、耐震性を有する防

火水槽や大容量水利として地下水を活用した深井戸等の整備に努める。 

イ 公共機関が行う集合住宅の建設や民間の開発事業等に際して、地中張防火

水槽等を確保するよう働きかけるとともに、関係機関と連携した多角的な水

利の確保を推進する。 

ウ 都、区及び関係機関と連携して、河川・三河島水再生センター等あらゆる水

源の有効活用を図り、消防水利の確保に努める。 

エ 経年防火水槽の再生、耐震性を有する防火水槽や永久水利施設等の整備及

び関係各機関と連携した水利の開発・確保をする。 

オ 木造住宅密集地域等の道路狭隘地域に設置されている消火栓・排水栓等の

水道施設について、都水道局と連携して、スタンドパイプを活用した初期消火

の水源としての活用を図る。 

カ 防火水槽の鉄蓋を親子蓋に改良し、自主防災組織等が利用しやすい防火水
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各機関 整備概要 

槽を整備する。 

キ 消防水利開発補助金制度を活用した消防水利の設置促進を図る。 

ク 都有地等の売却に際し、既存の防火水槽等の存置や代替水利の確保を図る。 

⑶ 巨大水利 

  震災時、多量の水を必要とすることから 1,500 ㎥以上の水源を有するものを

巨大水利として指定した。 

ア 荒 川８－25      東京都下水道局三河島水再生センター 

イ 東日暮里５－19     日暮里南公園応急給水槽施設 

ウ 南 千 住３－40 先    瑞光橋 

エ 南 千 住６－37 先    隅田川右岸 

オ 南 千 住６－71 先    隅田川右岸 

カ 南 千 住８－54 先    隅田川右岸 

キ 町 屋６－38 先    隅田川右岸 

ク 西 尾 久６－35        隅田川右岸 

ケ 西 尾 久８－１先     永久水利 

コ 東 尾 久１－32 先    4 箇所・雨水渠 

サ 東 尾 久７－１先     隅田川右岸 

シ 東 尾 久７－２先     東尾久浄化センター 

ス 東 尾 久８－25 先    隅田川右岸 

セ 東 尾 久８－46 先    隅田川右岸 

(資料第３－12 防火水槽一覧) 

区 

⑴  防災区民組織に配備した軽可搬消火ポンプ用の水利不足をカバーするため、

小型防火水槽を公園、児童遊園、防災広場等を中心に配備している。 

（資料第３－13 小型防火水槽一覧） 

⑵  区は、公共施設及び特殊建築物の整備に合わせ、東京都震災対策条例 27 条

に基づく防火水槽の設置を推進する。 

⑶  震災時の延焼火災に対処するため、隅田川を活用した大規模水利（永久水利）

の確保について、河川管理者である都並びに東京消防庁へ働きかける。具体的

には、隅田川の河川敷に消防車両を配置し、直接取水した上で、火災現場まで

遠距離送水（防火水槽への充水）できるよう、車両進入のための出入口や路盤

を整備する。 
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４－３ 永久水利施設の整備 

・区内の約６割を占める木造住宅密集地域において、「災害でひとりの犠牲者も出さない安全安心の

街づくり」を実現するためには、地震等に伴う火災の発生に迅速に対応し、延焼防止を図ることが

不可欠である。このため、災害時に上下水道が断水する等、消火用水が不足した場合でも枯渇しな

い隅田川の河川水等を活用できる永久水利施設を整備している。 

 

（１）「荒川区における永久水利施設の整備・活用に関する基本計画」の概要（平成 26 年４月策

定） 

① 策定の目的 

・永久水利施設の整備・活用に関する全体方針をとりまとめ、永久水利施設を適切に整備する

とともに、防災区民組織等による永久水利施設を有効に活用した消火活動体制を確立する。 

 

② 整備・活用方針 

ⅰ）活用する水源 

・隅田川の河川水、深井戸からの地下水、水再生センターの処理水 

ⅱ）施設整備場所の考え方 

・地域危険度、活用できる水源・取水方法、既存施設の活用、施設整備等との連携、幹線道

路等からのアクセス、防災区民組織等の運用体制等を考慮する。 

 

③ 施設活用の基本的な考え方 

・防災区民組織の基本的な活動フローを作成し、区民防災組織の相互の協力により、永久水利

施設から取得した水を、枯渇する恐れのある防火水槽等の充水に使用する。 

 

④ 今後の取組 

ⅰ）新たな施設整備の検討 

・永久水利施設の整備に当たっては、地域危険度の高い地区への送水ルート、先行整備した

永久水利施設との離隔等を勘案した検討を行う。 

ⅱ）消火活動体制の確立に向けた訓練及び区民の防災意識の啓発 

・永久水利を活用した消火訓練について、これまでの町会・自治会ごとに実施している訓練

内容への追加を推奨する。 

 

⑤ 関係機関との連携 

・永久水利施設の整備の促進を図るため、消防機関との連携強化、関係機関への要望、財政的

支援の要請等の取組を行っていく。 
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（２）永久水利施設一覧 

名称 整備箇所 水源 整備完了年度 

あらかわ遊園永久水利施設 西尾久八丁目 1番先 河川水 平成 25 年度 

都立尾久の原公園永久水利施設 東尾久七丁目 1番先 河川水 平成 26 年度 

荒川公園永久水利施設 荒川二丁目 2番 3 号 地下水 平成 27 年度 

アクロシティ北側永久水利施設 南千住六丁目 37 番先 河川水 平成 27 年度 

日暮里公園永久水利施設 東日暮里三丁目 11番 10 号 地下水 平成 27 年度 

第五中学校永久水利施設 町屋一丁目 37番 16 号 河川水 平成 28 年度 

赤土小学校永久水利施設 東尾久二丁目 43 番 9 号 地下水 平成 29 年度 

第四峡田小学校永久水利施設 町屋二丁目 11番 6号 地下水 令和４年度 

 
（３）永久水利施設整備予定一覧 

名称 整備箇所 水源 整備予定年度 

（仮称）宮前公園永久水利施設 西尾久二丁目 地下水 令和９年度 

 

（４）資機材の整備 

・防災区民組織が災害時に迅速に活動できるように、永久水利施設付近へ格納庫を設置し、可搬

消防ポンプ等の資機材を配備している。 

  [配備している主な資機材] 

 可搬消防ポンプ(Ｄ級)  ホースブリッジ 

 ホース積載リヤカー  防火衣(一式) 

 組立式水槽  机・イス 

 バルーン型投光機  住宅地図 

 ガス式発電機  トランジスターメガホン 

 
４―４ 危険物等が原因となる出火・延焼等の防止対策 

（１）火気使用設備・器具の安全化 

・火気設備・器具の安全化として、火災予防条例に基づき、石油燃焼機器類への耐震安全装置の

徹底、火気設備・器具周囲の保有距離の離隔及び固定等、各種の安全対策を推進する。 

 

（２）石油等危険物施設の安全化 

・耐震性強化の指導、自主防災体制の整備、防災資機材の整備促進、立入検査の強化等により、

出火防止や流出防止対策の推進を図る。 

 

① 施設の現況 

・消防法に基づく危険物の関係施設は、危険物施設現況表のとおりである。なお、貯蔵品名は

消防法第４類の危険物（油類）が大部分で反応工程を有する化学工場はない。 

（資料第３－14 危険物施設現況表） 
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② 関係機関の対応 

機関名 対策等 

消防署 

⑴ 出火、流出防止を図るため、当該施設に立入検査等を実施し、次の事項につ

いて指導していく。 

ア 耐震性強化の指導 

イ 自主防災体制の整備 

ウ 防災資機材の整備 

⑵ 一部危険物施設は、法令に基づく定期点検の実施とその記録の作成保存が

義務付けられており、施設、設備の適正な維持管理を図っているが、さらに施

設の所有者を対象に保安維持に関する講習会や巡回指導等を実施し、従業員

教育を含めた安全管理意識の向上を図る。 

⑶ 準特定屋外タンク貯蔵所に対する耐震性能の技術基準への早期適合を推進

するとともに、津波発生時等における施設・設備に対する応急措置等について

事業所指導を徹底し、保安管理体制の充実・強化を図る。 

⑷ 特定屋外タンク貯蔵所、給油取扱所（営業所）等に対しても立入検査等を実

施し、適正な貯蔵取扱及び出火危険排除のための安全対策について指導する。 

⑸ 予防規程が義務付けられている危険物施設は、東京都震災対策条例に基づ

く事業所防災計画の作成状況を確認し、未作成の場合は予防規程に盛り込む

よう指導する。 

⑹ 消防法に基づき自衛消防組織の結成を指導するとともに、大規模危険物施

設については、「東京都危険物災害時相互応援協議会」への加入が望ましく、

相互に効果的な応援活動を行うこととしており、その訓練を効果的に行う。 

⑺ 事業所の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者に対して、次に掲げる

措置を当該危険物施設の実態に応じて講ずるよう指導する。また、必要がある

と認めるときは、法令の定めるところにより、応急措置命令を行う。 

 ア 危険物の流出又は爆発等の恐れのある作業及び移送の停止、施設の応急

点検と出火等の防止措置 

 イ 混色発火等による火災の防止措置と初期消火活動並びにタンク破壊等に

よる流出及び異常反応、浸水等による広域拡散の防止措置と応急対策 

 ウ 災害状況の把握及び状況に応じた作業員、周辺地域住民に対する人命安

全措置及び防災機関との連携活動 

警察署 

⑴ 石油類取扱業者、火薬類取扱業者等危険物取扱関係業者との連絡を密にし、

災害防止対策を確立する。 

⑵ 危険物取扱施設において爆発、火災等が発生した場合の被害の拡大防止、警

戒区域（警戒線）の設定並びに避難対策等を推進する。 

 

（３）液化石油ガス消費施設の安全化 

・所管する液化石油ガス販売事業者に対する立入検査等を行い、保安の確保に努める。 

・災害防止対策としては、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に基づ
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き、学校等公共施設及び集合住宅等に対するガス漏れ警報器の設置及び料理飲食店、一般住宅等

を含めた全施設に対する安全装置付末端閉止弁(ヒューズコック)の設置を義務づけている。 

・震災対策の強化を図るため、平成 30年度に「東京都高圧ガス施設安全基準」における「液化石

油ガス供給・消費設備基準」を改定し、これに基づき、地震時における容器の転倒防止や配管の

破損等の被害を最小限に抑えて、液化石油ガスの漏えい等による二次災害を未然に防止するよう

指導している。 

 

（４）指定可燃物貯蔵・取扱施設の安全化 

・指定可燃物（多量の紙、布、合成樹脂等）については、東京都火災予防条例で地震動での荷崩

れ防止、火気規制、集積方法等の貯蔵、取り扱いの基準が定められているので、これらに該当す

る物品等を扱う事業所に対し、消防署は適正な貯蔵、取り扱いについて指導する。 

 

（５）毒物・劇物取扱施設の安全化 

機関名 対 応 

区 

・災対健康部 

毒物・劇物による危害未然防止を図るため、所管する毒物・劇物取扱施設に

対する立入検査を実施するほか、保守点検等の励行、事故発生時の対応措置及

び定期的防災訓練の実施等を指導する。 

消防署 
 震災時の安全性の確保のため、東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画

の作成状況を確認し、未作成の場合は作成を指導する。 

 

（６）放射線等使用施設の安全化 

・消防署は、震災時の安全性の確保のため、東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画の作成

状況を確認し、未作成の場合は作成を指導する。 

 

（７）火薬類保管施設の安全化 

・都は、予防計画について、都環境局ほか諸官庁の計画を確認し、消防署と連携し、防災に関す

る助言及び訓練等を推進する。 

 

（８）高圧ガス施設等の安全化 

① 高圧ガス取扱事業所の安全化 

・消防署は、震災時の安全性の確保のため、東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画の作

成状況を確認し、未作成の場合は作成を指導する。 

 

② 浄水場の塩素設備の整備補強 

・都が管理する浄水場の塩素設備については、塩素の漏えいによる二次災害を防止するため、

消毒に使用している液化塩素を、安全性が高く、取り扱いが容易な次亜塩素酸ナトリウムへ転

換する。 
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（９）危険物等の輸送の安全化 

・危険物積載車両については、関係官庁による路上取り締まりを毎年定期的に実施するととも

に、常置場所においても立入検査を実施し、構造設備等の保安・管理の徹底を図る。 

・輸送車両の事故を想定した訓練を実施し保安意識の高揚に努める。 

 

機関名 対応 

消防署 

⑴ タンクローリーについては、立入検査を適宜、実施して、構造、設備等につ

いて、法令基準に適合させるとともに、当該基準が維持されるよう指導を強化

する。 

  また、指導にあたっては、隣接各県及び関係機関と連絡を密にし、安全指導

を進める。 

⑵ 鉄道タンク車による危険物輸送については、東京都震災対策条例に基づいて

関係事業所が作成した防災計画の遵守、徹底を図る。 

⑶ トラック等の危険物を運搬する車両についても、タンクローリーと同様に適

宜、立入検査を実施し、安全対策を進める。 

⑷ 「危険物の運搬又は移送中における事故時の措置・連絡用資料(イエローカ

ード)」の車両積載を確認し、活用の推進を図る。 

警察署 

⑴ 危険物等を運搬する車両の通行路線を検討し、整備する。 

⑵ 危険物等運搬車両の路上点検を行い、指導取り締まりを推進する。 

⑶ 関係機関等の連絡通報体制を確立する。 

ＪＲ貨物 

⑴ 鉄道タンク車(私有車を含む。)については、タンク車設計基準により、安全

性に万全を期するとともに、検査体制を強化し、私有タンク車については、当

該所有者に安全性に関する指導を行う。 

⑵ 石油等の危険物の取り扱い、輸送等については、ＪＲ貨物運転規則、貨物輸

送手続、貨物運送約款の規制によるほか、消防法の精神に従い、安全性確保に

ついて細心の注意を払い災害の防止に努める。 

⑶ 火薬類、高圧ガス、放射性物質、毒物及び劇物等の危険品の輸送については、

火薬取締法、高圧ガス保安法、毒物及び劇物取締法、貨物輸送手続、貨物運送

約款、営業処理手続(規程)、放射性物質車両運搬規則等の規定により安全輸送

や取り扱い等にあたり、災害防止に努める。 

⑷ 部外関係機関、関連会社等における応急処理能力の把握に努め、緊急時の協

力体制、応急処理体制の確立を図る。 

⑸ 社員に対し、貨物の特性、人体に対する有害の程度、事故時の処理方法(危険

品貨物異常時応急処理ハンドブックの活用)、消火方法、部内外における連絡

方法、タンク車の構造等について教育指導にあたるとともに、次により訓練を

実施する。 

ア 火災予防月間における消火訓練及び避難誘導訓練 

イ 危険物等積載タンク車等事故時の連絡及び脱線復旧訓練 

ウ 防災関係機関主催の防災訓練への参加 
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（10）電気設備等の安全化 

① 電気設備等の安全対策の強化 

・変電設備や自家発電設備等の電気設備は、東京都火災予防条例により出火防止、延焼防止の

ための規制及び維持管理についての熟練者による点検・整備を義務付けているところである

が、消防署では、電気事業者及び事業所に対し、耐震化及び不燃化を強力に指導するととも

に、安全対策基準の作成に積極的に関与し、出火防止等の安全対策の強化を図る。 

 

② 電気設備等の耐震化 

・電気設備等の耐震化を指導するとともに、電気火災の防止に向けた普及啓発を推進し、出火

防止等の安全対策の強化を図る。 

 

③ 通電火災の防止 

・発災直後の出火以外にも、地震発生から数日後の復電による通電火災等の発生に留意し、区

民等への指導を行っていく。 

 

（11）その他出火防止のための査察・指導 

 消防署は、次のとおり査察・指導を実施する。 

・地下街、飲食店、百貨店、病院等の防火対象物及び多量の火気を使用する工場、作業場等に対

して、器具類の固定、当該設備・器具への可燃物の転倒・落下・移動防止対策、災害時における

従業員の対応要領等について立入検査等において指導する。 

・その他の事業所や一般住宅等についても、立入検査及び防火診断を通じた同様の指導とともに、

地震後の出火防止徹底のため、安全確保要領の指導を行う。 

・危険物施設に対して立入検査を実施し、これらの施設を保有する事業所に適正な貯蔵取り扱い

及び施設・設備の維持管理等について指導する。 

・各事業所に対して、東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画の作成状況を確認し、作成し

ていない事業所に対しては、計画の作成を指導する。 
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１ 消火・救助・救急活動 

・災害発生後は、迅速・的確な消火活動を実施するとともに、被災者の救助・救急活動を実施す

る。 

 

２ 河川施設等の応急対策による二次災害防止 

２－１ 河川施設等の応急対策 

・区は、区内の堤防等の被災箇所について、損傷の状況を調査し、必要に応じて、都と協力して二

次災害防止対策を実施する。 

 

２－２ 公共施設等の応急対策 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対管理部 

・ 公共施設等の被害状況の確認 

・ 応急対策の実施 

 

（２）詳細な取組内容 

① 公共施設等の被害状況確認の実施 

ⅰ）区有施設 

・区は、区有施設が被災した場合、必要に応じて、被害状況を確認するとともに応急対策を実

施する。 

ⅱ）その他の公共施設が被災した場合 

・施設の管理者は、管理する施設が被災した場合、必要に応じて、被害状況を確認するととも

に、応急対策を実施する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

② 公共施設等の応急対策 

ⅰ）区有施設 

・各施設の責任者は、施設内の区民等の安全の確保と施設の被害を最小限に留めるため、防災

計画に基づいた自衛防災組織を編成し、施設の被害情報等を収集するとともに、避難行動、消

火活動等を的確に行う。 

ⅱ）福祉施設等 

・福祉施設等の責任者は、発災後速やかに施設内外を点検し、落下・倒壊等の危険箇所の有無

を確認するとともに、必要に応じて、応急修理を行い、安全を確保する。 

・事業継続計画等に基づき、施設利用者の安否確認や安全確保及び業務の継続を行う。 

・施設単独での復旧が困難である場合は､災対福祉部に連絡し、支援を要請する｡ 

・被害を受けなかった施設の責任者は、支援を必要とする福祉施設等に積極的に協力し、施

設利用者の安全を確保する。 
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ⅲ）医療機関 

・医療機関は、事業継続計画等に基づき、患者の生命保護を最重点に対応するとともに、通

信手段の確保に努め、状況に応じて必要な措置を採る。 

ⅳ）学校施設 

・学校長は、児童・生徒等の安全確保を図るため、避難計画の作成や自衛防災組織の編成等

を行い、必要な措置を講じる。また、学校施設の応急修理が必要な場合は、迅速に応急修理

を実施する。 

ⅴ）文化財施設 

・区は、文化財の破損等が発生した場合、破損状況を記録するとともに、被害調査を実施し、

被害調査結果を都教育委員会に報告する。 

・区は、文化財の破損等が確認された場合は、応急措置を実施する。また、文化財建造物が損

壊した場合は、安全確認ができた後、ブルーシートで覆う等の保存措置を講じる。 

ⅵ）区営住宅 

・区営住宅は、応急仮設住宅となり得るため、区は、速やかに被害状況を調査し、必要に応

じて、応急措置を講じる。 

 

２－３ 急傾斜地崩壊防止施設の応急対策 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対 策 内 容 

区 

・災対防災都市づくり部 

・ 発生状況等を情報収集し都建設局に報告、応急措置の実施、避

難対策の実施 

都 

・建設局 

・ 急傾斜地崩壊防止施設における、応急措置及び応急復旧対策の

実施 

都 

・環境局 

・ 保全地域の急傾斜地崩壊防止施設における、応急措置及び応急

復旧対策の実施 

 
（２）業務手順 

・区は、区民や警察、消防等から、土砂災害警戒区域における災害の前兆現象や、災害発生等の

情報を収集し、必要に応じて都建設局に報告する。また、土砂災害の危険性が高い箇所につい

て、区民や消防署、警察署等の関係機関に周知する。土砂災害が発生する恐れがある場合は、関

係機関と連携し、避難誘導等の適切な対応を行う。 

 

３ 危険物等の応急措置による危険防止 

・区、都又は事業者は、有害物質の漏えい及び石綿の飛散を防止するため、施設の点検、応急措

置、関係機関への連絡、環境モニタリング等の対策を行う。 
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３－１ 危険物施設、高圧ガス、毒物・劇物取扱施設等の応急措置 

（１）主な対策内容と役割分担 

① 石油等危険物施設の応急措置 

各機関 対 策 内 容 

消防署 

・ 関係事業所の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者に対し、当

該危険物施設の実態に応じた措置を講じるよう指導 

・ 必要に応じて、応急措置命令等を実施 

事業者等 ・ 危険が想定される場合等は関係機関への通報等、応急措置 

 

② 液化石油ガス消費施設の応急措置 

各機関 対 策 内 容 

都 

・環境局 

・ 販売事業者等に対し、災害の拡大防止及び被害の軽減を指示 

・ 被害情報を収集し、関東東北産業保安監督部へ報告 

・ 被害拡大の恐れがある場合、防災事業所に緊急出動要請 

・ 安全維持等のため必要な場合は、販売事業者等に緊急措置を講じるよ

う指示 

事業者等 ・ 危険が想定される場合等は関係機関への通報等、応急措置 

 

③ 火薬類保管施設の応急措置 

各機関 対 策 内 容 

都 

・環境局 

・ 危険防止措置を指導 

・ 被害情報を収集し、関東東北産業保安監督部へ報告 

・ 必要に応じて、緊急措置命令等を実施 

関東東北産業 

保安監督部 

・ 危険防止措置の監督又は指導 

・ 必要に応じて、緊急措置命令等を実施 

事業者等 ・ 危険が想定される場合等は関係機関への通報等、応急措置 

 
④ 高圧ガス取扱施設の応急措置 

各機関 対 策 内 容 

警察署 

・ ガス漏れ等の事故が発生した場合、関係機関との連絡通報 

・ 区本部長からの要求等により、避難を指示 

・ 避難区域内への車両の交通規制 

・ 避難路の確保及び避難誘導 

消防署 

・ 災害の進展等により、住民を避難させる必要がある場合の区への通報 

・ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまのない場合における災害対策

基本法第 50 条に掲げる避難指示等及びその後の区への通報 

・ 事故時の広報活動及び警戒区域に対する規制 

・ 災害応急対策の実施 

事業者等 ・ 危険が想定される場合等は関係機関への通報等、応急措置 
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⑤ 毒物・劇物取扱施設の応急措置 

各機関 対 策 内 容 

都 

・下水道局 

・ 下水道への流入事故の際は、排出防止の応急措置を指導 

・ 災害情報の収集、伝達 

都 

・教育庁 
・ あらかじめ計画した、発災時の対策に基づく行動を指導 

警察署 

・ 毒物・劇物の飛散、漏出等の事故が発生した場合、関係機関との連絡通

報 

・ 区からの要求等により、避難を指示 

・ 避難区域内への車両の交通規制 

・ 避難路の確保及び避難誘導 

消防署 

・ 災害の進展等により、住民を避難させる必要がある場合の区への通報 

・ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまのない場合における災害対策

基本法第 50 条に掲げる避難指示等及びその後の区への通報 

・ 事故時の広報活動及び警戒区域に対する規制 

・ 災害応急対策の実施 

事業者等 ・ 危険が想定される場合等は関係機関への通報等、応急措置 

 
⑥ 化学物質関連施設の応急措置 

各機関 対 策 内 容 

都 

・環境局 

・ 化学物質対策 

  区と連絡調整、必要に応じて関係機関に情報提供 

・ ＰＣＢ対策 

  区との連絡調整により、ＰＣＢ保管事業者に関する情報収集を行うと

ともに、環境省環境再生・資源循環局へ報告 

事業者等 ・ 危険が想定される場合等は区等関係機関に連絡、応急措置を実施 

 

⑦ 放射線等使用施設の応急措置 
各機関 対 策 内 容 

東京消防庁 

・ 放射性物質の露出、流出による人命危険の排除を図ることを主眼とし、

使用者に必要な措置をとるよう要請 

・ 事故の状況に応じ、必要な措置を実施 

 
⑧ 石綿含有建築物等の応急措置 

各機関 対 策 内 容 

建築物所有者等 ・ 建築物等の倒壊・損壊に伴う飛散・ばく露防止の応急措置を実施 
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（２）業務手順及び詳細な取組内容 

<一般的な事故報告等の流れ> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・区は、都から危険物施設、高圧ガス、毒物・劇物取扱い施設等で事故が発生した旨の報告を受

けた際、必要に応じて、区民への避難指示及び避難誘導、避難所の開設運営、区民への情報提供

及び関係機関との連絡等を実施する。 

 
３－２ 危険動物の逸走時対策 

（１）主な対策内容と役割分担 

・区民が飼育している特定動物等（特定動物及びその他人に危害を加える恐れのある危険動物）

の逸走の通報があった場合は、関係各局の協力の下、動物の保護、収容場所の確保、飼い主情報

の収集等を行う。 

 

各機関 対 策 内 容 

区 

・災対区民生活部 

・災対健康部 

事故時には必要に応じ、次の措置を実施 

・ 住民に対する避難指示等 

・ 住民の避難誘導 

・ 避難所における避難者の安全確保 

・ 情報提供、関係機関との連絡 

警視庁 ・ 情報の受理及び伝達並びに必要な措置 

東京消防庁 ・ 情報の受理及び伝達並びに被災者の救助及び搬送 

 
  

業界団体 

事業所 

警視庁 

区 

都所管局 

国 

都総合防災部 

東京消防庁 
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１ 公共の安全確保、施設の本来機能の回復 

１－１ 公共施設等の復旧 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対 策 内 容 

区 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対子ども家庭部 

・災対教育部 

・ 施設の被害状況を調査し、復旧を実施 

・ 必要に応じ、住民に対する避難指示等の措置を実施 

都各局 

各施設管理者 
・ 施設の被害状況を調査し、復旧を実施 

 
（２）詳細な取組内容 

・区及び都は、被災施設の復旧に当たり、原状復旧を基本にしつつも、再度の災害防止等の観点

から、可能な限り改良復旧を行うことが望ましい。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

① 学校施設 

・公立学校の施設が甚大な被害を受け､教育活動ができないと判断した場合に、都教育委員会

は、学校長及び区教育委員会と協力し、応急教育計画等を作成する。児童・生徒の不安を解消

するため、教育活動に中断がないように努める。 

 

② 文化財施設 

・被災した文化財等の廃棄、散逸を防止するため、被害状況と文化財等の重要度に応じて、都

教育委員会、区教育委員会及び文化財管理者等において修復等について協議を行う。 

 

③ 遊園地施設等 

・施設の被害を早急に調査し、復旧を行う。特に、逸走により人命に危害を及ぼす恐れのある

大型哺乳類の動物舎については、緊急に復旧工事を行う。 

 

１－２ 二次的な土砂災害防止対策 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対 策 内 容 

区 

・災対防災都市づくり部 
・ 土砂災害防止対策の実施 

都 ・ 土砂災害防止対策の実施 
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（２）詳細な取組内容 

・地震による地盤の緩みにより土砂災害の危険性が高まっている箇所（土砂災害（特別）警戒区

域等）について、二次災害防止の観点から、警察署や消防署等の関係機関及び区民等に周知を図

るとともに、所有者又は管理者等による復旧対策の促進を図る。 
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第４章 安全な交通ネットワーク及びライフライン等の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
第１節 現在の到達状況 

１ 交通関連施設の安全確保 

・通行の基盤となる都市計画道路の整備 

・平時からの区道の巡視、橋りょうの健全度調査の実施 

・鉄道施設等の耐震化の推進 

 

２ ライフライン施設の安全化 

・水道管路の耐震継手やダクタイル鋳鉄管への取替えの継続、避難所等からの排水管とマンホール

の接続部分を耐震化及び下水道施設の再構築事業及び透水性舗装の推進 

・都市ガスにおけるマイコンメーター等、インフラ事業者による安全の確保と早期復旧の対策の推

進 

 

第２節 課題 

１ 交通関連施設の安全確保 

・都市計画道路整備事業の早期着手のため、区民の理解・協力を得る必要がある。 

・道路上の障害物による通行障害、陥没、亀裂の発生を防止する必要がある。 

・鉄道の運行休止期間を短期化する必要がある。 

 

２ ライフライン施設の安全化 

・ライフライン施設の被災防止機能や代替機能の未整備等による都市機能への影響 

・大雨に伴う雨水排水処理能力の向上を進めていく必要がある。 

 

第３節 対策の方向性 

１ 交通関連施設の安全確保 

・都市計画道路整備事業の促進 

・道路、橋りょう等の施設の安全確保 

・鉄道事業者による施設の耐震化の促進 

 

道路、鉄道といった交通関連施設は、都市の活動を支える基盤として重要な役割を担ってお

り、人命救助や消火活動、物資輸送等を円滑に行い、区民の生命を守るため、災害時においても

その機能を確保する必要がある。また、発災後の区民の暮らしを支えるためには、上下水道をは

じめとした各種ライフラインの機能確保及びそのためのエネルギーの確保が不可欠である。 

本章では、区民生活や都市機能を支える交通ネットワークやライフライン、エネルギーの確保

等の対策について示す。 
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２ ライフライン施設の安全化 

・水道・下水道施設等、ライフライン施設の耐震化や、被害発生から復旧までの間のバックアップ

機能の確保、早期復旧に向けた仕組みづくり 

・都等、関係機関による下水道施設等の更新 

 
第４節 到達目標 

１ 交通関連施設の安全確保 

・都市計画道路整備の早期完了 

・道路、橋りょうの健全度向上による通行の確保 

・鉄道施設の耐震化 

 

２ ライフライン施設の安全化 

・各種インフラの機能継続 
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第５節 具体的な取組 

１ 道路・橋りょう 

１－１ 現況 

・区の道路は、狭隘な道路が多く、その約３割が幅員４ｍ未満の道路で占められており､震災発生時

の消火活動等に支障が発生する恐れがあり、前節における建物の耐震化、不燃化の推進と併せた改

善が防災上、重要な取組となる。 

 

１－２ 道路・橋梁の安全化 

（１）道路・橋梁の安全化 

・震災時においては地震の規模によって建造物・工作物の倒壊や道路上の障害物による通行障害

が生じ、道路・橋梁の陥没や亀裂等、全面的部分的な損傷が生じることがある。 

・道路・橋梁の直接的な被害は、震災による通行者への二次災害を及ぼす原因となることから、

道路管理者となる国、都、区としても日常的な点検が必要となる。 

・道路法施行規則の一部改正（平成 26年７月１日施行）により、道路橋については必要な知識及

び技能を有する者による近接目視点検を５年に１回の頻度で実施することが義務付けられてい

る。 

・道路橋について、上記点検結果に基づき、橋梁長寿命化修繕計画を改定し、適切な維持修繕、

耐震化に取組、二次災害の防止を図る。 

・塗装や小規模附属物（標識・照明施設・反射鏡等の片持ち式附属物）の点検についても、国が

定めるそれぞれの定期点検要領に基づき実施する。 

・街路樹については、専門家による点検を行うとともに、剪定や更新等の維持管理により安全を

確保する。 

 

（２）道路ストック総点検事業 

・中央道笹子トンネルの天井板崩落による事故の発生を機に、国土交通省は各道路管理者あて

「道路ストック総点検の実施について」により、道路構造物の点検及び老朽化対策を早急に行う

よう通知した。 

・区においても、平成 26年度に道路利用者及び第三者への被害防止を目的に、橋梁、舗装、のり

面、土工構造物、道路附属物を対象とした道路ストック総点検・調査を実施した。 

・点検で得られた結果を管理システムに収録し、予防保全型維持管理へ向けた計画立案の基礎資

料として活用する体制を構築している。 

 

（３）路面下空洞調査 

・道路ストック総点検事業は、道路・橋梁の路面の凹凸、亀裂等を対象としているが、路盤、路

床等における空洞の有無が災害発生時における通行可否を左右する。このことから、空洞調査に

より陥没を解消し、日常の通行はもとより、震災発生時にも安定した供用に寄与するものであ

る。 
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・区では、区道のうち緊急輸送道路、比較的幅員が広い道路、道路橋を対象にレーダー探査車を

用い空洞有無とその概略位置、橋梁床板の劣化範囲を調査し、補修等につなげ通行の安全化を図

る。 

[国道・都道・区道等の鋼橋（令和６年４月１日現在）] 

番号 橋  名 
場   所 

橋長(ｍ) 幅員(ｍ) 架設年次 
都市計画道路名 位  置 

1 
千 住 大 橋 

（隅田川） 

放12 

（日光街道） 

南千住6 

足立区千住橋戸町 
91.6 24.2 昭和2年 

放12 

（日光街道） 

南千住7 

足立区千住橋戸町 
502.5 

18.9～

7.5 
昭和48年 

2 
白 鬚 橋 

（隅田川） 

環4 

（明治通り） 

台東区橋場2 

墨田区堤通2 
168.8 22.1 昭和6年 

3 
尾 久 橋 

（隅田川） 

放11 

（尾久橋通り） 

東尾久8 

足立区小台1 
306 24.0 昭和54年 

4 
水 神 大 橋 

（隅田川） 
補109支1 

南千住8 

墨田区堤通2 
157 20.0 平成元年 

5 
尾 竹 橋 

（隅田川） 

補100 

（尾竹橋通り） 

町屋6 

足立区千住桜木2 
130.3 15.0 平成6年 

6 
小 台 橋 

（隅田川） 

補93 

（小台通り） 

西尾久6 

足立区小台1 
118.2 15.0 平成6年 

7 瑞 光 橋 補109 
南千住3 

〃  8 
95 19.2 平成12年 

8 
千 住 汐 入 大 橋 

（隅田川） 
補109 

南千住8 

足立区千住曙町 
158.6 19.2 平成18年 

9 宮 地 陸 橋 
環4 

（明治通り） 

荒川3 

〃 5 
199 13.5 昭和49年 

10 熊 野 前 陸 橋 
放11 

（尾久橋通り） 

東尾久5 

〃  8 
537.4 13.0 昭和53年 

11 片 瀬 北 陸 橋 
放11 

（尾久橋通り） 
西日暮里6 24.1 8.3 昭和50年 

12 片 瀬 南 陸 橋 
放11 

（尾久橋通り） 
西日暮里6 24.1 8.3 昭和50年 

13 
下 御 隠 殿 坂 

跨 線 道 路 橋 
区道台荒１号線 

西日暮里3 

〃   2 
91.9 15.0 平成7年 

14 
第 二 日 暮 里 

跨 線 道 路 橋 
区道荒109号線 

西日暮里5 

〃   6 
52.5 5.5 昭和41年 

15 紅葉坂跨線人道橋 ― 西日暮里2 106.6 4.0 昭和3年 

 



139 

[横断歩道橋（都道）（令和６年４月１日現在）] 

番号 橋  名 
箇   所 

橋長(ｍ) 幅員(ｍ) 架設年次 
都市計画道路名 位  置 

1 大 関 
環4 

（明治通り） 

 東日暮里1－7 

 東日暮里1－8 
72.1 1.5 昭和44年 

2 荒川区役所前 
環4 

（明治通り） 

 荒川2－2 

  〃 3－12 
63.7 2.3 昭和43年 

3 西日暮里駅前 
環4 

（道灌山通り） 

 西日暮里3－5 

   〃  4－1 
68.3 

1.9 

2.3 
昭和50年 

4 新 三 河 島 駅 前 
環4 

（明治通り） 

荒川5－4 

西日暮里1－16 
54.3 1.5 昭和50年 

5 南 千 住 駅 前 
補108 

（コツ通り） 

 南千住2-33 

南千住2-34 
218.9 4.5 昭和58年 

 

２ 鉄道施設 

・鉄道施設は、多数の人員を高速で輸送するため、地震による破壊が生じた場合、多数の死傷者を

伴う事故を起こす恐れがある。このため、各鉄道機関は従来から施設の強化や防災設備の整備を進

めてきたところであるが、過去の震災の教訓を踏まえ、これら施設等の改良整備を推進し、人命の

安全確保及び輸送の確保を図るものとする。 

 

２－１ ＪＲ施設 

（１）施設の現状 

・区内の路線延長キロ程は、山手線・東北線の 1.15km と常磐線の 4.31km であり、駅は日暮里

駅・西日暮里駅・三河島駅・南千住駅の 4 駅で、1 日の乗降客数は約 40.6 万人である。 

 

（２）事業計画 

・鉄道沿線に設置した地震計からの情報及び緊急地震速報の情報を活用した防災情報システムを

導入により、速やかな列車防護の実施を図る。 

・ 「運輸省鉄道施設耐震構造検討委員会」の答申を踏まえ、耐震補強が必要な構造物については、

補強工事を実施する。 

・列車の緊急停止装置の整備と並行して、停止後の運転再開の指示及び列車の被害状況の報告等

を的確かつ迅速に行うため、運転士と指令間の無線による情報連絡設備が整備する。 

 

２－２ 京成電鉄施設 

（１）施設の現状 

・区内の線路延長キロ程は、3.23km であり、駅は日暮里駅・新三河島駅・町屋駅の３駅で、１日

の乗降客数は約 10.7 万人である。 

 

（２）計画目標 

・都市計画事業及び運転保安計画と併せて、駅舎をはじめ諸施設の改良・整備を推進し、施設を
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震災から防護して人命の保護と輸送の確保を図る。 

 

（３）事業計画 

・駅施設並びに軌道、電気設備については耐震性を考慮して設計されているが、各施設の保守点

検について、それぞれの検査規定及び検査基準その他関係法令に基づいて定期的に実施する。 

・既存の鉄道構造物にかかる耐震補強の緊急措置については、国土交通省の通達に基づき工事を

実施する。 

 

２－３ 東京地下鉄施設 

（１）施設の現状 

・区内の路線延長キロ程は、日比谷線の 1.42km と千代田線の 2.97km であり、駅は町屋駅・西日

暮里駅・南千住駅の３駅で、１日の乗降客数は約 22.7 万人である。 

 

（２）災害予防計画 

防災体制の確立 
営業線における防災施設を検討し、所要の改善方策を講ずるとともに、

防災体制を確立する。 

構造物の耐震性 

地下鉄の箱型トンネル及びシールドトンネルは、十分耐震性を考慮し

て設計、施工してあるので、関東大震災級相当の地震でもほとんど被害

を生じないと考えられる。 

建築施設等の耐震性 

⑴ 地上建築物は法規で定められた構造、強度基準で設計建造してある。 

⑵ また、変電所設備用鉄構は、水平震度 0.3（震度６程度）に耐えられ

るように建造している。 

排水施設 

トンネル内の排水については、約 750ｍに 1 箇所の割合でポンプ室を

設置し、それぞれ毎分 1～1.5 トンの排水が可能なポンプ 3 台を配置し

てある。 

車両の防火対策 
車両の構体は金属性で不燃性のものを、シートその他は難燃性以上 

の判定を受けたものを使用している。 

停電対策 

多系統から電力の供給を受けているので全ての系統の供給が停電する

という事態以外は、駅及びトンネル内が長時間停電することはない。 

 しかし、万一に備えて、駅では蓄電池を電源とする非常灯と誘導灯を

設置してあるほか、列車内も蓄電池による非常灯を設置してある。 

 

２－４ 首都圏新都市鉄道施設 

（１）施設の現状 

・区内の路線延長キロ程は、1.22km であり、駅は南千住駅の１駅で、１日の乗降客数は約 1.1 万

人である。 

・構造物は、「鉄道構造物等設計標準（耐震設計）」（平成 10年 12 月 25 日鉄技第 122 号）に基づ

き設計施工を行っており、兵庫県南部地震及び中越地震等の大規模地震に対し所定の耐震性を有

している。 
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（２）計画方針 

・旅客の安全確保及び被害を最小限に防止するとともに、輸送の確保を図る。 

 

（３）災害予防対策 

・土木構造物、軌道、駅舎及び電気・機械設備は、それぞれの実施基準等に基づいて保守点検を

行い、必要に応じて補修を実施する。 

・沿線防災設備システム（風速、地震、水位、雨量、レール温度、大気温度測定装置）によるリ

アルタイムに収集される気象情報をもとに列車運転規制を行い、より安全な輸送を確保する体制

をとっている。また、早期地震警報システムの導入により、地震への対応を充実させ安全性の向

上を図っている。 

 

２－５ 都電施設・新交通施設 

（１）施設の現状 

① 荒川線 

・区内の線路延長キロ程は、約 4.8km であり、停留場数は 13 停留場である。 

② 日暮里・舎人ライナー 

 ・区内の線と延長キロ程は、約 2.9km であり、駅は日暮里駅・西日暮里駅・赤土小学校前駅・熊

野前駅の４駅で、１日の乗降客数は約 9.1 万人である。 

・荒川線は全区間地上を走行し、日暮里・舎人ライナーは全区間高架を走行している。 

・日暮里・舎人ライナーの高架構造物は、「日暮里・舎人線土木構造物設計基準」（平成 8年 12

月）に基づき設計施工を行っており、兵庫県南部地震及び中越地震等の大規模地震に対し所定

の耐震性を有している。 

 

（２）計画の方針 

・首都直下地震等に備え、鉄道構造物及び構築物等の耐震性の強化を推進する。 

・地震発生時、係員が的確な行動を取れるよう訓練等を実施するとともに、交通局の震災対策に

ついて、広報活動を通じて旅客への周知を図る。 

 

（３）災害予防対策 

・土木構造物、軌道、駅舎、電気・機械設備及び車両は、それぞれの実施基準等に基づいて保守

点検を行い、必要に応じて補修を実施する。 

・地震センサーを設置し、地震の規模を把握して、計測震度に応じた運転規制や点検を行う。 

・日暮里・舎人ライナーについては、早期地震警報システムを活用し、大きな揺れが到達する前

に、指令区が遠隔操作で列車を停止する。 

 

３ 河川施設 

（１）予防対策時の対策内容と役割分担 

・資機材の備蓄、設備・施設の整備等により、災害を予防するとともに、発災時に対応できる体

制を整える。 
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各機関 対策内容 

区 

・災対防災都市づくり部 
・土のう等、水防資機材の備蓄 

都 

・建設局 

・河川施設を整備 

・土のう等、水防資機材の備蓄 

 
（２）詳細な取組内容 

・土のう等、水防資機材を備蓄する。 

・水防管理団体は、管内における水防活動を十分に行うことができるよう、水防資機（器）材及

び施設の整備並びに輸送の確保に努めるとともに、管内の水防活動に直ちに対応できるよう、車

両等の確保、輸送経路等を確認しておく。 

（資料第３－15 水防倉庫一覧） 

 

４ 水道施設 

４－１ 水道施設の現況 

・荒川区内には、施設として南千住給水所がある。 

・また、水道管として口径 50㎜から口径 1,600 ㎜までの配水管 330,238.1ｍが布設されている。 

 

４－２ 水道施設の整備補強 

・給水所等構造物は、耐震診断結果に基づき、耐震性の劣るものについて、耐震補強工事等を実施

する。 

・送水・配水管については、耐震性の劣るものを、耐震性の優れた材質・継手構造のダクタイル鋳

鉄管や鋼管に取り替える。このうち、強度が低く破損による漏水の恐れや濁り水の原因となる経年

管は、平成 25年度までに 100％解消することを目指して取り替えを実施し、一部施工困難箇所を除

きほぼ完了した。 

・震災時における医療救護活動や首都機能の継続を確保するため、災害拠点病院・首都中枢機関・

二次救急病院・区役所等への供給ルートとなる配水小管を優先して、耐震継手化を図る（令和４年

度概成）。 

・震災時に停電が発生した場合においても、浄水及び送配水機能が確保されるように、浄水場等に

自家用発電設備を整備する。 

・取出口径が 50mm 以下の給水管については、公道下において、ステンレス化がほぼ完了している。 

・75mm 以上の給水管は、配水小管布設替や舗装先行工事等にあわせた工事以外にも計画的に耐震継

手化を図る。 

 

４－３ システムの強化 

・施設の二重化、二系統化や送配水管ネットワークの構築等、震災時における水道システムとして

の耐震性の向上を図る。 

・広域的な水の相互融通を行う体制を構築するために、埼玉県や川崎市等、近隣の水道事業体と共

同で連絡管の整備を行っており、今後も相互融通機能の強化について検討する。 
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４－４ 情報通信手段の整備 

・震災時における被害把握や応急給水・復旧活動を効率的に実施するため、震災情報システムを活

用する。 

 

５ 下水道施設 

[施設名称] 

施 設 名 住  所 電話番号 

北 部 下 水 道 事 務 所 台東区蔵前二丁目１番８号 5820－4345 

蔵 前 ポ ン プ 所 台東区蔵前二丁目１番８号 5821－0271 

三河島水再生センター 荒 川八丁目 25番 1号 3802－7991 

東尾 久浄化センタ ー 東 尾 久七丁目 2 番 (無人施設)3802－7991 

町 屋 ポ ン プ 所 町 屋八丁目 21番 10 号 3895－0044 

尾 久 ポ ン プ 所 東 尾 久八丁目２番２号 (無人施設)3895－0044 

白 鬚 西 ポ ン プ 所 南 千 住八丁目 17番３号 (無人施設)5821－0271 

 

５－１ 計画方針 

・区民の安全で衛生的な生活環境を確保するため、地震や豪雨等の災害に備えた取組を行い、被害

の規模を最小限に留めるように努める。 

・都と連携した応急復旧体制を強化・充実に努める。 

 

５－２ 事業概要 

（１）施設整備 

・水再生センター・ポンプ所等について、想定される最大級の地震動に対し、最低限の下水道機

能（揚水、沈殿及び消毒機能）に加え、水処理施設の流入きょ、導水きょ等を対象としたほか、

汚泥処理関連施設についても対象とし、震災時に必要な下水道機能を全ての系統で確保する耐震

化を推進する。 

 

（２）避難所等の対策 

・避難所や災害復旧拠点等の下水道機能を確保するため、これらの施設から排水を受け入れる下

水道管とマンホールの接続部の耐震化等を推進しており、現在は、一時滞在施設や災害拠点連携

病院等に対象を拡大し、対策を推進している。 

 

（３）緊急輸送道路等の対策 

・震災時の交通機能を確保するため、液状化の危険性が高い地域の緊急輸送道路等を対象にマン

ホールの浮上抑制対策を推進しており、現在は、無電柱化している道路や区が指定している緊急

道路障害物除去路線等に対象を拡大し、対策を推進している。 

（資料第３－16 緊急道路障害物除去路線網） 

 

（４）光ファイバー網の整備 

・震災に強い下水道光ファイバーケーブルを活用した情報通信網の整備を促進する。 
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（５）水再生センター・ポンプ所等の整備 

・水再生センター・ポンプ所等について、想定される最大級の地震動に対し、最低限の下水道機

能（揚水、沈殿及び消毒機能）に加え、水処理施設の流入きょ、導水きょ等を対象としたほか、

汚泥処理関連施設についても対象とし、震災時に必要な下水道機能を全ての系統で確保し耐震化

を推進する。 

・停電時等の非常時においても下水道機能の維持に必要な電力を確保するため、非常用発電設備

を全ての施設に設置したが、一部の施設では必要な電力が確保できていないため、非常用発電設

備を更に整備する。 

 

（６）し尿の受入 

・震災時に備え、区と取り決めた災害用トイレの設置可能なマンホールやし尿の受入箇所、受入

方法等の適切な更新を図る。 

 

（７）下水道施設の復旧対策 

機関名 対策等 

都 

・建設局 

・区の実施する応急措置に関し、技術的助言及び総合調整を行うほか、応急

復旧対策を総合的判断の下に実施する。 

・区が管理する河川管理施設の応急復旧対策について区に技術的助言を行

うほか、大規模なものについては直接実施する。 

都 

・下水道局 

・各施設の点検を行い、施設の被害に対しては、箇所、程度に応じて応急措

置を実施する。 

・万一機能上重大な被害が発生した場合は揚水施設の復旧を最優先する。こ

れらと並行して各施設の損壊箇所を直ちに処置し、流下機能の確保と揚水、

簡易処理、消毒、放流等の機能の回復を図る。 

・水再生センター・ポンプ所において、停電のためポンプの機能が停止した

場合、ディーゼル発電機やガスタービン発電機等の非常用発電機及びエンジ

ン直結ポンプによってポンプ運転を行い、揚水不能の事態が起こらないよう

対処する。 

関東地方整備局 ・区及び都等の行う応急対策に関し、要請があれば技術的助言を行う。 

 

６ 電気・ガス・通信等 

６－１ 電気 

（１）施設の状況 

・電力施設には、電気を供給するための送電線、変電所、配電線、通信線等の電力流通施設があ

る。 

 

（２）施設の保安対策 

① 送電設備 

・地震の影響に対し、送電を確保できる設計を行っている。 
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② 変電設備 

・機器基礎及び屋外鉄構は、耐震性を考慮して設計を行っている。 

・洪水には既往の浸水実績等を踏まえた浸水対策を行っている。 

・塩害に対しては、活線洗浄装置を敷設する等の保安対策を実施している。 

 

③ 配電設備 

・地震、強風に対しては、概ね区内全域に送電できる施設として設置している。 

 

④ 通信設備 

・送電、変電、配電設備に準じて設計を行っている。 

 

６－２ ガス 

（１）施設の状況 

① 製造所・整圧所設備 

・重要度及び災害危険度の大きい設備の耐震性を向上させ安全性を確保する。 

・防消火設備、保安用電力等の強化を行い、二次災害防止に努める。 

 

② 供給設備 

・導管を高・中・低圧別に区分し、それぞれの状態に応じた最適な材料・継手構造等を採用

し、耐震性の向上に努める。 

・全ての地区ガバナーにＳＩセンサーを設置し、揺れの大きさ（ＳＩ値）・ガスの圧力・流量を

常時モニタリングする。 

・この情報を解析し高密度に被害推定を行い、迅速な供給停止判断及び遮断する体制を整備す

る。 

 

施設名 都市ガス関連の安全化対策 

製造施設 

・施設の重要度分類に基づき、それぞれのクラスに応じ

た設計法を適用し、耐震性の向上及び安全性を確保 

・緊急遮断弁、防・消火設備、ＬＮＧ用防液堤の設置、

保安用電力の確保等の整備を行い、二次災害を防止 

供給施設 

・新設設備は、ガス工作物の技術上の基準等に基づき耐

震性を考慮した設計とし、既設設備は必要に応じて補強 

・二次災害の発生を防止するため、ホルダーの緊急遮断

装置、導管網のブロック化、放散塔等緊急対応設備を整

備 

通信施設 
・ループ化された固定無線回線の整備 

・可搬型無線回線の整備 

その他の安全設備 
・地震センサーの設置 

ＬＮＧ基地、整圧所、幹線ステーションに地震計を設
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施設名 都市ガス関連の安全化対策 

置するとともに、地区ガバナー（整圧器）には感震・

遠隔遮断装置を設置 

・安全装置付ガスメーターの設置 

建物内での二次災害を防止するため、震度５程度の地

震時にガスを遮断するマイコンメーターを設置 

 

（２）計画目標 

・ガス施設の耐震性の強化、及び被害軽減のための諸施策を実施し、可燃物の流失防止と近隣住

民への災害防止に努める。 

 
（３）事業計画 

・ガス導管に地震時の地盤の動きに追随できる溶接接合導管、メカニカル継手可とう性配管、ポ

リエチレン管を使用する等、ガス工作物の耐震性を強化する。 

・二次災害の防止、早期復旧対策を確立するため、ネットワークを他の地区と分離させてガス供

給停止地域の極小化を図る。 

 
６－３ 通信 

（１）施設の状況 

② 通信設備（ＮＴＴ東日本所内） 

・交換設備、電力設備、その他所内設備は支持物等により、耐震対策を整えている。 

・また、電力供給が停止した場合の対策として、予備エンジン、蓄電池が設置されており、被

災した場合を考慮して、移動電源装置等を設置している。 

 

③ 通信設備（ＮＴＴ東日本所外） 

・地下ケーブルは、耐震性の高い共同溝又は通信ケーブル専用の洞道に収容されている。 

・弱体地下管路等は年度計画により整備を行っている。 

・橋梁添架ケーブルは二次的火災による被害を想定して、耐火防護、補強を実施している。 

・通信の全面的途絶地域、避難場所等孤立地域を対象として携帯用無線、移動用無線機等を常

備している。 

・公共機関等、必要な通信を確保するため、ケーブルの２ルート化と回線の分散使用を図って

いる。 

・都指定の広域避難場所等には災害時用公衆電話（特設公衆電話）を設置できるように体制を

整えている。 

・交換機相互間を結ぶケーブルは経路を分散し、主要交換機相互間は地下ケーブル方式（有

線）と無線方式により環状に結ぶ回線を作成している。 

 

（２）事業計画（電気通信施設を確保するための諸設備） 

・架空ケーブルは、地震による二次災害である火災に比較的弱いため、地中化が望ましい区間は

地中化を促進する。 
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・都市防災上、耐震・耐火に強い共同溝及びとう道へケーブルの収容替えを行う。また、災害予

防上の弱体設備を点検・把握し、優先付けをして整備を図る。 

 

（３）災害時用公衆電話の設置 

・区が指定した避難所（小中学校等）全ての施設に災害時用公衆電話（特設公衆電話）を事前に

設置することで、災害時における避難者の通信手段を確保することを可能とする。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

（４）各通信事業者 

・区庁舎等の災害活動拠点、医療機関、人口密集地等の重要エリアの通信を確保するために、基

地局等において、非常用発電機による無停電化やバッテリー長時間化に取り組む。 
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１ 道路・橋りょう 

１―１ 交通規制 

（１）交通規制 

・大震災（震度６弱以上の地震により多数の人的被害が生じた災害をいう。）又は震度５強以上

の地震が発生した場合に、救出救助活動等の初期活動が円滑に行われるための緊急交通路等の

確保その他の必要な交通対策を迅速かつ的確に実施する。 

 

① 第一次交通規制 

・大震災が発生した場合は、都交通対策本部長（交通部長）の命令により、第一次交通規制を実

施する。 

(1) 環状７号線から都心方向へ流入する車両の通行を禁止する。 

(2) 環状８号線から都心方向へ流入する車両の通行を抑制する。 

(3) 下記「指定７路線」に掲げる路線を緊急自動車専用路として指定し、一般車両の通行を

禁止する。 

 

[都内の指定７路線] 

首都高速道路・高速自動車国道 国道 4号（日光街道他） 

国道 17 号（中山道・白山通り他） 国道 20 号（甲州街道他） 

国道 246 号（青山通り・玉川通り） 目白通り 

外堀通り  

 

 [荒川区内の指定７路線該当区間] 

路線名 区間 荒川区内の区間 

日光街道 日本橋元標～毛長川 常磐線三の輪ガード～千住大橋 

 

・都内において極めて甚大な被害が生じている場合は、被災状況に応じてさらに広範囲に交通

規制を実施することとなる。 

 

② 第二次交通規制 

・第一次交通規制の実施後、被害状況、道路交通状況等を勘案し、交通対策本部長の命令により、

第二次交通規制を実施する。 

・第一次交通規制における緊急自動車専用路「指定７路線」を優先して緊急交通路に指定し、一

般車両の通行を禁止する。 

・次の「指定 31 路線」に掲げる路線の中から緊急交通路を指定し、一般車両の通行を禁止する。 
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[都内の指定７路線] 

第一京浜 第二京浜 中原街道 目黒通り 

青梅・新青梅街道 川越街道 北本通り 水戸街道 

蔵前橋通り 京葉道路 井の頭通り 三鷹通り 

東八道路 小金井街道 志木街道 府中街道 

芋窪街道 五日市街道 中央南北線 八王子武蔵村山線 

三ツ木八王子線 新奥多摩街道 小作北通り 吉野街道 

滝山街道 北野街道 川崎街道 多摩ニュータウン通り 

鎌倉街道 町田街道 大和バイパス  

 

１－２ 障害物除去 

・被災者に対する救援・救護活動や緊急物資の輸送路を確保するため、緊急道路障害物除去路線を

指定し、震災時には、各道路管理者がこれらの道路上の障害物の除去や亀裂等の応急補修を他の道

路に優先して実施する。 

 
（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対防災都市づくり部 

・ 被害状況の調査 

・ 道路、公園等の障害物の除去 

都建設局第六建設事務所 
・ 道路の緊急点検及び損壊箇所の応急措置 

・ 障害物の除去 

 

（２）詳細な取組内容 

① 荒川区 

・道路上の破損、倒壊等による障害物の除去を行い、交通の確保に努める。特に避難道路及び避

難道路等に通じる緊急道路障害物除去路線については、最優先で実施する。 

・区の行う障害物除去作業は、原則として区道を対象とするが、道路管理者は、道路上の障害物

の状況を調査し、速やかに区災害対策本部に報告するとともに他の道路管理者と密接な連絡をと

り、協力して障害物の除去を行う。 
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  [道路障害物の除去の流れ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）被害状況の調査 

○一次調査 

・発災直後の調査（一次調査）は、事前に定めた緊急道路障害物除去路線等を中心に現地調

査し、被害状況を集約するとともに、障害物除去に向けた資機材等の確認・準備を行う。 

○二次調査 

     ・一次調査以外の生活道路や公園等の被害状況を調査する。 

    （資料第２ 協定・覚書） 

ⅱ）応急復旧の考え方 

○緊急道路障害物除去路線の障害物の除去 

・震災が発生した直後の道路は、倒壊した家屋や自動車等の障害物が散乱するとともに、道

路の陥没や亀裂等により、一時的に交通途絶状態となることが想定される。 

・災対防災都市づくり部は被災者に対する救援・救護活動や物資の緊急輸送路等を確保する

ため、その活動の要となる緊急道路の障害物除去作業を他の道路に先駆けて実施するととも

に、被害箇所の応急復旧作業を行う。 

・緊急道路障害物除去路線の障害物除去に当たっては、一次調査の結果及び区災害対策本部

で集約した被害情報をもとに、国道事務所、第六建設事務所等と連携を図り、緊急度等を勘

案して優先路線を指定し、順次除去作業にあたる。 

○生活道路等の障害物の除去 

・地震により、道路上に落下若しくは倒壊した障害物等を除去する。 

○主要公園の障害物除去 

・被害の状況等により公園を避難場所等に使用する場合に備え、主要道路の障害物除去の目

途がたった段階で、主要な公園から地域の状況を踏まえて障害物を除去する。 

  

除去協力 

区
災
害
対
策
本
部 

災
対
防
災
都
市
づ
く
り
部 

道路の状況調査、報告 

調査班派遣 
被 

害 

現 

場 
 

障害物除去作業 

復旧作業班派遣 

活動命令 

要請 
協定締結機関 

都建設局第六建設事務所 
被害状況連絡 

ライフライン機関 
要請 
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 [障害物除去の考え方] 

路線等 内 容 除 去 目 標 

緊急道路障害物除

去路線 

広域避難場所・避難所・備蓄倉庫・給水所・

発生材の仮置場等へ通じる道路を優先的

に除去 

 有効幅員２車線を確保 

生活道路  区内の一般道路  １車線を確保 

公園等 

給水所や動物救護センター等の他の役割

がある公園を優先した上で、各地区を均

等に、地区公園・近隣公園・街区公園の

順に除去 

 

 

ⅲ）応急復旧体制 

・復旧活動は、災対防災都市づくり部が作業に当たり、あらかじめ行動計画を定めておくもの

とする。なお、緊急道路障害物除去路線の啓開は、他の作業に優先して実施する必要があるの

で、道路障害物の状況に応じて、災対防災都市づくり部及び協定締結機関と連携して作業体制

をとるものとする。 

（資料第２ 協定・覚書） 

ⅳ）応急復旧内容 

・災害発生後、支援物資等の輸送ができるよう、道路の障害物の除去を各機関と相互に密接な

連絡をとりながら実施する。 

・道路啓開作業中の路線付近において、警察・消防・自衛隊等による人命救助活動が実施され

ている場合、連携して対応する。 

・歩道がある箇所では、歩道側に障害物を寄せる。 

・道路附属物等のき損により障害物が道路交通を妨げている場合は、速やかに応急啓開措置を

とる。 

・倒壊した街路樹・街路灯については、交通に支障がないように一時整理し、後日、障害物を

撤去する。 

・転倒した電柱に架線等が付いている場合は、東京電力パワーグリッド、ＮＴＴ東日本等所管

の機関へ除去するよう指示する。 

・放置車両の移動については、災害対策基本法に基づき対応する。 

・発生材（廃材）については、状況に応じて仮置場を指定して集積する。 

・発生材の仮置場は、次の(1)～(7)の候補地から、搬出作業を考慮し、幹線道路に近接した施

設を指定する。 

 

(1)宮前公園（第１期） 

(2)町屋公園予定地（町屋七丁目公園・旧尾竹橋公園・旧尾竹橋清掃作業所・公園整備用

地） 

(3)南千住浄水場跡地（公園予定地） 

(4)三河島公園 
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(5)東日暮里一丁目公園 

(6)南千住三丁目公園 

(7)都立汐入公園 芝生広場 

 

・なお、用地が不足した場合は、(1)～(7)の候補地以外の区立公園及び児童遊園の活用も検討

するほか、都災害対策本部が設置するがれき処理部会に対して、仮置場の確保を要請する。ま

た、状況に応じて道路法 68 条に基づき、民有地を使用する。 

ⅴ）応援協力体制 

・都建設局第六建設事務所や災害時協定締結事業者等と密接に連絡をとり、必要に応じて協力

を要請する。 

・障害物除去に必要な資機材、人員に不足を生じた場合は、災害時協定に基づき、災対防災都

市づくり部は、荒川区建設業協会、荒川美化研究会及び造園防災協力会に応援を求め、対処す

るものとする。 

・荒川区建設業協会、荒川美化研究会及び造園防災協力会が建設重機を調達し、道路啓開作業

に着手できるまで（概ね発災後３日間程度）の間、区及び同協会は、都や国等の関係機関と連

携し、通行可能道路情報の収集及び作業計画の策定に重点を置いて活動する。 

・路上駐車の自動車の移動について道路管理者は、警察と連携し、移動措置をとる。 

・発生材の仮置場の整備及び管理、運営については、「災害時における廃棄物等の仮置場の運

営に関する協定」に基づき、区内解体事業者等に協力を求め、行うものとする。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

［災害時協定を締結している区内解体事業者］ 

 事業者名 所在地 

１ 株式会社司工業 荒川区南千住六丁目 49番７号 

２ ＡＯＫＩ株式会社 荒川区西尾久七丁目 11番 10 号 

３ 中村解体工業株式会社 荒川区東尾久三丁目 26番５号 

４ 株式会社河野解体工業東京営業所 荒川区西日暮里二丁目１番６号 

 

② 都建設局第六建設事務所 

・都は協力業者の協力を得て、災害時における道路の緊急点検及び損壊箇所の応急措置並びに障

害物の除去を行う。 

 
２ 鉄道施設 

（１）主な対策内容と役割分担 

・初動措置として運転規制や乗客の避難誘導対応や駅等での各種情報提供等を行う。 

 

各機関 対策内容 

都交通局 

各鉄道事業者 

・ 災害対策本部等の設置 

・ 災害情報及び応急措置の連絡指示並びに被害状況の収集等の通信
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各機関 対策内容 

連絡の実施 

・ 徐行等の運転規制の実施 

・ 乗客の避難誘導の実施 

・ 負傷者救護の優先的実施 

 

（２）業務手順 

・旅客及び施設等の安全確保を行うため、災害対策本部等を設置する。 

・列車及び旅客の安全確認のため、徐行等の運転規制を実施する。 

・駅での混乱防止や、列車内の乗客の安全確保のため、速やかに避難誘導を実施する。 

・駅や列車内での混乱防止のため、案内放送等による情報提供を行うとともに、利用者に対して

ホームページやＳＮＳ等による情報提供を行う。 

・事故が発生した場合、災害対策本部と協力し、負傷者の救護を優先して実施する。 

 
（３）詳細な取組内容 

≪都交通局≫ 

・地震発生時には、各路線に設置した所定の地震計の震度に応じて点検を実施する。 

・点検の結果、各種構築や各種設備を所管する部署による再点検が必要と判断される場合は、

各施設の建物管理者が直接所管部署に確認を依頼する。所管部署は、再点検の結果により、二

次災害の発生に考慮しつつ処置を行う。 

≪都交通局≫≪各鉄道事業者≫ 

○災害時の活動体制 

・震災が発生した場合、各鉄道事業者は全機能を挙げて、旅客及び施設等の安全確保を行うた

め、災害対策本部等を設置する。 

・災害情報及び応急措置の連絡指示並びに被害状況の収集等の通信連絡は、列車無線、指令電

話、鉄道電話等を利用するとともに、必要に応じて、移動用無線機等の無線設備を利用する。 

○発災時の初動措置 

・各鉄道事業者は、震災初動期に列車及び旅客の安全を確認するため、各社の規定に従い徐行

等の運転規制を実施する。 

○乗客の避難誘導 

・震災時に予想される駅における旅客の集中による混乱防止や、列車内の乗客の安全確保のた

め、各鉄道事業者は各社の規定により速やかに避難誘導を実施する。 

・駅にいる乗客に対しては、混乱防止のため案内放送等による情報提供を行い、あらかじめ定

めた場所に誘導する。 

・列車内の乗客に対しては、混乱防止のため案内放送等による情報提供を行い、安全な場所又

は最寄り駅まで、駅長（運転司令等）と連絡の上、誘導する。 

・外国人の旅客に対しては、多言語を用いた文字や音声による情報提供を行い、適切な避難誘

導を実施する。 

・自家発電設備、蓄電池設備等により、停電時であっても、乗客の避難誘導に必要な照明、非

常灯等最低限の電力を確保する。 
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○事故発生時の救護活動 

・各鉄道事業者は、震災時に事故が発生した場合、災害対策本部と関係機関が協力し、負傷者

や障がい者・高齢者等の避難行動要支援者の救護を優先して実施する。 

・併発、続発事故等の二次災害の防止に万全を講じるとともに、引き続き旅客の安全確保を図

り輸送力の確保に努め、必要に応じ関係機関の出動・救護の要請を行う。 

 

３ 河川施設等 

（１）対策内容 

・都が管理する河川については、都建設局が災害復旧を行う。 

 
４ 水道 

（１）主な対策内容と役割分担 

・情報収集及び連絡、点検、調査等を行う。 

各機関 対策内容 

都水道局 

・ 異常箇所等についての情報収集及び連絡を徹底 

・ 施設の点検・被害調査を実施 

・ 被害箇所の復旧までの間、二次災害発生の恐れがある場合及び被害の

拡大する恐れがある場合の応急措置を実施 

 
（２）業務手順 
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（３）詳細な取組内容 

・地震発生後、速やかに浄水場、給水所等のポンプ運転状況、管路に設置されたテレメータやスマ

ートメータ等の記録等から異常箇所の情報を把握するとともに、水道施設及び工事現場等を点検し、

被害状況を把握する。 

・貯水、取水、導水、浄水施設及び給水所等の被害調査は、速やかに施設ごとに行う。 

・管路については、あらかじめ定めた重要点検箇所の巡回点検を実施し、管路の水圧、漏水、道路

陥没等の有無及びその程度のほか、地上構造物にあっては被害の程度等の把握に努める。 

・お客さまセンターが、水道施設や給水に関する異常等の情報を、住民等から寄せられる通報によ

り把握する。 

・取水塔、取水せき等の取水施設及び導水施設に亀裂、崩壊等の被害が生じた場合は、必要に応じ

て取水・導水の停止又は減量を行う。 

・漏水により道路陥没等が発生し、道路交通上非常に危険と思われる箇所については、断水後、保

安柵等による危険防止措置を可能な限り実施する。 

・管路の被害による断水区域を最小限に留めるため、速やかに配水調整を行う。 

・配水調整作業は、浄水場から給水所への送水及び主要幹線機能の確保を優先し、各路線の上流側

から順次進める。 

・浄水場及び給水所の運転状況や管路復旧作業の進捗に合わせ、再調整を実施する。 

・倒壊家屋、焼失家屋及び所有者が不明な給水装置の漏水は、仕切弁により閉栓する。 

・水道水源林が被災した場合は、ドローン等を用いて被災箇所の調査を実施する。 
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５ 下水道 

（１）主な対策内容と役割分担 

・都下水道局災害対策本部を設置し、下水道施設の調査、点検を行い、被害状況を把握する。 

各機関 対策内容 

都下水道局 

・ 下水道施設の調査、点検等を実施し、被害情報の収集及び連絡を徹底 

・ 復旧までの間、二次災害発生の恐れがある場合、被害の拡大する恐れ

がある場合の応急措置を講じるとともに、工事現場の応急対策を実施 

・ 水再生センター・ポンプ所等におけるポンプ及び諸機械の運転を継続 

 

（２）業務手順 
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（３）詳細な取組内容 

・下水道管の緊急調査、水再生センター・ポンプ所等の被害状況調査、工事現場の点検等を行う。 

・各施設の点検を行い、施設の被害に対して、箇所、程度に応じた応急措置を実施する。 

・応急復旧に当たっては、災害時における応急復旧業務に関する協定を締結している民間団体と連

携して対処する。 

・被害状況に応じ、他の大都市等へ支援を要請し、その受入れに対応する。 

・市町村の要請に応じて、相互支援の調整を行う。また、被害状況に応じ、都下水道局による支援

を行うほか、関東ブロック各県等への支援要請を行う。 
 

① 下水道管等 

・緊急輸送道路等を地上巡視し、下水道施設が起因する道路陥没等を早急に把握し、損傷状況

に応じた応急復旧を実施する。 

・速やかに震災復旧活動の拠点を設置し、下水道管の被害状況及び高潮防潮扉の操作状況等、

防災上重要な施設について重点的に被害状況及び措置状況を集約する。 

 
② 水再生センター・ポンプ所等 

・各施設の点検を行い、施設の被害に対しては、箇所、程度に応じて応急措置を実施する。 

・万一機能上重大な被害が発生した場合は揚水施設の復旧を最優先する。これらと並行して各

施設の損壊箇所を直ちに処置し、流下機能の確保と揚水、簡易処理、消毒、放流等の機能の回

復を図る。 

・水再生センター・ポンプ所等において、停電のためポンプの機能が停止した場合、ディーゼ

ル発電機やガスタービン発電機等の非常用発電機及びエンジン直結ポンプによってポンプ運転

を行い、揚水不能の事態が起こらないよう対処する。 

・停電が続く場合には、非常用発電設備の燃料油について、石油会社との優先供給協定によ

り、確保に努める。 

 
③ 工事現場 

・工事中の箇所においては、受注者との緊密な連携の下、速やかに被災状況を把握し、被害を

最小限に抑えるとともに二次災害の発生を防止するための緊急措置を実施する。また、避難路

等での工事箇所については、道路管理者並びに交通管理者の指示に従い応急措置等を行う。 

・発災後の緊急措置や応急復旧を迅速に実施するために、現場要員や資機材の現状把握に努め

るとともに、必要に応じて他の現場への支援にも備える。 
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６ 電気・ガス・通信等 

（１）主な対策内容と役割分担 

・情報収集、点検、危険予防措置、資機材等の調達、広報活動等を行う。 

各機関 対策内容 

東京電力 

グループ 

・ 資材の調達・輸送 

・ 震災時における危険予防措置 

・ 応急工事 

・ 災害時における電力の融通 

東京ガス 

グループ 

ガス事業者 

・ 被害情報の収集 

・ 事業所設備等の点検 

・ 製造所、整圧所における送出入量の調整又は停止等の措置 

・ ガス導管網の地域ブロック化及び被害状況に応じた減圧措置  

・ 被害推定に基づく応急措置 

・ 遠隔再稼働による速やかなガス供給再開 

・ 資機材等の調達 

・ 移動式ガス発生設備による臨時供給 

・ 避難所等へのＬＰガス供給 

各通信事業者 

・ 被害状況、通信施設の疎通状況等の情報収集 

・ 自治体への通信障害・復旧状況等の情報共有及び自治体要望・活動状

況の情報収集 

・ 重要通信の確保による応急復旧対策、広報活動等 

・ 災害対策用機材、車両等の確保 

・ 通信回線の確保や通信の途絶防止等の応急対策 

 

（２）業務手順 

・災害対策本部や報道機関等から被害情報を収集するとともに、自社の被害状況を把握する。 

・資材の在庫を常に把握し、応急対策に必要な資材で不足するものは調達･確保する。 

・防災活動等において、安全確保のため必要な場合は、危険予防措置を実施する。 

・応急措置を実施する。 

 

（３）詳細な取組内容 

≪東京電力グループ≫ 

・第一線機関等においては、予備品、貯蔵品等の在庫品を常に把握し、調達を必要とする資材

は、近隣の第一線機関等相互による流用を実施する。広域にわたる被害等によりそれらの対応

が困難な場合は、本社対策本部にて全ての資材を管理・確保する。 

・非常災害対策用の資機材の輸送は、あらかじめ調達契約をしている協力会社の車両、船艇、

ヘリコプター等により行うが、必要に応じ他電力会社等からの調達を対策本部において要請し、

輸送力の確保を図る。 

・震災時においても送電を継続することを原則とするが、水害又は火災の拡大時等における円

滑な防災活動のため、警察、消防機関等からの要請があった場合には、送電停止等の適切な危
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険予防措置を講じる。 

・応急工事の実施に当たっては、人命に係る箇所、復旧対策の中枢となる官公庁等の機関、避

難所等を優先することを原則とするが、各設備の復旧は、災害状況、被害状況、復旧の難易度

を勘案して、電力供給上、復旧効果の大きいものから、あらかじめ定めた手順により実施する。 

・各電力会社と締結した「全国融通契約」及び電力広域的運営推進機関の指示に基づき、緊急

災害時においてもこれに準じて実施する。 

 

≪東京ガスグループ≫≪ガス事業者≫ 

・地震の規模に応じて、本社に非常事態対策本部を設置するとともに、必要な要員は自動参集

する。 

・被害状況に応じてあらかじめ定めたＢＣＰを発動し、災害対応業務と最低限必要な通常業務

の両立を図る。 

・社内事業所及び官公庁、報道機関等からの被害情報の収集を行う。 

・施設を点検し、機能及び安全性を確認するとともに、必要に応じて調整修理する。 

・ガス供給設備等に設置した地震センサーの観測状況に応じて、迅速な被害把握に努め、適切

な応急措置を行う。 

・被害が軽微な供給停止地域については、遠隔再稼働等を行い、速やかなガス供給再開に努め

る。 

・その他現場の状況により、二次災害防止のため適切な措置を行う。 

・復旧用の資機材を確認し、調達を必要とする資機材は平時から分散して備蓄する。 

・震災により都市ガス施設に被害が生じた場合、都と一般社団法人東京都ＬＰガス協会が協力

し、避難所等にＬＰガスを救援物資として供給するよう努める。 

 

≪各通信事業者≫ 

・災害が発生し、又は発生する恐れがあるときは、重要通信を確保し、又は被災した電気通信

設備等を迅速に復旧するため、次の情報を収集し、対策組織の長に報告するとともに、関係組

織相互間の連絡・周知を行う。 

  気象状況、災害予報等 

  電気通信設備等の被害状況、そ通状況及び停電状況 

  自治体へのリエゾン（情報連絡員）派遣による通信障害・復旧状況等の情報共有、自治

体活動状況の情報収集 

  当該組織の災害応急復旧計画及び措置状況 

  被災設備、回線等の復旧状況 

  復旧要員の稼働状況 

  その他必要な情報 

  臨機に措置をとり、通信輻輳の緩和及び重要通信の確保を図る。 
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１ 道路・橋りょう 

（１）主な対策内容と役割分担 

・道路の障害物除去及び搬出、応急復旧等を行う。 

各機関  対策内容 

区 

・災対防災都市づくり部 
・ 区道上の障害物除去及び応急復旧の実施 

都建設局 
・ 道路の被災箇所で、被害がある箇所の復旧 

・ 都道上の障害物除去作業及び障害物の搬出 

関東地方整備局 ・ 応急復旧工事を行い、緊急輸送路としての機能を確保 

首都高速道路 ・ 災害の再度発生防止等の観点から、可能な限り改良復旧を図る。 

 

（２）詳細な取組内容 

・被害を受けた道路は、速やかに復旧し、物資、人員の輸送が円滑に行われるように努める。 

① 区道においては、緊急道路障害物除去路線以外の路線について、優先順位を付け障害物の

除去及び復旧を行う。 

②  都道が被害を受けたときは、都は速やかに排土作業や盛土作業等その被害の状況に応じた

応急復旧作業を行い、交通路の確保に努める。 

③  上下水道、電気、ガス、電話等の道路占用施設に被害が発生した場合は、当該施設及び道

路管理者に通報する。緊急の場合は、当該事故を知った機関が直ちに応急の措置をとり、事

後連絡する。 

 

２ 鉄道施設 

（１）主な対策内容と役割分担 

・施設の被害状況に応じた復旧を行う。 

各機関 対策内容 

都交通局 

各鉄道事業者 
・ 施設の被害状況に応じた復旧の実施 

 

（２）詳細な取組内容 

・各鉄道事業者は、施設の被害状況に応じた復旧を行う。 

・復旧作業に当たっては、被害状況、工事の難易度及び運転開始による効果の大きさを勘案し、

復旧工事の計画を策定する。 
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３ 水道 

（１）主な対策内容と役割分担  

・施設、管路、給水装置等の復旧を行う。 

各機関 対策内容 

都水道局 

・ 取水・導水施設の復旧対策 

・ 浄水・配水施設の復旧対策 

・ 送・配水管路、給水装置の復旧対策 

 

（２）詳細な取組内容 

・都水道局は、取水・導水施設や送・配水管路、給水装置の復旧対策を行う。 

 

４ 下水道 

（１）主な対策内容と役割分担 

・下水道管、水再生センター・ポンプ所等、工事現場等の復旧を行う。 
各機関 対策内容 

都下水道局 
・ 下水道管の復旧対策の実施 

・ 水再生センター・ポンプ所等の復旧対策の実施 

 

（２）詳細な取組内容 

・都下水道局は、下水道管、水再生センター・ポンプ所等の復旧を行う。 

 

５ 電気・ガス・通信等 

（１）主な対策内容と役割分担 

・復旧効果の大きさ、二次災害防止等の観点から復旧を行う。 

各機関 対策内容 

東京電力 

グループ 
・ 電力供給上復旧効果の大きいものから実施 

東京ガス 

グループ 

ガス事業者 

・ 二次災害を防止するため、あらかじめ定めた手順により実施 

各通信事業者 ・ 応急復旧による通信確保に取り組む 

 

（２）詳細な取組内容 

①電力に関する取組 

・災害に伴う応急・復旧対策については、恒久的復旧工事との関連及び情勢の緊急度を勘案して、

二次災害の防止に配慮しつつ、迅速・適切に実施する。 

・各設備の復旧は、災害状況、被害状況、復旧の難易度を勘案して、電力供給上復旧効果の大き

いものから、復旧要員の確保、復旧資機材の確保等、あらかじめ定めた手順により実施する。 
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・停電による社会不安の除去のため、電力施設被害状況及び復旧状況について広報する。また、

電気火災（通電火災等）を防止するために、屋外に避難するときには安全器又はブレーカーを必

ず切ること等についても各種イベントの機会を利用して広報する。 

 

②ガスに関する取組 

≪東京ガスグループ≫ 

・ガスの供給を停止した場合の復旧作業については、被災した地域施設又は設備の復旧を可

能な限り迅速に行うとともに、二次災害を防止するため、あらかじめ定めた以下の手順によ

り実施する。 

・非常体制が発令された場合は、対策要員はあらかじめ定められた動員計画に基づき速やか

に出動する。 

・予備品・貯蔵品等の復旧用資機材の在庫量を確認し、調達を必要とする資機材は、速やか

に確保する。 

・復旧する地域の被害状況を調べ、被害の程度に応じた復旧方法を選び、材料や要員・車両

を手配する。 

・被害が一定以上の場合にはガスメーターの近くのガス栓を閉め、地面に埋められているガ

ス管と宅内のガス管を分離する。 

・都市ガスの復旧は 2,000～3,000 軒くらいの地域ごとに行うため、バルブを閉めたりガス

管を切断して地域を分割する。 

・検査用のガスを封じてガス管の健全性をチェックし、被害箇所の修理や仮配管等を行い、

発生材で埋め戻しを行う。 

・宅内配管を確認して、被害箇所を修理する。被害が大きい場合は仮配管を行う。 

・ガス管の中に入っている空気を抜いて、ガスが出ることを確認する。ガスが安全に使用で

きる状態を確認して利用再開する。 

・さらに、必要に応じて、社会的優先度の高い病院や老人福祉施設、避難所等には、『移動式

ガス発生設備』を用いて、スポット的にガスを臨時供給するとともに、全国のガス会社と連

携し、迅速な供給再開に向けて対応する。 

 

≪ガス事業者≫ 

・ＬＰガスの使用の再開に当たっては、安全の確認を十分に行う必要があるため、都が、一

般社団法人東京都ＬＰガス協会の点検体制の確立について支援を行う。 

 

③通信に関する取組 

・災害に伴う応急・復旧対策については、恒久的復旧工事との関連及び情勢の緊急度を勘案して、

二次災害の発生防止に配慮しつつ、迅速・適切に実施する。 

・被災した電気通信設備等の応急復旧工事は、災害復旧に直接関係のない工事に優先して、復旧

工事に要する要員・資材及び輸送の手当てを行う等、早期復旧に努める。 

・災害の発生が予想される場合又は発生した場合に、通信の疎通、利用制限の措置状況及び被災

した電気通信設備等の応急復旧状況等の広報を行う。 
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第５章 広域的な視点からの応急対応力の強化 

 

 

 

 

 

 

第１節 現状の到達状況 

１ 活動体制の整備 

・震度５強以上の地震が発生した場合、荒川区災害対策本部を自動的に設置 

・災害発生時職員行動マニュアルの整備 

 

２ 受援・応援体制の構築 

・特別区災害時相互協力及び相互支援に関する協定 

・災害時における自治体との相互応援に関する協定 

・民間事業者等との応援協定 

・荒川区災害時受援・応援ガイドライン 

 

第２節 課題 

１ 活動体制の整備 

・災害対策本部設置等、迅速に初動体制を確立する必要がある。 

・防災関係機関の参集基準にあわせ、見直しを図る必要がある。 

・災害対策本部の的確かつ円滑な運用のため、防災関係機関との間で、平時から「顔の見える関

係」を築く必要がある。 

 

２ 受援・応援体制の構築 

・相互応援協定の実効性を担保するため、関係機関との連携を強化する必要がある。 

・迅速な応急対応のため、他機関からの人的支援を活用する必要がある。 

・発災時の具体的な受援体制について各部災対マニュアルに記載し、訓練を実施する必要がある。 

 

第３節 対策の方向性 

１ 活動体制の整備 

・災害対策本部訓練等の実施による職員配置体制の確立、手順の再確認・見直し 

・防災関係機関の訓練への参加等による連携強化 

 

２ 受援・応援体制の構築 

・平時から協力可能な業務や連絡先を確認する等、協定締結自治体や協定締結事業者・団体との連

携強化 

震災が発生した場合、直後の的確かつ迅速な初動対応が人命を守ることにつながるため、区の

災害対策本部においても、状況に応じた対応や、東京都、警察署、消防署、自衛隊等、関係機関

との密接な連携体制の構築が必要である。 

本章では、震災発生における災害対策本部の体制や、防災関係機関との連携等について示す。 
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・受援の内容や手順等について各部災対マニュアルへ反映、訓練等を実施 

 

第４節 到達目標 

１ 活動体制の整備 

・迅速かつ的確な活動を可能とする応急対応力の向上 

・緊密な防災関係機関との連携 

 

２ 受援・応援体制の構築 

・他自治体・関係機関等との相互応援体制の強化、円滑な協力体制の構築 

・荒川区災害時受援・応援ガイドラインに基づき、他機関からの人的支援、物資受入れを的確かつ

有効的に機能する受援体制を構築 

 

 

［応援協力・派遣要請のフロー］ 

 

 

  

区
（災害対策本部）

東
京
都 対

口
支
援
等

協
定
締
結
地
方
自
治
体

そ
の
他
の
地
方
自
治
体

特別区

防災関係機関
区に関係する指定公共機関

協定締結団体

総括支援チーム

ボランティア
災害中間支援組織
ＮＰＯ法人
ボランティア団体

防災関係機関
荒川・南千住・尾久警察署
荒川・尾久消防署

災害
ボランティアセンター

荒川区社会
福祉協議会

応援部隊
警察災害派遣隊
緊急消防援助隊

医療・福祉関係
応援団体

ＤＭＡＴ
ＪＷＡＴ
ＤＷＡＴ 等

国の防災関係機関
ISUT 等

その他の応援
団体

増援部隊
統合任務部隊

自衛隊
陸上自衛隊：第１師団司令部又は第１普通科連隊

災害派遣
要請

受理

支援

調整
補佐

応援依頼
応援要請

連携

応援

要請

応援

要請

支援

応援

要請

協同連携

運営

支援

調整
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第５節 具体的な取組 

１ 初動対応体制の整備  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・各部 

・ 活動拠点の整備 

・ 各種訓練の実施 

・ 災害発生時職員行動マニュアルの整備 

 

（２）詳細な取組内容 

① 区の活動体制（基本的事項） 

・区職員は、平時から荒川区災害対策基本条例第２条第６項に基づき、危機管理意識及び災害対

策についての対応能力の向上に努める。 

・災害発生時に速やかな対応がとれるよう、各所属長は、勤務時間内における所属職員の状況を

把握する。 

・区は、必要があるときは、災害対策基本法第 23 条の２第１項の規定に基づき、区長を区本部

長とする災害対策本部を設置し、災害応急活動に従事する職員を配置する。 

・災害対策本部の設置に至らないような被害規模の災害が発生した場合、通常業務を継続しつつ、

当該災害に対処できる活動体制を別途定める。 

・勤務時間外の場合は、警戒待機者が、区本部長及び災害対策副本部長への連絡を行い、速やか

に災害対策本部が設置されるよう、情報の収集・伝達、災害対策本部設置準備等の初動措置を行

う。 

 

② 災害対策本部の構成員 

・災害対策本部は、次の者をもって構成する。 

⑴ 災害対策本部長 

⑵ 災害対策副本部長（以下「副本部長」という。） 

⑶ 災害対策本部員（以下「本部員」という。） 

⑷ 災害対策本部職員（以下「本部職員」という。） 

・区本部長は、本部の事務を統括し、本部員を指揮監督する。 

・副本部長は、副区長及び教育長をもって充て、本部長を補佐し、区本部長に事故があるときは、

その職務を代理する。 

・本部員は、次の職にある者を充て、区本部長の命を受け、本部の事務に従事する。 

総務企画部長、区政広報部長、管理部長、区民生活部長、地域文化スポーツ部長、産業経済部

長、環境清掃部長、福祉部長、健康部長、子ども家庭部長、防災都市づくり部長、会計管理部長、

教育部長、防災課長、区を管轄する消防署長又はその指名する消防吏員 

・本部職員は、本部員を除く全ての区職員をもって充て、所属する部長の命を受け、所属する部

の事務に従事する。 

・上記のほか、本部の構成員に関し必要な事項は、条例及び規則で定める。 
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・本部員は、災害対策本部を設置する必要があると認めたときは、直ちに区民生活部長を通じて

区長に災害対策本部の設置を要請することができる。 

（資料第１－９ 荒川区災害対策本部組織図） 

 

③ 災害対策本部の設置 

・区長は、区に災害が発生したとき、又は発生する恐れのある場合に、非常配備態勢を発令する

必要があると認めたときは災害対策本部を設置する。 

・災害が発生する恐れがある場合とは、次のことをいう。 

⑴ 気象庁が南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平時と比べて相対的に高まった

旨の「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）を発表した場合 

⑵ 区を対象とした特別警報が発表されたとき 

⑶ 区を対象とした警報が発表され、大規模な災害が発生する恐れがあると区長が認めたとき。 

⑷ その他、区長が必要と認めたとき 

・区長に事故があるとき、又は区長が欠けたときは、副区長がその職務を代理する。 

・区長は、前記による要請があったときは、直ちに、本部員を招集し協議するものとする。 

○災害対策本部の設置の通知等 

・区民生活部長は、災害対策本部が設置されたときは、直ちに次に掲げる者に災害対策本部

の設置を通知しなければならない。 

⑴ 本部員 

⑵ 区防災会議委員 

⑶ 荒川区防災関係機関 

⑷ 都本部長 

・災対各部長及び災対各部長の補佐にあたる者は、災害対策本部設置の通知を受けたときは、

直ちに所属職員に対し、周知徹底しなければならない。 

・災害対策本部が設置されたときは、本部設置施設の正面玄関又は適当な場所に荒川区災害

対策本部の掲示をする。 

○災害対策本部の廃止 

・区本部長は、区に災害が発生する恐れが解消したと認めたとき、又は災害応急対策が概ね

完了したと認めたときは、災害対策本部を廃止する。 

・災害対策本部の廃止の通知等は、災害対策本部の設置の通知等に準じて行う。 

 

④ 本部長室及び災対部課の運営 

○本部長室の運営及び基本的事項 

・本部長室は、次の職にある者をもって構成し、所掌事項を審議する会議（本部長室会議）

の開催にあたっては、必要に応じて、関係する部長の出席及び課長の陪席を求める。 

⑴ 区本部長 

⑵ 副本部長 

⑶ 災対総務企画部長、災対管理部長、災対区民生活部長 

⑷ 危機管理専門監（区本部長補佐） 

・区本部長の職務代理については、災害対策本部及び本部長室の機能を確保するため、荒川
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区長の職務代理順序に関する規則（平成 19年荒川区規則第 19 号）に定める順位に続き、次

の順序とする。 

副区長、教育長、総務企画部長、区政広報部長、管理部長、区民生活部長、防災都市づく

り部長、福祉部長、健康部長、地域文化スポーツ部長、産業経済部長、環境清掃部長、子ど

も家庭部長、会計管理部長、教育部長 

・本部長室は、災害対策本部の活動を統制し、次の事項について所掌する。 

⑴ 非常配備態勢に関すること 

⑵ 災害対処方針に関すること 

⑶ 重要な災害情報の収集、分析及び伝達に関すること 

⑷ 災害応急復旧対策の実施に関すること 

⑸ 避難の指示等に関すること 

⑹ 応援の要請及び受入に関すること 

⑺ 都及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

⑻ 自衛隊の災害派遣に関すること 

⑼ 災害対策に係る経費の処理方法に関すること 

⑽ 災害対策本部会議の招集に関すること 

⑾ 上記に掲げるもののほか、重要な災害対策に関すること 

・危機管理専門監は、区本部長の補佐として、区本部長からの諮問に対し専門的な立場から

意見を述べるほか、災害対処方針の決定や応急対策活動の実施内容、防災関係機関との効果

的な連携方法等を検討するにあたり意見を具申する。 

 ・災対総務企画部は、災対区民生活部（運用班）と連携し、本部長室会議の運営を行う。 

     ・区本部長は、特に必要があると認めたときは本部長室の運営に関し、次に掲げる防災関係

機関の長に対し、協力を求めることができる。また、区本部長は派遣された防災機関の職員

に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

⑴ 都 

⑵ 警視庁 

⑶ 東京消防庁（荒川消防署、尾久消防署） 

⑷ 自衛隊 

⑸ 指定公共機関 

⑹ 指定地方公共機関 

○災対各部の運営及び基本的事項 

・部の構成及び分掌事務は、【震災編】第２部第１章第２節の「防災関係機関の役割」にお

ける「１ 荒川区」に示す。 

・部における分掌事務の配分単位は、通常組織の「課」単位に対応させるものとし、名称に

ついては、通常組織の課の名称に「災対」を冠するものとする。また、必要に応じて、当該

災対各課の分掌事務の内容を簡潔に説明するため、「災対○○○課」の後に「（△△△担当）」

を付記する。 

・災対各課の分掌事務については、通常組織の改正に合わせ、その都度見直しを行う。 

・災対各部課長の職務代理者については、災対各部課における応急復旧対策を確実に実施す

るため、部長・課長それぞれについて職務代理者を定める。職務代理順位の設定にあたって
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対象となる職員は、原則として、課長級・課長補佐級・係長級の全職員とする。 

・災害が発生し、又は発生する恐れのある場合に、災害対策本部の業務に従事する本部職員

が、直ちに災害対策応急活動に従事できるよう、共通の災害対策用被服（防災服）を本部職

員全員に貸与している。 

・本部職員の給食は、職員一人一人の自覚のもと１日分の備蓄食料を自ら備えるとともに、

区として備蓄食料を３日分確保している。また、災害時相互応援協定を締結している自治体

からの調達等、平時からその他の食料の確保調達方法等を確立する。 

・前記のほか、本部長室及び災対各部課の組織、運営等に関し必要な事項は、条例及び規則

で定める。 

 

⑤ 災対区民生活部運用班の設置 

・災害対策本部の活動統制に必要となる実務を一元的に処理する組織として、区民生活部長の指

揮監督の下、「運用班」を設置し、情報収集、分析・作戦、受援調整、庶務の各担当を担う。 

・運用班は、防災課長を班長（補佐：防災課地域防災担当課長）とし、防災課（危機管理専門監

を除く。）、広報課、総務企画部の管理職、区本部長の承認の下で区民生活部長があらかじめ指名

した職員（以下「区民生活部長指名職員」という。）及び職員寮入居職員及び区長があらかじめ指

定した職員をもって構成する。 

・運用班員に対して、災害に即応できるよう実践的な訓練を繰り返し実施する。 

 

⑥ 本部長室等の活動場所等 

・本部長室等の活動場所は、次のとおりとする。 

⑴ 本部長室：本庁舎３階特別会議室 

⑵ 災害対策本部会議：本庁舎４階庁議室 

⑶ 災対区民生活部運用班：本庁舎３階 304・305 会議室 

※ 運用班（防災課職員に限る）は、発災直後は、都災害対策本部との通信を優先確保するた

め、防災課執務室において活動し、災対各部の体制確立に合わせて、本庁舎３階 304・305

会議室に移動する。 

⑷ 分庁舎は、防災情報拠点として、区と自衛隊・消防・警察・ライフライン機関等防災関係

機関や関係団体の現地指揮所等に活用する。 
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[活動拠点施設概要表] 

活動拠点 施設概要 拠点としての目的及び指定理由 

本庁舎 

敷 地 面 積：8,147.35 ㎡ 

構造・規模：ＳＲＣ造  

地上７階地下１階 

延 床 面 積：16,770.10 ㎡ 

竣工年月日：昭和 43 年７月 

⑴ 原則として、災害が発生した場合、

荒川区災害対策本部を設置し、荒川区

内の災害状況の分析、応急活動計画の

立案・指揮を行うとともに、防災関係

機関と連携し被災者の救援にあたる

ための指揮を行う施設とする。 

⑵ 都防災行政無線、荒川区防災情報シ

ステム等を活用し、都からの情報収集

や応援要請を行う。 

⑶ 本庁舎に隣接する区立荒川公園等

を活用した被災者の救護、支援物資の

集配をはじめ、総括的に応急対策活動

を行う拠点施設とする。 

⑷ 平成 23 年度に、本庁舎耐震改修工

事が終了し、震度６強相当の地震が発

生しても、倒壊等の大規模な被害を受

けない耐震性を確保している。 

⑸ 停電時、上記災害対策本部の設置箇

所で使用する電力については、本庁舎

地階及び屋上の非常用発電機により

対応する。 

分庁舎 

敷 地 面 積：521.07 ㎡ 

構造・規模：ＳＲＣ造 

地上４階地下１階 

延 床 面 積：1,382.50 ㎡ 

竣工年月日：平成 10 年６月 

⑴ 災害時には、荒川区防災情報システ

ムを活用して、区、関係機関からの情

報を入手し、発生する被害をはじめと

する災害情報の迅速な処理を行い、防

災情報拠点としての役割を担う。 

⑵ 不測の事態により本庁舎に荒川区

災害対策本部が設置できない場合に

は、分庁舎にこれを設置する。この場

合、本庁舎に拠点を有する災対各部

は、北庁舎、健康づくり・がん予防セ

ンター及び荒川区民会館（サンパール

荒川）を活動拠点とする。 
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⑦ 災害対策本部会議 

・災害対策本部の会議体として、災害対策本部会議を置く。 

・災害対策本部会議は、次の職にある者をもって構成する。 

⑴ 区本部長 

⑵ 副本部長 

⑶ 本部員 

⑷ 危機管理専門監 

⑸ 区議会災害対策本部から派遣された者（議会事務局長） 

⑹ 警視庁 

    ⑺ 東京消防庁 

    ⑻ 自衛隊 

    ⑼ 都 

    ⑽ ライフライン機関 

    ⑾ 医療機関 

⑿ 区本部長が必要と認める防災関係機関及び関係団体（荒川区社会福祉協議会等） 

・災害対策本部会議は、次の事項を所掌する。 

    ⑴ 災害対処方針の周知 

    ⑵ 重要な災害情報の共有 

    ⑶ 災対各部及び防災関係機関等の活動状況の把握 

    ⑷ 災対各部及び防災関係機関等の相互連携に係る調整 

    ⑸ 重要案件に係る処理方針の確認 

    ⑹ 上記に掲げるもののほか、重要な災害対策に関すること 

・災害対策本部会議は、原則として定時開催とし、会議開催時を除き、各本部員は、執務室等の

自席で所属職員を指揮監督する。 

（資料第１－10 荒川区災害対策本部会議構成図） 

 

⑧ 区災害対策本部訓練の実施 

・災害発生時に災害対策本部が的確かつ迅速に業務を遂行できるよう、「訓練計画の策定」→「訓

練実施」→「課題抽出」→「マニュアル・地域防災計画修正」というＰＤＣＡサイクルを実施す

ることにより、定期的に改善を図る。 
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項 目 内 容 

訓
練 

訓 練 項 目 

・職員参集 

・災害対策本部開設・運営 

⑴ 本部招集 

⑵ 本部員指揮・配置 

⑶ 防災行政無線運用 

⑷ 避難所開設・運営 

⑸ 緊急医療救護所開設・運営 

⑹ 地域内輸送拠点の開設・運営、支援物資の受入・搬送 

⑺ その他災対各部運営 

訓 練 方 法 

・定期の訓練は、年１回程度実施する。なお、災対各部及び運用班による訓

練内容は職員の職務分担を定め、行うものとする。 

・訓練の方法は実動又は図上によるものとする。 

・随時の訓練は、職員に異動があった場合等必要に応じて実施する。 

啓
発
の
た
め
の
研
修 

研 修 内 容 

・地震等災害に関する全般的知識 

・荒川区における防災対策 

・災害対策本部の役割 

・その他防災に関すること 

研 修 時 期 

・採用時、又は人事交流等により、新たに職員を受け入れたとき 

・災対各部による所属職員への役割を周知する必要が生じたとき 

・その他必要があるとき 

 

ⅰ）警戒待機者制度の整備 

・区は、昭和 56 年４月、勤務時間外に発生する災害に備えて、警戒待機制度及び特別非常参

集職員制度を発足させた。 

・警戒待機制度は、部長級及び課長級の管理職員が本庁舎３階の警戒待機室で宿日直し、地

震その他の災害が発生した場合（あるいは発生の恐れが生じた場合）、災対区民生活部運用班

長が参集するまでの間、区本部長及び副本部長への連絡、被害状況の確認等、速やかに災害

対策本部が設置されるよう、連絡・調整を行うものである。なお、運用班長の参集後は、自

己の所属で指揮をとる。 

・平成 19年度から、警戒待機者１名及び委託業者１名の２名体制とし、速やかに災害対策本

部の設置等の初動体制が構築できるように強化を行っている。 

ⅱ）警戒待機者の任務 

・警戒待機している管理職員は、災対区民生活部運用班長（班長：防災課長、補佐：防災課

地域防災担当課長）が到着するまでの間、次の任務を遂行し、運用班長の到着後は、自己の

所属で指揮をとる。 

・区本部長及び副本部長への連絡、参集職員の情報収集による被災状況の把握等、速やかに

災害対策本部が設置され（震度５強以上の地震が発生した場合、災害対策本部は自動設置）、

その確実な初動体制が構築されるよう、情報収集・情報伝達を行う。 

・区長に対し、必要な情報を報告する。 
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・地震以外の災害が発生した場合は、警察署、消防署等と連携して情報収集を行うととも

に、区長、副区長及び関係各部に対して、連絡・調整を行う。 

 

⑨ 災害発生時職員行動マニュアルの整備 

・職員が災害時に迅速かつ的確な対応をとることができるよう災対各部ごとに、応急対策業務の

役割と手順等を記載した災害発生時職員行動マニュアルを策定している。 

・過去の災害の教訓を踏まえるとともに、区災害対策本部訓練等を通じて、内容を検証し、適宜

見直しを図る。 

 

⑩ 現地対策本部の設置 

・局地の災害により被災地域近傍で、調整・統制が必要な場合、現地対策本部又は現地調整所を

設置する。 

・指揮は副本部長、その他災対各部所要の要員で構成する。 

 

２ 業務継続体制の確保  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・各部 

・ 事業継続計画の見直し 

・ 庁舎機能の維持に係る電力確保 

 

（２）詳細な取組内容 

① ＢＣＰの役割 

・ＢＣＰの取組は、以下の特徴をもっている。 

⑴ 災害後に活用できる資源に制限があると認識し、非常時優先業務を絞り込むこと。 

⑵ 非常時優先業務の特定にあたっては、業務の継続に著しい影響を与えかねない最大規模の

被害を引き起こす災害を想定し、想定とは異なる災害についても、最大規模の災害を想定し

た非常時優先業務を基本として、災害の種類や規模に応じた対応ができるよう、実効性の確

保に向けた取組を推進していくこと。 

⑶ 非常時優先業務は、全ての業務を洗い出し、タイムラインに応じて着手すべき業務を絞り

込み、特に発災後１週間以内に着手する業務を非常時優先業務として区分すること。 

⑷ 各非常時優先業務の担当ごとに、どのような被害が生じるとその重要業務の継続が危うく

なるかを出して検討すること。 

⑸ 非常時業務の継続に不可欠で、再調達や復旧の制約となりかねない重要な要素(ボトルネ

ック)を洗い出し、重点的に対処すること。 

⑹ ＢＣＰに定める主な内容としては、権限の代行、職員の参集体制、代替庁舎の特定、電気・

水・食料等の確保、情報通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ、非常時優先業

務の特定、受援応援体制の整備、執行環境の確保等、発災時の業務継続の上で欠かすことの

できない要素を含んでいること。 

⑺ 重要業務の目標復旧時間を設定し、その達成に向け事前準備をすること。 
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【非常時優先業務の整理に基づく発災時における業務継続のイメージ】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② ＢＣＰの策定 

・区は、災害に備えて平時から救出体制や災害医療体制の整備等を行い、災害が発生した場合に、

区民の生命、財産を守ることを目的に、救助、救出や救護等の応急活動を迅速に実施するため、

地域防災計画を策定している。 

・応急活動以外の行政サービスについても、継続すべき重要なものは一定のサービス提供水準を

確保するとともに、全ての業務が通常どおりに最短で提供できるよう、あらかじめ対策を立てて

おく必要がある。 

・ＰＤＣＡ（ア：ＰＬＡＮ（計画の策定）、イ：ＤＯ（教育・訓練の実施）、ウ：ＣＨＥＣＫ（点

検・検証）、エ：ＡＣＴＩＯＮ（計画の見直し））サイクルを通じたＢＣＰの適宜見直しを行う。 

 

③ 区庁舎等における非常用電源等の整備・確保 

・区は、災害対策本部が設置される庁舎の機能維持を図るため、非常用電源の整備、自立・分

散型電源の設置の整備等を促進するとともに、避難所等の災害時の活動拠点となる施設におい

て自立・分散型電源の設置に努める。 

・さらに、区で保有している電気自動車や災害時協定締結事業者より借用する電気自動車を活

用した給電も実施することができるよう、あらかじめ関係部署間等において給電方法の確認、

操作訓練等を行う。 

・区及び防災関係機関は、災害時に公共施設、拠点施設や避難所等の機能を維持するために、非

常用電源、自立 ・分散型電源の導入やＬＰガスの活用等必要な電力確保を図り、保有する電源設

備等について、安全性の確保や平時からの点検、操作訓練等に努める。 

（資料第２ 協定・覚書） 

  

ＢＣＰ運用後
の復旧曲線 

ＢＣＰ運用前
の復旧曲線 

目標復旧 
時間 

最短での復旧による、被害の影響の最小化 継続すべき事業の確保 

事後対応 事前対策 

通常レベル 

容認レベル 

最低レベル 

(活動レベル) 

(時間) 

災害発生 
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３ 消火・救助・救急活動体制の整備  

（１）詳細な取組内容 

① 活動体制の整備 

ⅰ）警察署の活動体制  

 

[警察署組織図] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）消防署の活動体制 

・消防署は、消防団、事業所及び区民と連携を図り、災害時には地震被害予測システム、延

焼シミュレーション等の活用を図り、被害状況を把握し、速やかに全組織及び関係各機関と

協力し対処する。 

 

[消防署の活動体制] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最高警備本部 

（本部長 警視総監） 
幕  僚 

機動隊・特科車両隊 

方面警備本部 

（本部長 第六方面本部長） 

現場警備本部 

（本部長 荒川、尾久、南千住警察署長） 

署
隊
本
部 

署
隊
長 

 

庶務班 

指揮班 

庁舎防御・食料・燃料等の確保 

※ 震災時はこの他に別の部隊を編成する 

情報班 

通信班 

毎日勤務員

参 集 職 員

災害状況の把握、関係機関との連絡調整 

活動隊の指揮、統制 

出場隊、消防団との無線連絡 

可搬ポンプ隊、増強部隊など 

総
務
・
警
防
・
予
防
・
災
害
対
策 

副
署
隊
長 

 

※ 災害対策は荒川消防署のみ 
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ⅲ）消防団の活動体制 

・区内には、荒川消防団、尾久消防団があり、その現況は次のとおりである。 

 

 [荒川消防団組織編成] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

消 火 班 

情 報 収 集 班 

消防隊応援班 

住民指導班※ 

※震災時のみ指定 

消 火 班 

情 報 収 集 班 

消防隊応援班 

住民指導班※ 

※震災時のみ指定 

【消防団本部】 

副 団 長 

副 団 長 

副 団 長 

副 団 長 

副 団 長 

【消防団本部】 第 １ 分 団 

第 ２ 分 団 

第 ３ 分 団 

第 ４ 分 団 

第 ５ 分 団 

第 ６ 分 団 

第 ７ 分 団 

副 団 長 

団 長 

副 団 長 

定員 300 名 可搬ポンプ 17 台 可搬ポンプ積載車７台 

第 ８ 分 団 

第 １ 分 団 

第 ２ 分 団 

第 ３ 分 団 

第 ４ 分 団 

団 長 

【分 団】 

【任務班（各分団）】 【分 団】 

【任務班（各分団）】 

第 ５ 分 団 
消防団本部員 

第 ６ 分 団 

定員 200 名 可搬ポンプ 14 台 可搬ポンプ積載車５台 

[尾久消防団組織編成] 

副 団 長 

副 団 長 

副 団 長 消防団本部員 
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・平時（火災時）及び震災時における任務班別の活動内容は、次のとおりである。 

  班 名 平時（火災時）の任務 震災時の任務 

消
防
団
本
部 

消 防 団 

指 揮 本 部 

⑴ 担当分団区域内の火災出場に関する

こと。 

⑵ 消防団の指揮統制に関すること。 

⑶ 指揮本部長からの指示命令の伝達に

関すること。 

⑷ 消防団の活動状況の把握に関するこ

と。 

⑸ 出場した団員の把握に関すること。 

⑹ 消防署隊指揮本部運営の支援に関す

ること。 

⑺ 特殊技能団員の活動に関すること。 

⑴ 分団の指揮統制に関すること。 

⑵ 局面指揮に関すること。 

⑶ 署隊本部の指示命令の伝達に関する

こと。 

⑷ 署隊本部との連絡調整及び報告に関

すること。 

⑸ 応援要請及び応援隊の派遣に関する

こと。 

⑹ 団員の参集状況の把握に関するこ

と。 

⑺ 分団の活動状況の把握に関するこ

と。 

⑻ 被害状況等の把握に関すること。 

⑼ 活動の記録に関すること。 

⑽ 団員及び家族等の被災状況の把握と

報告に関すること。 

⑾ 駆けつけ等による通報者等の対応に

関すること。 

⑿ 団員の給食、給水等に関すること。 

⒀ 資機材等の調達に関すること。 

⒁ 特殊技能団員の活動に関すること。 

⒂ 大規模災害団員の活動に関するこ

と。 

⒃ その他庶務に関すること。 
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  班 名 平時（火災時）の任務 震災時の任務 

各
分
団 

消 火 班 

⑴ 可搬ポンプを搬送しての単独又は消

防署隊と連携した消火活動の実施に関

すること。 

⑵ 消火、救助及び避難誘導に関するこ

と。 

⑶ 充水及び排水に関すること。 

⑴ 担当区域内の消火活動に関すること。

⑵ 消防署隊と連携した消火活動に関す

ること。 

⑶ 延焼阻止後における残火処理に関す

ること。 

⑷ 延焼阻止線（避難道路確保）の設定に

関すること。 

⑸ 避難場所の防護に関すること。 

⑹ 可搬ポンプの中継による遠距離送水

に関すること。 

⑺ 消防水利への充水に関すること。 

⑻ 応援活動に関すること。 

⑼ 消防署所への警戒警備に関すること。

⑽ 自主防災組織等の消火の指導に関す

ること。 

消 防 隊 

応 援 班 員 

⑴ 消火活動の応援に関すること。 

⑵ 救助、避難誘導に関すること。 

⑶ 消防警戒区域の設定に関すること。 

⑷ 群衆の整理に関すること。 

⑸ 傷病者の応援救護に関すること。 

⑹ 広報、飛火警戒に関すること。 

⑺ 分団本部及び消防署隊からの下命事

項に関すること。 

⑴ 指定消防署所の応援活動に関するこ

と。 

⑵ 消防署隊応援解除後、新たに付与され

た任務の遂行に関すること。 

情 報 収 集 

班 班 

⑴ 情報収集及び報告に関すること。 

⑵ 伝令等に関すること。 

⑶ 消火活動の応援に関すること。 

⑷ 群衆の整理に関すること。 

⑸ 広報に関すること。 

⑹ 分団本部及び消防署隊からの下命事

項に関すること。 

⑴  担当区域内の区民等の動向把握に関

すること。 

⑵ 担当区域内の巡回による、被害情報等

の収集に関すること。 

⑶ 災害に遭遇した場合の初期対応に関

すること。 

⑷ 火災及び救助事象の発見並びに通報

に関すること。 

⑸ 団本部及び各任務班間の伝令に関す

ること。 
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  班 名 平時（火災時）の任務 震災時の任務 

住民指導班 

⑴ 初期消火に関すること。 

⑵ 避難誘導に関すること。 

⑶ 傷病者の応急救護に関すること。 

⑷ 群衆の整理に関すること。 

⑸ 広報及び飛火警戒に関すること。 

⑹ 分団本部及び消防署隊からの下命事

項に関すること。 

⑴ 担当区域内の区民等の動向把握に関

すること。 

⑵ 担当区域内を巡回による、出火防止

及び初期消火の呼びかけ並びに指導に

関すること。 

⑶ 災害に遭遇した場合の初期対応に関

すること。 

⑷ 担当区域内の区民等に対する広報に

関すること。 

⑸ 救助、応急救護、傷者の搬送及び避難

誘導に関すること。 

（資料第３－17 消防団資機(器)材格納庫所在一覧） 

 

ⅳ）東京消防庁災害時支援ボランティア 

・東京消防庁は、平成７年７月から、消防活動を支援する専門ボランティアとして「災害時

支援ボランティア」の募集、育成を開始した。また、平成 18 年１月には、「東京消防庁災害

支援時ボランティアに関する要綱」を制定し、活動範囲を震災以外の大規模自然災害等へも

拡大した。 

 

概  要 

要  件 活 動 内 容 

 原則、東京消防庁管轄区域内に居住する者又は

東京消防庁管轄区域に勤務若しくは通学する者

であり、かつ震災時等において東京消防庁の支援

を行う意思がある 15 歳（中学生を除く。）以上の

者で次のいずれかの要件を満たす者 

 

⑴ 応急救護に関する知識を有する者 

⑵ 過去に消防団員、消防少年団として１年以上

の経験を有する者 

⑶ 元東京消防庁職員 

⑷ 震災時等、復旧活動時の支援に必要となる資

格、技術等を有する者 

１ 災害時 

・災害時には、東京消防庁管内の消防署に参集し、チ

ームを編成後、消防職員の指導と助言により、消防署

内での後方支援活動や、応急救護活動等を実施 

 

２ 平時 

・消防署が都民に対して行う防火防災訓練、応急救護

訓練、広報活動等の支援を実施 

・チームリーダー以上を目指す人に対しては、「リーダ

ー講習」、「コーディネーター講習」を実施 

 
ⅴ）都水道局東部第二支所の活動体制 

○活動方針 

・給水対策本部等の設置は、地震の発生により水道施設に甚大な被害が発生した場合等、一

定の要件に該当する場合は、局内に局長を本部長とする給水対策本部を設置し、併せて当該

支所、浄水場等は、速やかに応急給水活動の基本体制を整え、応急対策活動を組織的に進め
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る。 

○情報連絡活動 

・復旧活動、応急給水活動等を適時適切に行うため、あらかじめ情報連絡の連絡系統、手段

等を定め、正確な情報を迅速に収集・伝達する。 

・被害状況等の情報収集は、一般加入電話及び震災情報システム等を使用して行う。 

・一般加入電話及び震災情報システムが使用できない場合は、通信の疎通状況を勘案して次

の通信手段を用い、給水対策本部内における情報連絡を行う。 

⑴ 水運用専用電話 

⑵ 業務用無線 

⑶ 衛星携帯電話 

⑷ 都防災行政無線 

○復旧活動 

・首都中枢機関等への水道水供給に係る管路の被害については、発災後３日以内の復旧を目

指す。 

・上記以外の管路の被害については、配水系統の変更等により断水区域を最小限にした上で、

あらかじめ定める復旧の優先順位に基づき、段階的に復旧作業を進める。 

・取水、導水施設の被害については最優先で復旧を行い、浄水施設の被害については、速や

かに復旧活動を実施する。 

○応急給水活動 

・建物や水道施設の被害状況等を踏まえ、適時適切に応急給水計画を策定し、区との役割分

担にもとづいた段階的な応急給水を実施する。 

○広報活動 

・都給水対策本部と連携しながら、被害、復旧及び応急給水の状況等を適時適切に広報し、

混乱を防止するよう努める。 

○職員の活動体制 

・職員は、発災時にはその所属する部署において、あらかじめ指定された応急対策に従事す

ることを原則とし、地震の震度に応じて必要な職員を確保する。 

・夜間、休日等の勤務時間外に地震が発生した場合は、待機職員等により初動体制を構成す

る。 

・都水道局職員で不足する人員は、都給水対策本部を通じて都各局、自衛隊及び他の地方公

共団体等に応援を求める。 

○復旧活動に従事する民間事業者の確保 

・復旧活動に従事する民間事業者について、関係団体との協定や工事請負契約における協力

条項等により、あらかじめ必要な協力体制を確保する。 

○復旧用材料の確保 

・首都中枢機関等への供給に係る材料は、全て局が保有する。 

・局は、被害想定を踏まえ、復旧用材料を的確に配置し、迅速な供給体制を確保する。 

ⅵ）都下水道局北部下水道事務所の活動体制 

・地震の規模、被害状況に応じて、都災害対策本部又は都下水道局災害対策本部の指令によ

り、非常配備態勢等（非常配備態勢及び特別非常配備態勢（震度６弱以上））が発令される。 
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・非常配備態勢等の発令により、以下の対応がとられる。 

○北部下水道事務所災害対策本部の設置 

・北部下水道事務所災害対策本部の主な業務は次のとおり 

  下水道管きょの緊急調査及び応急措置対応 

  工事現場の安全確保と危険箇所の応急復旧の指示 

  水再生センター及びポンプ所施設の緊急点検、応急措置、暫定復旧に向けた運転 

  政策連携団体、協力団体への協力及び出動要請 

  水再生センター内の流入及び放流水質の調査と水質分析体制の確保 

  し尿の受け入れ 

○施設が広範囲にわたり被害を受け、機能確保まで長期間を要する場合、お客さまに下水道

使用制限、使用自粛等の協力を要請 

○ 宅地内排水設備の復旧が可能な事業者情報の提供、相談窓口の設置及び固着調査 

ⅶ）東京電力パワーグリッド株式会社上野支社の活動体制 

・地震が発生したとき、東京電力パワーグリッド株式会社は非常態勢の発令をするととも

に、次に掲げる非常態勢を編成し、非常災害対策活動等を行う。 

○非常態勢の組織 

・非常態勢の組織は、本社、総支社及び第一線機関を単位として、次表のとおり編成する。 

 

事業所 非常態勢の組織 機 能 

本  社 非常災害対策本部 

⑴ 本店における非常災害対策活動の実施 

⑵ 全事業所において実施される非常災害対策活

動の総括・指揮 

総 支 社 
非常災害対策 

事業所本部 

⑴ 自事業所における非常災害対策活動の実施 

⑵ 各都県域等に所属する事業所において実施さ

れる非常災害対策活動の総括・指揮 

第一線機関 非常災害対策支部 自事業所における非常災害対策活動の実施 

・非常態勢の組織は、非常態勢の発令に基づき設置する。ただし、供給区域内で震度６弱以

上の地震が発生した場合については、自動的に非常態勢に入る。 

○非常態勢の発令と要員の確保 

・非常態勢の発令 

区 分 情 勢 
発 令 者 

本 店 店所及び第一線機関等 

第１非常態勢 
⑴ 被害の発生が予想される場合 

⑵ 被害が発生した場合 

防災担当 

部長 
それぞれの長 

第２非常態勢 

大規模な災害が発生した場合 

（大規模な災害の発生が予想され

る場合を含む） 

社 長 それぞれの長 

第３非常態勢 

⑴ 大規模な災害が発生し、停電復

旧の長期化が予想される場合 

⑵ 電力供給区域あるいは事業所

社 長 

警戒宣言発

令時は防災

それぞれの長 
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のある都・県域で震度６弱以上の

地震が発生した場合 

⑶ その他対応が必要な発令がさ

れた場合 

担当部長 

○要員の確保 

・非常態勢の発令の伝達があった場合は、対策要員は速やかに所属する非常災害対策本（支）

部に参集する。 

・供給区域内において、震度６弱以上の地震が発生し、自動的に非常態勢に入る場合は、社

員はあらかじめ定められた基準に基づき所属事業所に参集する。 

・交通の途絶等により、所属する事業所に参集できない社員は、最寄りの事業所に参集し、

所属する事業所に連絡の上、当該事業所において災害対策活動に従事する。 

○非常災害対策活動 

・非常態勢が発令された場合、若しくは、供給区域内で震度６弱以上の地震の発生により、

対策本（支）部が設置された場合には、非常災害対策活動に関する一切の業務は、対策本（支）

部のもとで行う。 

○情報連絡活動 

・総支社及び第一線機関の長は、非常災害態勢を発令した場合は、次に掲げる各号の情報を

迅速、的確に把握し、速やかに上級機関の長へ報告する。 

⑴ 一般的被害情報等 

⑵ 当社被害情報等 
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ⅷ）東京ガスグループ 非常対策本部の組織 

 

  

【お客さまサービス班】

【お客さま保安班】・・・・・・・・・地域拠点

【企画班】・・・・・・・・・・・・・地域拠点

【協力企業サポート班】

【リビングアドバンス班】・・・・・・地域拠点

ｶｽﾀﾏｰ&ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ

統括班

本部長

事務局副本部長

広報統括班【広報班】

総務統括班【総務班】

人事統括班【人事班】

経理統括班【経理班】

資材統括班【資材班】

不動産統括班【不動産班】

支援統括班【支援班】

ＴＧＥＳ統括班【ＴＧＥＳ企画班】・・・・・・・・・・・・地域拠点

東京ガスネットワーク

統括班

【緊急保安班】―――――――――――保安管理支部

【導管班】―――――――――――――地域管理支部

【内管班】――――――――――――①臨時供給支部

②地域管理支部

③開閉栓支部【防災・供給班】

【ネットワークサービス班】

【ネットワーク企画班】

【ネットワーク総務班】

地域共創統括班【地域共創班】・・・・・・・・・・・・・本店、広域支社支店

ＧＸ統括班【再エネ事業班】

ｴﾈﾙｷﾞｰﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ統括班【エネルギー生産班】――――――ＬＮＧ基地支部

【エネルギー需給班】

ｉネット統括班【ｉネット班】

統括班を担当しない執行役、役付執行役員

地域連携組織
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ⅸ）ＮＴＴ東日本の活動体制 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 防災関係機関との連携強化 

・発災時において、防災関係機関と円滑に連携するためには、平時から互いに「顔の見える関係」

を構築していることが有効である。 

・平時おいて、区と警察・消防・自衛隊等防災関係機関の実務担当者を構成員とする定期連絡会

を実施し、防災対策に係る課題の検討や意見交換等を行う。 

 

③ 訓練の実施 

ⅰ）自衛隊による防災訓練の実施 

・拠点地域までの前進、関係機関との調整、人命救助等の災害対処に関わる訓練を実施す

る。 

ⅱ）警察署による防災訓練の実施 

・大地震が発生した場合、区民の生命身体の安全を最優先とした避難誘導、交通規制、救出

救護等の災害警備訓練を実施する。 

ⅲ）消防署による防災訓練の実施 

・地震の発生に起因する火災をはじめとする各種災害に対処するため、消防団、東京消防庁

災害時支援ボランティア（以下「災害時支援ボランティア」という。）、事業所、区民等が連

携活動を重視した総合訓練を実施する。 

本   部   長 

（ 支 店 

副 本 部 長

（ 副 支 店 長 ）

情報統括班班長 

設備復旧班班長 

お客様対応班班長 

総務広報班班長 

副班長／班員 

設備復旧班 

副班長／班員 

故障受付対応班班

副班長／班員 

副班長／班員 

故障受付対応班 
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訓練実施対象 訓練項目 実施時期 

消防団 

⑴ 情報活動訓練 

ア 参集しながらの情報収集及び

初期活動（災害対応） 

 イ 情報整理及び通信運用 

⑵ 部隊編成 

⑶ 消火・救出・救護 

⑷ 消防署隊との連携 

⑸ 災害時支援ボランティア等各種

団体との連携 

⑹ 地域住民との協働による消火、

救出、救護 

年間教育訓練計画を樹立し、実施するほ

か、防災週間等をとらえ、防災区民組織等と

総合的に実施する。 

区民 

⑴ 出火防止 

⑵ 初期消火 

⑶ 救出・救助 

⑷ 応急救護 

⑸ 通報連絡 

⑹ 身体保護 

⑺ 避難 

⑻ その他 

基本訓練は、年間防災訓練計画を作成し

実施するほか、防災週間等の時期をとらえ

て随時実施する。総合訓練は、年 1 回以上

実施する。 

事業所 

⑴ 出火防止 

⑵ 防護 

⑶ 消火 

⑷ 救出・救助 

⑸ 応急救護 

⑹ 避難 

⑺ 情報収集 

⑻ その他 

消防計画に基づいて訓練計画を作成し実

施する。また、一連の訓練を総合訓練として

実施する。 

災害時支援 

ボランティア 

⑴ 応急救護活動 

⑵ 災害情報提供 

⑶ 消火活動支援 

⑷ 救助、救急活動支援 

⑸ その他の支援活動 

防災週間、防災とボランティア週間の時

期をとらえ、消防署等において講習会、総合

訓練等を実施する。 

・震災時消防活動の能力を図るため、震災消防活動訓練を実施するとともに、年 1回、全庁的に

総合震災消防訓練を実施する。 
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ⅲ）都水道局（東部第二支所）による訓練の実施 

・発災後の情報収集、応急対策等が円滑に実施できるよう、職員及び関係機関と連携した訓

練を次のとおり実施する。 

種別 内 容 方 法 

訓練 

⑴ 情報連絡訓練 

⑵ 施設点検訓練 

⑶ 応急復旧訓練 

⑷ 応急給水訓練 

⑸ その他の訓練 

⑴ 定期の訓練は、年 1回程度実施する。 

⑵ なお、訓練は職員の役割分担を定めた上で行うものとす

る。 

⑶ 災害時給水ステーションにおける応急給水訓練は、荒川

区等と連携し、実施する。 

 

４ 受援・応援体制の構築 

・区が大規模な災害に見舞われた際に他自治体等から適切な人的・物的支援を受け入れることがで

きるよう、受入体制を整備する。また、他自治体が被災した場合の区の応援体制も整備する。 

 

４－１ 区の受援・応援体制の整備 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・各部 

・ 災害対策本部における人的・物的に関する受援・応援体制の確立 

・ ＳＯＢＯ-ＷＥＢ等を活用した、効果的な受援・応援体制の確立 

 

（２）詳細な取組内容 

・受援の総合調整を行う部署として、災害対策本部の運用班内に「受援調整担当」を設置する。 

・災対各部の庶務担当課には「受援業務担当窓口」を設置し、人的・物的支援の受入・応援関連部

署との調整を行う。 

・受援・応援支援体制の円滑な活動を構築するため、ＳＯＢＯ-ＷＥＢ等を活用した関係機関の情

報収集、提供体制を整える。 

 

① 受援調整担当の主な役割 

・受援に関する総合調整 

・防災関係機関等の調整 

・災対各部の受援業務担当窓口との調整 

 

② 人的支援の受入・応援関連部署と主な役割 

ⅰ）災対職員課 

・災対各部職員の参集状況の把握、不足人員の集約、応援必要人員の算出等 

ⅱ）災対国保年金課・荒川区社会福祉協議会 

・ボランティアの募集・受入・調整等 
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③ 物的支援の受入・応援関連部署と主な役割 

ⅰ）災対地域文化スポーツ部 

・物資の受入拠点となる地域内輸送拠点の開設、物資受入・管理、避難所への物資配分計画の

作成、物資輸送、協定締結事業者との調整等 

ⅱ）災対区民生活部・災対福祉部 

・各避難所における支援物資の受入及び管理、必要物資の算出、物資輸送 

 

４－２ 荒川区災害時受援・応援ガイドラインの整備 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・各部 

・ 荒川区災害時受援・応援ガイドラインの策定 

・ 荒川区災害時受援・応援ガイドラインに基づく訓練の実施 

・ 災害発生時職員行動マニュアルへの反映 

 

（２）詳細な取組内容 

・「荒川区災害時受援・応援ガイドライン（以下「受援・応援ガイドライン」という。）において、

受援・応援のルールを定める。 

・災対各部は、本ガイドラインに基づき「災害発生時職員行動マニュアル」に具体的な職員の行動

を盛り込むとともに、災害対策本部訓練の実施等により課題を抽出・解決し、適宜「災害発生時職

員行動マニュアル」に反映させていく。 

（資料第３－18 荒川区災害時受援・応援ガイドライン（概要版）） 

 

４－３ 自治体・民間団体等との協力体制の構築 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・各部 

・ 他自治体との災害時の相互応援体制の整備 

 「特別区災害時相互協力及び相互支援に関する協定」 

 「災害時における自治体との相互応援に関する協定」 

・ 防災関係機関・民間団体等からの災害時応援に関する協定締結 

都 ・ 支援担当自治体の決定・調整 

 

（２）詳細な取組内容 

・災対各部において、災害時の応急活動に必要となる人員や必要物資の具体的な内容等を把握した

上で、応援可能な自治体や民間団体と適宜協定締結を行う。また、災害発生時に受援・応援ガイド

ラインに基づき迅速に対応ができるよう、平時から相互応援協定を締結した協定締結自治体と相互

に必要な資料、情報の交換等を行い、応援体制の強化を図る。 

（資料第２ 協定・覚書） 
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① 他市町村との相互応援協定 

ⅰ）協定内容 

・飲料水、食料、生活必需品等の救助支援物資の提供 

・医療・防疫資器材、発電機、車両等の応急対策用資機材の提供又は貸与 

・職員の派遣 

・被災者の一時収容施設の提供と被災者の受け入れ 

・その他、特に要請のあった事項 

ⅱ）要請の方法 

・ファクシミリ、電話（衛星電話含む）又はメールにより応援を要請し、後日速やかに文書に

より処理するものとする。 

ⅲ）応援職員等の宿舎の確保 

・区は、応援職員や全国から派遣された救助部隊等が宿泊場所を確保できない場合に備え、都

立産業技術高等専門学校荒川キャンパスと施設利用に関する協定を締結している。 

 

② 特別区における相互協力及び相互支援 

ⅰ）特別区相互の支援体制 

・阪神・淡路大震災を契機に、災害時における特別区間の迅速な協力、支援体制の確保がいつ

発生するかわからない首都直下型地震等に対応するための急務の課題であるとの認識のもと

に、災害時における特別区間の相互協力及び相互支援に関する協定を平成８年２月 16 日の特

別区長会において締結した。 

・東日本大震災や「首都直下地震等による東京の被害想定」に基づく都、特別区の地域防災計

画の改定状況を踏まえ、見直しが必要な項目及び新たに盛り込むべき必要がある項目を整理し、

平成 26 年３月 14 日に再締結した。 

ⅱ）特別区災害時相互協力及び相互支援に関する協定 

○目的 

・特別区の区域で大規模な地震等の災害が発生した場合において、災害を受けた区独自では、

十分な応急対策及び復旧対策等が実施できない場合、被災を免れた区あるいは被災の軽微な

区であって、被災区の支援が可能な区が連携して支援体制を構築し、被災区の支援に万全を

期すことを目的とする。 

○特別区支援対策本部の設置 

・被災を免れた区あるいは被災の軽微な区が、相互に協力して効率的かつ実効性をもって被 

災区の支援に当たれるよう、支援区間の調整機能をもった特別区支援対策本部を発災後直ち 

に設置する。 

○この本部は、次の順序により、支援を行う区のうちの１区に設置する。 

・区長会会長区 

・区長会副会長区のうち、行政順位が先の区 

・区長会副会長区のうち、行政順位が後の区 

・支援区のうち、区長会幹事区で行政ブロック順が先の区 

・支援区のうち、区長会拡大役員区で行政ブロック順が先の区 
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・支援区のうち、行政順が先の区 

※ 本部長は、本部設置区の区長とする。 

※ 本部は、被災区の要請に基づいて活動することが原則となるが、被災区からの要請を待

っていては応急対策に支障が出ることが予想される場合には、要請を待たずに本部の判断

で行動することができる。 

ⅲ）支援を行う区の体制 

・支援を行う区は、被災区への支援が必要であると認められるときは、災害発生後、直ちに支

援体制を整えるとともに、原則として、本部からの要請に従い速やかに支援活動を行う。 

ⅳ）相互協力、相互支援の内容 

・被災区への応援職員の派遣、他の自治体を含む応援職員への支援区内における宿舎、食料の

提供等 

・被災区への支援物資の提供、支援物資の支援区内における集積場所の提供等 

・避難場所を共有する区間の共同現地対策本部の設置等の相互協力 

・被災区へのボランティアのあっせん、支援区内におけるボランティアへの情報、宿舎の提供

等 

・支援区における被災住民の受入れに関する施設の提供等 

・動物の保護に関する支援等 

・医療救護班の派遣等医療救護活動に関する支援、被災区の負担軽減策の実施 

・ごみ、し尿、がれきの処理に関する協力、支援 

・災害時要時援護者支援に関する専門職員の派遣、支援区内における施設等への受け入れ等 

・遺体の搬送、埋葬等に関する支援 

・道路の早期復旧への支援 

・応急危険度判定、罹災証明書交付にかかる建物被害認定調査及び罹災証明交付に関する支援 

・仮設住宅に関する被災区内での支援及び支援区における用地の提供等 

・帰宅困難者対策に関する支援 

・児童・生徒の受入れ、応急教育の実施等に関する支援 

・被災区の業務継続のための支援区における施設等の提供に関する支援 

・その他被災区からの要請があった事項に対する支援 

 （資料第２ 協定・覚書） 

 

③ 民間団体等との応援協定 

・区及び防災関係機関は、それぞれの分掌事務に関し、関係する機関及び民間団体等とあらか

じめ協議し、協力及び連絡方法を明確にしておき、災害時に積極的な協力を得られるよう努め

る。 

・区災対各部は、それぞれの分掌事務に関連する災害時協定締結団体等と、毎年相互の体制並

びに協定内容の確認を行うとともに、必要に応じて、災対各部訓練等への参画について協議す

る等、連携の強化に努める。 

（資料第２ 協定・覚書） 
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５ 広域連携体制の構築 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 都との相互応援協定等の締結 

・ 受援・応援ガイドライン等の見直し 

都 

・ 相互応援協定等の締結 

・ 東京都災害時受援応援計画の策定 

・ 区の災害時受援応援計画等の策定支援 

・災害時において他の地方公共団体の円滑な協力が得られるよう、都においては他の地方公共団

体と協定を締結する等、協力体制を構築している。 

・都と区との間で、災害時等の相互協力に係る協定を締結し、被災区市町村等に対する職員の応

援、居住者等の避難のための施設の提供及びあっせん、物資や資機材の提供及びあっせん等の協

力を迅速かつ円滑に実施できる体制を構築している。 

・都は、全国の地方公共団体や関係機関等からの応援を受入れ、区とも連携して被災地支援につ

なげていくため、受援応援を担う部門の手順やルール等を明確にした「東京都災害時受援応援計

画」を策定している。関連する各種計画の見直しや訓練検証等を踏まえ、同計画の見直しを行っ

ていく。 

・区においても、地域防災計画等に災害時の受援応援計画を位置付けるよう努めるものとされて

おり、区では、受援・応援ガイドラインを策定し必要な支援を行うこことしている。 

 

（２）詳細な取組内容 

① 九都県市 

・九都県市においては、「九都県市災害時相互応援に関する協定」を締結し、「九都県市広域防災

プラン」を策定する等、平時から実働・図上訓練の実施等により発災時に備えているほか、部会

等での意見交換等を通じて各都県市に共通の課題について検討するとともに、普及啓発活動等の

取組を進めている。 

・九都県市での広域応援の体制構築として、各都県市間で円滑な連絡調整や情報共有ができるよ

うに情報通信手段の確保や緊急連絡網の整備を行うとともに、担当者による定期的な意見交換の

場を設ける。 

・地域衛星通信ネットワークや中央防災無線網のほか、インターネット回線を介したＷｅｂ会議

システムを利用した情報連絡手段を整備している。 

・通信機器の操作方法の習熟や、連絡先及び情報通信ルートの確認を図るため情報通信訓練を実

施している。 

・各都県市における勤務時間内・外別の緊急連絡先一覧を整備している。 

・地震防災・危機管理対策部会の下に、実務担当者会議を設置し、防災・危機管理対策の研究や

意見交換を行うほか、災害時の相互応援に関する事項について検討している。 

・国・自衛隊・警察・消防等との連携のため、各種会議・意見交換会等への出席や、ヘリサイン

に関する情報提供等を行い、九都県市と国や関係機関等による合同の実働訓練（毎年）、図上訓

練（隔年）を実施している。 

・九都県市と関西広域連合との間で災害時相互応援協定を締結し、遠隔地からの応援を円滑に受
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入れる体制を整備している。 

 

② 全国知事会 

・都道府県においては、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定書」に基づき、

全国知事会の調整の下、各ブロック知事会（都は関東地方知事会）における支援体制の枠組みを

基礎とした複数ブロックに渡る全国的な広域応援を実施することとしている。 

・発災時に迅速かつ的確に支援を行うため、あらかじめカバー（支援）県を定めておくとともに、

ブロック連絡会議等において広域応援体制に関する見直し等を行っている。 

 

③ 21 大都市 

・都及び政令指定都市は「21 大都市災害時相互応援に関する協定」に基づき、独自では十分な応

急措置が実施できない場合に、被災都市の要請に応え、災害を受けていない都市が相互に救援協

力し、被災都市の応急対策及び復旧対策を円滑に遂行することとしている。 

 

④ 応急対策職員派遣制度 

・「応急対策職員派遣制度に関する要綱」に基づき、総務省自治行政局及び関係機関（内閣府、総

務省消防庁、全国知事会、全国市長会、全国町村会、指定都市市長会、地方公共団体）が協力し

て、全国の地方公共団体の人的資源を最大限活用して被災区市町村を支援することとしている。 

・都は、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受入れについて、訓練等を実施することに

より、活用方法の習熟や発災時における円滑な活用の促進を図るとともに、都内の被災区市町村

が適切に災害マネジメントを行えるよう、総括支援チームの役割、派遣要請の方法等について周

知を図る。 

 

６ 応急活動拠点の整備  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対防災都市づくり部 

・災対教育部 

・ オープンスペースの確保・整備 

・ 大規模救出救助活動拠点等の確保・整備 

・ 船舶の活動拠点の確保 

・ ヘリコプター活動拠点の確保及びヘリサインの整備 

都 

・ オープンスペースの確保・整備 

・ 大規模救出救助活動拠点等の確保・整備 

・ ヘリコプター活動拠点の確保 

 

（２）詳細な取組内容 

① オープンスペースの確保・整備 

・震災時に、避難誘導、救出・救助等の応急対策業務を迅速かつ効率的に実施するため、応急活

動拠点として重要な役割を担うオープンスペースの確保・整備に努める。 

・都は、都内の利用可能なオープンスペースを国及び区市町村並びに関係機関と協議の上、具体

的な活用方法を確立する。 
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② 大規模な救出・救助活動拠点の確保 

・都は、自衛隊、警察災害派遣隊（警察）、緊急消防援助隊（消防）、その他の広域支援・救助部

隊等のベースキャンプとして活用するオープンスペース（大規模救出救助活動拠点）を国や区市

町村及び関係機関と協議の上、あらかじめ確保する。 

・現在、都が、東京二十三区清掃一部事務組合との間で締結した協定に基づき、清掃一部事務組

合が所有する清掃工場を拠点として指定しているほか、近隣自治体においては、震災時利用計画

に基づき、都立東白鬚公園が大規模救出救助活動拠点に指定されている。 

 

③ 船舶の活動拠点  

・区は、隅田川を活用した負傷者の搬送、物資の輸送等に資する船舶の活動拠点等について、関

係機関と協議する。 

 
④ ヘリコプターの離発着場及びヘリサインの整備 

・迅速な救出・救助、消防活動、物資輸送等に資するヘリコプター緊急離着陸場所等について、

都及び関係機関と協議し、区内の都立公園等を候補として確保する。 

・震災時に、被災地上空から迅速かつ的確に被害状況を確認するため、「九都県市公共建築物に

おけるヘリサイン表示に関する申し合わせ事項」に基づき、区は、小中学校等の区施設を中心に

ヘリサイン（公共建築物の屋上等への施設名の表示）の増設を図る。 

（資料第２ 協定・覚書） 
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１ 初動体制 

（１）主な対策内容と役割分担 

各 機 関 対 策 内 容 

区 

・災対総務企画部 

・災対区民生活部運用班 

・ 災害対策本部の活動体制を整備 

・ 災害対策本部の運営 

・ 警戒待機制度の整備 

 

（２）詳細な取組内容 

① 災害対策本部の非常配備態勢 

ⅰ）非常配備態勢に係る基本方針 

・大規模災害時における職員の非常配備態勢は、初動対応が手遅れにならないよう「大きく

招集して状況に応じて縮小する」ことを基本とする。 

・発災から概ね 72時間までは、救出救助、消火、医療救護、避難所開設、緊急輸送等、区民

の生命及び身体の保護に係る応急対策に重点を置き、その後は、避難所の安定した運営の確

保に、応急危険度判定、被災者生活実態調査、住家被害認定調査、仮設住宅供給等、被災者

の生活再建に重点を置いた配備態勢とする。 

・災害対策本部は、災害応急復旧対策を強力に実施推進するための組織であり、本部設置期

間中、区は災害対処に専念するため、区の全組織を挙げた配備態勢とする。 

ⅱ）職員の配備態勢 

・災害対策本部における職員の配備態勢は、全職員動員・出勤の単一態勢とする。 

・区本部長は、災害対策本部の配備態勢を確立した後、活動状況に応じて、職員の動員を縮

小（シフト勤務又は通常業務に従事）させることができる。 

ⅲ）区職員の非常参集等 

・職員は、夜間休日等の勤務時間外において震度５強以上（災対区民生活部運用班に属する

職員は震度５弱以上）の地震が発生した場合、災害対策本部の自動設置（震度５弱の場合は

設置準備）に合わせ、本部からの連絡を待つことなく自動的に参集する。 

・職員は、自身と家族及び自宅の安全を確保するとともに、被害状況を可能な限り把握し、

平時に調査した経路の安全を確認しながら参集・出勤する。 

・参集、出勤場所は、原則として、自己の所属とする。ただし、出先施設に所属する職員に

ついて、道路閉塞や延焼火災により所属に到達できない場合や施設が被災して使用不能な場

合等、自己の所属に参集できない場合は、本庁舎の所属部課に参集・出勤する。また、災対

区民生活部運用班に所属する職員については、本庁舎 304・305 会議室に参集する。 

・参集手段については、公共交通機関が停止している場合、原則として、徒歩又は自転車と

する。 

・職員は、参集途上において、地域の被災状況や区施設（避難所となる小中学校やひろば

館・ふれあい館、高齢者・障がい者施設等）の被害状況を把握し、所属到着時に各所属長へ

報告する。 

・各所属は、参集職員が収集した情報を定期的に集約し、災対各部で取りまとめの上、運用
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班へ定期的に報告する。なお、緊急を要する情報についてはその都度報告する。 

・区施設の被災状況の把握については、当該施設を所管する災対各部によるものとし、外壁

のほか、落下危険の恐れがある設備類を点検する。 

・各所属長は、所属する職員の参集時にその家族及び自宅の被災状況を把握し、災害対策本

部の災対各部に報告するとともに、職員の勤務管理等の参考とする。 

 

② 災害対策本部職員の配置及び服務 

ⅰ）災害対策本部職員の配置 

・各災対部長は、部の分掌事務を継続して遂行するため、所属の本部職員を的確に配置する

とともに、職員及びその家族も被災する可能性が高いことを考慮し、当該本部職員が動揺す

ることなく職務を遂行できるよう、勤務の割り振り等に配慮する。 

・災害対策本部の業務は、発災直後から当分の間は 24時間体制で実施されることから、各部

長は、所属の本部職員の心身の疲労に留意して勤務ローテーションを編成する。 

ⅱ）本部職員の服務 

・全ての本部職員は、災害対策本部が設置された場合は、次の事項を遵守しなければならな

い。 

⑴ 常に災害に関する情報及び災害対策本部関係の指示に注意すること 

⑵ 正規の勤務時間を終了しても上司の指示があるまで退庁しないこと 

⑶ 勤務場所を離れている場合においても常に連絡できる体制を整備すること 

⑷ 数ヶ月間にわたり実施される応急復旧対策活動に動揺することなく従事できるよう、

可能な限り家族の安全を確保した上で参集すること 

⑸ 本部職員は、自らの言動によって区民に不安をあたえ、区民の誤解を招き、又は災害

対策本部の活動に支障をきたすことのないよう注意すること 

⑹ 応急対策活動の内容に応じて、所定の災害対策用被服（防災服）及びヘルメットや安

全靴等を着用するとともに、災害対策本部又は所属との連絡用通信機器を携帯すること 

 

③ 本部職員の健康管理 

・災害応急救援活動に従事した本部職員が心身の過労等で職務遂行に支障をきたすことのないよ

う、都精神保健福祉センターや職員課臨床心理士等の協力を仰ぎ、相談を実施する等支援体制を

整える。 

 

④ 災害応急対策業務従事者の災害補償 

・本部職員又は防災業務従事者の災害に対する補償は、地方公務員災害補償法又は災害に際し応

急措置の業務等に従事した者に係る損害補償に関する条例の定めるところにより実施するもの

とする。 

 

⑤ 災害対策本部の財務 

ⅰ）費用の負担 

・災害対策本部設置後、災対各部の分掌事務の遂行に要した経費は、災害対策本部が負担す

る。 
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ⅱ）予算手続 

・災害対策本部が設置されたときの予算手続の方法は、荒川区予算事務規則に準じて処理す

る。 

・災対総務企画部長は災害対策本部が設置されたときは、速やかに予算措置方針を本部長室

に付議し、決定後、関係災対部長に必要な指示をしなければならない。 

・災対総務企画部長は、災対各部の分掌事務が円滑に遂行できるように、予算事務につい

て、指導、協力しなければならない。 

ⅲ）物資調達手続 

・災害対策本部が設置された場合の物資調達は、荒川区予算事務規則及び荒川区契約事務規

則に準じて処理する。 

・災対管理部長は、災害時において前項によることができないときは、本部長室に付議し、

決定後、臨機応変に適切な措置を行い、又は災対各部長に対して措置するよう指示すること

ができる。 

ⅳ）工事施行手続 

・災対防災都市づくり部長は、災害時において緊急に災害応急対策工事を施行する必要が生

じたときは、区本部長の指揮を受けて、荒川区契約事務規則に定める手続によらず処理する

ことができる。ただし、事後、直ちに所定の手続をとらなければならない。 

ⅴ）支払手続 

・災害対策本部が設置されたときの支払手続の方法は、荒川区会計事務規則に準じて処理す

る。 

・災対管理部長は、災害時において前項の手続によることができない場合は、速やかに本部

長室に付議して決定後臨機応変に適切な措置を行い、又は災対各部長に措置させることがで

きる。 

・災対管理部長は、災害対策本部が設置されたときは、速やかに支払方法に関する基本方針

を本部長室に付議し、決定後、各部長に必要な指示をしなければならない。 

ⅵ）事後手続 

・災対各部長は、災害応急対策終了後、活動に要した経費について区本部長に報告しなけれ

ばならない。 

 
２ 消火・救助・救急活動  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

自衛隊 

・ 被害状況の把握 

・ 避難者等の捜索援助  

・ 人員及び物資の緊急搬送  

・ 応急医療、救護及び防疫 等 

警察署 

・ 警備本部の設置 

・ 救出・救助活動の実施 

・ 警備活動・交通規制 
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各機関 対策内容 

消防署 

・ 消火活動を中心とした震災消防活動の実施 

・ 組織的な人命救助・救急活動の実施 

・ 災害情報の収集・伝達及び関係機関との情報交換の実施 

水道局 ・ 給水対策本部の設置 

都下水道局 
・ 災害対策本部の設置 

・ 下水道施設の緊急調査及び応急措置の実施 

東京電力パワーグリッド 
・ 非常配備態勢の適用 

・ 非常配備活動の実施 

東京ガスグループ 

ガス事業者 

・ 被害情報の収集 

・ 事業所設備等の点検 

・ 製造所、整圧所における送出入量の調整又は停止等の措置 

・ ガス導管網の地域ブロック化及び被害状況に応じた減圧措置 

・ 被害推定に基づく応急措置 

・ 遠隔再稼働による速やかなガス供給開始 

・ 資機材等の調達 

・ 移動式ガス発生設備による臨時供給 

・ 避難所等へのＬＰガス供給 

・ 二次災害を防止するため、あらかじめ定めた手順による復旧対策

の実施 

ＮＴＴ東日本 
・ 情報連絡室、災害対策本部の設置 

・ 通信の確保、特設公衆電話の設置 

日本郵便 ・ 業務運行の確保 

 

（２）詳細な取組内容 

 ① 自衛隊 

ⅰ）自衛隊への災害派遣要請 

・都知事は災害が発生し、人命又は財産の保護のために必要があると認めた場合、若しくは

区から災害派遣要請の要求があった場合は、自衛隊に対し災害派遣を要請する。  

・事態の推移に応じ、要請しないと決定した場合は、直ちにその旨を連絡する。  

ⅱ）災害派遣の範囲 

・ 自衛隊の災害派遣には災害の様相等に対応して、次のような方法がある。  

    (1) 都知事の要請による災害派遣  

     ア 災害が発生し、都知事が人命又は財産の保護のため必要があると認めて自衛隊に災

害派遣要請をした結果、派遣される場合  

     イ 災害に際し、被害がまさに発生しようとしている場合で、都知事が予防のため自衛

隊に災害派遣要請をした結果、派遣される場合  

     ウ 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合で、区長が応急措置を実施す

るため必要があると認めて、都知事に対して災害派遣を要請するよう求め、これを受

けて知事が自衛隊に災害派遣要請をした結果、派遣される場合  



196 

    (2) 都知事が要請するいとまがない場合における災害派遣  

     ア 災害に際し、通信の途絶等により、都知事との連絡が不能である場合に、区長又は

警察署長その他これに準ずる官公署の長から災害に関する通報を受け、直ちに救援の

措置をとる必要があると認められる場合  

     イ 災害に際し、通信の途絶等により、都知事との連絡が不能である場合に、部隊によ

る収集その他の方法により入手した情報から、直ちに救援の措置をとる必要があると

認められる場合  

     ウ 災害に際し、関係機関に対して当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報

収集を行う必要があると認められる場合  

     エ 災害に際し、自衛隊が実施すべき救援活動が明確な場合に、当該救援活動が人命救

助に関するものであると認められる場合  

     オ 災害に際し、その事態に照らし特に緊急を要し、都知事からの災害派遣要請を待つ

いとまがないと認められる場合  

     カ 庁舎・営舎その他の防衛省の施設又はこれらの近傍に災害が発生し、自衛隊が自主

的に派遣する場合  

(3) 災害派遣要請の手続等  

     ・区長は、次に掲げる事項を明らかにした文書をもって都知事に要請する。ただし、緊

急を要する場合には、電話又は口頭をもって要請し、事後速やかに文書を送達する。   

(4) 災害派遣部隊の受入体制  

・区長は、自衛隊の活動が他機関と競合重複しないよう重点的・的確・効率的な作業分

担となるよう配慮する。  

・区長は、いかなる状況において、どのような分野（救助、救急、応急医療、緊急輸送

等）について、派遣要請を行うのか、平時より計画しておくとともに、必要な資器材を

準備し、また、施設の使用に際して管理者の了解を得る。 

・区長及び都知事は、派遣された部隊が効率的かつ円滑に活動ができるよう、自衛隊の

活動拠点、ヘリポート及び宿舎等必要な設備について、その候補地を平時から計画して

おくとともに、災害時には、速やかにその施設等の被害状況、使用の可否を確認し、区

等関係機関と協議の上、使用調整を実施し部隊に通報する。  

ⅲ）区の域内を担当する組織及び活動内容 

・陸上自衛隊第１師団第１普通科連隊第５中隊が担当する。なお、第５中隊のみでは対応で

きない場合には、上級部隊等が担当する。 

   (1) 被害状況の把握 

    ・車両等の手段によって情報収集活動を行い、被害の状況を把握する。 

(2) 避難の援助 

    ・避難指示等が発令され、避難、立ち退き等が行われる場合で必要があるときは、避難

者の誘導、輸送等を行い、避難を援助する。 

   (3) 避難者等の捜索援助 

    ・安否不明者、負傷者等が発生した場合は、通常他の救援活動に優先して捜索活動を行

う。 
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   (4) 水防活動 

    ・堤防、護岸等の決壊に対しては、土のうの作成、運搬、積み込み等の水防活動を行

う。 

   (5) 消防活動 

    ・火災に対しては、利用可能な消防車その他の防火用具（空中消火が必要な場合は航空

機）をもって、消防機関に協力して消火に当たる（消火薬剤等は、通常関係機関の提供

するものを使用）。 

   (6) 道路又は水路の障害物除去 

    ・道路若しくは水路が損壊し、又は障害がある場合は、それらの障害物除去に当たる。 

   (7) 応急医療、救護及び防疫 

    ・被災者に対し、応急医療、救護及び防疫を行う（薬剤等は、通常関係機関の提供する

ものを使用）。 

   (8) 人員及び物資の緊急輸送 

    ・緊急患者、医師その他救援活動に必要な人員及び救援物資の急輸送を実施する。この

場合において航空機による輸送は、特に緊急を要すると認められるものについて行う。 

   (9) 被災者生活支援 

・被災者に対し、炊飯、給水、入浴、宿泊、法律相談及び慰問演奏等の支援を実施す

る。 

   (10) 救援物資の無償貸付又は譲与 

    ・防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する省令（昭和 33 年総理府令第

１号）に基づき、被災者に対し、救援物資を無償貸付又は譲与する。 

   (11) 危険物の保安及び除去 

    ・能力上可能なものについて火薬類、爆発物及び有毒ガス等危険物の保安措置及び除去

を実施する。 

   (12) その他臨機の措置等 

    ・その他、自衛隊の能力で対処可能なものについては、臨機に所要の措置をとる。 

    ・災害対策基本法第 63 条第３項、第 64条第８項から第 10項まで及び第 65 条第３項に

基づき、区市町村長、警察官又は海上保安官がその場にいない場合に限り、自衛隊は区

市町村長に代わって警戒区域の設定等の必要な措置をとる。 

 

② 警察署 

・警察署は、現場警備本部を設置し、警視庁最高警備本部の指揮の下、防災関係機関、被災地住民、

その他支援ボランティア等と連携協力しながら災害警備活動にあたる。 

   （資料第３－19 警察署管轄区域） 

ⅰ）警備措置 

・警備本部等の設置 

大地震が発生した場合は、次により警備本部を設置して指揮体制を確立する。 

⑴ 最高警備本部 

警視庁本部に設置され、警視総監が本部長となり総括的指揮にあたる。 
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⑵ 方面警備本部 

第六方面本部に設置され、方面本部長が方面区内の総指揮にあたる。 

⑶ 現場警備本部 

各警察署に設置され、警察署長が管轄区域内の警備指揮にあたる。 

・各警察署現場警備本部の位置は､原則としてそれぞれの本署とするが､本署が災害その他の

事由により使用不可能の場合は､あらかじめ選定された代替施設に設置する。 

ⅱ）警備要員の配置 

・警備要員は、都（島しょ部を除く。）に震度６弱以上の地震が発生した場合、招集命令を待

つことなく自所属に参集する。 

・都（島しょ部を除く。）に震度５強の地震が発生した場合は、当務員以外の指定された警備

要員は自所属に参集し、災害警備本部の設置、防災関係機関との連絡調整等にあたる。 

・各警察署は、災害事務の処理に必要な最小限の要員を除いて部隊を編成し、被害実態の把

握、交通規制、救出救助、避難誘導等の措置をとる。 

ⅲ）活動内容 

・被害実態の把握及び各種情報の収集 

・交通規制 

・被災者の救出救助及び避難誘導 

・行方不明者の捜索及び調査 

・遺体の調査等及び検視に関すること 

・公共の安全と秩序の維持 

 

③ 消防署 

ⅰ）活動体制 

    ・荒川、尾久消防署は、災害活動組織の総括として、各消防署に署隊本部を常設し、常時震災

に即応できる体制を確保している。 

     （資料第３－20 消防署管轄区域） 

 

   ［活動体制］ 

項 目 内 容 

震災第一非常配備

態勢 

都 23 区、都多摩東部及び都多摩西部のいずれかに震度５強の地震が

発生した場合、又は地震により火災若しくは救助・救急事象が発生し、

必要と認められた場合は、直ちに震災第一非常配備態勢を発令し、発令

時に勤務している職員及び所要の職員により事前計画に基づく活動を

開始する。 

震災第二非常配備

態勢 

 都 23 区、都多摩東部及び都多摩西部のいずれかに震度６弱以上の地

震が発生した場合、又は地震により火災若しくは救助・救急事象が発生

し、警防本部長が必要と認めた場合は、直ちに震災第二非常配備態勢を

発令し、全職員及び全団員をもって事前計画に基づく活動を開始する。 
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［活動要領］ 

項 目 内 容 

活動方針 

⑴ 延焼火災が多発したときは、全消防力をあげて消火活動を行う。 

⑵ 震災消防活動体制が確立したときは、消火活動と並行して救助・救

急等の活動を行う。 

⑶ 延焼火災が少ない場合は、救助・救急活動を主力に活動する。 

部隊の運用等 

⑴ 地震に伴う火災、救助、救急等の災害発生件数、規模等により所定

の計画に基づき、部隊運用及び現場活動を行う。 

⑵ 地震被害予測システム及び延焼シミュレーション等を活用した震

災消防活動支援システムによる効率的な部隊運用を図る。 

消火活動 

⑴ 防火水槽をはじめ、あらゆる水源を活用するとともに、現有の消防

部隊及び消防装備を最大限に活用し、火災の早期発見及び一挙鎮圧を

図る。 

⑵ 延焼火災が拡大又は合流し、大規模に延焼拡大した場合は、人命の

安全確保を優先し、延焼阻止線活動や避難場所・避難道路の防護活動

を行う。この場合、巨大水利や永久水利を活用し、遠距離送水装備を

運用する。 

⑶ 道路閉塞、瓦れき等により消火活動が困難な地域では、消防団、防

災区民組織等と連携し、可搬ポンプ等を活用して消火活動を実施す

る。 

救助救急活動 

⑴ 救助隊及び救急隊が連携し、救助・救急資機（器）材を活用して組

織的な人命救助・救急活動を行う。 

⑵ 救助・救急活動に必要な重機、救急資器材等に不足を生じた場合は、

関係事業者との協定等に基づく迅速な調達を図る。 

⑶ 救急活動にあたっては、医療救護所が開設するまでの間、消防署に

仮救護所を設置するとともに、救助・救急現場に現場救護所を設置し、

医療関係機関、消防団員、災害時支援ボランティア等と連携し、救急

資器材等を有効に活用して傷病者の救護にあたる。 

⑷ 救急救命士等のトリアージに基づき、緊急性の高い傷病者を最優先

とし、医療機関へ迅速に搬送する。 

⑸ 警視庁、自衛隊、東京ＤＭＡＴ、防災区民組織等と連携協力し、救

助・救急の万全を期する。 

 

ⅱ）消防署の情報伝達・広報活動・広聴体制 

○情報伝達 

     ・地震被害予測システム、高所カメラ、情報活動隊等により災害の発生状況等について情報

収集し関係機関と情報交換を図る。 

○広報内容 

・出火防止、初期消火の呼びかけ 
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・救出救護及び避難行動要支援者への支援の呼びかけ 

・火災及び水災に関する情報 

・避難指示等に関する情報 

・救急告示医療機関等の診療情報 

・その他区民が必要としている情報 

○広報手段 

・消防車両等の拡声装置 

・消防署及び町会等の掲示板への掲示 

・報道機関を介しての情報提供 

・消防署ホームページ、ＳＮＳ、消防アプリを活用した情報提供 

・消防団、東京消防庁災害時支援ボランティア等を介しての情報提供 

○広聴体制 

     ・災害の規模に応じて、消防庁舎その他必要な場所で各種相談等に応じる。 

ⅲ）消防団活動 

○活動方針 

     ・消防団は、地域に密着した消防機関として、地域住民に対して出火防止、初期消火、救出・

救護等の指導を実施するとともに、火災・武力攻撃災害等その他災害発生時には、消防署隊

との連携、地域住民との協働により、資機材を有効に活用した消防活動にあたる。 

    ○活動の概要 

活動区分 活 動 概 要 

出火防止 
発災と同時に付近の区民に対して、出火防止と初期消火の呼びかけを

行う。 

情報収集活動 

災害の初期対応を行うとともに、消防活動上必要な情報や被災状況の

情報収集を行い、特別区消防団専用無線通信機（ＭＣＡ無線）等を活用

し、消防団本部等に伝達する。 

消火活動 

同時多発火災の拡大防止を図るため、消防署隊との連携を一層強化す

るとともに、分団受け持ち区域内の建物等の消火活動及び避難道路防護

活動を消防団独自に、若しくは消防署隊と連携して行う。 

消防署隊への応援 
所轄消防署（所）の消火活動等の応援をするとともに、道路障害を排

除する等の活動を行う。 

救出・救護 
救助器具等を活用し、区民の協働による救出活動を行うとともに、負

傷者に対する応急処置を行い、安全な場所に搬送を行う。 

避難場所の防護等 

避難指示等が出された場合は、これを地域住民に伝達するとともに、

関係機関と連絡をとりながら、避難者の安全確保と避難場所の防護活動

を行う。 
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ⅳ）東京消防庁災害時支援ボランティア（荒川・尾久消防署災害時支援ボランティア） 

・東京消防庁管内に震度６弱以上の地震が発生した場合及び大規模な自然災害や大規模な事

故が発生した場合、東京消防庁災害時支援ボランティアは、活動できる準備をして自発的に

あらかじめ登録してある消防署に参集し、消防職員の指導と助言により、次の活動を行う。 

項 目 参集基準 内 容 

震災時の活動 
震度６弱以上の地震発生で自

発的に参集 

⑴ 応急救護活動 

⑵ 署内外での後方支援活動 

⑶ 予防分野の活動 

震災以外の災害発生時の活

動（自然災害を含む） 

登録消防署からの要請に応じ

任意で参集 

⑴ 後方支援活動 

⑵ 応急救護活動 

 

３ 応援協力・派遣要請 

３―１ 都等への派遣要請 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・ 都に応援又は応援のあっせんを求める。 

・ 区市町村間相互の応援協力について実施 

・ 区市町村域内の応援協力について実施 

・ 都に対して自衛隊への災害派遣を要請、消防・警察機関に出動を要請 

都 

・ 他の区市町村に対し応援すべきことを指示し、又は防災機関の応援を

あっせん 

・ 他の地方公共団体・全国知事会・九都県市との応援協力について実施 

・ 地震により災害が発生し人命若しくは財産の保護のために必要があ

ると認めた場合、又は区市町村から災害派遣要請の要求があった場合

は、自衛隊に対して災害派遣を要請 

自衛隊 
・ 部隊を派遣した場合は、都本部長に派遣部隊の指揮官の官職・氏名そ

の他必要事項を通知 

防災関係機関 
・ 都本部長に応援又は応援のあっせんを求める。  

・ 防災機関相互の応援協力について実施 

 

（２）区の取組内容 

・区は、都と災害対策上必要な資料の交換をする等、平時より連絡を密にし、災害時には一層こ

の強化に努めるとともに、協力して区域内の応急対策の円滑な実施を図るものとする。 

・区本部長は、災害が発生し、区の能力では応急対策の万全を期し難い場合には、必要に応じ

て、都又は他の区市町村あるいは自衛隊等の協力について、都本部長に要請するものとする。ま

た、災害が発生する恐れがあるときには、災害対策基本法第 58条の規定に基づき消防・警察機関

に出動を要請する。 
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・区は、自らが行う災害マネジメントについて支援が必要な場合には、都を通じて総務省に対

し、災害マネジメント総括支援員等で編成される総括支援チームの派遣を要請するものとする。 

・区は、災害救助法に基づく救助をはじめ、区内で行われる都の災害応急対策については、積極

的に協力するものとする。 

・都本部長より他の区市町村又は指定行政機関等に協力することを依頼されたときは、自らの応

急措置に支障のない限り協力するものとする。 

・災害派遣の目的を達成又は必要ないと判断した場合、速やかに文書で都本部長へ通知する。 

・受入等については、受援・応援ガイドライン等に基づき行う。 

 

４ 受援体制の運用 

４－１ 都、支援担当自治体、協定締結団体及び協定締結事業者等への人的支援の要請 
（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・災対管理部 

・災対福祉部 

・ 都への応援要請 

・ 支援担当自治体、協定締結自治体等への応援要請 

・ 協定締結事業者等へ応援要請 

・ ボランティアの人的支援の応援要請 

都 
・ 国、全国知事会等の広域応援協定締結団体への支援要請や支援受

入れ等の総合調整を行う。 

 

（２）詳細な取組内容 

① 基本的な考え方 

・区が被災した場合、区を一対一で支援する自治体（以下「支援担当自治体」という。）が割り当

てられ、支援担当自治体との間で調整を行い、人的支援を受け入れる。 

・並行して、災害時相互応援協定締結自治体やその他の自治体、協定締結事業者等からも人的支

援の受入を行う。 

② 人的支援の要請・受入の流れ 

・各避難所・災対各部において、応援が必要な人員を把握する。 

・一般の応援職員については、災対職員課が各避難所・災対各部の応援必要人員数をとりまとめ、

運用班受援調整担当に連絡し、運用班受援調整担当が都、支援担当自治体、災害時相互応援協定

締結自治体等へ応援要請を行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

・専門業務に関する応援職員等の派遣要請であらかじめ手続が定められている業務（応急危険度

判定等）については、災対各部が直接、都へ応援要請を行う。 

・ボランティアについては、区災害ボランティアセンターが必要人員数をとりまとめ、都災害ボ

ランティアセンターと連携し、ボランティアの募集・受入・派遣調整等を行う。 

・その他、受援応援については、受援・応援ガイドライン等に基づき活動する。 
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４－２ 都、支援担当自治体、協定締結団体及び協定締結事業者等への物的支援の要請  

・区は、受援・応援ガイドラインに基づき、都災害ボランティアセンターと十分な連携をとりなが

ら対応する。 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対区民生活部運用班 

・災対地域文化スポーツ部 

・ 避難所等におけるニーズの把握 

・ 都への応援要請 

・ 支援担当自治体、協定締結自治体等への応援要請 

・ 協定締結事業者等へ応援要請 

都 
・ 国、全国知事会等の広域応援協定締結団体への支援要請や支

援受入れ等の総合調整 

 

（２）詳細な取組内容 

① 基本的な考え方 

・区が被災した場合、区を一対一で支援する自治体（支援担当自治体）が割り当てられ、人的支

援と同様に支援担当自治体との間で調整を行い、物的支援を受け入れる。 

・並行して、災害時相互応援協定締結自治体やその他の自治体、協定締結事業者等からも物的支

援の受入を行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

② 物的支援の要請・受入の流れ 

・災対区民生活部は各避難所、災対地域文化スポーツは災対各部において必要な物資を把握する。 

・各避難所、災対各部のニーズに対して、災対区民生活部と災対地域文化スポーツ部は、備蓄倉

庫並びに地域内輸送拠点において保管する物資の配給について検討する。 

・備蓄倉庫並びに地域内輸送拠点において保管する物資での対応が困難な場合、運用班受援調整

担当を通じて、都や支援担当自治体、災害時相互応援協定締結自治体等に応援要請を行う。 

・また、応援自治体等に対しては、状況に応じて、地域内輸送拠点又は区が指定する避難所への

物資輸送を要請する。 

・その他、受援応援については、受援・応援ガイドライン等に基づき活動する。 

 

③ 地域内輸送拠点 

・荒川総合スポーツセンターを地域内輸送拠点とする。 

・地域内輸送拠点における荷捌きや、地域内輸送拠点から避難所への輸送については、災害時協

定に基づき、民間事業者の協力を得るものとする。 

（資料第２ 協定・覚書） 
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[地域内輸送拠点] 

 施設名 住所 用途 

１ 荒川総合スポーツセンター 南千住六丁目 45 番５号 物資の荷捌き及び一時集積 

・状況に応じて、次の施設を追加又は代替拠点として使用する。 

 施設名 住所 用途 

１ 荒川区民会館（サンパール荒川） 荒川一丁目１番１号 物資の荷捌き及び一時集積 

２ 南千住野球場 南千住六丁目 45 番６号 物資の荷捌き 

３ あらかわ遊園スポーツハウス 西尾久八丁目３番１号 物資の一時集積 

４ あらかわ遊園運動場 西尾久八丁目１番２号 物資の荷捌き 

５ 東尾久運動場 東尾久七丁目１番１号 物資の荷捌き 

  

５ 応急活動拠点の調整  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・ 都の取組について、必要に応じて支援 

都 
・ オープンスペースや航空機の使用について、必要に応じて、総合

的に調整 

 

（２）詳細な取組内容 

① 区の取組 

・区は、オープンスペースや航空機の使用に関する都の取組について、支援する。 

 

② 都の取組 

・地震が発生したとき、応急活動を効果的に実施するために、応急対策上重要な役割を果たすオ

ープンスペースや航空機の使用について、必要に応じて、都災害対策本部で総合的に調整する。  

・都災害対策本部は、地震発生後、オープンスペースの被害状況、使用の可否について、都各局、

区市町村、関係機関等から情報収集し、その状況について継続的に把握する。  

・都災害対策本部は、都各局及び区市町村の利用要望と、自衛隊、他県等の警察・消防の応援部

隊の使用見込との調整を行う。  

・オープンスペースを使用する機関は、使用状況を定期的に都災害対策本部へ報告する。  

・都災害対策本部は、報告に基づき、時系列に応じたオープンスペースの有効活用を図る。  

・都災害対策本部は、航空機使用について東京航空局等と連携・協力し、次の調整を行う。  

  離発着場の指定  

  応急対策に使用する航空機の需給調整 
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６ その他地震災害対策 

６－１ 地震時における浸水対策 

（１）詳細な取組内容 

・地震発生時において、堤防護岸等の崩壊等による浸水被害の発生、又は発生の恐れが生じた場合、

その被害の軽減を図るため、各水防機関等において速やかに水防体制を確立することが重要である。 

・区、消防署、警察署、消防団等をはじめとする組織間の連携促進を目的として、定期的な合同防

災訓練の実施を推進する。 

 

① 荒川区 

・震災時において、堤防護岸等の崩壊等による浸水被害が発生し、又は発生する恐れがある場合、

速やかに防災体制を確立し、区域内の水防を十分果たすものとする。 

・震災時における荒川区の水防活動体制等は、【風水害編】第１部第２章第２節の「区の活動体

制」に準ずる。 

・危険予想区域に対して、近隣施設から職員を派遣し、区民に周知する。 

 

② 都建設局第六建設事務所 

ⅰ）事業の内容 

・堤防護岸等の崩壊による災害の発生防止のため、既設の河川管理施設の維持、補修を鋭意実

施する。なお、緊急的に応急措置が必要な場合は、応急対策工事を行う。 

ⅱ）災害時における配備態勢 

・大地震が発生し、当事務所管理の河川施設に被害が発生、又は発生の恐れが生じた場合は、

次により配備態勢を確立し、水防活動を実施する。 

態勢の別 時 期 参 集 内 容 

非 常 配 備 態 勢 【風水害編】第１部第２章第２節の「区の活動体制」を準用する。 

特別非常配備態勢 

夜間、休日等の勤務

時間外に震度６弱又

はこれに準ずる地震

により災害が発生し

たとき 

発災初期の活動体制

を確保するため、災害

応急対策に従事するこ

とができる全職員が自

発的に参集して対処す

る態勢 

⑴ 水位等の観測 

⑵ 被害状況の把握 

⑶ 被災河川施設の応

急対策 

ⅲ）災害時における応急復旧 

・堤防護岸等の崩壊による災害の発生防止又は崩壊の拡大防止のため、都第六建設事務所は関

係協力団体の協力を得て、損壊箇所の応急復旧を迅速かつ円滑に行う。 

 

③ 警察署 

・堤防護岸等の崩壊又はその恐れがある情報を収集した際は、交番等の勤務員により、対象とな

る堤防護岸等の付近の住民に対して、広報資器材を活用した周知及び避難誘導を行う。 
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④ 消防署 

・避難指示が発令された場合には、想定される被害規模等を勘案し、最も安全と思われる避難方

法（避難先、経路等）に関する情報を区・関係機関に通報するとともに、区民に広報し周知徹底

を図る。 

・避難が開始された場合は、消防団員との協力により避難誘導にあたる。 

 
６－２ 南海トラフ地震 

（１）地震の概要及び対策の基本的な考え方 

・南海トラフ地震とは、駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側の海域および土佐湾を経て

日向灘沖までのフィリピン海プレートとユーラシアプレートの境界を震源とする大規模な地震で

ある。 

・都の被害想定では、南海トラフ地震は都心南部直下地震等より区部における震度が小さく、区

内においては、一部の地域で震度６弱となるものの、ほとんどの地域で震度５強以下であり、津

波による浸水被害は無いことが示されている。 

・そのため、区では南海トラフ地震への対策については、震災編第２部に示す首都直下地震への

対策に準ずることとする。 

 

（２）詳細な取組内容 

① 津波浸水対策 

・都の被害想定によれば、南海トラフ巨大地震（M９クラス）による津波高は、東京湾沿岸区部 

で最大 T.P.+2.63m（朔望平均満潮位 T.P.+0.966m）である。 

・千住大橋付近では、水門を閉鎖した場合には、T.P.+2.0m、水門を開放した場合には、

T.P.+1.9m、となる。隅田川の堤防施工高は、スーパー堤防で T.P.+5.7m 、カミソリ堤防で

T.P.+5.2m であり、津波の水位が、高潮計画による堤防高さより低いものとなることから、既存

の計画高さにより安全性が確保され、区内で津波浸水被害は想定されていない。しかし、東日

本大震災を踏まえ平成 24年度から最大級の地震にも耐えられるよう、防潮堤下の地盤改良工事

や、防潮堤本体の補強工事等を進めている。区としても、隅田川全域にわたるスーパー堤防

化・テラス化、下水道ポンプ所の耐震強化等を都と連携して推進する。 

 

② 南海トラフ地震に関する検討経過 

・内閣府は、平成 23 年度から、発生確率が高いと懸念される東海地震、東南海地震、南海地震

を包含する南海トラフを震源域とした新たな被害想定の調査を開始し、平成 24 年８月に被害想

定結果を公表した。 

・この被害想定では、平成 23年３月 11 日に発生した東日本大震災を踏まえ、あらゆる可能性を

考慮した最大クラスの巨大な地震・津波を検討しており、南海トラフ地震・津波断層モデルは、

発生頻度は極めて低いものの、Ｍ９クラスの巨大地震の中でも最大級のものであり、都において

は津波の影響が大きい島しょ部に甚大な被害を示していた。 

・この被害想定を受け、都は、平成 24,25 年度に改めて被害想定を検証し、より詳細な被害像を

示した上で、震災対策の充実に努めることとし、東京都防災会議地震部会での調査検討に基づき、

「南海トラフ巨大地震等に基づく東京の被害想定」を公表した。 
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・この被害想定については、令和４年度に内容が更新されている。 

 

② 気象庁の対応 

・以下の場合、「南海トラフ地震に関連する情報」を発表する。 

情報名 情報発表条件 

南海トラフ地震 

臨時情報 

・南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ

沿いの大規模な地震と関連するかどうか調査を開始した場合、又

は調査を継続している場合 

・観測された異常な現象の調査結果を発表する場合 

南海トラフ地震 

関連解説情報 

・観測された異常な現象の調査結果を発表した後の状況の推移等を

発表する場合 

・「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合における

調査結果を発表する場合（ただし南海トラフ地震臨時情報を発表

する場合を除く） 

※すでに必要な防災対応がとられている際は、調査を開始した旨や

調査結果を南海トラフ地震関連解説情報で発表する場合がある。 

 

・また、上記情報名の後に、以下のキーワードを付記して発表する。 

キーワード 各キーワードを付記する条件 

調査中 

下記のいずれかにより臨時に「南海トラフ沿いの地震に関する評価

検討会」を開催する場合 

・監視領域内（※１）でマグニチュード 6.8 以上（※２）の地震（※

３）が発生 

・１か所以上のひずみ計での有意な変化（※４）とともに、他の複数

の観測点でもそれに関係すると思われる変化（※４）が観測され、

想定震源域内のプレート境界で通常と異なるゆっくりすべり（※

５）が発生している可能性がある場合等、ひずみ計で南海トラフ地

震との関連性の検討が必要と認められる変化を観測 

・その他、想定震源域内のプレート境界の固着状態の変化を示す可

能性のある現象が観測される等、南海トラフ地震との関連性の検

討が必要と認められる現象を観測 

巨大地震警戒 
想定震源域内のプレート境界において、モーメントマグニチュード

（※６）8.0 以上の地震が発生したと評価した場合 

巨大地震注意 

・監視領域内において、モーメントマグニチュード 7.0 以上の地震

（※３）が発生したと評価した場合（巨大地震警戒に該当する場合

は除く） 

・想定震源域内のプレート境界面において、通常と異なるゆっくり

すべりが発生したと評価した場合 

調査終了 
巨大地震警戒、巨大地震注意のいずれにも当てはまらない現象と評

価した場合 
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※１ 南海トラフの想定震源域及び想定震源域の海溝軸外側 50 ㎞程度までの範囲 

※２ モーメントマグニチュード 7.0 の地震をもれなく把握するために、マグニチュードの推定

誤差を見込み、地震発生直後の速報的に求めた気象庁マグニチュードで 6.8 以上の地震か

ら調査を開始する。 

※３ 太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震を除く。 

※４ 気象庁では、ひずみ計で観測された地殻変動の変動量の大きさで異常レベルを１～３とし

て、異常監視を行っている。レベル値は数字が大きい程異常の程度が高いことを示し、平

時のデータのゆらぎの変化速度（24 時間等、一定時間でのひずみ変化量）についての出現

頻度に関する調査に基づき、観測点ごと（体積ひずみ計）、成分ごと（多成分ひずみ計）

に設定されている。 

具体的には、 

レベル１：平時のデータのゆらぎの中の１年に１～２回現れる程度の値に設定 

レベル２：レベル１の 1.5～1.8 倍に設定 

レベル３：レベル１の２倍に設定 

「有意な変化」とは上記レベル３の変化を、「関係すると思われる変化」は上記の「有意

な変化」と同時期に周辺の観測点で観測されたレベル１以上の変化を意味する。 

※５ ひずみ観測において捉えられる、従来から観測されている短期的ゆっくりすべりとは異な

る、プレート境界におけるゆっくりすべりを意味する。南海トラフのプレート境界深部

（30～40 ㎞）では数か月から１年程度の間隔で、数日～１週間程度かけてゆっくりとす

べる現象が繰り返し発生しており、東海地域、紀伊半島、四国地方のひずみ計でこれらに

伴う変化が観測されている。このような従来から観測されているものとは異なる場所でゆ

っくりすべりが観測された場合や、同じような場所であっても、変化の速さや規模が大き

い等発生様式が従来から観測されているものと異なるゆっくりすべりが観測された場合に

は、プレートの固着状況に変化があった可能性が考えられることから、南海トラフ地震と

の関連性についての調査を開始する。なお、数か月から数年間継続するようなゆっくりす

べり（長期的ゆっくりすべり）の場合はその変化速度が小さく、短期的にプレート境界の

固着状態が変化するようなものではないことから、本ケースの対象としない。 

※６ 断層のずれの規模（ずれ動いた部分の面積×ずれた量×岩石の硬さ）をもとにして計算し

たマグニチュード。従来の地震波の最大振幅から求めるマグニチュードに比べて、巨大地

震に対しても、その規模を正しく表せる特徴を持っている。ただし、このマグニチュード

を求めるには若干時間を要するため、気象庁が地震発生直後に発表する津波警報等や地震

情報には、地震波の最大振幅から求められる気象庁マグニチュードを用いている。 

・また、南海トラフ地震臨時情報を発表するまでの流れは以下のとおり。 
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※１ 南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界においてＭ8.0 以上の地震が発生したと評

価した場合 

※２ 南海トラフ地震の想定震源域内のプレート境界においてＭ7.0 以上、Ｍ8.0 未満の地震が

発生したと評価した場合や想定震源域のプレート境界以外や、想定震源域海溝軸外側 50km

程度までの範囲でＭ7.0 以上の地震が発生したと評価した場合 

※３ ひずみ計等で有意な変化として捉えられる、短い期間にプレート境界の固着状態が明らか

に変化しているような通常とは異なるゆっくりすべりが観測された場合 

 

③ 都の対応 

・気象庁が南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平時と比べて相対的に高まった旨の

「南海トラフ地震に関連する情報」を発表した場合は、都民に対し今後の備えについて呼びかけ、

日ごろからの地震への備えの再確認を促す。 

（例）家具の固定、避難場所・避難経路の確認、家族との安否確認手段の取決め、家庭における

備蓄の確認 

・情報収集・連絡体制の整備、大規模地震発生後の災害応急対策の確認等（必要に応じて実 

施） 

 

④ 区の対応 

・「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された場合は、情報収集及び伝達に努め、災害対策

本部の立ち上げについて検討するとともに、都の動向を踏まえ区民の生命、身体、財産の安全を

確保するよう対応する。 

  

南海トラフの想定震源域
又はその周辺でＭ6.8以上の地震が発生

南海トラフの想定震源域のプレート境界面で
通常とは異なるゆっくりすべりが発生した場合

（最短）
２時間後

左の条件を満たさない
場合

有識者からなる「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」において現象を評価

気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」を発表

南海トラフ地震
臨時情報

（巨大地震警戒）

南海トラフ地震臨時情報
（巨大地震注意）

南海トラフ地震
臨時情報

（調査終了）

５～30分後

１～２時間後

プレート境界において
Ｍ8.0以上の地震が発生
したと評価した場合
（※１）

プレート境界において
Ｍ7.0以上、Ｍ8.0未満
の地震が発生したと評
価した場合等（※２）

ゆっくりすべりが観測
された場合（※３）

現象発生
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第６章 情報通信の確保 

 

 

 

 

 

 

第１節 現在の到達状況 

１ 情報活動体制の整備 

・情報伝達系統の確立 

 

２ 情報収集・管理・伝達手段の整備 

・災害対策本部の意思決定を支援する荒川区災害情報システムを導入するとともに、既存のシステム・

機器等の更新により、荒川区防災情報システムを再整備し、災害情報の収集・管理・伝達を迅速かつ

効率的に行う体制を確保。 

・一次避難所に整備されているＷｉ‐Ｆｉを利用した、一次避難所と災害対策本部における情報伝達

体制を確保。 

 

第２節 課題 

１ 情報活動体制の整備 

・区民へ避難等の情報を適確に提供する必要がある。 

 

２ 情報収集・管理・伝達手段の整備 

・被災状況等を迅速に収集・管理・伝達する必要がある。 

・機器の故障等による情報の収集・区民への伝達に支障がないよう、定期的な保守及び機器更新を行

う必要がある。 

 

第３節 対策の方向性 

１ 情報活動体制の整備 

・災害対策本部訓練等を通じた情報活動能力の向上 

 

２ 情報収集・管理・伝達手段の整備 

・荒川区防災情報システムを活用した災害対策本部訓練の実施による、情報収集・管理・伝達体制の

確立 

・災害時優先携帯電話を用いた情報伝達訓練の実施 

・応援協定に基づく無人航空機等による被災情報の収集 

 

区をはじめとする防災関係機関が、発災前後において災害関連情報を迅速かつ正確に取得し、

外部に発信することは、区民等の被害や混乱の発生と拡大を防止する上で極めて重要である。 

本章では、発災時における防災機関相互の情報通信連絡体制の整備や情報活動の実施等につい

て示す。 
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第４節 到達目標 

１ 情報活動体制の整備 

・的確な情報収集・提供のための体制の整備 

 

２ 情報収集・管理・伝達手段の整備 

・迅速かつ効率的な情報収集・管理・伝達のための荒川区防災情報システムの活用 

・区民への迅速かつ的確な情報伝達手段及び体制の構築 
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第５節 具体的な取組 

１ 防災機関相互の情報通信連絡体制の整備 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・災対区民生活部 

・ 災害対策本部等における情報伝達系統の確立 

・ 収集する情報の確認 

・ 多様な手段による区民への情報伝達 

 

（２）詳細な取組内容 

① 情報伝達系統の確立 

・情報伝達の停滞や錯綜を回避するため、平時から災害対策本部内や防災関係機関との情報伝

達の系統をあらかじめ確立する。 

・災害対策本部の情報伝達は、防災行政無線や文書回付、伝令等、多様な手段で実施される

が、短時間に伝達を完了させるとともに、伝達漏れ等を防ぐため、平時から組織間の伝達手順

をあらかじめ定めておく。 

 

③  状況認識の共有を徹底 

・事案報告や対応指示等の情報伝達と、状況認識（延焼拡大予測や避難者増加見込等）の共有

のための情報伝達を区別し、後者については、必要に応じて対面により伝達するとともに、当

該情報について意見交換を行う等、認識の一致を徹底させる。 

・状況認識の共有を図る際、情報発信者は、文書回付や音声伝達だけでなく、災害対策本部会

議等防災関係機関を招集し、当該情報について意見交換を行い、認識の共有を徹底する。 

 

③ 収集・伝達体制の統括 

・災害対策本部が設置される前は、情報収集・伝達は区民生活部防災課が統括する。ただし、

勤務時間外については、自動参集した防災課及び防災課兼務職員が収集した情報を、警戒待機

者に伝達し、警戒待機者が区長、副区長及び各部長等に伝達する。 

・災害対策本部設置後は、災対区民生活部運用班が情報収集・伝達を統括する。 
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④ 災害対策本部の情報収集・伝達体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 収集する情報 

・収集する情報は、災害の状況に応じて重要度を判断していく必要があり、特に、災害発生直

後は、区民の安全を確保するために必要な情報や災害対策を決める上で必要となる情報を中心

に収集する。 

・収集にあたっては、各関係機関から無線又はリエゾン等により寄せられる情報や災害時の情

報交換に関する協定に基づき、国土交通省から提供される情報を最大限有効活用するものとす

る。 

・誤った情報は人々に混乱を与え、避難行動等に悪影響を及ぼすため、確かな情報源から情報

を収集するとともに、デマの選別にも注力する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

・収集する主な情報を以下に掲げる。 

⑴ 人的被害の状況 

    ⑵ 区民の避難状況 

相互応援協定 

締結公共団体 

特
別
区
支
援
対
策
本
部 

東
京
都
災
害
対
策
本
部 

荒川区 

災害対策本部 

屋外子局 

一次・二次避難所 

福祉避難所 

 

区民事務所等 

土木管理事務所 

 

区立幼稚園・区立保育園 

要配慮者利用施設 

荒川清掃事務所 

図書館 

消防署・警察署・消防団 

区民消火隊 防災区民組織 

区民 隊 

おんぶ隊 

災害時優先携帯電話

ライフライン・輸送機関 

医師会ほか主要病院  

区 
 

 

民 

自衛隊 

その他協定締結団体等 

 

一般回線・その他 

一時滞在施設 ＭＣＡ無線等 

ホームページ・ＳＮＳ等  
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    ⑶ 火災の状況 

    ⑷ 建物等の倒壊状況 

    ⑸ 電気、ガス、水道、電話の被害状況及び復旧状況 

    ⑹ 道路や交通機関の被害状況及び復旧状況 

    ⑺ 避難所等の状況 

    ⑻ 水や食料の充足状況 

    ⑼ 医療の状況 

    ⑽ 支援物資の状況 

    ⑾ その他の生活関連情報 

 

⑥ 区民への広報  

・発災後、運用班長の指揮監督の下、広報班長は区民に対し、適時的確な広報を行う。 

・広報内容については、運用班長による事前確認とともに、重要な広報案件については、区本

部長の判断によるものとする。 

ⅰ）広報手段 

・さまざまな広報手段を確保し、区民に対し的確な情報伝達に努める。 

広報手段 内 容 

区防災行政無線 

（固定系無線） 

・区内に設置した屋外子局（屋外スピーカー）から区内全域に情報を伝

えるとともに、戸別受信機により、区施設への指示や情報伝達を行う。 

広報車 
・庁有車や安全安心パトロールカーを広報車として活用し、区民に直接

情報を伝えるとともに情報収集を行う。 

本庁舎、区施設等で

の掲示 

・情報を正確に伝えるとともに、無線等音声による情報を文字により確

認できるように、パネル等により掲示する。 

災害広報紙 
・複雑な内容や保存が必要な情報あるいは正確に伝えたい情報は、災害

広報紙として区民に配布するとともに、区施設等に掲示する。 

ホームページ等 

・区のホームページを災害時専用画面とすることで、災害の状況や生活

関連情報等を発信する。 

・災害情報サイト、荒川区防災アプリ、災害情報受信機により、区内の

被害、避難指示の発令、避難所等の開設・混雑状況等を発信する。 

・災害用ホームページが自ら運用できない場合には、他の自治体との相

互応援協定により、ホームページでの情報発信体制を確保する。 

ＳＮＳ 
・ＳＮＳ（Ｘ（旧 Twitter）や Facebook、LINE 等）の公式アカウントを

活用し情報を発信する。 

ケーブルテレビ 
・ケーブルテレビのコミュニティチャンネルを利用し、災害情報、避難

情報等をテロップ及びデータ放送により放送する。 

その他 
・Ｌアラートを通じ各メディアへ情報を発信する。 

・前記のほか、状況に応じて職員が直接情報を伝える。 

   （資料第２ 協定・覚書） 
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ⅱ）広報内容 

・災害時の広報は、状況の変化に応じた正確かつ適切な情報を伝えることが必要である。 

項 目 内 容 

地震発生直後 

・主に区民の安全を確保するための情報や混乱を回避するための情報を

伝える。 

 ⑴ 震度情報 

⑵ 火災情報 

⑶ 避難情報 

⑷ 交通情報 

⑸ 避難所や医療救護所の開設情報 

⑹ 安否情報 

避難し、応急的な 

生活を始めた段階 

・主に区民生活に必要な情報を伝える。 

⑴ 飲料水、食料、生活用品等の情報 

⑵ ライフラインの復旧情報 

⑶ 交通機関情報 

⑷ 情報入手手段 

⑸ 金融機関情報 

⑹ 罹災証明書情報 

⑺ 廃棄物処理情報 

⑻ 相談所開設情報 

⑼ 住宅供給情報 

 

２ 住民等への情報提供体制の整備 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対管理部 

・災対区民生活部 

・災対区民生活部運用班 

・ 高所カメラシステム、気象観測システム、ＭＣＡ無線機、災害時

優先携帯電話等の配備 

・ 荒川区災害情報システムの導入 

・ 防災行政無線、荒川区災害情報サイト、荒川区防災アプリ、災害

情報受信機等の整備 

・ ホームページやＳＮＳ、メールマガジン、携帯電話会社によるエ

リアメール・緊急速報メール等を活用した情報提供体制の整備 

都 

・ ＤＩＳの整備 

・ 無線電話及び無線ＦＡＸの整備 

・ 画像伝送システム端末の整備 

・ スターリンクの整備 

 

（２）詳細な取組内容 

① 整備の目的 

・災害発生時には、火災や建物の倒壊等の情報を迅速かつ的確に収集かつ効率的に集約し、避
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難指示等の意思決定を行い、区民等へ正確に情報を伝達する必要がある。 

・区では、災害情報の収集・管理・伝達を迅速かつ効率的に行い、区が実施すべき災害対策活

動を支援するため、「情報収集システム」「情報管理システム」「情報伝達システム」の３区分に

より「荒川区防災情報システム」を整備している。 

 

② 荒川区防災情報システムの概要 

システム名 機器名 内 容 

情報収集システム 

ＭＣＡ無線機 

・災害時にも安定した通信が可能であ

り、個別通信のほか、一斉通信やグルー

プ通信により複数箇所からの情報収集

をスムーズに行うことができる。 

衛星携帯電話 

災害時優先携帯電話 

・衛星携帯電話は、衛星通信のため断線

等の心配が無く、災害時も安定した通信

が可能 

・災害時優先携帯電話は、一般の携帯電

話よりも通信規制が入りづらく、災害時

にも比較的安定した通信が可能 

高所カメラシステム 

無人航空機（ドローン） 

・ビル等の高所にカメラを設置し、災害

発生時、即時に区内の被害状況確認（火

災発生等）が可能 

・無人航空機（ドローン）は、無人で遠

隔操作や自動制御で飛行できる航空機

であり、容易に立ち入れない場所等を空

撮することが可能 

気象観測システム 

・区内の気象情報（気温／気圧／湿度／

雨量／風向／風速等）を把握・共有し、

災害時等の各種判断や予測に役立てる。 

情報管理システム 荒川区災害情報システム 

・災害時に収集される膨大な情報の一元

管理及び整理を行い、災害対策本部の意

思決定や活動を支援する。 

・民間企業等の外部サービスとの連携に

より、交通、ライフライン、気象情報等

の取得やＳＮＳからの情報収集が可能 

・荒川区災害情報サイト・荒川区防災ア

プリのほか、ＳＮＳ連携機能により、メ

ールマガジン、Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）、

Ｆａｃｅｂｏｏｋ、ＬＩＮＥでの一斉情

報配信が可能 
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システム名 機器名 内 容 

情報伝達システム 

同報系防災行政無線 

・区内各所に設置した屋外スピーカーや

戸別受信機を使って、緊急情報等を音声

で伝達する。 

荒川区災害情報サイト 

荒川区防災アプリ 

・荒川区災害情報システムに集約した情

報を区民に周知するための防災専用サ

イト等 

情報受信端末 

【戸別受信機】同報系防災行政無線で放

送する防災情報を屋内で受信するための

専用受信機 

【災害情報受信機】情報収集にハンディ

キャップがある聴覚、視覚障がい者等を

対象として配付する機器。防災行政無線

で発信した緊急情報を音声及び文字情報

で受信可能 

 

③ 情報の収集・伝達手段  

・災害時における情報収集・伝達手段は、災害対策本部が防災区民組織や消防、警察等の防災

関係機関等との情報連絡を行う一点集中型（災対区民生活部運用班による一元的な情報管理）

とする。 

機 関 手段・設備 設置数及び概要 

都 
都防災行政 

無 線 

・都防災行政無線は、区と都の間で迅速に情報の収集・伝達を行

うため設置されており、無線電話、無線ＦＡＸ、画像伝送システ

ム端末、ＤＩＳで構成されている。 

⑴  無線電話及び無線ＦＡＸ 

  多重無線回線、バックアップ用のＭＣＡ回線を整備してい

る。 

⑵ 非常通信ルート 

  多重無線回線、バックアップ用ＭＣＡ回線の通信が途絶した

場合に備え、非常通信の運用に関する協定書に基づき、区と荒

川消防署との間に非常通信ルートを整備している。 

（資料第２ 協定・覚書） 

⑶ 画像伝送システム端末 

ビデオに撮影した災害状況等の映像を送受信することがで

きるほか、テレビ会議等、リアルタイムで映像のやりとりがで

きる。 

⑷ ＤＩＳ 

  区の災害状況を都に即時に報告する事ができるとともに、都

内の他地域の災害状況や気象情報、地震情報（震度、長周期地

震動階級、震源、マグニチュード、地震活動の状況）等を検索
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機 関 手段・設備 設置数及び概要 

し、区の災害対策に活用している。 

スターリンク 

・災害発生時のインターネット通信環境の確保を目的として、可

搬型のスターリンクを配備している。上空が開けていて電源が確

保できていれば、スマートフォンやパソコンの通信が可能とな

る。 

区 

 

区防災行政 

無 線 

⑴ 固定系無線 

ａ）屋外子局（屋外スピーカー）：公園、区有施設等の屋上等

に設置 

（資料第３－21 荒川区防災行政無線屋外子局設置場所一覧） 

ｂ）戸別受信機：小・中学校、保育園等に設置 

（資料第３－22 荒川区防災行政無線戸別受信機設置場所一

覧） 

 ※屋外子局（屋外スピーカー）については、区民に広く浸透し

ていることから、引き続き基幹的な伝達手段として位置付け

る。併せて、放送内容の短文化等区民が迅速に内容を理解し

てもらうとともに、聞き取りやすくする対策を講じる。 

 ※区では、放送が聞き取れない場合に、直前の放送内容を確認

することができる「屋外スピーカー自動応答サービス」を運

用しており、区民への情報伝達の強化を図っている。 

 ※災害対策本部から災対各部や各出先施設に対して、対処方針

の伝達や災害情報の提供を円滑に実施するため、戸別受信機

（グループ化を実施）を活用する。 

⑵ ＭＣＡ無線 

区施設や防災関係機関等に設置 

（資料第３－23 荒川区防災対策用ＭＣＡ無線設置場所一覧） 

ア ＭＣＡ無線機の使用にあたっては、回線使用の一時的な集

中による混線を防止するため、定期的な講習会を実施し、機

器操作の習熟や災害時における通信統制の必要性を周知徹

底する。 

イ ＭＣＡ無線機を配備する区施設において、定期訓練のほ

か、平時の通常業務において簡易な連絡に使用する等、区職

員の習熟度向上を図る。 

衛 星 携 帯 

電 話 

・防災行政無線等の地上基地局が被災する等して使用不能な場

合であっても、確実な通信を確保するため、衛星携帯電話を配備

する。 

スターリンク 

・災害発生時のインターネット通信環境の確保を目的として、可

搬型のスターリンクを配備している。上空が開けていて電源が確

保できていれば、スマートフォンやパソコンの通信が可能とな

る。 
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機 関 手段・設備 設置数及び概要 

荒 川 区 

ホームページ等 

・災害発生時にはホームページのトップページを災害時用ホー

ムページに切り替え、リアルタイムで区の被災状況、災害対策等、

必要な情報を速やかに提供する。 

・災害用ホームページが自ら運用できない場合を想定し、他の自

治体との相互応援体制を構築する。 

荒川区災害情報

サ イ ト 

・災害情報に特化したポータルサイトで、荒川区災害情報システ

ムに集約した情報を連携して表示することが可能 

・ホームページとは別のサーバで運用するため、アクセス集中時

やいずれかのシステムに障害が発生した場合でも情報発信が可

能 

荒 川 区 

防 災 ア プ リ 

・防災行政無線と連動し、緊急情報を音声及び文字で受信するこ

とができる。 

・災害発生時には、避難指示等の発令区域、被害状況や避難所の

開設状況、混雑状況が確認できる。 

エリアメール・

緊 急 速 報 

メ ー ル 

・携帯電話会社大手４社（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ（ａｕ）、ソ

フトバンク、楽天モバイル）によるエリアメール・緊急速報メー

ルを運用し、区民や帰宅困難者等の滞留者等に対し、避難指示等

の情報を提供する。 

電 話 
・災害時優先携帯電話をＭＣＡ無線機等の補完手段として、区災

害対策本部や町会等に配備している。 

高所カメラ 

・高所カメラからの映像を災害対策本部に送信し、被災状況を把

握するとともに、警察署・消防署へ映像を転送することにより、

より迅速な避難誘導・初期消火態体制を構築できる。 

（資料第３－24 高所カメラ設置場所一覧） 

無人航空機 

（ドローン） 

・協定に基づき、ドローン及びその操縦者を調達し、区内の被害

状況の把握、人員捜索等を行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

原 動 機 付 

自 転 車 

・災害対策本部から遠方の広域避難場所等との情報収集・伝達を

迅速に行うために２台の原動機付自転車を配備している。 

自 転 車 
・災害時に分庁舎から近隣の町会等へ情報収集・伝達を行うため

にノーパンクタイヤ装備自転車を配備している。 

Ｆ Ａ Ｘ ・重要な情報や複雑な情報は、ＦＡＸを活用し正確に伝える。 

口頭の伝達 
・前記の情報収集・伝達手段が使えない場合や近距離の情報収

集・伝達は、直接職員が行う。 

本 庁 舎 

館 内 放 送 

・災害対策本部から災対各部や各出先施設に対して、対処方針の

伝達や災害情報の提供を円滑に実施するため、本庁舎の館内放送

を活用する。 
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④ ＩＣＴ活用による情報管理業務の効率化 

・災害対策本部における情報の収集、分析及び伝達等の業務（以下「情報管理業務」という。）

の実施にあたっては、災害対策本部及び防災関係機関において、より円滑な情報共有を図ると

ともに、少人数の職員でも対応できるよう、個々の情報管理業務を定型化・標準化した上で、

ＩＣＴを活用した業務の効率化を図る。また、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、被災

者台帳の作成にデジタル技術を活用するよう積極的に検討するものとする。 

・被災者に対する支援を効率的に行うため、災害ケースマネジメントの実施等による被災者台

帳の作成、罹災証明書の交付、避難所設置情報、避難者の入退所情報、死者・安否不明者情

報、仮設住宅管理等を処理するシステムを導入する。システム導入にあたっては、当該業務を

所管する災対各部における事務処理フローを定める。 

 
⑤ 情報システムの復旧 

・平時に情報収集・伝達等で活用している情報システムを、有事にも活用できるよう、電力・

通信回線を含めた情報システムの耐災害性の強化を図る。また、発災時の対応手順の明確化や

増援要員の確保等を図り、情報システムの継続運用・早期復旧に向けた体制を整備する。 

 

⑥ ＳＮＳ等を活用した情報提供 

・平時の一般広報に使用しているメールマガジン、Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）やＦａｃｅｂｏｏ

ｋ、ＬＩＮＥの区公式アカウントを活用した情報提供を行う。 
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１ 防災相互機関の情報通信連絡体制 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

消防署 

・被害状況の把握 

・ＤＩＳ等を活用した都への被害状況の報告 

都 ・被害状況の収集活動 

 

（２）詳細な取組内容 

① 都に対する被害状況の報告 

ⅰ）報告内容 

・被害状況の迅速・正確な把握は、あらゆる災害応急対策の基本となる重要な事項である。

区及び消防署は、協力して被害状況の把握に努め、都災害対策本部に対して被害状況・措置

概要等を逐次報告する。 

・災対区民生活部運用班は、災害発生直後から当該災害に関する応急対策が完了するまでの

間、概ね次の要領で都に報告する。 

○報告を要する災害要件 

⑴ 災害救助法の適用基準に合致するもの。 

⑵ 区が災害対策本部を設置したもの。 

⑶ 災害が小災害であっても、被害が拡大する恐れのあるもの。又は２都道府県以上にま

たがるもので、区における被害が軽微であっても、広域的に見た場合に同一災害で大き

な被害を生じているもの。 

⑷ 災害による被害に対して、国の特別の財政援助を要するもの。 

⑸ 災害状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて、報告する必要があると認められる

もの。 

○報告事項 

⑴ 災害の原因 

⑵ 災害が発生した日時 

⑶ 災害が発生した場所又は地域 

⑷ 被害状況 

⑸ 災害に対して既にとった措置及び今後とろうとする措置 

⑹ 災害救助法の要旨及び必要とする救助の種類 

⑺ その他必要な事項 

ⅱ）報告の方法 

・ＤＩＳ端末の入力による。 

ⅲ）報告の種類・期限等 

・災害速報は、被害を覚知したときは直ちに所定の事項について判明したものから順次報告

する。 
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２ 情報提供・収集体制の運用 

・災害時に区民の安全と生活を守るためには、災害の状況を迅速かつ的確に把握して、その状況を分

析した上で、早急に対策を講じるとともに、区民に対し適切な情報を提供し、不安や混乱を解消して

いく必要がある。 

・情報活動は、主として災害に関する情報の収集・分析・伝達から構成され、災害対策活動を実施す

る上で最も重要であり、また防災関係機関と密接に連携・協力を行っていくためにも不可欠である。 

 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・ 情報のトリアージ・収集・分析・伝達活動の実施 

 

（２）詳細な取組内容 

① 情報活動の基本原則 

ⅰ）活動全般 

○重要情報のトリアージ 

・災害対策本部では膨大な情報を扱うことから、全体の対処方針や具体的な活動方針に照ら

し、優先度の高い重要情報を明確にし、効率的かつ効果的な情報活動を実施する。 

・区として対応が必要となる住民の避難にかかわる情報等を見極め、優先順位をつけること

が求められる。 

○情報の一元管理 

・災害対策本部における情報活動については、本部長の意思決定や災対各部の活動支援に活

用するため、災対区民生活部運用班が一元的に管理する。 

○ＩＣＴの積極活用 

・災害時に情報活動を効率的に実施するため、個々の情報処理業務を定型化・標準化した上

で、可能な限りＩＣＴを活用する。 

・ＳＯＢＯ-ＷＥＢ等を活用した情報収集や情報提供に努める。 

・災害時は、可能な限り平時からの継続業務の省力化を図り、より多くのマンパワーを情報

任務に振り向けることで、災害対策本部全体としての対処能力を向上させる。 

ⅱ）収集活動 

○使用目的の明確化 

・情報収集は、常に当該情報を必要とする具体的な災害対策活動と一体的に捉え、当該情報

の使用目的を明確にする。 

○適切な情報内容の設定 

・収集する情報は、当該情報を使用する災害対策活動において、適切な判断に資するように

具体的な内容を定める。 

○重要情報の能動的な収集 

・災害応急対策を実施していく上で重要となる情報については、報告を待つのではなく、能

動的に収集する。 
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・災害対策本部において関係機関へ要員を派遣する等、積極的かつ能動的に情報を収集する。

また、入手の相手先について、平時からその把握に努める。 

ⅲ）分析活動 

○状況予測の実施・修正 

・全体の状況が把握できない場合であっても、収集した情報に基づき、状況予測を早期に実

施し、以後、追加収集した情報でその都度修正しながら、全体状況の把握に努める。 

・災害対策本部は、設置直後から対処方針を定め、具体的な応急対策を速やかに実施する必

要がある。そのため、全体状況の把握を待たず、入手した情報を手掛かりに状況予測を行う

ことも重要である。状況予測にあたっては、市街地特性（木造密集、狭隘路、人口分布等）

や、都が公表している地域危険度調査、荒川区災害情報システム、高所カメラシステム、延

焼シミュレーション等の情報を基に気象条件等を勘案し、現時点までで想定される状況や今

後の被害推移について分析する。 

○情報の視覚的把握 

・被害状況や活動状況の把握にあたっては、文字形式で収集した情報について、地図上に内

容を記載し、視覚的な状況把握に努める。 

・災害対策活動では、火災や建物倒壊、道路閉塞等物理的・空間的な制約を受ける中で、「ヒ

ト」と「モノ」を移動させなければならないことから、被害状況や活動状況の把握にあたっ

ては、荒川区災害情報システムを活用し、被害の場所や重要度、対応状況の変化を時系列に

地図や一覧表で管理・表示し、視覚的に把握する。 

○分析結果の簡潔整理 

・情報の分析結果については、災害対処の判断が的確に行えるよう、その要点を簡潔な文章

で整理する。 

・情報の分析結果は、災害対処判断の根拠となるものであり、指揮者の交代や実務担当者の

引継時において、活動の継続性を確保する上で重要なものであることから、分析結果につい

ては、簡潔な文章で整理するとともに、荒川区災害情報システムにより時系列で記録し共有

する。 

・迅速かつ適切に処理を行うため、日時、情報の発信者や宛先、受信取扱者、確認者、件名、

情報内容、分析結果等を記載した災害対策本部内共通の情報処理伝票や集計様式を活用する

とともに、荒川区災害情報システムにより時系列で記録し共有する。 

ⅳ）伝達活動 

○情報伝達手段の複数確保 

・情報を確実に伝達するため、荒川区災害情報システム、荒川区防災アプリ、防災行政無線、

文書回付、伝令等複数の手段を確保する。 

○情報伝達系統の確立 

・情報伝達の停滞や錯綜を回避するため、平時から災害対策本部内や防災関係機関との間の

情報伝達の系統をあらかじめ確立する。 

○状況認識共有の徹底 

・業務指示や事案発生等の情報伝達と、状況認識共有のための情報伝達を区別し、後者につ

いては、必要に応じて、対面により伝達するとともに、当該情報について意見交換を行う等、

認識の一致を徹底させる。 
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② 区役所代表電話受付への広聴担当職員等の配置  

・発災後、区民等からの問い合わせや情報提供の外線電話が殺到することが想定され、内容の

重要度や緊急度を見極めて各所管に取り次ぐ必要がある。 

・区役所代表電話の受付に災対管理部の広聴担当職員を中心に、災対各部からの派遣職員を配

置し、区民等から伝えられた内容を見極めて所管に取り次ぐ体制を整備する。 

 
③ 直接通報への対応 

・住民から被害等の通報が、直接、区施設にあった場合、当該区施設の職員は、災対区民生活

部運用班に対し、配備されているＭＣＡ無線機等を用いて通報内容を連絡するとともに、災対

区民生活部運用班は、その内容を所轄の警察署・消防署や関係指定公共機関等から派遣された

連絡員に速やかに伝達する。 
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第７章 医療救護・保健等対策 

 

 

 

 

 

第１節 現状の到達状況 

・都による地域災害医療コーディネーターの指定、区による荒川区災害医療コーディネーターの指

定及び配置 

・都による災害拠点病院、災害拠点連携病院の指定 

・区による緊急医療救護所の指定 

・緊急的に使用する医療救護資器材の備蓄 

・都内医薬品卸売販売業者との協定締結による医薬品の供給体制を整備 

・医療救護連携訓練を通じた地域防災計画の実効性の検証 

 

第２節 課題 

・限られた人材や医療資器材を効果的に活用できるよう調整する必要がある。また、区内の医師等

や他地域からのＤＭＡＴ、ＪＭＡＴ等の受入、配置等を調整する機能が必要である。 

・医薬品、医療資器材等の確実な供給体制を整備する必要がある。 

 

第３節 対策の方向性 

・負傷者等の情報を集約し、限られた医療資源を最大限活用できるよう体制を構築し、速やかな初

動医療体制を確保 

・迅速に負傷者の手当てを実施できるよう、備蓄の充実及び供給体制を強化 

 

第４節 到達目標 

・荒川区災害医療コーディネーターを中心とした災害医療体制の強化 

・関係機関が連携した応急医療体制の整備 

・関係機関と連携した確実な医薬品・医療資器材等の確保 

 

 

 

 

  

 震災が発生した場合、家屋やブロック塀の倒壊、火災、崖崩れ等により多くの負傷者が発生す

ることが想定されるため、発災直後から迅速な医療救護活動を行う必要がある。 

 本章では、震災時における初動医療体制の確立や医薬品・医療資器材の確保、遺体の取扱い等

について示す。 
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第５節 具体的な取組 

１ 初動医療体制等の整備  

・令和４年５月に都防災会議が発表した「首都直下地震等による東京の被害想定」をもとに、荒川

区独自で被害想定調査した結果、荒川区で最も被害の大きな想定地震は、都心東部直下地震であっ

た。 

・都心東部直下地震Ｍ7.3、冬の夕方 18時風速８m/s の死傷者数は次のとおりである。 

死 者 負傷者 

389 人 2,217 人(うち重傷者 597 人) 

・発災直後は多数の負傷者に対応できる体制を平時より構築する必要があるため、災害医療連携 

体制においては、同一の二次保健医療圏を構成する荒川・足立・葛飾三区及び関係機関により、「区

東北部二次保健医療圏地域災害医療連携会議」により協議するほか、区は区医師会等と災害時の医

療救護活動を内容とする協定を結ぶ等、応急医療体制の構築を進めている。 

 
１－１ 医療救護活動体制の整備 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対健康部 

・ 荒川区災害医療コーディネーターの指定 

・ 荒川区災害医療サブコーディネーターの指定 

・ 荒川区災害薬事コーディネーターの指定 

・ 荒川区医療活動調整センターの指定 

・ 緊急医療救護所の指定 

・ 災害医療運営連絡会の開催 

・ 応急救護法講習会の開催 

・ 関係機関との連携体制の強化 

都 

・ 地域災害医療コーディネーターの指定 

・ 医療救護に関する総合的な連絡調整 

・ 災害拠点病院、災害拠点連携病院の指定 

・ 二次保健医療圏地域災害医療連携会議の開催 

 
（２）詳細な取組内容 

① 区及び医療機関の責務 

・区医師会並びに区歯科医師会、区薬剤師会、柔道整復師会荒川支部（以下「区医師会等」と

いう。）は、災害時の応急活動体制について適宜見直しを図るとともに、その実効性が上がるよ

う努めるものとする。 

・区は、医療救護班用資器材の一層の充実を図るとともに、区医師会等が緊急医療救護所への

派遣等の訓練実施等を踏まえて、医療体制の実効性の向上に努めるものとする。 

・区は、区医師会等と連携し、発災時の区医師会等との情報共有及び医師の緊急医療救護所へ

の参集方法を定期的に確認し、各会員に周知する。 
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・区、区医師会等の関係機関とともに二次保健医療圏地域災害医療連携会議、災害医療運営連

絡会を開催し、医療救護活動に係る検討を行う。 

・区は、事業者との協定締結により、医療活動施設としてのトレーラーハウスを設置するとと

もに、医療コーディネーターや区医師会等の関係機関等との連携により、医療活動ができる施

設を確保できるように努める。 

 

② 荒川区災害医療コーディネーター・サブコーディネーターの指定 

・区は、災害時に被害情報を効率的(一元的)に集約して、医師等の人材や医療資器材を最大限

に活用できるよう医療救護活動等の総括・調整を行うため、区及び区医師会から荒川区災害医

療コーディネーターをあらかじめ指定する。また、コーディネーターの職務を補佐するため、

区及び区医師会から災害医療サブコーディネーターをあらかじめ指定する。 

 
③ 災害拠点病院 

・災害拠点病院は、通常の医療体制では、被災者に対する医療の確保が困難となった場合に、

都知事の要請により傷病者の受入及び医療救護班の派遣等、災害時の拠点病院としての必要な

医療救護活動を行う。 

ⅰ）機能 

・主に重症患者の収容・治療 

・ライフラインの機能停止時の応急的な診療機能の確保 

ⅱ）病院選定基準（一部抜粋） 

・原則として 200床以上の病床を有する救命救急センター又は第二次救急医療機関であること 

・建物が耐震・耐火構造であること 

・多数の患者を受け入れるスペースや備蓄スペースを有すること 

・通常時の６割程度の発電容量を確保できる非常用発電設備を保有し、３日程度の燃料を確保

すること 

・災害時に少なくとも３日分の病院機能を維持するための水を確保すること 

・３日分程度の食料、飲料水、医薬品等を備蓄すること 

・ヘリコプター臨時離着陸場を確保すること 

ⅲ）区内災害拠点病院 

・区内の災害拠点病院については、令和あらかわ病院（東尾久五丁目 45番１号）が、都の災

害拠点病院の選定基準を満たすよう、指定に向けて、施設・設備面の機能を高めている。ま

た、医療救護連携訓練や消防との合同訓練を実施する等、いつ発災しても、地域の医療の中

核となる病院としての機能を果たせるようハード、ソフトの両面から準備を整えている。 

・区は、災害拠点病院の指定を見据え、発災時、令和あらかわ病院が医療機能を維持し、重

症者等の受入や治療に特化できるようにするため、宮前公園を災害拠点支援エリアとしての

活用を検討する。 

・なお、令和あらかわ病院が災害拠点病院に指定されるまでの間について、区外の災害拠点

病院３病院と協定を締結し、荒川区の協力要請に基づき、重症者等の受入れに協力する体制

を確保している。 
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ⅳ）協定締結した区外災害拠点病院 

・東京女子医科大学附属足立医療センター（足立区江北四丁目 33 番１号） 

・日本医科大学付属病院（文京区千駄木一丁目１番５号） 

・都立駒込病院（文京区本駒込三丁目 18 番 22 号） 

（資料第２ 協定・覚書） 

 
④ 災害拠点連携病院 

・災害拠点連携病院は、通常の医療体制では医療の確保が困難となった場合に、都本部長の要

請により傷病者の受入及び災害拠点病院を支援する病院として医療救護活動を行う。 

ⅰ）機能 

・主に中等症者や容態の安定した重症者の収容・治療 

ⅱ）病院選定基準（一部抜粋） 

・救急病院等を定める省令に基づき、都知事から救急病院である告示を受けている病院 

・災害時の医療について相当の知識及び経験を有する（中等症程度の外傷患者を処置できる）

医師が診療に従事していること 

・中等症程度の外傷患者の処置を行うために必要な施設及び設備を有すること 

 

  [区内災害拠点連携病院] 

 

 

 

 

 

 

 

 ※災害拠点連携病院を経て、災害拠点病院の指定を受ける予定 

 

⑤ 荒川区医療活動調整センターの設置 

・荒川区では、荒川区内に派遣された医療救護班及びＤＭＡＴの配置管理及び活動の支援、都

災害拠点病院及び都災害医療コーディネーターとの連絡調整等を行う場所として、医療活動調

整センターを位置付けている。 

・医療活動調整センターと災対健康部本部を併設することにより、医療救護活動拠点としての

機能を一元化する。 

 
⑥ 緊急医療救護所の指定 

・区は、次表のとおり緊急医療救護所を指定し、発災直後から６時間までに設置、72 時間まで

の間、負傷者の一次トリアージを実施し、重症者（赤）は災害拠点病院等へ、中等症者（黄）

は災害拠点病院及び災害拠点連携病院等へ搬送するとともに、軽症者の応急手当、避難所等へ

の誘導にあたる。 

・限られた医療資源（医療資材、医療従事者、医療施設等）を有効活用し、傷病者の搬送から

施設名 所在 電話番号 

東京リバーサイド病院 南千住八丁目４番４号 03-5850-0311 

岡田病院 荒川五丁目３番１号 03-3891-2231 

木村病院 南千住一丁目１番１号 03-5615-2111 

佐藤病院 西尾久五丁目７番１号 03-3893-6526 

令和あらかわ病院（※） 東尾久五丁目 45 番１号 03-6807-7500 
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治療までの時間を短縮するため、災害拠点連携病院に緊急医療救護所を移転する形で調整して

いる。ただし、近接する災害拠点連携病院がない場合は、周辺の病院へ搬送する。 

・災害時には都立大学荒川キャンパスに緊急医療救護所を設置する。 

・なお同キャンパスに在籍する学生のボランティアや教職員は、区からの協力依頼により、医

療資器材の搬送等緊急医療救護所等で活動する医療救護班の補助的な活動を行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

 緊急医療救護所（トリアージ実施施設） 住    所 

１ 都立大学荒川キャンパス 東尾久七丁目２番 10 号 

２ 東京リバーサイド病院前 南千住八丁目４番４号 

３ 第三日暮里小学校 東日暮里三丁目 10番 17 号 

４ 岡田病院 荒川五丁目３番１号 ※移転調整中 

５ 木村病院前 南千住一丁目１番１号 

６ 佐藤病院 西尾久五丁目７番１号 ※移転調整中 

 
⑦ 災害拠点支援病院 

・災害拠点支援病院は、主に専門医療、慢性疾患への対応、地域防災計画に定める医療救護活

動を行う。災害拠点病院及び災害拠点連携病院を除く全ての病院が対象となる。 

・区は、災害拠点病院及び災害拠点連携病院で対応できない患者等については、荒川区災害医

療コーディネーターの助言を踏まえ、災害拠点支援病院に搬送要請を行う。 

 

⑧ 後方医療体制 

・後方医療施設は、都の区域内及び近隣県等で災害が発生し、通常の医療体制では被災者に対

する医療の確保が困難となった場合に、傷病者の受け入れ及び医療救護班の派遣等を行う。 

・区内では対応できない重症者や特殊な医療を要する者については、荒川区災害医療コーディ

ネーターの助言を踏まえ、医療対策拠点（※）に搬送要請を行う。 

・医療対策拠点が後方医療施設への搬送含め、患者等を受け入れる病院を提示する。 

※区東北部二次保健医療圏（荒川区、足立区、葛飾区）の医療対策拠点は、東京女子医科大学

足立医療センター（足立区江北四丁目 33 番１号）となっている。 

（資料第３－25 23 区東北部災害拠点病院） 

 

⑨ 災害医療運営連絡会 

ⅰ）現況 

・災害時における応急医療体制に関して検討するために、区と区医師会との協定に基づき、災

害医療運営連絡会を開催している。 

ⅱ）事業計画 

・次の課題について検討及び研究を進める。 

⑴ 緊急医療救護所等の活動方法及び必要資器材の整備について 

⑵ 緊急医療救護所等の区民への周知方法について 

⑶ 緊急医療救護所等の活動の訓練について 
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⑷ その他荒川区の応急医療体制の整備全般について 

 
⑩ 上級救命講習の実施 

・区は、心肺蘇生法やＡＥＤの使用方法の習得を目的として、区職員及び施設管理者を対象に

上級救命講習を実施している。 

 

⑪ 応援職員の要請 

・緊急医療救護所（６か所）及び災害拠点病院支援エリア（宮前公園）の運営には、多くの人

員が必要となる。 

・区職員については、専門の知識が必要となることから、訓練実績等を踏まえ、実効性が上が

るように努める。 

・発災時には、他部やの応援職員の参集並びに他自治体からの応援職員を早急に要請し、人員

確保に努める。 

 
⑫ 関係機関との連携体制の強化 

ⅰ）荒川区医師会 

・区は、災害時に多数の死傷者の発生に備え、荒川区医師会と災害時の医療救護活動の協定を

締結している。 

    ○基本計画 

・医療救護班は区医師会に所属する医師を中心に編成される。 

・都では、区等の応援要請に基づき、都立病院や都医師会を中心に医師、看護師、事務員等

各一名から構成される「医療救護班」を編成し、災害時の負傷者等への対応を行う。 

・区医師会もこれに準じた、「医療救護班」を編成し、区が開設した緊急医療救護所等にお

いて、医療救護活動を実施する。 

○医師会の役割 

・区は、荒川区医師会との「災害時の医療救護活動についての協定書」に基づき、「医療救

護班」の出動を要請する。区医師会は、あらかじめ、緊急医療救護所の周知徹底を図るとと

もに、発災後直ちに医療救護班を編成して指定場所へ参集し、以下の業務を行う。 

      ⑴ 傷病者に対する応急措置 

      ⑵ 後方医療施設への転送の要否及び転送順位の決定 

      ⑶ 転送困難者及び避難所等における軽症者に対する医療 

      ⑷ 死亡の確認 

○その他 

・区は、医療救護班の輸送及び医薬品等の提供、給食・給水を担当し、医療救護班の経費の

実費弁償を行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

ⅱ）荒川区歯科医師会 

・区は、荒川区歯科医師会と「災害時における歯科医師会の協力に関する協定書」に基づき、

医療救護活動を実施する必要が生じた場合、区歯科医師会に対して、医療救護班の編成、緊急

医療救護所等への派遣を要請する。区歯科医師会は区医師会と協力して次の業務を行う。 
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⑴ 傷病者に対する応急措置 

⑵ 救護所における簡易な患者に対する治療 

・区は、医療救護班の編成・派遣にかかる費用及び使用した医薬品等の実費弁償を行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

ⅲ）東京都柔道整復師会荒川支部 

・区は東京都柔道整復師会荒川支部と当時の柔道接骨師会と締結した「災害時における柔道接

骨師会の協力に関する協定書」に基づき、区が医療救護活動を実施する必要が生じた場合、柔

道整復師会荒川支部に対して協力を要請する。協力内容は以下のとおりである。 

⑴ 負傷者に対する応急手当（柔道整復師法に規定された業務の範囲）。ただし、医師の

指示がある場合は、それに従う。 

⑵ 負傷者に対する応急手当に必要な衛生材料等の提供 

⑶ 負傷者に対する応急手当に必要な労務の提供 

・区は、柔道整復師会荒川支部の協力にかかる衛生材料等についてその実費を負担する。 

・区が柔道整復師会荒川支部に対して協力を要請するときは、要請の理由・業務内容・日時・

実施場所その他必要事項を明らかにして要請する。要請を受けた事項に対して、柔道整復師会

荒川支部は必要な業務を実施する。 

・柔道整復師会荒川支部は「災害医療運営連絡会」へ参画し、災害時の医療救護活動の円滑な

実施のための協力等を行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 
２ 医薬品・医療資器材の確保 

２－１ 薬剤師会との連携 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対健康部 

・ 区薬剤師会との調達体制の整備 

・ 緊急医療救護所での調剤・服薬指導体制の整備 

 
（２）詳細な取組内容 

① 荒川区災害薬事コーディネーターの指定 

・区は、災害時に被害情報を効率的に集約して、医薬品等の管理及び調達を行うため、荒川区

薬剤師会から荒川区災害薬事コーディネーターをあらかじめ指定する。 

 

② 災害薬事センターの設置 

・区は区薬剤師会と連携し、医薬品及び医療資器材の供給のため、保健所に災害薬事センター

を設置する。 

 

③ 調達体制の整備 

ⅰ）医薬品の搬送 

・医療救護活動に必要な医薬品・医療資器材の搬送は、区が対応する。 

・区は、備蓄医薬品の供給及び災害薬事センターから緊急医療救護所等への搬送を行う。 
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ⅱ）医薬品・医療資器材の調達搬送体制の整備  

・区が設置する災害薬事センターについては、区薬剤師会と連携し、具体的な運営方法や医療

救護所等との連携体制について定める。 

・区は、医薬品の流通が復旧するとされる発災から約３日分程度の医薬品を備蓄し、適切に管

理する。 

・備蓄する医薬品の種類や備蓄方法について区薬剤師会と連携して定める。特に糖尿病や高血

圧等慢性疾患医薬品の備蓄については、区薬剤師会へ委託し、発災直後の対応ができる体制を

構築する。 

・医薬品等の流通が復旧した後は、「災害時における医薬品等の調達業務に関する協定」に基

づき、医薬品卸売販売業者から医薬品等を調達する。 

・医療資器材の調達については、確実な調達体制を整備するとともに、具体的な搬送手段を確

保する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

④ 荒川区薬剤師会との連携 

・区内に災害が発生したとき、医療救護活動を円滑に行うために応急医薬品及び衛生材料の確

保を図ることを目的に、区は区薬剤師会と「災害時における応急医薬品の優先供給に関する協

定書」を取り交わしている。 

・区薬剤師会は区と連携し、医薬品及び医療資器材の供給のため災害薬事センターを設置する。 

・緊急医療救護所に調剤所（隣接の薬局を含む）を設置し、薬剤師により、傷病者（軽症者

等）に対する調剤・服薬指導を行う。 

・区が応急医薬品の調達が必要と認めたときは、区は、区薬剤師会に対して優先供給を要請

し、区薬剤師会は要請に基づき、区の指定場所に納入する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

２－２ 医療資器材の備蓄等 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対健康部 

・ 医療資器材の備蓄 

 

（２）詳細な取組内容 

① 医療資器材の備蓄 

・発災から６時間以内に設置する緊急医療救護所で使用する負傷者搬送用のリヤカー、簡易ベ

ッド等の資器材は、緊急医療救護所の設置場所に備蓄スペースを設け、速やかに活動が実施で

きるよう、備蓄を進める。 

・発災から 72時間までの間に設置する緊急医療救護所で使用する外科的な医薬品や医療資器材

等を備蓄倉庫に備蓄している。 
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ⅰ）備蓄内容 

○災害用医療資材新セット 

・数量 ６組（緊急医療救護所６か所近くの備蓄倉庫に各１組備蓄） 

ⅱ）備蓄計画 

○備蓄数 

・区は、6,000 人分を備蓄する。 

（災害用医療資材新セットは、１組 1,000 人分であるため、６組で 6,000 人分となる。） 

・荒川区の被害想定に基づき、所要人数を算出すると、死者数 389 人のうち、半数は治療措置

を施したものとして、負傷者 2,300 人との合計の 2,500 人となる。都区の役割に基づき、区は

２日分を負担する。2,500 人×２日分＝5,000 人分となり、6,000 人分の備蓄で対応可能と考

えられる。 

○その他の災害用医療資器材の備蓄 

・医療機関で災害時に使用する資器材は、機関ごとに平時から備蓄する。 

・ミニ備蓄倉庫が整備されている一次、二次、及び福祉避難所には、日常医薬品セット（絆創

膏・消毒薬等）を配備している。 

ⅲ）備蓄品の見直し 

・区及び区医師会は、医療用資器材等の医療用備蓄物資品目等について、定期的に見直しを行

う。 

ⅳ）慢性疾患患者用医薬品の備蓄 

・区薬剤師会会員のうち備蓄協力薬局は、糖尿病や高血圧、喘息、てんかん等の慢性疾患患者

に対し、毎日欠かさず服用している薬を安定して供給するため、4,000 人分の慢性疾患患者用

の医薬品をランニングストック方式により備蓄している。 

 

３ 医療施設の基盤整備 

（１）対策内容 

・広域的な連携体制の下、迅速かつ的確に医療の提供を行うため災害拠点病院を強化し、災害時

医療体制の充実を図る。 

・都は、災害に対する総合地域危険度を勘案して災害拠点病院を指定する。また、救急告示を受

けた病院等を災害拠点連携病院として指定し、中等症者等を中心とした受入体制を確保するとと

もに、災害拠点病院及び災害拠点連携病院以外の全ての病院を災害医療支援病院として位置付け

て、災害時の医療機能を確保する。 

・都は、医療機関の耐震化とともに、多元的な水の確保、電力等のライフライン機能確保やＢＣ

Ｐの策定を支援する。また、衛星携帯電話やＥＭＩＳ等、通信手段の確保やマニュアルの整備等

活用方法を確立するとともに、円滑な情報連絡体制を構築するため、災害拠点病院等との通信訓

練を実施する。 
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【災害拠点病院等】 

指定区分 説    明 

災害拠点病院 

主に重症者の収容・治療を行う都が指定する病院 

（基幹災害拠点病院、地域災害拠点中核病院及び地域災害拠点病院で

構成される。） 

災害拠点連携病院 
主に中等症者や容態の安定した重症者の収容・治療を行う都が指定す

る病院 

災害医療支援病院 

主に専門医療、慢性疾患への対応、区市町村地域防災計画に定める医療

救護活動を行う病院 

（災害拠点病院及び災害拠点連携病院を除く全ての病院） 

 

【災害拠点精神科病院等】 

指定区分 説    明 

災害拠点精神科病院 
措置入院患者及び隔離・拘束中の患者の受入れを行う病院で、国の示し

た基準等に基づき都が指定する病院 

災害拠点精神科連携

病院 
医療保護入院患者の受入れを行う都が指定する病院 

 

４ 遺体の取扱い  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 遺体の収容に係る体制整備 

 

（２）詳細な取組内容 

① 遺体収容所の確保 

・区は、遺体収容に必要なスペースを備えた施設等を、災害時の遺体収容所として確保し、大

規模災害が発生した場合は、速やかに必要器具を用意した上で、遺体収容所を設置する旨を関

係機関に通知する体制の確立を図る。 

 

② 遺体収容所の活動マニュアル 

・遺体収容所の設置及び活動にあたっては、発災直後から円滑な運用が求められることから、

事前に活動マニュアルを策定する。 
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・震災時には、多数の負傷者が発生することが想定され、医療救護活動の迅速かつ的確な対応が要

求される。 

・このため、区医師会及び関係団体の協力を得て、早期の災害医療体制を確立するとともに、緊急

医療救護所及び避難所医療救護所(以下「緊急医療救護所等」という。)の事前設置計画・後方医療

体制を明確にし、負傷者等の救護に万全を期する。 

 
１ 初動医療体制等  

１－１ 医療救護活動の実施 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・災対健康部 

・ 都に対し自衛隊の災害派遣を要請を要求 

・ 医療機関の被害状況及び活動状況の収集 

・ 荒川区災害医療コーディネーターの配置 

・ 荒川区医療活動調整センターの設置・運営 

・ 緊急医療救護所、医療救護所の設置・運営 

・ 関係機関と連携した医療救護活動 

 

（２）詳細な取組内容 

① 応急医療体制 

・災害発生から６時間以内に、区は防災関係機関と協力して、災害拠点病院及び災害拠点連携

病院敷地内及び近接地の公共施設を利用し、緊急医療救護所を開設する。 

・発災時の医療体制を確保するため、区は医療機関のライフラインの供給・復旧が迅速に行わ

れるよう、医療機関の状況を把握するとともに、防災関係機関に対し要請を求める。 

・都は、医療救護に関する総合的な指揮命令及び連絡調整を行う。 
 

[医療救護活動におけるフェーズ区分] 

区  分 想定される状況 

１ 
発災直後 

（発災～６時間） 

洪水や土砂崩れ等の発生により傷病者が多数発生し、救出救助活

動が開始される状況 

２ 
超急性期 

（６～72 時間） 

救助された多数の傷病者が医療機関に搬送されるが、ライフライ

ンや交通機関が途絶し、被災地外からの人的・物的支援の受入れ

が少ない状況 

３ 
急 性 期 

（72 時間～１週間程度） 

被害状況が少しずつ把握でき、ライフライン等が復活し始めて、

人的・物的支援の受入体制が確立されている状況 

４ 
亜急性期 

（１週間～１か月程度） 

地域医療やライフライン機能、交通機関等が徐々に回復している

状況 

５ 
慢 性 期 

（１～３か月程度） 

避難生活が長期化しているが、ライフラインがほぼ復活して、地

域の医療機関や薬局が徐々に再開している状況 
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６ 
中 長 期 

（３か月以降） 

医療救護所がほぼ閉鎖されて、通常診療がほぼ回復している状況 

 
② 医療情報の収集と伝達 

ⅰ）被害情報の収集 

・区は、区医師会等の協力を得て、人的被害及び医療機関(診療所及び歯科診療所)の被害状況

や活動状況等を把握し、区東北部医療対策拠点（閉鎖後は、「都災害対策本部」とする。）に報

告する。 

ⅱ）情報連絡体制の整備 

・区、区医師会、医療機関等との間の情報連絡について、発災からの時間経過に応じた体制を

整備する。 

・区は、区医師会等と連携し、発災後における、各医療機関等の被災状況や患者の受入が可能

な診療科について具体的な手順を定め、把握に努める。 

・災害拠点病院等の情報収集については、厚生労働省が運用するＥＭＩＳ及びＥＭＩＳが使用

不可能な場合は、都が導入している災害時情報共有ツールにより行う。 

ⅲ）区民への情報提供 

・区は、都から得た情報を精査し、荒川区防災アプリ等を通じて、区医師会及び区民へと情報

提供を行う。 

    [情報の流れ] 
 

  

   

 

 

 

 

③ 荒川区災害医療コーディネーターの配置 

・荒川区災害医療コーディネーターは、区が把握する被災地の負傷者の状況及び医療機関の対

応状況を踏まえ、区の医療救護活動等を統括・調整するため、区に対し医学的助言を行う。 

 

④ 荒川区医療活動調整センターの設置 

・荒川区災害医療コーディネーターや区医師会の協力の下、医療救護班の配置管理や活動支援

等を実施するとともに、応援医療救護班やＤＭＡＴの受入れ等について、区東北部医療対策拠

点（地域災害医療コーディネーター）を通じ、都(都災害医療コーディネーター)等との連絡調

整を行う。 

 
⑤ 緊急医療救護所等の開設・運営 

ⅰ）緊急医療救護所の設置 

・発災後６時間までに緊急医療救護所を設置し、72 時間までの間、負傷者の一次トリアージを

実施し、重症者は災害拠点病院へ、中等症者は災害拠点病院及び災害拠点連携病院(救急告示

防災無線 

（ＦＡＸ） 

区医師会等 

区 民 

東京都保健医療局 

（情報の整理） 各種情報 
区 
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病院等で都が指定)へ搬送するとともに、軽症者の応急手当、避難所等への誘導にあたる。 

・緊急医療救護所は、災害拠点病院及び災害拠点連携病院の敷地内、又は近接した施設に設置

する。 

ⅱ）指示・伝達 

・区本部長は、区医師会等、警察署、消防署、都災害対策本部へ緊急医療救護所等の設置の決

定を電話又は防災無線等を通じて速やかに連絡する。 

・区本部長は、緊急医療救護所等の設置が整った後、災対健康部に対して、災対区民生活部運

用班と連携し、区民へ周知するよう指示する。この場合、屋外子局による無線放送によるほか、

ホームページ、ＳＮＳ、荒川区防災アプリ、荒川区メールマガジン等各種通信手段を用い、速

やかに情報を伝達する。 

ⅲ）医師の参集 

・区医師会は、所属する医師が緊急医療救護所へ早急に参集できるよう、あらかじめ緊急医療

救護所への医師の割り振りを行うとともに活動マニュアルを整備し、適宜、所属医師の反映を

含めた見直しを定期的に行うものとする。 

ⅳ）緊急医療救護所の運営 

・災対健康部、区医師会等、警察署、区民の緊密な協力により、緊急医療救護所等の運営を行

う。運営にかかる主な分担は次のとおり 

機関等 分 担 概 要 

区 

・災対健康部 

⑴ 緊急医療救護所等施設の開設・運営 

⑵ 医薬品、医療器材の搬入 

⑶ 医療救護班の搬送 

⑷ 負傷者等の誘導・整理・受付 

⑸ 活動状況の記録 

⑹ 緊急医療救護所等の広報 

⑺ 緊急医療救護所等の連絡調整 

⑻ その他医療活動の補助 

区医師会 

⑴ 傷病者に対する応急処置 

⑵ 症状、緊急度による負傷者のトリアージ（軽度～重度傷害を分ける） 

⑶ 後方医療施設への転送の要否及び転送順位の決定 

⑷ 転送困難な患者及び避難所等における軽度な患者に対する医療 

⑸ 助産救護 

⑹ 死亡の確認 

区歯科医師会 
⑴ 傷病者に対する応急処置 

⑵ 緊急医療救護所等における軽度な患者に対する治療 

区薬剤師会 

⑴ 緊急医療救護所等で用いる応急医薬品等の優先供給 

⑵ 緊急医療救護所等における傷病者等に対する調剤、服薬指導 

⑶ 緊急医療救護所等における医薬品の仕分け、管理 

柔道整復師会荒

川支部 

⑴ 負傷者に対する応急手当（柔道整復師法に規定された業務の範囲）但し、

医師の指示がある場合は、これに従う。 

⑵ 負傷者に対する応急手当に必要な衛生材料等の提供 
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機関等 分 担 概 要 

⑶ 負傷者に対する応急手当に必要な労務の提供 

警察署 

⑴ 標章及び緊急通行車両確認証明書の交付 

⑵ 緊急医療救護所等の秩序維持 

⑶ 患者搬送のための緊急走行 

区民 

⑴ 被災現場での応急処置 

⑵ 負傷者の緊急医療救護所等への搬入 

⑶ 緊急医療救護所等での秩序維持協力 

 

［医療救護体制図］ 

 

 

⑥ 自衛隊の災害派遣要請 

・区は、災害の規模等を考慮した上で、必要と認める場合、都に対し自衛隊の災害派遣を要請

する。 

・自衛隊は、被災者に対し、応急医療、救護及び防疫を行う。なお、薬剤等は通常関係機関の

提供するものを使用する。 

 

⑦ 消防署における医療連携活動 

・消防署は、東京ＤＭＡＴ連携隊を編成し、東京ＤＭＡＴと一体的に連携活動することを原則

とし、平時から情報共有等を図る。 

 
 
 
 
  
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

 
 

緊急医療救護所 
１次・２次トリアージ 

 
【災害拠点連携病院】 

 
 

 

東京消防庁・警視庁 

救出救助現場 

１次トリアージ 

 

【災害拠点病院】 

【災害拠点連携病院】 

傷病者 

 

自助・共助 

医療活動調整センター 

傷病者発生 

自力歩行 

担架等 

介護タクシー等 
 

 

避難所・自宅 遺体収容所 

搬送調整 

重症者 中等症者 軽症者 

搬送 依頼 

警察署 

搬送支援 

警察署 

搬送支援 

個人タクシー等 
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・東京ＤＭＡＴは「東京ＤＭＡＴ運営要綱」に基づき、東京消防庁の指揮下で活動する。 

・消防署は都とともに、救出救助活動と連携した東京ＤＭＡＴ活動訓練を実施する。 

 

１－２ 負傷者の搬送 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対健康部 

・ 負傷者の搬送手段の確保 

・ 区外医療施設への医療対策拠点・都との連携による負傷者搬送 

・ 民間事業者との連携した後方医療施設への搬送 

 

（２）詳細な取組内容 

① 負傷者の搬送体制 

ⅰ）負傷者の搬送 

・緊急医療救護所の責任者は、あらかじめ定められた基準に基づく搬送順位に従ってトリアー

ジを行い、搬送先施設等の受入体制を確認して搬送する。 

・区内の医療機関での受入が困難な場合、医療活動調整センター（区災害医療コーディネータ

ー）を通じて、医療対策拠点に患者搬送要請を行い、医療対策拠点が受け入れる医療機関の調

整を行う。 

・陸路（車両）、空路（ヘリコプター）及び水路（船舶）を最大限に活用した搬送手段を確保す

る。 

・都と連携して、自衛隊、警察、消防のヘリコプター（東京都ドクターヘリを含む）等を活用

し、航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）等へ搬送する。 

ⅱ）負傷者の搬送手段の確保  

・発災時、負傷者を搬送する手段としては、東京消防庁救急隊や医療機関が保有するドクター

カーがあるが、膨大な数にのぼる負傷者を搬送するには限界がある。 

・区は、個人タクシー協同組合やストレッチャーや車いすを保有する介護タクシー組合等の民

間事業者に対し協力を求め、警察署へ必要な手続きを行い、円滑な活動を確保する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

２ 医薬品・医療資器材の供給 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対健康部 

・ 区医師会及び区薬剤師会と連携した医薬品、医療資器材の調達 

・ 区備蓄の医療資器材セットの活用 

 

（２）詳細な取組内容 

① 医薬品・医療資器材の調達搬送体制の整備  

・区は、区薬剤師会と連携し、災害薬事センターの具体的な運営方法や医療救護所との連携体

制について定める。 

・区薬剤師会会員のうち備蓄協力薬局は、区の要請に基づき、ランニングストック方式により
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備蓄している慢性疾患用の医薬品を提供する。 

・区の医薬品等の備蓄が不足した場合、都の備蓄品を供出するよう都に協力要請し、状況に応

じて、「災害時における医薬品等の調達業務に関する協定」基づき、医薬品卸売販売業者から医

薬品等を調達する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

・医療資器材の調達については、調整発注、受入れの体制を整備するとともに、具体的な搬送

手段を確保する。 

・災害時の輸血用血液の供給については都へ要請するものとする。 

 

② 医薬品・医療資器材の搬送 

・区は、緊急医療救護所等へ医療救護活動に必要な医薬品・医療資器材の搬送を行う。 
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３ 行方不明者の捜索、遺体の検視・検案・身元確認等  

・災害に際し、行方不明者又は死亡者が発生したときは、捜索、収容、検視・検案、火葬の各段階

において、都、区相互間及び各関係機関の連絡を緊密にして、遅滞のないよう対応し、人心の安定

を図るものとする。 

 

３－１ 行方不明者の捜索、遺体の収容、検視・身元確認等 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 警察署との連絡体制の構築 

・ 行方不明者の捜索 

・ 遺体収容所の設置、遺体の搬送 

・ 区民への情報提供 

警察署 
・ 検視等の実施 

・ 遺体の身元確認 

 

（２）詳細な取組内容 

① 遺体の捜索・収容等 

  [遺体取り扱いフロー] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１年以内に引取人 

が判明しない場合 

身元不明遺骨 

遺 体 

被災現場 

遺 族 

遺体の引取り 

遺骨の引取り 

火 葬 場 

火 葬 遺骨遺留品保管所 

都納骨堂等 

遺 体 

負傷者 

身元判明遺体 身元不明遺体 

身元判明遺体 

引渡し 

引渡し 

遺体収容所 

検視・検案 

一時保存 

洗浄等 

身元不明遺体安置所 

身元確認調査 

  火葬許可書等の交付 

 

遺体引渡し所 

 遺体の引渡し 

 検案書の交付 

 火葬許可書の交付等 

医療救護所・医療機関 
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ⅰ）遺体・行方不明者の捜索 

[機関別活動内容] 

各機関 活 動 内 容 

区 

・災対区民生活部 

・ 都総務局と協議し、都各部局、警察、民間団体等の協力を得て、遺体の捜索及

び発見した遺体を遺体収容所へ収容する。 

・ 遺体の搬送については、車両等を用いて行う。 

・ 警察署と連携して行方不明者の相談・情報収集に努める。 

都 
区からの協議に基づき、遺体の捜索について関係機関との連絡調整にあたり、

捜索作業が円滑に実施できるよう支援する。 

警察署 

・ 行方不明者相談所等を設置し、行方不明者の届出相談等を受けるとともに、

情報収集に努める。 

・ 区の捜索に協力する。 

・ 死体の見分、検視は、原則として遺体収容所において、検視規則等に基づき

実施する。 

・ 死体の見分、検視にあたっては、身元確認資料の収集に努める。 

・ 身元不明遺体については、区災害対策本部を通じ、区歯科医師会等に協力を

要請し、身元確認に努める。 

・ 捜索するも身元の判明しない死体については、一定期間経過後、区災害対 

策本部に引き継ぐ。 

自衛隊 

・ 都の要請に基づき、警察署、防災区民組織等（ボランティアを含む）と連携協

力し、行方不明者等の救助・救出に万全を期すとともに、救出救助活動に伴い発

見した遺体に関して、関係機関へ引き継ぐ等適正な処理を行う。 

・ 状況に応じて、遺体の搬送に協力する。 

○捜索及び処理期間 

・災害発生の日から 10日以内とする。また、災害発生の日から 11 日以上経過してもなお遺体

を処理する必要がある場合は、期間内（10日以内）に都本部長に申請する。 

○捜索に関わる帳票 

・救助実施記録日計票 

・捜索用機械器具燃料受払簿 

・遺体の捜索状況記録簿 

・遺体の捜索費関係支出証拠書類 

ⅱ）遺体の搬送（遺体収容所まで） 

・区は遺族等による搬送が困難な遺体の収容依頼があったときは、都や関係機関の協力を得て、

遺体を遺体収容所に搬送する。 

・搬送にあたっては、遺体発見者、遺体発見日時、発見場所、発見時の状況、遺体の身元認知

の有無等について確認する。 

ⅲ）遺体収容所の設置及び活動 

○遺体収容所の設置 

・災対区民生活部は、発災後速やかに遺体収容所を開設し、開設状況について都及び警視庁に

報告するとともに、区民等へ周知する。 
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・遺体収容所は死亡者の状況、周辺施設の被災状況及び避難所の開設状況を勘案し、速やかに

公共建物等に開設し、遺体を収容する。 

・必要器具（納棺用品等）については、災害時協定により確保する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

・区は、大規模災害等により多数の死者が発生する場合に備え、都及び関係機関と協議し、遺

体収容所の開設場所について事前指定しておく等遺体を迅速に収容する体制の確立に努める。 

○遺体収容所の活動 

・遺体収容所においては、検視・検案の実施、遺体検案書の交付、死亡届けの受理、火葬許可

証の交付等の関係法令に基づく手続、遺体の引渡しや一時的な保存、必要に応じて遺体の洗浄

等を一括的に処理する。 

・遺体収容所に管理責任者を配置し、連絡調整等を行う。 

・遺体収容所の運営にあたる職員においては交代制を確保し、安定運営に努める。 

○遺体収容所の活動マニュアル 

・遺体収容所の設置及び活動にあたっては、発災後の混乱期から円滑な運用が求められること

から、事前に活動マニュアルを策定する。 

 

② 検視・検案等 

ⅰ）検視・検案体制 

・検視・検案は、原則として同一場所で集中的に実施することとし、区、都及び警視庁は必要

な体制をとることとする。 

○警視庁 

・各遺体収容所等における遺体の収容状況を集約・調整のうえ、監察医務院長に検案を要請

する。 

○都医師会・都歯科医師会 

・都医師会は、都の要請により、遺体の検案に協力する。 

・都歯科医師会は、都及び警視庁の要請に基づき、必要に応じて遺体の検視に協力する。 

○検案等の迅速化に資する資器材の調達等 

・区は遺体安置所における多数の検案を的確に行うための資器材について、医療関係機関か

らの意見を踏まえた配備に努める。 

ⅱ）区民への情報提供 

・災害発生時における検視・検案、遺体の引き渡しを円滑に実施するためには検視・検案に係

る的確な情報を区民に提供する必要がある。 

・区は都及び関係機関と連携し、防災情報システムや、その他各種メディアを十分に活用して、

区民に対し死者に関する的確な情報提供を行うこととする。 

ⅲ）遺体の身元確認 

・遺体収容所において、区は火葬許可証（必要に応じて「特例許可証」）を発行する。 

・遺体処理票及び遺留品処理票を作成のうえ、納棺し氏名及び番号を記載した氏名札を棺に貼

付する。 

・警察署の協力を得て身元不明遺体の確認、行方不明者の相談に応ずるとともに、身元引受人

の発見に努める。 
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・火葬許可証（必要に応じて「特例許可証」）発行に係る業務について、遺体収容所活動マニ

ュアルと併せて策定する。 

 

３－２ 身元不明遺体の保管、広域火葬の実施  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 遺体及び遺骨、遺留品の保管 

・ 都と連携した広域火葬の実施 

 

（２）詳細な取組内容 

① 火葬の方法 

・火葬に付する場合は、災害遺体送付票を作成し、遺体を指定された火葬場に搬送する。 

・火葬に付した後、遺骨等を遺族に引渡す。 

・引取人のない遺骨及び遺留品については、遺骨及び遺留品処理票を付した上、遺骨遺留品保

管所に一時保管（１年間）する。 

 

② 身元不明遺体の遺骨の取り扱い 

・警視庁（身元確認班）より引き継いだ身元不明遺体の適正な保管に努め、一定期間（概ね１

週間程度）を経過した身元不明遺体を火葬する。 

・区は、身元不明遺体の遺骨を遺留品とともに、遺骨遺留品保管所に保管し、１年以内に引取

人が判明しない場合は、身元不明者扱いとして都営納骨堂その他別に定める場所に保管する。 

・引取人のない焼骨については、火葬場から引き取り、引取人が現れるまでの間、保管する。 

・警察署は、区と協力して身元不明遺体の引取人を調査する。 

 

③ 広域火葬の実施 

・都は、広域火葬が必要であると判断した場合には、災害規模等に応じた効率的な広域火葬体

制を推進する。 

・区は、都内で広域火葬が実施される場合に、都と調整を図り、円滑な広域火葬体制の構築に

努める。 

・広域火葬における区の活動は次のとおり 

⑴ 区内火葬場の被災状況把握 

⑵ 区民への周知 

⑶ 割り振られた火葬場への確認 

⑷ 遺体の搬送に必要な車両の確保 

・遺体搬送車両については、次の順序により要請、調達する。 

⑴ 全国霊柩自動車協会 

⑵ 都 
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１ 医療救護所の設置・運営 

・発災後 72 時間以降、一次避難所において医療救護所を設置し、避難者に対する診療措置、医療救

護活動を実施する。このため、各一次避難所には、区又は外部からの応援による保健師等の医療系

職員を配置し、医療救護班の巡回等、医療活動と連携して実施する。 

・ＤＨＥＡＴ等と連携しながら、医療支援チーム等の受入体制の確保を図る等、避難所等における

医療体制の充実を図る。 

 

２ 保健活動の実施  

・避難所や被災した家屋での長期にわたる不自由な生活あるいはＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障

害）等は、心身の健康にさまざまな悪影響を及ぼすことから、区はＤＰＡＴと連携しつつ、災害関

連死の防止、並びに被災者の健康維持や在宅療養者の病状悪化を防ぐための対策が必要となる。 

・避難所において、長時間同じ姿勢による深部静脈血栓症／肺塞栓症（以下「エコノミークラス症

候群」という。）を防ぐ対策として、災害時協定により弾性ストッキングを調達するとともに、着用

が必要であると認められる避難者に対しては、保健師等による弾性ストッキングの着用に関する指

導を行った上、着用を促す。 

（資料第２ 協定・覚書） 

・避難生活の長期化が予測される場合は、提供されている食事内容や喫食状況等を確認し、必要に

応じて被災者に対する適切なアドバイスを行う必要がある。 

・避難所においてライフラインの途絶や口腔ケアグッズの不足により歯みがき等の口腔ケアが不十

分となり口腔内の清潔が保ちにくくなることから、むし歯や歯周病だけでなく、災害関連死につな

がる誤嚥性肺炎等の呼吸器感染症を防ぐ対策が必要となる。 

 

２－１ 健康相談やメンタルヘルスケア等 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対健康部 

・災対福祉部 

・災対子ども家庭部 

・ 心理カウンセラー及び産業医による職員のメンタルヘルスケア相

談の実施 

・ 保健活動チームによる健康相談やメンタルヘルスケア等 

 

（２）詳細な取組内容 

① 保健師等の活動 

ⅰ）保健活動チームの編成 

・各部の保健師は、保健所長から依頼があった場合は、健康部に協力し連携して災害に対応す

る。 

・区は、巡回健康相談等を行うため、保健師、栄養士、歯科衛生士等からなる保健活動チーム

を編成して避難所等に派遣する。 

・保健活動チームは、関係災対各課と連携し、被災者の健康管理のための相談や活動を行う。 
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※ 関係諸班：医療救護班、災対生活衛生課、巡回精神相談チーム災害時要支援者対策班 

ⅱ）保健活動チームの活動内容 

・保健活動チームは次の保健活動を行う。 

⑴ 避難所における健康・栄養相談 

⑵ 地域における巡回健康・栄養相談及びその調整 

⑶ その他必要な保健活動 

 

② メンタルヘルスケア 

・被災区民及び災害業務に従事する職員のＰＴＳＤや長期にわたる避難生活、災害対応等によ

るストレスから保護するため、区及び関係機関は、メンタルヘルスケアの充実に努める。 

ⅰ）メンタルヘルスケア 

・保健活動チームは、被災区民に対するこころの健康に関する相談を行う。 

・保健活動チームは、避難所等での精神疾患の発症・急変への対応等を行うため、精神科医師、

精神相談員から構成する精神保健福祉相談を行う。 

・災害業務への従事を通じて心身の不調が生じた職員や、その恐れのある職員に対し、職員相

談室において、心理カウンセラー・産業医によるメンタルケア相談を実施する。 

ⅱ）精神障がい者・精神疾患患者への対応 

・病院等の被災により精神疾病に係る治療等が中断しないように、都、区及び患者団体等が協

力して精神障がい者等に対する医療体制を確保する。 

・災対福祉部は災対健康部と連携して、編成した保健活動チームにより、精神障がい者・精神

疾患患者対応を実施する。 

・被災の状況により通院が困難になった患者に対しては、保健活動チーム及び関係諸班等が対

応する。 

 

③ 継続した治療を要する患者への対応 

・生命に係る治療を継続して行う必要のある患者及び医療機関の被害状況を的確に把握し、後

方医療施設への搬送等的確に対応する。 

ⅰ）透析患者への対応 

・透析医療機関は、透析の可否や被害状況等について、①災害時透析医療ネットワークの副ブ

ロック長へ報告、②緊急時透析情報共有マッピングシステム「ＤＩＥＭＡＳ」へ入力、③日本

透析医会災害時情報ネットワークの災害時情報送信ページへ入力を行う。 

・都保健医療局は、日本透析医会等から情報を入手・整理し、区市町村、報道機関及び患者等

に提供する。 

・区は、副ブロック長や地区医師会と連携し、地域の透析医療期間の被災情報等の確認に努め、

都と情報共有する。 

・災対福祉部は災対区民生活部運用班と連携し、被災区民へ情報提供を行う。 

・各避難所の受付等においてポスターを貼付し、医療機関への連絡を促す。 

（資料第３－26 透析患者の災害時透析医療情報連絡系統図） 

ⅱ）在宅難病患者への対応 

・区は、都が区市町村、医療機関及び近県市等と連携して行っている、在宅難病患者の搬送及
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び救護体制の整備に協力する。 

ⅲ）在宅人工呼吸器使用者への対応 

・安否・被害状況の確認と医療機関の情報提供及び必要時搬送、都への協力要請を行う。 

 

３ 生活衛生の確保 

３－１ 感染症予防の発生及びまん延の防止 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対健康部 

・ 感染症発生状況の調査 

・ 被災住民の健康調査、感染症拡大防止 

・ 防疫用資器材の備蓄 

・ 感染症患者及び避難所の消毒活動 

 

（２）詳細な取組内容 

① 感染症予防活動 

・災対健康部は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下「感染症

法」という。）に基づき、患者等の人権に配慮しながら、感染症予防活動を実施する。 

・区本部長は、必要があると認めるときは、都保健医療局又は区医師会に協力を要請するもの

とする。 

ⅰ）区の活動計画 

・災害発生後、速やかに感染症の発生状況及び動向に関する調査を行い、感染症の発生及びま

ん延を防止するため必要と認めたときは、健康診断の勧告等を行う。 

・一類感染症及び二類感染症患者の発生時は、感染症指定医療機関等と連携し、患者移送車の

確保を行い、入院の必要がある感染症患者について入院の勧告を行う。 

・災対保健予防課は、災対生活衛生課と連携して、次の感染症予防活動を実施する。 

⑴ 健康調査及び健康相談 

⑵ 避難所等における感染症予防のための指導 

      ⑶ 一類・二類感染症等の入院対応が必要な感染症患者の搬送 

      ⑷ 感染症予防のための広報及び健康指導 

       ・手洗いの励行、トイレ専用の履物の配備、ペーパータオルの活用等の感染症の発生予

防のための健康指導を行い、ポスターの掲示、ビラの配布、拡声機の使用等により感染

症予防宣伝を実施する。 

⑸ 患者発生時の患者宅等の消毒（指導） 

・感染症の患者発生時は、患者宅及び避難所の消毒（指導）を行う。また、避難所開設

後、トイレやごみ保管場所等の要消毒場所の消毒（指導）を行う。 

・感染症予防対策に必要な薬品を調達、確保する。 

・被災戸数及び感染症予防活動の実施について、都保健医療局長に対し、迅速に連絡す

るものとする。 

・区は、都の実施する感染症予防活動について、十分協力するものとする。 

・その他、感染症法により、自ら必要な措置を行う。 
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ⅱ）防疫用資器材の備蓄計画の策定 

・防疫用資器材の備蓄計画を策定する。 

ⅲ）都の活動計画 

・都保健医療局は、区市町村長の防疫に関する協力の要請があった場合、その他必要と認める

場合は、活動支援や指導を行い、又は区市町村との調整を図る。 

・防疫活動を実施するにあたって必要と認める場合は、都医師会、都薬剤師会等に協力を要請

する。 

・区市町村が行う防疫活動を支援するとともに、必要に応じて、他県市の防疫班の出動を要請

し、その連絡調整を行う。 

・感染症患者発生時の入院先の確保及び搬送体制の確立を図る。 

 

４ 火葬体制 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 国から特例措置が発出された場合は、緊急時の対応として迅速かつ的確な

処理を期すため、火葬許可証に代わる証明書として「特例許可証」を必要に

応じて発行する。 

・ 火葬場の被災状況を把握するとともに、棺や火葬場を確保する。 

・ 状況に応じて、都に広域火葬の応援・協力を要請する。 

・ 都内で広域火葬が実施される場合、都と調整を図り、広域火葬の円滑な実

施と住民への広域火葬体制の広報に努める。 

・ 都の調整の下、割り振られた火葬場に、火葬に必要な事項、手順等を確認

する。 

・ 遺体の搬送に必要な車両を確保する。 

・ 交通規制が行われている場合には、緊急通行車両の標章の交付を受ける。

遺体収容所から受入れ火葬場まで遺体搬送のための措置を講じ、区域内で対

応できない状況となった場合には、都に対して、遺体搬送手段の確保を要請

する。 

都 

・保健医療局 

・ 区の状況に応じ、国に対して火葬許可証に代わる証明書等で迅速な対応が

可能となるよう特例措置を認める通知発出を要請する。 

・ 広域火葬が必要と判断した場合には、「東京都広域火葬実施計画」に基づ

き、都本部に広域火葬の対策に専従する班を編成し、広域火葬体制を整備す

る。 

・ 区からの応援・協力要請に基づき、必要性を検証した上で、広域火葬の実

施を決定し、速やかに区市町村及び関係団体に周知するとともに、近隣県に

今後の応援・協力の必要性を含めて通知する。 

・ 対応可能な都内の火葬場に対し、応援を要請し、広域火葬の受け入れにつ

いての報告を求める。また、都内で対応が困難な場合には近隣県に対し、応

援・協力を要請する。 

・ 各火葬場の受入可能数に応じ、各区市町村に割り振るとともに、当該火葬
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各機関 対策内容 

場及び当該県に対し協力を依頼する。 

・ 火葬場経営者からの応援要請に基づき、他の区市町村及び近隣県等に火葬

要員の派遣を要請する。 

・ 遺体の搬送について区から要請を受けた場合は、輸送車両等の確保につい

て、関係機関等へ協力要請する。 

都 

・建設局 

・ 管理する火葬場（瑞江葬儀所）や都納骨堂での受入れを実施する。 

・ 火葬体制の整備に当たり、施設を管理している立場から、関係機関に対し

て助言、協力を行う。 

 
（２）業務手順 

【火葬体制】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）詳細な取組内容 

・ 区は、遺体の火葬場への搬送に向けて、都内の公営・民間の火葬場や葬祭関係事業団体等と

連携して棺や火葬場を確保し、通行可能な道路にて速やかに搬送する。 

・ 都は、都内の火葬場等の被災状況や区市町村の状況を踏まえ、広域火葬を含めた迅速な火葬

体制を整備する。その際、都内公営火葬場は先導的な役割を担う。 

 
 
 
  

被災区市町村 

都本部 

（都保健医療局） 

都内公営・民間火葬場 

葬祭関係事業団体等 
他 府 県 

（公営火葬場） 

応援要請 

・都に被災状況の報告 

・区域内の火葬場、搬送手段の確

保 

・都内施設の被災状況調査 

・遺体総数の把握 

・国に状況報告 

・広域火葬への応援・協力要請 

施設割当 

広域火葬体制 

協力要請 応援要請 
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第８章 帰宅困難者対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 現在の到達状況 

・東京都帰宅困難者対策実施計画の策定及び東京都帰宅困難者対策条例の施行     

・協定締結による一時滞在施設の確保 

・都による災時帰宅支援ステーションの整備  

 

第２節 課題 

・一時滞在施設における開設・運営体制の整備 

・事業主等に対する防災教育や普及啓発 

・適時適切な情報発信や通信環境の強化 

 

第３節 対策の方向性 

・東京都帰宅困難者対策条例及び東京都駅前滞留者対策ガイドラインに基づく取組の周知徹底 

・事業所等の協力による帰宅支援のための体制強化 

・情報通信基盤の整備 

 

第４節 到達目標 

・事業所における帰宅困難者対策の強化 

・迅速な一時滞在施設の開設及び事業所等の適切な管理運営体制の整備 

・帰宅困難者の受入及び安否確認体制の整備 

・帰宅困難者、一時滞在施設等への情報提供 

・混乱収拾後の帰宅ルール等、安全帰宅のための支援 

  

 震災時においては、多くの帰宅困難者が駅周辺や集客施設等に集中することによる混乱が想定

される。 

 帰宅困難者への支援対策は、区及び各機関の対応では限界があるため、民間事業者、学校等の

「自助」「共助」とも連携した総合的な取組を進める必要がある。 

 本章では、一時滞在施設の確保、事業所等による帰宅困難者対策、駅周辺での混乱防止等につ

いて示す。 
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第５節 具体的な取組 

１ 帰宅困難者対策条例に基づく取組の周知徹底 

（１）主な対策内容と役割分担 

・首都直下地震等への備えを万全とするためには、「自助」、「共助」、「公助」による総合的な対応

が不可欠である。帰宅困難者等の発生による混乱を防止するための一斉帰宅の抑制等の条例に基

づく取組の内容を周知徹底する必要がある。 

 

機 関 名 対 策 内 容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対産業経済部 

・災対教育部 

・ 東京都帰宅困難者対策条例及び東京都駅前滞留者対策ガイ

ドラインの区民・事業者への周知徹底 

・ 一時滞在施設の確保 

・ 学校等における児童・生徒等の安全確保 

都 

・総務局 

・ 東京都帰宅困難者対策条例の都民・事業者への普及啓発 

・ 国とともに、首都圏自治体、鉄道・通信事業者、民間団体等

からなる「首都直下地震帰宅困難者等対策連絡調整会議」を設

置 

・ 東京都帰宅困難者対策実施計画に基づく各種取組の推進 

・ 「事業所防災リーダー」制度を活用した事業所の防災対策・

帰宅困難者対策の強化 

・ 各駅・地域間の連携・情報共有に資するため、広域的な立場

から、都内区市町村、駅前滞留者対策協議会等が参加する東京

都帰宅困難者対策フォーラムを開催 

・ 駅前に多数の帰宅困難者が発生したとの想定で、駅、駅周辺

事業者、公共施設の管理者等が連携し、混乱防止や安全確保に

努めるため地元自治体と合同で帰宅困難者対策訓練を実施 

都 

・交通局 
・ 都営地下鉄の駅における備蓄の配備 

警視庁 

・ 所轄の警察署は、計画の策定、広報及び誘導要領等に関し、

駅前滞留者対策協議会等に対して助言 

・ 駅前滞留者対策協議会等と連携した訓練の実施 

・ 地域版パートナーシップを活用した広報・啓発活動の推進 

東京消防庁 

・ 所轄の消防署は、駅前滞留者対策協議会等に対して指導・助

言 

・ 事業所防災計画の作成状況の確認、作成の指導 

事業者 

・ 事業所防災リーダーへの登録 

・ 企業等における従業員等の一斉帰宅の抑制のため、施設内に

おける体制整備や必要な備蓄の確保 
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機 関 名 対 策 内 容 

・ 外部の帰宅困難者を受け入れるため、10％程度余分の備蓄を

検討 

・ 企業等における施設内待機計画の策定と従業員等への周知 

東京商工会議所 

東京経営者協会 

東京青年会議所 

・ 事業所防災リーダーの普及啓発への協力 

・ 団体及び会員企業向け啓発や対策の実施 

・ 団体における連携協力体制の整備 

集客施設及び駅の事業者 

・ 集客施設及び駅における利用者保護のための施設内におけ

る体制整備や必要な備蓄の確保 

・ 集客施設及び駅における利用者保護計画の策定と従業員等

への理解の促進 

区民 ・ 外出時の発災に備えた必要な準備 

 

（２）詳細な取組内容 

① 東京都帰宅困難者対策条例に基づく取組の周知徹底 

・区及び都は、区民や事業者、そして行政機関が取り組むべき基本的事項について定めた、東

京都帰宅困難者対策条例の内容について、ホームページ、パンフレットの配布、説明会の実施

等により普及啓発を図る。 

 

［東京都帰宅困難者対策条例の概要］ 

・ 企業等従業員の施設内待機の努力義務化 

・ 企業等従業員の３日分の備蓄（飲料水、食料等）の努力義務化 

・ 駅、大規模な集客施設等の利用者保護の努力義務化 

・ 学校等における児童・生徒等の安全確保の努力義務化 

・ 官民による安否確認と災害関連情報提供のための体制整備等 

・ 一時滞在施設の確保に向けた都、国、区、民間事業者との連携協力 

・ 帰宅支援（災害時帰宅支援ステーションの確保に向けた連携協力等） 

 

② 事業者における施設内待機計画の策定 

ⅰ）計画の策定・周知 

・事業者は、協議会で取りまとめた「事業所における帰宅困難者対策ガイドライン」を参考

に、事業所防災計画等において、従業員等の施設内待機に係る計画を定めておく。その際、

他の企業等との連携、行政機関との連携、地域における帰宅困難者等対策の取組への参加等

についても可能な範囲において計画に明記する。 

・テナントビルの場合や入居者が複数存在する複合ビルの場合、企業等はビルの施設管理者

や他の入居者と連携し、建物ごとの個別の事情に応じて、あらかじめ役割分担を取り決め

る。 

・事業者は、冊子等（電子媒体も含む。）により、施設内待機計画に係る計画を従業員等に周

知する。 

・都からの防災情報等を活用するために、事業所防災リーダーへの登録を行う。 
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ⅱ）備蓄 

・従業員等が企業等の施設内に一定期間待機するためには、必要な水、食料、毛布、携帯ト

イレ・簡易トイレ、衛生用品（トイレットペーパー等）、燃料（非常用発電機のための燃料）

等をあらかじめ備蓄しておく必要がある。その際、備蓄品の配布が円滑にできるよう、備蓄

場所についても考慮する。 

・高層ビルに所在する企業等においては、エレベーターが停止した場合に備え、備蓄品の保

管場所を分散させておくことも考慮する必要がある。また、配布場所の軽減や従業員等の防

災意識向上等の視点から、事前に備蓄品を従業員等へ配布しておく方法も検討する。 

・発災後３日間は、救出・救助活動を優先する必要があるため、従業員等の一斉帰宅が救

出・救助活動の妨げとならないよう、発災後３日間は、事業者が従業員等を施設内に待機さ

せる必要があるため、３日分を備蓄量の目安とする。ただし、以下の点について留意する必

要がある。 

  事業者は、震災の影響の長期化に備え、３日分以上の備蓄についても検討していく。 

  事業者は、３日分の備蓄を行う場合についても、共助の観点から、外部の帰宅困難者（来

社中の顧客・取引先や発災時に建物内にいなかった帰宅困難者等）のために、例えば、

10％程度の量を余分に備蓄することも検討していく。 

ⅲ）従業員への対応・訓練等 

・事業者は、施設内に従業員等が留まれるよう、日ごろから耐震診断・耐震改修やオフィス

の家具類の転倒・落下・移動防止措置、事務所内のガラス飛散防止対策等に努める。 

・災害発生時の建物内の点検箇所をあらかじめ定めておくとともに、安全点検のためのチェ

ックリストを作成する。 

・停電時の対応も含め、建物及び在館者（発災時建物内にいた従業員等及び従業員等以外の

来所者）の安全確保の方針について、事業所防災計画等で具体的な内容をあらかじめ定めて

おく。 

・高層ビルについては、高層階で大きな揺れの影響を受ける長周期地震動への対策を講じて

おく。 

・事業者は、発災時における従業員等との連絡の手段・手順をあらかじめ定めておくととも

に、従業員等が安心して施設内に待機できるよう、その家族等との安否確認手段を従業員等

へ周知する必要がある。 

⑴ 外出する従業員等の所在確認 

従業員等は、訪問先の事前連絡、訪問先変更の連絡を行うこと等により発災時に企業

等が、従業員等の所在を把握できるような対応に努める。 

また、被災した場所から会社若しくは自宅の距離に応じて従業員等が取るべき対応を

検討しておくことが望ましい。 

⑵ 安否確認手段 

安否確認については、電話の輻輳や停電等の被害を想定し、それぞれの通信手段網

の特性を踏まえて複数の手段を使うことが望ましい。 

・ 固定及び携帯電話の音声ネットワークを利用するもの。 

（例）災害用伝言ダイヤル（171） 

・ 固定及び携帯電話のデータ通信ネットワークを利用するもの。 
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（例）災害用伝言板（Ｗｅｂ171）、ＳＮＳ、ＩＰ電話、専用線の確保等 

事業者は、従業員等に対し家族等との安否確認の訓練を行うように努める。 

（例）毎月１日・15 日は、ＮＴＴの安否確認サービスの体験利用が可能であること

を、社内報等を活用し、定期的に従業員へ周知する。 

・事業者は、地震を想定して自衛消防訓練等を定期的に実施する際に、併せて施設内待機に

関する手順等についても確認し、必要な場合は改善を行う。 

・事業者は、年１回以上の訓練を定期的に実施し、当該訓練の結果について検証するととも

に、必要に応じて施設内待機に係る計画等に反映させる。 

 

③ 学校等における児童・生徒等の安全確保 

・学校等は、学校危機管理マニュアル等に基づくとともに、必要に応じ災害時の児童・生徒の

安否確認ハンドブック等を参考にし、保護者等との連絡体制を平時から整備し、発災時には、

児童・生徒等の学校内又は他の安全な場所での待機、その他児童・生徒等の安全確保のために

必要な措置を行う。 

 

④ 区民における準備 

・外出時の災害に備え、家族その他の緊急連絡を要する者との連絡手段の確保や安否確認方法

の事前共有、待機又は避難する場所、徒歩による帰宅経路の確認、歩きやすい靴等その他必要

な準備をする。特に携帯電話の充電用ケーブルや予備バッテリー等の準備もしておくことが望

ましい。 

 

２ 帰宅困難者への情報通信体制整備 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対産業経済部 

・ 事業者及び帰宅困難者が情報提供を受けられる体制整備及

び情報提供ツールの周知 

都 

・総務局 

・ 帰宅困難者対策オペレーションシステムの開発・運用 

・ 事業者及び帰宅困難者が情報提供を受けられる体制整備及

び情報提供ツールの周知、ガイドライン等の作成 

・ 都のホームページにおける帰宅困難者向けポータルサイト

等の設置・運営 

・ 都立一時滞在施設に対し、帰宅困難者用のＷｉ-Ｆｉ及び

災害時用公衆電話（特設公衆電話）を整備。また、携帯電話

充電用の蓄電池を配備 

・ 民間一時滞在施設に対し、帰宅困難者向けの携帯電話充電

用の機器に対し補助を実施  

・ 一時滞在施設における電力・通信体制の強靭化の取組推進 

・ 電源途絶時でも一時滞在施設を判別できるよう、専用の案
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各機関 対策内容 

内表示を作成し、施設へ配布 

警視庁 
・ 適切な情報連絡や安全な避難誘導の指示を伝えるための広

報用資器材の整備 

通信事業者 

・ 事業者及び帰宅困難者が情報提供を受けられる体制の整備 

・ 災害用伝言ダイヤル（171）、災害用伝言板等の災害用伝言

サービスの普及啓発、防災訓練等における利用体験の実施 

 

（２）詳細な取組内容 

① 都の取組 

 ・携帯電話のＧＰＳ情報等を活用し発災時の人流混雑状況を把握するとともに、一時滞在施設

の開設・運営状況を把握する帰宅困難者対策オペレーションシステムを開発・運用し、都内の

滞留者・帰宅困難者に対し適時適切な情報発信を実施する。 

 ・令和５年度末に、都内の一時滞在施設の開設・運営状況を把握するシステムを実装し、その

後順次運用を開始。令和６年度末までに、人流混雑状況を含め、帰宅困難者対策に必要な機能

を実装できるよう、開発を進めていく。その後、実災害等で運用し、更なる機能向上を図る。 

・都のホームページにおける帰宅困難者向けポータルサイト等を活用し、情報提供を行う。 

・都立一時滞在施設に対し、帰宅困難者が安否確認等に使用可能なＷｉ‐Ｆｉアクセスポイ

ントや災害時用公衆電話（特設公衆電話）を整備する。また、帰宅困難者の携帯電話等を充電

可能な蓄電池を配備する。 

 

② 区及び都の取組 

・震災時の帰宅困難者等に対する安否の確認及び災害関連情報等の提供を行うため、通信事業

者と連携して、情報通信基盤の整備及び災害関連情報等を提供するための体制を構築する。 

 

３ 帰宅困難者への意識啓発及び一時滞在施設における運営体制の支援 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対産業経済部 

・ 区民、事業者に対する意識啓発 

・ 一時滞在施設及び事業所等に対する運営体制の支援 

 
（２）詳細な取組内容 

① 帰宅困難者の推計 

・都防災会議が公表した｢首都直下地震等による東京の被害想定」によると、地震発生直後に交

通機関の運行が停止し、徒歩での帰宅が困難になる者を帰宅困難者としており、都全体で約 415

万人（※)が発生すると推計されている。 

・区では、同時刻に区人口の約７％にあたる約 27,000 人の帰宅困難者の発生が想定されてい

る。 
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※ 首都直下地震時に生じる帰宅困難者約 453 万人（最大）から東京都市圏外の道府県（東京

都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県以外の道府県）及び海外からの来訪者約 38万人を除

く。 

 

② 意識啓発 

・発災直後、区の応急対策活動は避難者の保護等に重点を置くため、外出者に対する公的支援

には限界があることから、防災訓練等を通じて、区民や事業者に対して「外出者の行動ルー

ル」、「帰宅困難者心得 10か条」、「東京都帰宅困難者対策条例」（平成 25 年４月施行）の普及を

図る。 

（資料第１－11 東京都帰宅困難者対策条例） 

 

③ 情報収集と判断 

ⅰ）体制の整備 

・過去の地震で発生した鉄道駅での混乱を教訓として、鉄道事業者は、利用者の駅施設への

一時受入や情報提供の体制について整備する。 

・鉄道駅での混乱を防止するため、区・鉄道事業者・警察・消防署の連携体制を整備する。 

ⅱ）情報提供体制の整備 

・通信事業者の緊急速報メールを通じて、帰宅困難者に対し、鉄道の復旧状況等を提供でき

る体制を整備する。 

 
④ 事業所等における帰宅困難者対策 

ⅰ）基本原則「組織は組織で対応する」 

・事業者は、自助・共助の考え方に基づき、「組織は組織で対応する」との基本原則により、

従業員、顧客に対する安全確保に努める。 

・区においても区内事業者に対して、事業所における外出者対策等について働きかけを行

う。 

 

[事業所等・外出者の役割等] 

 課 題 対 策 

事
業
所
等 

平 

時 

安全確保、混乱防止 事業所施設の安全対策の徹底を図る。 

帰宅困難者対策の計画化 
災害時の対応マニュアルの作成等体制整備に努め

る。 

飲料水・食料等の確保 
従業員等の待機用として最低３日分の備蓄に努め

る。 

情報の入手手段の確保 バッテリー式ラジオ・テレビを配備する。 

安否確認方法の検討 従業員の安否確認方法や連絡手段を検討する。 

災

害

時 

飲料水・食料の提供 顧客や従業員へ配布する。 

外出者への支援 
外出者に対して、一時的に待機する場所、飲料水、ト

イレ等を提供する。 

情報の入手と周知 行政や報道機関から情報を入手する。 
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安否確認の実施 従業員と家族との安否を確認する。 

仮泊場所等の確保・提供 事務室、会議室、ロビー等を開放する。 

順次帰宅の実施 状況把握の上、整然として順次帰宅する。 

事業の再開 
従業員を一時的に自社に留め、事業所の応急復旧活

動要員として活用し、事業の再開に努める。 

地域の応急復旧活動への参加 
留まった従業員は、可能な範囲で、地域の応急・復旧

活動に参加するよう努める。 

外
出
者 

平 

時 

徒歩帰宅に必要な装備等の準備 飲料水・食料、装備等の準備をする。 

家族との連絡手段の確保 
災害用伝言ダイヤル（171）や遠方の親戚等災害時の

連絡先をあらかじめ家族で決める。 

徒歩帰宅経路の確認 徒歩帰宅経路を確認し、実地踏査を行う。 

災
害
時 

状況の確認 慌てずにラジオ等で状況を確認し、行動する。 

無理な行動の自粛 
家族等との安全が確認ができた場合には、無理な帰

宅はしない。 

 
⑤ 一時滞在施設の確保 

ⅰ）基本的な考え方 

・一時滞在施設については、区内を経由する帰宅困難者へ提供する可能性があることから、

発災後数日間の開設を基本とする。このため、区施設等の公共施設のうち、鉄道駅付近、国

道や都道の沿線や交差点付近に所在し、避難所に指定されていない施設（町屋文化センタ

ー、日暮里サニーホール、ムーブ町屋等）への受入を基本とする。また、多数の乗降がある

駅については、周辺の民間事業者の協力を得て、一時滞在施設の確保に努める。 

・小中学校等避難所に受け入れる場合は、混乱を防止するため、それぞれが使用するエリア

をあらかじめ区分する等、施設の使用方法を明確にする。 

・一時滞在施設の確保にあたっては、畳部屋等高齢者や乳幼児等の要配慮者が休息できる 

スペースを把握する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

（資料第３－27 一時滞在施設一覧） 

ⅱ）情報提供体制の整備 

・一時滞在施設となった施設については、防災行政無線戸別受信機又はＭＣＡ無線機等を通

じて、鉄道の復旧状況や道路の被害状況等帰宅困難者が必要とする情報を提供する。 

 

⑥ 民間事業者の取組 

・東京都帰宅困難者対策条例を踏まえ、東京商工会議所荒川支部、荒川区工業団体連合会及び

荒川区商店街連合会等に対し、自助・共助の観点から、区外従業員の一斉帰宅抑制や来訪者の

一時保護、食料・飲料水の備蓄等等の取組を要請する。 

・ロビーや会議室等一定規模の共有スペースがある施設を有する事業者に対し、一時滞在施設

として当該施設の提供が得られるよう、東京商工会議所荒川支部等を通じて協力を求める。 
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４ 帰宅支援のための体制整備 

（１）主な対策内容と役割分担 

・混乱収拾後、帰宅困難者の帰宅を支援するため、鉄道運行状況や帰宅道路に関する情報の提

供、徒歩帰宅者に対する沿道支援の体制を構築する。 

 

（２）詳細な取組内容 

① 混乱収拾後の帰宅方法の周知 

・都は、国と共同で運営する、首都圏自治体、鉄道・通信事業者、民間団体等から成る「首都

直下地震帰宅困難者等対策連絡調整会議」等において、鉄道等公共交通機関が復旧した場合に

帰宅者が駅に集中することを避ける等、混乱収拾後の適切な帰宅方法・ルールのあり方を検討

し、事業所防災リーダーも活用しながら、区民・事業者に周知していく。 

・区は都と連携し、事業所防災リーダーへの情報発信や、帰宅困難者対策オペレーションシス

テムを通じた都内滞留者への情報発信を通じて、徒歩帰宅者の安全な帰宅を支援する。 

・事業者は、帰宅抑制の後、混乱が収拾してから従業員等が安全に帰宅できるよう、事前に帰

宅のためのルールを設定しておく。 

○帰宅時間が集中しないための対応 

日ごろから、従業員等の居住地、家族の事情等の把握に努め、帰宅者の順序をあらかじめ

定めておく。この際、帰宅する方面に応じて順序を考慮することも検討する。 

○帰宅状況の把握 

従業員等が安全に帰宅したことをメール等の方法により確認する。 

また、従業員等を班編成し、帰宅させる場合には、その班ごとにあらかじめ連絡要員を指

定し、定期的に企業等と所在確認すること等も検討する。 

 

② 災害時帰宅支援ステーションによる支援 

・災害時帰宅支援ステーションが徒歩帰宅者に対して行う主な支援内容は、水道水及びトイレの

提供、地図等による道路情報及びラジオ等で知り得た通行可能な道路等の情報提供等である。 

※店舗の被害状況により、実施できない場合もある。 

・事業者は、災害時帰宅支援ステーションの意義について普及啓発するとともに、自治体と協

定等を締結し、災害時帰宅支援ステーションを運営する。 

 

［荒川区内の主な災害時帰宅支援ステーション］ 

 ・コンビニエンスストア 

 ・ファミリーレストラン 

 ・カラオケボックス 

 ・ガソリンスタンド 

 ・都立高校 

 ・自動車販売店 等 
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③ 災害時サポートステーション 

・東京都石油業共同組合のガソリンスタンドが災害時サポートステーションとなっており、災

害時に緊急車両への燃料提供、被災者および帰宅困難者に対した支援を行う。 

（資料第３－28 災害時サポートステーション） 

 

④ 帰宅支援対象道路 

・都は、帰宅支援対象道路として指定した 16 路線について都民へ周知を図る。 

・帰宅支援対象道路沿道では、災害時帰宅支援ステーションだけでなく、地域ぐるみの取組も

必要である。例えば、沿道のビル・店舗が、トイレの貸し出しや休憩場所の提供を行うこと

や、商店等による炊出しが考えられる。これらの取組を組織的に行うために、駅前滞留者対策

協議会のような地域の徒歩帰宅支援のための協議会の取組を支援する。 

・帰宅支援対象道路の沿道においては、徒歩帰宅者向けの看板や案内図の設置のほか、徒歩帰

宅者のための安全な歩行空間の確保（無電柱化、バリアフリー化等）や、円滑な歩行を阻害す

る要因（不法占用、違法駐輪等）の解消に向けた検討を行う。 

 

［荒川区内の帰宅支援の対象道路］ 

路線名 区間 荒川区内の区間 

日光街道 日本橋元標～水神橋 常磐線三の輪ガード～千住大橋 
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１ 帰宅困難者対策オペレーションシステム等を活用した初動対応 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対産業経済部 

・災対教育部 

・ 区内の滞留者へ発災直後からの安全確保について呼びかけ 

・ 区内の混雑状況や被害状況、交通機関運行状況、一時滞在施

設の安全確認状況等について情報収集した上で、一斉帰宅抑

制や一時滞在施設の開設の可否を判断 

都 

・総務局 

・ 都本部内に、帰宅困難者対策部門を設置 

・ 都内滞留者へ発災直後からの安全確保について呼びかけ 

・ 都内の混雑状況や被害状況、交通機関運行状況、一時滞在施

設の安全確認状況等について情報収集した上で、一斉帰宅抑

制や一時滞在施設の開設の可否を判断 

国 

・交通事業者 

・ 公共交通機関の運行状況等について情報収集し、適宜都や区

と共有 

 

（２）詳細な取組内容 

・区は、個人・事業所等に対する一斉帰宅抑制の呼びかけや安否確認方法の周知を行い、関係

機関と連携して、避難所や一時滞在施設の開設状況等、災害関連情報等を提供する。 

・都は、都本部内に、帰宅困難者対策部門を設置し、対応する。 

・区及び都の災害対策本部は、発災直後から、区内及び都内の滞留者に対し報道機関やＳＮＳ

等を活用する等して、なるべく迅速に安全確保のための行動を呼びかける。 

・区及び都は、区内及び都内滞留者の一斉帰宅の抑制や一時滞在施設の開設の要否等を判断す

るため、混雑状況や被害状況、交通機関の運行状況、一時滞在施設の安全確認等の準備状況等

について情報収集し、適宜ＤＩＳ等で共有する。 

また、都が開発中の帰宅困難者対策オペレーションシステムについても、都本部において利用

可能な機能を順次活用し、ＧＰＳ情報に基づく混雑状況やＳＮＳ投稿情報に基づく被害状況等

を収集し、対応する。 

・公共交通機関の運行状況については、帰宅困難者の動向に大きな影響を与えるため、国や

都、区や交通事業者が連携して情報を共有し、区内滞留者へ適切に発信する。 
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２ 事業所等における帰宅困難者対策 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

国、都、区 ・ 報道機関や通信業者等と連携した事業所への情報提供 

事業者 ・ 従業員等を施設内に一定期間待機 

学校等 ・ 児童・生徒等を保護し、保護者へ連絡 

 

（２）詳細な取組内容 

ⅰ）事業所防災リーダーの活用 

・都は、事業所防災リーダーに登録されたメールアドレスやＬＩＮＥアカウントに対して、

発災時に様々な災害情報や防災行動のお願い等を発信する。 

・各事業所防災リーダーは、都からの発信情報を参考に、一斉帰宅の抑制等、事業所内で適

切な災害対策を実施する。 

ⅱ）事業所による従業員等の施設内待機 

・従業員等がチェックリストにより施設の安全を確認する。 

・国、都、区が一斉帰宅抑制の呼びかけ等を受けた後は、災害関連情報等を入手し、周辺の

火災状況等を確認し、従業員等を施設内又は他の安全な場所に待機させる。なお、各事業所

の自主的な判断による待機等の行動も妨げない。 

・来所者についても、従業員等に準じて、施設内又は他の安全な場所で待機させるようにす

る。 

ⅲ）施設内に待機できない場合の対応 

・建物や周辺が安全でない場合は、事業所は、行政機関からの一時滞在施設等の開設情報等

を基に、一時滞在施設等へ従業員等を誘導する。なお、誘導先は地域の事情によるものとす

る。また、テナントビルの場合は、施設管理者の指示に従うものとする。 

ⅳ）防災活動への参加 

・事業所は、事業継続のための要員を除き、可能な範囲で、被災者支援・復旧活動（特に要

配慮者の保護等）に努める。 

ⅴ）情報提供体制の確保 

・事業所は、災害発生時に施設内待機の判断を行うとともに、待機させる従業員等に対して

災害関連情報や公共交通機関の運行情報等を提供する必要がある。そのため、国、都、区

は、あらかじめ報道機関や通信事業者、公共交通機関等と連携協力して、事業所が必要な情

報を得られる仕組みを構築しておく。 

・都は、事業所防災リーダーシステム、帰宅困難者対策オペレーションシステム等を通じ

て、事業所へ適宜災害情報を発信していく。 

ⅵ）学校等の対応 

・学校等は、児童・生徒等を保護し、必要に応じて備蓄物資等を提供する。児童・生徒等の

安否等について、事前に定める手段により、保護者へ連絡する。 
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［一斉帰宅抑制フロー図］ 

 

 

（「事業所における帰宅困難者対策ガイドライン」（首都直下地震帰宅困難者等対策協議会）より引

用） 

  

平常時

３
時
間
後
ま
で

企業等が施設の安全確認、従業員等の安否確認

国や都県、政令指定都市による⼀⻫帰宅抑制対策の開始
（呼びかけ等）

建物の耐震性や周辺の被害状況を勘案し、
企業が判断

企業等が施設に
留まれると判断

企業等が施設に
留まれないと判断

企業等が従業員等を
⼀時滞在施設等へ誘導

○待機場所の指定
○社員へ家族の
安否確認を促す

○備蓄品の配布 等

企業等が帰宅開始に係る参考情報の収集、従業員等へ提供

企業等の帰宅ルールの下、企業等又は従業員等において判
断し、帰宅を開始する。

帰宅

企業等

企業等が従業員等を
社内で待機

国 関係機関

⺠間、国、都、他⾃治体
の⼀時滞在施設

開設状況の提供

区災害対策本部

区は、⼀時滞在施設開設
状況を集約し、情報提供

国 関係機関

連携

都災害対策本部

災害関連情報及び徒歩帰
宅支援等に関する情報等
を提供

都県、政令指定都市
災害対策本部

国、都、区

施設内待機のための計画をあらかじめ企業等が策定

発災

６
時
間
後
ま
で

１〜３
日
後

混乱収拾
時以降

都県や国の対策等の情報の流れ

⼀時滞在施設開設等の情報の流れ
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３ 駅周辺での混乱防止 

発災時、公共交通機関が運行停止し、駅やその周辺は多くの人が滞留し混乱等が発生することが

想定されるが、行政の「公助」には限界があり、駅周辺の事業者や学校等が行政と連携して、混乱

防止を図る。 

 

３－１ 駅周辺や集客施設及び駅等における利用者保護 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対産業経済部 

・ 駅周辺や集客施設における滞留者の一時滞在施設の確保 

・ 滞留者に対する情報提供、帰宅困難者等の誘導 

都 

・総務局 

・ 都は、帰宅困難者対策オペレーションシステムを通じて集客

施設や駅利用者等へ、都内の混雑に関する情報や一時滞在施設

の開設・運営情報等を提供できるよう整備 

・ 報道機関や通信事業者等と連携協力して、事業者及び一時滞

在施設が必要な情報を得られる仕組みを構築 

集客施設及び駅等の事業者 
・ 集客施設及び駅等における利用者の保護 

・ 駅前滞留者を一時滞在施設等へ安全に案内又は誘導 

鉄 道 事 業 者 ・ 駅利用者に必要な情報を提供 

 
（２）詳細な取組内容 

① 区の対応 

・国、都、報道機関及び通信事業者等と連携協力して、事業所が必要な情報を得られる仕組み

を構築しておく。 

 

② 集客施設及び駅等の事業者の対応 

・利用者及び自らが、管理する施設の安全を確保する。 

・国や都の一斉帰宅抑制の呼びかけ等を受け、行政機関や関係機関から提供される災害関連情

報等により、災害関連情報等を入手し、火災状況等、周辺の安全を確認する。 

・安全が確認できた場合、利用者を施設内の安全な場所で保護する。なお、各施設管理者によ

る自発的な対応を妨げるものではない。 

・保護した利用者は、区や関係機関との連携の下、原則として事業者等が一時滞在施設へ案内

又は誘導する。 

・一時滞在施設への案内又は誘導が困難な場合においては、各事業者は、区や関係機関と連携

し、施設の特性や状況に応じ可能な限り待機中の施設又は隣接施設の協力を得て、当該施設が

保護した利用者の帰宅が可能になるまでの間、一時的に一時滞在施設となることも想定する。 

・利用者を保護した施設が一時滞在施設となる場合は、施設の安全性や確保可能なスペース等

を勘案し、外部の帰宅困難者の受入れについても検討する。 
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・建物や周辺が安全でない場合は、区や関係機関との連携の下、原則として事業者が一時滞在

施設等へ利用者を案内又は誘導する。 

・利用者保護に当たって、事業者は、区や関係機関とも連携し、あらかじめ定められた手順等

に基づき、要配慮者に配慮する。 

 

③ 鉄道事業者の対応 

・駅利用者に対し、構内放送や駅周辺の地図を配布する等、駅から誘導場所までの情報を提供

する。 

・駅利用者に対し、列車や代替輸送等の運行情報を提供する。 

 
３－２ 一時滞在施設の開設、帰宅困難者の受入 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対産業経済部 

・ 協定締結事業者へ一時滞在施設の開設要請 

・ 一時滞在施設等の案内 

・ 鉄道の運行状況等の情報提供 

 

（２）詳細な取組内容 

① 協定締結事業者へ一時滞在施設の開設要請 

ⅰ）事業者との連携 

・全ての帰宅困難者を区施設へ案内することは困難であるため、他の公共施設、事業者の協

力を得る必要がある。 

・協定締結事業者は、ＭＣＡ無線機等を通じて、区と協定締結事業者との間で情報共有し、

鉄道の復旧状況、道路の被害状況等帰宅困難者が必要とする情報を収集する。 

・協定締結事業者については、駅周辺での混乱抑制のため、鉄道等の運行状況を踏まえ、早

期に区へ一時滞在施設の開設を要請する。 
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ⅱ）一時滞在施設の開設・運営 

 

［一時滞在施設の開設・運営フロー図］ 

 

 

（「一時滞在施設の確保及び運営のガイドライン」（首都直下地震帰宅困難者等対策協議会）より引

用） 

  

平常時

概
ね
６
時
間

施設管理者が施設の安全確認

都、区による開設の要請

建物の耐震性や周辺の被害状況を勘案し、管理者が判断

施設管理者が施設の安全
を判断

施設管理者が施設は安
全でないと判断

○受入人数・日数の決定
○施設内への誘導
○待機場所の指定
○備蓄品の配布
○災害関連情報の提供
○要配慮者の対応 等

帰宅困難者も含めた施設の運営（共助）

帰宅

⼀時滞在施設

国 関係機関

区に対して、⼀時滞在施設の開
設状況を報告

国 関係機関

連携

都・区災害対策本部

国、都、区

施設管理者があらかじめ運営計画等を策定

発災

概
ね
12
時
間

概ね１日

混乱収拾
時以降

帰宅開始に係る参考情報の収集、情報提供

施設管理者は、受け入れた帰宅困難者の帰宅を開始させる

連携

⼀時滞在施設を開放
帰宅困難者の受入れ開始

⼀時滞在施設の開放を
断念 都・区災害対策本部

区から⼀時滞在施設の開設状況
を提供

帰宅困難者
移動

都災害対策本部

災害関連情報及び徒歩帰宅支援
等に関する情報等を提供

３日後

都県や国の対策等の情報の流れ

⼀時滞在施設開設等の情報の流れ
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② 鉄道の運行状況等の情報提供 

・一時滞在施設開設後は、鉄道事業者と連携し、運行状況等の情報提供を行う。 

 

③ 帰宅支援 

ⅰ）基本的な考え方 

・外出者の帰宅を支援するため、鉄道運行状況や帰宅道路に関する情報の提供、代替輸送手

段の確保、徒歩帰宅者に対する沿道支援等を行う。 

ⅱ）各機関、団体の役割 

○鉄道運行情報の提供 

・鉄道事業者は、折り返し運転の実施状況、乗り継ぎが可能な路線等に係る情報を都に提供

し、周知を図る。 

○代替輸送手段の確保 

・鉄道事業者は、バス等による代替輸送手段を確保する。 

○徒歩帰宅者への支援等 

名機関 内容 

警 察 署 避難道路への警察官の配置、交通規制資器材を活用した誘導路の確保等を行う。 

消 防 署 火災情報の伝達、区民への初期消火、救出救護の実施の呼びかけ等を行う。 

郵 便 局 荒川郵便局において、情報提供、休憩所として水道水、トイレ等の提供を行う。 

東京電力 

グループ 
人命尊重等を最優先にした電力供給と区等と連携した早期復旧に努める。 

東京ガス 

グループ 
避難道路沿い施設の安全化を図る。 
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１ 帰宅ルール等による安全な帰宅の推進 

（１）主な対策内容と役割分担 

・職場や一時滞在施設等に留まった帰宅困難者は、地震発生以降の混乱が落ち着いた後、特に、

救出・救助活動が落ち着くと考えられる発災後概ね４日目以降、順次帰宅することを想定してい

る。一方、混乱が収拾し鉄道等の公共交通機関が復旧した際には、留まっていた帰宅困難者が駅

等に集中し、再度混乱を生じる恐れがある。 

・こうした帰宅の集中を避けるため、関係機関や事業者が連携して情報を収集し、安全な帰宅が

実現できるよう対応する必要がある。さらに混乱が収拾し帰宅が可能な状況になったとしても、

特に長距離の徒歩帰宅が困難な要配慮者等に対しては、優先的に代替輸送機関による搬送が必要

となる可能性がある。 
 

① 帰宅ルールの周知・運用 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対産業経済部 

・ 荒川区ホームページ、荒川区メールマガジン及び荒川区防災アプ

リ等、様々な広報手段を用い、分散帰宅等の方法を周知 

都 

・総務局 

・ 都は、事業所防災リーダーシステムや帰宅困難者対策オペレーシ

ョンシステムにより、事業所や帰宅困難者等に情報発信し、分散帰

宅等の方法を周知 

事業者等 

・ 従業員等の帰宅に際しては、災害情報を収集し、事前に策定した

安全な帰宅のためのルールに基づいて実施する等留意 

・ 事業所防災リーダーは、都から発信される情報も参考にして帰宅

方法を周知 

 

② 鉄道運行情報等の提供 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・ 荒川区ホームページ、荒川区メールマガジン及び荒川区防災アプ

リ等、様々な広報手段を用い、分散帰宅等の方法を周知 

都 

・総務局 

・ 事業所防災リーダーを通じて、事業所に情報提供 

・ 都内の交通事業者からの情報を集約し、帰宅困難者対策オペレー

ションシステム、都のホームページにおける帰宅困難者対策ポータ

ルサイト等を活用して、区、区民、一時滞在施設等に提供 

関東運輸局 ・ 所管区域の総合的な交通情報の集約・提供 

鉄道事業者 

・ 折り返し運転の実施状況、乗り継ぎが可能な路線等に係る情報を

都や報道機関に提供 

・ 発災後、早期に運転を再開 
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各機関 対策内容 

バス事業者 
・ 運行状況、鉄道に乗り継ぎが可能な路線等に係る情報を都や報道

機関に提供 

報道機関 ・ 行政機関や交通機関等からの情報について、都民・事業者に提供 

 

③ 代替輸送手段の確保 

各機関 対策内容 

国 

都 

・総務局 

・建設局 

・港湾局 

・交通局 等 

・ 国の緊急災害対策本部（緊急災害現地対策本部）で、内閣府作成の

「帰宅困難者等搬送マニュアル（仮称）」に基づき、搬送オペレーシ

ョンに係る総合調整を実施 

・ バス・船舶による代替輸送手段を確保 

関東地方整備局 
・ 船舶運行情報（利用可能な岸壁、海上経路、船舶情報等）の収集・

提供 

関東運輸局 ・ 代替交通の許可等を速やかに実施 

バス事業者 ・ バス等による代替輸送手段を確保 

船舶事業者 ・ 船舶等による代替輸送手段を確保 

 

（２）業務手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）詳細な取組内容 

① 帰宅ルールの周知・運用 

・事業者は、従業員を帰宅させるに際しては、様々な災害関連情報を従業員に提供し、事前に策

定した従業員の安全な帰宅のためのルールに基づき実施するよう留意する。特に事前にルールが

ない場合でも、集中して帰宅せず少しずつ分散させる等呼びかけるようにする。 

・事業所防災リーダーは、事業所防災リーダーシステムを通じて都から発信される情報等も参考

に、帰宅方法を従業員等に周知する。 

（国）緊急災害対策本部 

行政機関 
東京都 

他の県市 

関東運輸局 

交通事業者 

地元自治体 

帰宅困難者 

 

↓ 

代替交通確保 

震災の発生 

交通情報の提供 

代替輸送手段調整 誘導情報提供 

 

帰宅困難者の搬送 

交通事業

報道機関 

代替輸送手段の

提供 

（要配慮者） 
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・都は、事業所防災リーダーシステムや帰宅困難者対策オペレーションシステム等を通じて、交

通機関の運行情報や都内の混雑状況等を事業者や帰宅困難者等に発信する。その際、混雑が集中

しないよう、分散して帰宅すること等を積極的に周知する。 

 

② 鉄道運行情報等の提供 

・都は、国及び九都県市等と連携し、災害時帰宅支援ステーションや代替輸送手段等の確保等

の帰宅支援体制を構築するとともに、帰宅支援の実施状況、災害関連情報や公共交通機関の運

行情報等について報道機関や帰宅困難者対策ポータルサイト、事業所防災リーダーシステムや

帰宅困難者対策オペレーションシステム等を通じて事業者や都民等に提供する。 

・区は、都や交通事業者等からの情報により、徒歩帰宅者を利用可能な交通機関や代替輸送等に

誘導して、帰宅を支援する。 

・関東運輸局は、所管区域の総合的な交通情報の集約・提供を行うとともに、代替交通手段の確

保のため、代替交通の許可等を速やかに行う。 

・鉄道事業者は、折り返し運転の実施状況、乗り継ぎが可能な路線等に係る情報を都や報道機関

に提供する。国土交通省の「大阪北部地震における運転再開等に係る対応に関する連絡会議」の

結果を踏まえ、「運転再開までの対応」や「利用者への情報提供」等について検討し、見直しが必

要な事項については、各事業者の防災計画を改訂する等して対応する。 

・バス事業者は、運行状況、鉄道に乗り継ぎが可能な路線等に係る情報を都や報道機関に提供す

る。 

・報道機関は、行政機関や交通機関等からの情報について、都民・事業者に提供する。 

 

③ 代替輸送手段の確保 

・国の緊急災害対策本部（緊急災害現地対策本部）で、内閣府作成の「帰宅困難者等搬送マニュ

アル（仮称）」に基づき、搬送オペレーションに係る総合調整を行う。 

・国や都は、バス・船舶による代替輸送手段を確保する。 

・バスの運行に当たっては、鉄道折り返し駅までの短距離区間のピストン輸送等、効率的な形態

により実施する。 

・調達できるバス・船舶には限りがあるため、代替輸送の利用者については、原則、要配慮者を

優先する。 

・区は、都や交通事業者等からの情報により、徒歩帰宅者を利用可能な交通機関や代替輸送等に

誘導して、帰宅を支援する。 

・関東運輸局は、代替交通手段の確保のため、代替交通の許可等を速やかに行う。 

・関東地方整備局は、船舶運行情報（利用可能な岸壁、海上経路、船舶情報等）の収集・提供を

行う。 

・バス事業者は、運行状況、鉄道に乗り継ぎが可能な路線等に係る情報を都や報道機関に提供す

るとともに、行政機関と連携して、バス等による代替輸送手段を確保する。 

・船舶事業者は、行政機関と連携して、船舶等による代替輸送手段を確保する。 
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２ 徒歩帰宅者の支援 

（１）主な対策内容と役割分担 

・帰宅困難者が帰宅するに当たっては、交通機関の輸送力については限りがあることから、自宅

まで帰宅可能な距離にある帰宅困難者は、原則として徒歩で帰宅するよう促さなければならな

い。このため、帰宅困難者等の秩序立った徒歩帰宅を促すため、徒歩帰宅支援を充実させる。 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・災対区民生活部 

・ 荒川区ホームページ、荒川区メールマガジン及び荒川区防災アプ

リ等、様々な広報手段を用い、徒歩帰宅等の方法を周知 

都 

・総務局 

・ 事業所防災リーダーシステムや帰宅困難者対策オペレーション

システムによる情報提供 

・ 交通情報や災害時帰宅支援ステーション等の情報を提供 

・ 災害時帰宅支援ステーションに指定された都有施設において支

援を実施 

警視庁 

・ 交通規制資器材を活用した誘導経路の確保等を実施 

・ 避難誘導を行う警察官は、被害状況等徒歩帰宅に必要と認める情

報を提供 

日本赤十字社 

東京都支部 

・ 赤十字エイドステーション（帰宅困難者支援所）を設置し、炊出

食、飲料水の配布、応急手当、交通情報、地理情報、徒歩帰宅者情

報等を提供 

事業者 

・ 帰宅経路沿いの被害状況等の情報や、行政及び関係機関から提供

される情報等により、従業員等が安全に帰宅できることを確認し、

従業員や児童・生徒等の帰宅を開始 

 

（２）業務手順 

 

施設内待機者 

災害時帰宅支援 

ステーション 

荒川区 

警視庁 

日本赤十字社東京都支部 

事業者・学校 
交通機関 

都 
順次帰宅 

情報 

提供 情報提供 
帰宅指示 

支援・誘導 

地域での支援 

救出・救助活動が落ち着いた発災後概ね４日目から、順次帰宅開始 
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（３）詳細な取組内容 

・都は、円滑な徒歩帰宅に向けて、災害時帰宅支援ステーション確保等の帰宅支援体制を構築する

とともに、帰宅支援の実施状況、災害関連情報や公共交通機関の運行情報等についてガイドライン

等に則り、報道機関や帰宅困難者対策ポータルサイト、事業所防災リーダーシステムや帰宅困難者

対策オペレーションシステム等を通じて事業者や都民等に提供する。 

・都は、帰宅支援対象道路を中心に、通行可能区間等の安全情報、沿道の火災・建物倒壊等の危険

情報を収集し、報道機関や帰宅困難者対策ポータルサイト等を通じて事業者や都民等に提供する。 

・区は、徒歩帰宅訓練の実施等を踏まえて、事業者等と連携し、徒歩帰宅者への情報提供、誘導等

円滑な徒歩帰宅支援を行う。 

・警視庁は、交通規制資器材を活用した誘導路の確保等を行うとともに、被害状況等徒歩帰宅に必

要と認める情報の提供を行う。 

・日本赤十字社東京都支部は、赤十字エイドステーション （帰宅困難者支援所）を設置し、炊出

食、飲料水の配布、応急手当、交通情報、地理情報、徒歩帰宅者情報等の提供を行う。 

・事業者・学校等は、帰宅経路沿いの被害状況等の情報や、行政及び関係機関（テナントビルの場

合は、施設管理者を含む。）から提供される災害関連情報等により、従業員等が安全に帰宅できる

ことを確認し、企業内で定めた帰宅の優先順位等あらかじめ定めた手順により従業員等の帰宅を

開始する。その際、職場近隣在住者については自宅までの帰路の安全が確認された人等から順に段

階的に帰宅させることも検討する。 

・事業者等において、災害時帰宅支援ステーションに指定されている施設は、徒歩帰宅者を支援す

る。 
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第９章 避難者対策 

 

 

 

 

第１節 現在の到達状況 

１ 避難所の指定・安全化 

・一次避難所 37 箇所、二次避難所 26 箇所、福祉避難所 26 箇所指定 

・避難所に指定する施設の点検・診断、維持管理・修繕等の実施 

 
２ 避難体制の整備 

・避難のための情報提供体制の整備（関係機関と連携した避難指示等の発表） 

・一次避難所運営委員会及び一次避難所開設・運営訓練の実施による運営体制の確認 

 
３ 避難所の管理運営体制の整備等 

・一次避難所開設運営キットの導入 

・二次避難所及び福祉避難所設置に係る指定管理者等との協定の締結 

 

４ 要配慮者対策 

・避難行動要支援者の把握 

・妊産婦、乳幼児に関する防災知識の啓発 

・要配慮者に対応した避難所運営体制の検討 

・外国人避難者への対応が可能な人材の確保、標示等の多言語化を実施 

・女性の視点や多様性に配慮した一次避難所開設・運営訓練を実施 

 
第２節 課題 

１ 避難所の指定・安全化 

・避難所における避難スペースの確保及び避難所の環境を整備する必要がある。 

・避難所における性別や世代、家族構成等を踏まえた避難所の環境を整備する必要がある。 

 

２ 避難体制の整備 

・区民が円滑に避難できる体制を整備する必要がある。 

・要配慮者及び避難行動要支援者の避難体制を整備する必要がある。 

・避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を活用した訓練等を実施し実効性のある計画とする必要

がある。 

 

 震災時において、避難者が少しでも安心して過ごせる場所を確保するため、平時から避難所を

指定するとともに、発災時には避難所において避難者の生命・身体の保護、食料・水・毛布等生

活必需品の迅速かつ的確な供給等を行う必要がある。 

 本章では、避難所の指定、避難所の運営をはじめとする避難体制の整備に関する取組について

示す。 
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３ 避難所の管理運営体制の整備等 

・一次避難所の自主的な運営を推進していく必要がある。 

・二次避難所及び福祉避難所の適切な開設運営及び区民への周知を図る必要がある。 

・一次避難所福祉的スペース、二次避難所、福祉避難所等における保健・福祉分野に精通したボラ

ンティア等の要請方法の確立及び協力体制を整備する必要がある。 

 

４ 要配慮者対策 
・避難行動要支援者の個別避難計画作成にあたり、日ごろから要支援者と支援者の関係性を築くた

めの地域づくりが必要である。 

・避難所における要配慮者のニーズに応える必要がある。 

・外国人避難者に対し、適切に情報提供をする必要がある。また、文化や言語の違いによる避難者

間のトラブルを解消する必要がある。 

・女性の視点や多様性に配慮した一次避難所運営の重要性について区民に周知啓発を行う必要があ

る。 

・高齢者等、避難所におけるフレイル予防及び災害関連死防止のため、支援体制を整備する必要が

ある。 

 
第３節 対策の方向性 

１ 避難所の指定・安全化 

・避難者が多くても生活しやすい環境整備 

・プライバシーや避難所の防犯・治安維持に配慮した避難所の環境整備 

・高齢者や障がい者等、避難者に応じた避難所の環境整備 

・避難所となる施設の計画的な点検・診断、維持管理・修繕等の安全確保 

 

２ 避難体制の整備 

・迅速な避難誘導のための関係機関等との連携 

・避難行動要支援者名簿を活用した訓練等の実施、個別避難計画の策定支援 

 

３ 避難所の管理運営体制の整備等 

・一次避難所開設・運営訓練の実施、マニュアルの見直しや避難所開設キットの導入等による円滑

な避難所開設運営のための体制整備 
・二次避難所及び福祉避難所における開設マニュアル等の見直し、指定管理者等との体制の確認 

・各避難所の対象者の明確化、区民に対する周知 

 

４ 要配慮者対策 

・要配慮者が安心して過ごせる避難所運営の推進 

・外国人避難者への多言語対応等の推進 

・一次避難所運営に女性が参画することによる、女性の意見を反映した環境づくりの推進 

・高齢者等のフレイル及び災害関連死予防対策として、理学療法士等の専門職と協定を締結し、対

応訓練及び区民向けに災害関連死予防に関する講演等を実施 
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第４節 到達目標 

１ 避難所の指定・安全化 

・全ての避難者が健康に避難生活を送ることができる環境整備 
・性別や世代、家族構成等を踏まえた避難所運営体制の確立 

 

２ 避難体制の整備 

・適確な情報提供による区民の速やかな避難 
・避難行動要支援者を含め全ての区民が適切に避難できる体制の確保 

・要配慮者等、避難所での生活が困難な避難者の早期把握 

 

３ 避難所の管理運営体制の整備等 

・一次避難所の自主的な開設及び運営体制の確保 

・二次避難所及び福祉避難所の適切な開設及び運営体制の確保 

 

４ 要配慮者対策 

・一次避難所における福祉的スペースの設置等、要配慮者の視点を踏まえた一次避難所の運営体制

の確立 

・コミュニティ支援等を含め、災害関連死を出さない避難所運営体制の確立 

・外国人避難者等への多言語対応策の確立 

・女性の視点や多様性に配慮した一次避難所の運営及び環境づくり 
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第５節 具体的な取組 

１ 避難体制の整備 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 発災に備えた地域の実情の把握 

・ 避難指示等を行う場合の対応 

・ 避難場所、避難所等の周知 

 

（２）詳細な取組内容 

① 区民等への避難体制の周知等 

・区民は、地域又は町会、自治会単位に、訓練等の機会を活用し、避難時における集団の形成

や自主統制を円滑に行えるよう、体制を構築する。 

・区は、効率的・効果的な避難を実現するため、災害対策基本法及び施行令に基づき指定され

る指定緊急避難場所や指定避難所、東京都震災対策条例に基づき指定される広域避難場所や一

時集合場所、避難所等の役割、安全な避難方法について、防災訓練の実施や防災マップの作

成・配布等を行いつつ、関係団体と連携を図りながら周知する。 

 

② 地域特性の把握 

・避難指示等を発令するいとまがない場合の区民の避難について、あらかじめ地域の実情や発

災時の状況に応じた避難の方法を想定しておく。 

 
③ 関係機関との連携体制の整備 

・円滑かつ迅速に避難指示等の情報発表及び避難誘導を実施するため、警察署や消防署等の関

係機関と連携した図上訓練等を実施する。 

・避難誘導訓練を防災区民組織の防災訓練や避難所開設・運営訓練等で実施し、関係機関との

連携強化を図る。 

 

④ その他 

・内閣府が策定した「避難情報に関するガイドライン」に基づき、避難すべき区域及び判断基

準（具体的な考え方）を含めたマニュアルを策定、訓練を実施する等、避難指示等が適切なタ

イミングで適当な対象地域に発令できるよう努める。 
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２ 広域避難場所・避難所等の指定 

２－１ 広域避難場所等の確保  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対防災都市づくり部 

・ 一時集合場所の指定 

・ 避難道路、避難路の指定 

・ 広域避難場所の指定に向けた協議 

 

（２）詳細な取組内容 

① 避難の流れ 

・災害の規模、被災の状況によるが、原則として、避難方法の流れは次のとおりとする。 

 

※ 広域避難場所に近い等の理由により一時（いっとき）集合場所が定められていない地域の区民

については、自由避難とするが、安全確保のため可能な限り集団で避難する。 

 

② 一時（いっとき）集合場所 

ⅰ）考え方 

・一時集合場所は、広域避難場所へ避難する前に、近隣の避難者が一時的に集合して様子を

見る場所又は避難のために一時的に集団を形成する場所で、集合した人々の安全が確保され

るスペースを有する場所をいう。 

火災が収まったら、自宅に戻り、状況を確認しましょう。 

広域避難場所 

自 宅 

一時
いっとき

集合場所 
さらに延焼の危険

がある場合は、集

団で避難しましょ

う。 

避難所 

避難所とは、自宅で生活できな

くなった方々が共同で宿泊等の

生活をする場所です。 

自宅に住むことが難しい場合は、避難所や知人宅等で生活します。 

自宅に戻れない方 

●自宅が無事な場合 

引き続き自宅で生活し、可能な限り避難所運営の支援をお願いいたします。 

●延焼の危険はないが、自宅で生活ができない場合 

●延焼の危険がある場合 

町会・自治会ごとに集まる場所です。 
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新三河島駅前

町 屋 駅 前
都電通り 

・広域避難場所へ避難する際は、防災区民組織を中心に集団を形成して避難する。 

ⅱ）現況 

・一時集合場所は、集合した人の安全が確保されるスペースを有し、地域の区民の生活圏と

結びついた学校のグランド、神社・仏閣の境内、公園、緑地、団地の広場等とする。 
・選定にあたっては、区が、警察署、消防署等の防災関係機関、防災区民組織、町会、自治

会と協議の上、決定する。 

（資料第３－28 一時集合場所一覧（警察署管内別）） 

 

③ 避難道路 

ⅰ）考え方 

・広域避難場所へ通じる道路であって、避難圏域内の区民を当該広域避難場所へ迅速かつ安

全に避難させるために、東京都震災対策条例に基づき、あらかじめ指定した道路をいう。 

・避難道路は原則として幅員 15ｍ以上とする。ただし、これに該当する道路がない場合は 

7.5ｍ以上とする。 

・避難道路は現に通行可能な道路とする。 

・避難は一方通行を原則とし、避難の交差を避け、また異なる避難道路はできるだけ接近し

ないものとする。 

・同じ避難場所への避難道路は最小限とし、再遠地点から道路はなるべく１本にする。 

ⅱ）現況 

・都は、広域避難場所の指定に伴い、安全な避難道路の確保の検討を重ねてきたが、昭和 49

年４月に、避難場所までの距離の長い地区及び火災による延焼危険性の高い地区 37箇所の避

難について、56 系統、206 路線、総延長 307 ㎞の避難道路を指定した。その後、随時見直し

を行い、平成 20 年２月の見直しにより、現在の避難道路は、20系統、77路線、総延長

78.5km であり、荒川区の大震災時の避難道路として上野公園一帯、都立尾久の原公園一帯の

２系統を指定している。 

 

 [避難経路] 

広域避難

場所名 
避難道路系統図 

上野公園 

一 帯 

 

 

 

 

 

都 立 

尾久の原 

公園一帯 

 

 

上 野 公 園 

一 帯 
三河島駅前 根岸小前 

 

言問通り

尾竹橋通り 両大師橋 

鶯谷駅陸橋 

寛永寺前 

 

田 端 新 町
尾 久 の 原

公 園 一 帯

明治通り 尾久橋通り 旭電化通り 

熊 野 前
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ⅲ）整備計画 

・避難道路の指定は広域避難場所と同様に都が行っているが、区としても、安全対策の一環

として、国や都の協力を得ながら避難道路沿いを中心として建物の不燃化促進計画を積極的

に進めていく。 

・避難道路に設置した避難道路標識については、円滑な避難ができるよう適切な場所への設

置に努めるとともに、定期的な清掃等を行い、適切な維持管理に努めるものとする。 

 
④ 避難路（延焼遮断帯） 

・区では、広域避難場所へつながる都市計画道路を、避難道路を補完する避難路（延焼遮断

帯）として整備している。 

・区は、震災時等に区民が災害の状況に応じた円滑な避難が行えるよう、地域において避難道

路や避難路等を活用した避難経路を事前に確認をするよう働きかけていく。 

・主要生活道路の整備については、地区計画制度の活用等を含め、安全性の向上を図る。 

 

[主な避難路（延焼遮断帯）] 

路線名 区間（住所） 

補助 93 号線（小台通り） 西 尾 久 三 丁 目 ～ 西 尾 久 一 丁 目 

補助 100 号線（尾竹橋通り） 町 屋 六 丁 目 ～ 東 日 暮 里 五 丁 目 

補助 306 号線（尾久の原防災通り） 東 尾 久 一 丁 目 ～ 東 尾 久 六 丁 目 

放射 12 号線（日光街道） 東日暮里一丁目～南千住七丁目 

補助 107 号線（千住間道） 荒 川 一 丁 目 ～ 南 千 住 六 丁 目 

補助 90 号線（都電通り） 荒川一丁目～荒川六丁目～西尾久五丁目 

補助 189 号線 南 千 住 七 丁 目 ～ 南 千 住 四 丁 目 

 （資料第３－30 避難路図（都市計画道路整備状況図）） 

 

⑤ 広域避難場所 

ⅰ）考え方 

・避難場所は、避難場所周辺で火災が拡大した場合の輻射熱を考慮した上で利用可能な空間

として、避難計画人口一人当たりの避難有効面積１㎡以上を確保することを原則とする。 

・都の広域避難場所指定基本方針は、次のとおりである。 

⑴ 周辺市街地大火による輻射熱（2,050kcal/㎡ｈ）に対して安全な有効面積を確保す

る。 

⑵ 避難場所内には震災時に避難者の安全を著しく損なう恐れのある施設が存在しないこ

と。 

⑶ 避難場所ごとの地区割当計画の作成にあたっては、町丁目、町会、自治会の区域を考

慮する。 

ⅱ）現況 

・都は、昭和 43 年５月、都地域防災計画に 42 箇所の広域避難地（避難場所）を指定した。

その後、概ね５年ごとに指定の見直しを行い、令和４年１月の見直しにより、現在の広域避

難場所は、221 箇所、総面積 170,990,153 ㎡（地区内残留地区含む）、避難有効面積
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30,687,299 ㎡となっている。 

・区に指定されている広域避難場所としては、谷中墓地、上野公園一帯、荒川自然公園一

帯、堀船地区一帯、荒川工科高等学校一帯、都立尾久の原公園一帯、都立汐入公園一帯の７

箇所がある。 

 

[区内の広域避難場所及び割当町丁名] 

避難場所等名 利 用 す る 町 丁 目 

谷中墓地 
西日暮里二丁目～五丁目 

東日暮里五丁目、六丁目の各一部 

上野公園一帯 東日暮里四丁目と一丁目～六丁目の各一部 

荒川自然公園一帯 

荒川一丁目の一部、二丁目～四丁目、七丁目、八丁目と五丁目

の一部 

西日暮里一丁目の一部 

東日暮里一丁目～三丁目の各一部 

町屋一丁目、七丁目、八丁目の各一部 

都立尾久の原公園一帯 

荒川六丁目と五丁目の一部 

西尾久一丁目～六丁目 

西日暮里六丁目と一丁目の一部 

東尾久一丁目～八丁目 

町屋二丁目～六丁目と一丁目、七丁目、八丁目の各一部 

都立汐入公園一帯 南千住二丁目、五丁目、七丁目と三丁目の一部 

堀船地区一帯 西尾久七丁目、八丁目 

荒川工科高等学校一帯 

荒川一丁目の一部 

南千住一丁目、六丁目 

東日暮里一の丁目一部 

   ※ 区は、あらかわ遊園及び（仮称）宮前公園一帯が広域避難場所としての指定要件を満たす

よう整備を進め、指定に向け都と協議を継続する。 

 

ⅲ）整備・運用計画 

・区は、新たな広域避難場所の指定に向けて、都へ指定候補地を要望する。 

・区は、震災時における都立公園の使用スペースや用途、都と区の役割分担等について、平

時から都と協議し、都は、協議内容に基づき、震災時利用計画を定める。 

・都立公園以外の広域避難場所については、円滑な避難場所の運営、避難者の安全の確保を

図るため、必要に応じて、施設の管理者や所在区等と協議する。 
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⑥ 地区内残留地区 

ⅰ）考え方 

・主な指定要件は次のとおり。 

 ⑴ 概ね 65ha 以上の面積を有すること。 

⑵ 建物の耐火率が 70％以上であること。 

⑶ 火災危険度のランクが３以下であること。 

ⅱ）現況 

・区においては、南千住地区（南千住四丁目、八丁目、三丁目の一部）が指定されている。 

 

[区内の地区内残留地区及び割当町丁名] 

地区内残留地区  所 在 す る 町 丁 目 

南千住地区 南千住四丁目、八丁目と三丁目の一部 

（資料第３－31 広域避難場所・地区内残留地区一覧） 

 

２－２ 避難所の指定・安全化 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対総務企画部 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対福祉部 

・災対教育部 

・ 避難所の指定 

・ 避難所となる施設の安全対策 

 

（２）詳細な取組内容 

① 避難所の指定 

・区は、災害対策基本法第 49条に基づき、次のとおり指定避難所を指定している。災害時に

は、地域の被災状況等必要に応じてこれらの避難所を開設し、住居が損壊や火災等で使用でき

なくなった被災者に対し、宿泊や給食等の救援救護を実施する。 
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区分 一次避難所 二次避難所 福祉避難所 

設置目的 

災害によって住居等が損壊

や火災等のため使用できな

くなった被災者に対し、宿

泊や給食等の救援救護を実

施するために設置する。 

一次避難所に避難した高齢

者や障がい者等のうち、一

次避難所で避難生活を継続

することが困難な者を優先

的に避難させるために設置

する。 

災害によって住居等が損

壊や火災等のため使用で

きなくなった高齢者や障

がい者のうち、要介護度

や障がいの程度が高く、

一次・二次避難所での避

難生活が困難な避難者を

避難させるために設置す

る。 

開設時期 発災後直ちに 発災後速やかに 発災後直ちに 

対象者 

① 居住者 

② 在勤・在学者※ 

③ 外出中に帰宅が困難に

なった者 

④ 上記のほか区内に滞在

する者 

※在勤・在学者は、所属す

る事業所・学校に避難する

ことを基本とする 

次に該当する者を優先的に

避難させる。 

① 要介護 1 から 3に認定

されている区内の在宅高齢

者 

② 障がい者（身体障害者

手帳 3級～7 級） 

③ 妊産婦、乳児 

④ 上記①から③の保護者

又は支援者（家族等） 

① 要介護 4 から 5に認

定されている区内の在宅

高齢者 

② 障がい者（身体障害

者手帳 1 級・2級、知的障

がい者、精神障がい者） 

③ 上記①及び②の支援

者（家族等） 

使用施設 

区立小中学校 

生涯学習・教育センター 

都立学校 

ひろば館 

ふれあい館 

ゆいの森あらかわ（対象者

③のみ） 

男女平等推進センター 

荒川さつき会館 

高齢者施設（入所・通

所） 

障がい者施設（入所・通

所）等 

指定基準 

及び 

その他 

耐震・耐火・鉄筋構造を備

えた公共建物等を利用す

る。 

受け入れる被災者数は、概

ね居室 3.3 ㎡あたり２人と

する 

避難対象者の規模や状況を

踏まえ、必要に応じて一次

避難所に指定する施設以外

の区施設を指定する。 

使用施設のうち、通所施

設については、発災後、

原則として、サービス提

供を休止し、当該施設や

マンパワーを福祉避難所

の開設運営に活用する。

なお、通所施設で発災時

に利用者がいた場合は利

用者の安全確保を優先す

る。 

※二次避難所及び福祉避難所における支援者は、原則として、対象者 1 人に対し 1 人とする。 
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（資料第２ 協定・覚書） 

（資料第３－32 指定避難所（一次避難所）一覧） 

（資料第３－33 指定避難所（二次避難所）一覧） 

（資料第３－34 指定避難所（福祉避難所）一覧） 

 

 [避難の流れ及び使用施設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 避難所に指定しない区内公共施設等の活用 

・区では、指定した各種避難所において、避難者を収容しきれない場合や、感染症等が流行し

た場合等、必要に応じて、避難所に指定されていない区内公共施設を避難所として使用すると

ともに、区外の区関連施設や協定締結自治体等への避難者の移送も視野に入れた検討を行う。 

（資料第３－35 その他公共施設一覧） 

 

③ 避難所の安全化 

・避難所となる区施設については、荒川区公共施設等総合管理計画及び荒川区教育施設長寿命

化計画等に基づき計画的な点検・診断、維持管理・修繕等を実施し、施設の安全確保に努め

る。 

  

一次避難所 

使用施設：区立小中学校 

     都立学校等 

二次避難所 

使用施設：ふれあい館 

     ひろば館等 

福祉避難所 

使用施設：高齢者施設 

     障がい者施設等 

被
災
者 

住
居
が
損
壊
や
火
災
で
使
用
で
き
な
い
者 

 

地域の避難者・帰宅困難者等 

避難対象者となっている高齢者・障がい者 

一次避難所での生活が難し

い高齢者、障がい者（※）、 

妊産婦及び乳児 

※ 高齢者（要介護１から３）、障がい者（障害者手帳）３から７級等 
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３ 避難所の管理運営体制の整備等 

３－１ 一次避難所 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対教育部 

・ 一次避難所運営基準の策定 

・ 一次避難所運営委員会による訓練実施 

・ 一次避難所開設運営マニュアルの整備 

・ 避難所開設キットの導入 

 

（２）詳細な取組内容 

① 町会・自治会が中心となった相互扶助と自主的・主体的な行動 

・避難者は、一次避難所で共同生活を送る（一次避難所を運営する）に当たり、一次避難所の

運営基準及び各一次避難所で定めたルールに従い、町会・自治会を中心に、互いに助け合いな

がら自主的・主体的に行動する。 

 

② 一次避難所運営基準の策定 

・区は、平成 25 年９月に東日本大震災の被災地における事例、被災地で避難所運営に従事した 

区職員の経験を反映させた「荒川区避難所運営基準」を策定し、区が設置する避難所の運営に

ついての基本的な事項を定めた。 

・区、区民及び防災関係機関は本運営基準に従い、一次避難所における避難者の安全かつ健康

的な生活を確保するために、連携して訓練等を実施することにより、災害時に円滑な避難所運

営が行える体制を整備する。 

（資料第３－36 荒川区避難所運営基準） 

 
③ 一次避難所運営委員会等の設置 

・一次避難所の開設手順・資料・掲示物等をパッケージ化した避難所開設キットを導入するとと

もに、平時より、区民・避難所担当職員・学校等を主な構成員とする「避難所運営委員会」を各

一次避難所に設置し、使用する施設の構造や地域性を踏まえ、当該施設における使用スペースや

避難者（要配慮者、帰宅困難者等を含む）の受入方法等を記載した「一次避難所開設運営マニュ

アル」を策定する等、避難所運営体制を整備する。 

・区は、「一次避難所開設運営マニュアル」について、過去の大規模災害における避難所運営の

事例や防災訓練の成果等を踏まえ、標準的な記載内容を一次避難所運営委員会に示すものとする。 

・区は、各一次避難所運営委員会を構成員とする「一次避難所運営連絡会」を設置し、避難所

運営に関する共通課題の検討や情報交換を行う。 

 

④ 一次避難所における区・避難者・学校教職員の役割 

ⅰ）区 

・一次避難所に区職員を配置し、災害対策本部との連絡調整、避難所の運営支援、避難者情

報の管理、避難者への情報提供等を行う。 

・居住スペースの範囲は、学校における教育活動の再開に必要な場所を確保するため、学校
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施設管理者と十分な調整を行う。 

・一次避難所開設から一定の時間が経過した時点において、避難者の減少や学校における教

育活動の再開等の状況を踏まえ、複数の避難所を統合する。この場合、避難所間の移動（引

越し）が避難者に対し過度の負担とならないよう十分配慮する。 

・また、避難所の閉所に関する情報については、早期に情報を発信し、避難者に対する生活

再建の不安軽減を図る。 

・発災時から応急期において被災者生活実態調査を実施できる体制を整備する。 

ⅱ）避難者 

・地域防災の中心的な担い手である町会・自治会が主体となって、避難所生活でのルールづ

くり、１日の生活スケジュール（起床・消灯・食事・清掃等の時刻）の設定、炊事・配膳・

後片付け、一次避難所として使用する施設（体育館や普通教室、トイレ等）の清掃、これら

避難者が担う仕事の当番編成、来訪者の応対等を行う。 

・炊事・配膳・片付け・清掃等の当番については、特定の避難者に偏らないよう編成する。 

・避難所生活のルールについては、季節の変化や避難者数、一次避難所の統合等、一次避難

所開設からの状況変化に応じて適宜見直すものとする。 

ⅲ）学校教職員 

・学校長は、施設管理者として、避難所で使用する施設の維持管理を行う。 

・教育委員会に対する区本部長の指示（災害対策基本法第 23 条第６項）に基づき、区立学校

の教職員は、学校長の指揮の下、児童・生徒の安全確保に支障のない範囲において、緊急対

応として避難所運営に協力する。 

・学校教職員が避難所運営に協力する場合における、学校長の権限や責務、学校教職員の具

体的な職務分担、避難所運営業務に協力する期間等については学校ごとに定める。 

 
３－２ 二次避難所 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対総務企画部 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対福祉部 

・災対子ども家庭部 

・ 二次避難所の開設運営マニュアル等の策定 

・ 指定管理者等との協定締結 

・ 高齢者、障がい者、妊産婦等への二次避難所の周知 

 

 
（２）詳細な取組内容 

① 二次避難所の位置付け 

・二次避難所は、妊産婦、乳児、要介護１から３に認定されている高齢者、身体障害者手帳３

から７級までの身体障がい者の方で一次避難所での生活が困難な方を対象とした避難所であ

り、災害発生後の適切な時期にひろば館・ふれあい館等を二次避難所として開設する。 

・ふれあい館等避難所に指定されている施設については、区と指定管理者との間で締結する協

定書に基づき、区と指定管理者が一体となって避難所の運営等を行う。 
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   （資料第２ 協定・覚書） 

・各二次避難所において開設運営マニュアルを策定し、平時から訓練を実施する。 

・上記以外の指定管理施設に関しては、災害時における区と指定管理者の役割分担等に係る協

定を締結し、これに基づいた対応を行う。 

 
② 二次避難所の周知 

・二次避難所となるふれあい館等の施設には、平時から二次避難所の開設場所であることや避

難対象者等を掲示し、区民への周知を図るとともに、理解を深める。 

 

３－３ 福祉避難所 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対福祉部 

・ 福祉避難所開設マニュアル等の策定 

・ 指定管理者等との協定締結 

 
（２）詳細な取組内容 

① 福祉避難所の指定・開設支援 

・福祉避難所は、要介護４から５に認定されている在宅高齢者、身体障害者手帳１・２級の障

がい者、知的障がい者、精神障がい者（以下「避難対象者」という。）を対象とした避難所であ

り、災害発生後速やかに区が指定する社会福祉施設において福祉避難所を開設する。 

・福祉避難所は福祉避難所（高齢者）と福祉避難所（障がい者）の２種類とする。 

・福祉避難所への避難者は、原則、あらかじめ名簿を作成し、災害時において福祉避難所にて

活用する。 

・福祉避難所として指定されている施設については、区と指定管理者との間で締結する協定書

に基づき、区と指定管理者が一体となって避難所の運営等を行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

・災害時における高齢者や障がい者の安全と健康を維持するため、おかゆや大人用紙おむつ、

車椅子、災害用トイレ等について備蓄の充実を図る。 

・福祉避難所の運営に必要な資器材、台帳等はあらかじめ整備する。 

・福祉避難所においては、発災直後から介助者や支援者の不足が懸念されることから、区は、

受援体制の整備に努め、協定団体、区内関係機関、国及び都等と連携し、人的支援の円滑な受

入と切れ目のない支援にあたれる体制づくりを強化する。 

 

② 福祉避難所の周知 

・福祉避難所となる福祉施設等には、平時から福祉避難所の開設場所であることや避難対象者

等を掲示し、区民への周知を図るとともに、理解を深める。 

 

③ 地域及び事業者等との連携 
・区は、あらかじめ、地域包括支援センター、ケアマネジャー及び介護事業者との情報伝達等

連携体制を構築する。 
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・区は、災害時の対応について、あらかじめ本人と家族の同意を得た上でケアプランに反映さ

せ、その情報を共有する。 

・地域住民、本人、家族及び介護事業者等が連携した避難訓練を定期的に実施する。 

 

３－４ 在宅避難者への対応 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対福祉部 

・災対健康部 

・災対子ども家庭部 

・ 一次避難所における在宅避難者への対応マニュアルの策定 

・ 在宅避難に必要な日ごろからの備え等の普及啓発 

・ 在宅避難における災害関連死の予防に関する啓発等 

 
（２）詳細な取組内容 

① 普及・啓発 

・区及び防災関係機関等は、区民に対して平時から家庭内備蓄や屋内安全対策の実施について

推奨するとともに、避難所ではプライバシーの確保が困難なことから、在宅避難をする区民が

一定程度いることを想定し、ライフラインの停止した自宅で避難生活を送る場合においても、

災害関連死を予防できるよう、その対策について周知・啓発を行う。 

 

② 在宅避難者への支援の体制 

・区及び防災関係機関等は、在宅避難者の把握方法及び食料や支援物資の配給体制及び情報の

提供方法についてあらかじめ定め、広く周知する。 

 

４ 要配慮者等への対策 

４－１ 高齢者・障がい者・妊産婦・乳幼児対策  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対福祉部 

・災対健康部 

・災対子ども家庭部 

・災対教育部 

・ 防災意識の普及啓発 

・ 屋内安全対策の推進 

・ 乳幼児の安全確保、保護者等への適切な引渡し 

・ 妊産婦への事前周知及び安全の確保 

・ 要配慮者への適切な支援、メンタルケア等に関する支援者へ

の研修等の実施 

・ 区、要配慮者、要支援者における災害時の具体的役割の共有 

 
（２）詳細な取組内容 

① 高齢者・障がい者対策 

ⅰ）防災意識の普及と啓発 

・高齢者、障がい者及びその家族は、災害時に的確に行動ができるよう、出火の防止や避難
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方法の確認等、日ごろからの防災準備が特に必要とされている。 

・このため、区及び防災関係機関は、高齢者や障がい者及びその家族に対して防災意識の普

及と啓発に努めるとともに、防災に関する支援や助言を積極的に行うものとする。 

・平時から地域連携推進会議等を通じ、災害時における地域の協力体制づくりを推進する。 

・要配慮者への支援について、支援者となる方たちと具体的避難や支援について話し合う場

を提供し、専門的支援等について、自助・共助・公助の役割について共有を図る。 

ⅱ）家屋や室内の安全確保 

・自力で避難することが困難な高齢者や障がい者にとっては、災害に備えて家屋や室内の安

全を確保することが極めて重要である。 

・区は、家具類等の転倒・落下・移動防止器具、感震ブレーカー、耐震シェルター、防災ベ

ッドの設置について助成制度等を設け、屋内安全対策の普及を推進する。 

（詳細は、【震災編】第２部第２章第５節の「具体的な取組【予防対策】」における「１－２ 

区民による自助の推進」に記載） 

 

② 妊産婦への対策 

ⅰ）妊産婦への周知 

○ゆりかご面接時等の機会を捉え、在宅避難や家庭内備蓄に加え、次のことについても周知す

る。 

・妊産婦又は乳幼児のいる家庭においては避難時に持ち出す備蓄品や避難方法を定期的に

確認するとともに、家族との連絡手段や集合場所を話し合っておく等、平時から家族構成や

状況に応じた備えを心がけること 

・発災時に建物の倒壊等により、自宅に留まることができない場合は、二次避難所への避難

も可能であること 

・産後、母体の保護等を必要とする場合においても、二次避難所への避難が可能であること 

・避難する際は母子手帳を携行すること 

 

ⅱ）発災時の安全確保 

・避難所運営者は、避難生活中の妊産婦等の健康状態や出産の兆候等に注意し、体調に応じ

て、災対健康部等と連携し、搬送する医療機関や搬送方法について調整する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 
③ 児童等への対策 

・学校長及び園長（以下「学校長等」という。）は、学校等の立地条件等を考慮した上で、災害

時の児童、生徒又は園児（以下「児童等」という。）への応急教育計画、指導の方法等につい

て、あらかじめ適正な計画を立てておく。 

・学校長等は、災害の発生に備えて次のような措置を講じなければならない。 

⑴ 児童等の避難訓練を実施するほか、区、地域が行う防災訓練に教職員、児童等も参加、

協力する。 

⑵ 児童等が学校等の管理下にある場合やその他教育活動の多様な場面において災害が発生

した際に、適切な緊急避難等の指示が行えるよう避難計画を立案し、教育課程に位置付け
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る。 

⑶ 登下校時に発災した場合に備え、通学路や通学経路の安全性等を把握し、緊急時に適切

な行動がとれるよう避難計画を立案し、周知徹底を図る。 

⑷ 教育委員会、警察署、消防署（団）及び保護者への連絡網並びに協力体制を確立する。 

⑸ 勤務時間外における教職員の連絡・参集体制、役割分担等の計画を作成し教職員に周知

する。 

⑹ 児童等の安全確保を図るため、保健室の資器材に不足が生じないよう努め、また、学校

医や地域医療機関等との連携を図る。特に医療的ケア児が通学している学校については、

必要となる物品等や電源の確保について、事前に保護者との情報共有を密に行う。 

⑺ 区外の特別支援学校等に通学する医療的ケア児については、避難所までの移動が困難な

場合や通学先特別支援学校等が福祉避難所の指定を受けている場合を想定し、一時的な避

難について通学先特別支援学校等と緊密に連携する。 

 
④ 乳幼児・園児対策 

ⅰ）幼児、保護者、教職員、児童福祉施設職員等に対する防災教育の徹底 

・防災訓練や防災教室・講座の実施、啓発パンフレットや防災マニュアルの作成と活用等に

より、幼児、保護者、教職員、児童福祉施設職員等の防災意識の向上を図る。 

ⅱ）地域ぐるみの避難援助態体制づくり 

・家庭や乳幼児施設における避難誘導を迅速に行うために、地域の防災訓練等を活用して、

町会や事業所等地域ぐるみによる乳幼児避難援助体制の確立を図る。 

・保育園においては、町会・自治会等、地域の支援を得ながら園児の保護や避難ができるよ

う、平時からの連絡体制を構築するため、町会・自治会の行事に参加するほか、町会・自治

会が実施する防災訓練に参加する。 

ⅲ）乳幼児に配慮した食料・生活用品の備蓄 

・粉ミルクやおかゆ、哺乳ビン、紙おむつ等、乳幼児向けの食料や生活用品の備蓄の充実を

図る。 

ⅳ）ぜんそくやアトピー等特に配慮を必要とする乳幼児への対応 

・酸素吸入器や医薬品等、医療面での対応策を強化するとともに、食品や衣服等、日常生活

面においても十分配慮する。 

ⅴ）施設の安全確保 

・幼稚園、こども園及び保育園等の乳幼児施設について、耐震化を図るとともに、施設内の

電気器具やガラス、備品類等について安全確保を図るように努める。 

ⅵ）保護者との連絡体制の整備及び訓練の実施 

・乳幼児施設が開園・開所中に災害が発生した時には、保護者へのスムーズな連絡と引渡し

が最も重要となるため、災害時の連絡体制の整備とそれに基づく情報伝達訓練、引き取り訓

練の実施により、非常時に備えた体制づくりに努める。 
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⑤ その他 

・社会福祉施設や医療機関に入所又は入院するに至らない程度の者のうち、災害時に在宅での

避難が困難であり、かつ区が開設する一次・二次避難所において一定の配慮を必要とする者

（常時、生命維持のために電源の確保を必要とする医療的ケア児・者等）については、必要に

応じて、災害時協定に基づき確保する宿泊施設への避難を検討する。 
（資料第２ 協定・覚書） 

 

４－２ 避難行動要支援者対策 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対福祉部 

・ 高齢者みまもりネットワーク事業 

・ 避難支援体制の強化 

・ 避難行動要支援者名簿の作成と事前提供 

・ 個別避難計画の作成支援・ 社会福祉協議会、居宅介護事業者、

地域包括支援センター等との連携強化 

 
（２）詳細な取組内容 

① 避難行動要支援者の把握・地域ネットワークの拡充 

ⅰ）避難行動要支援者に対する個別避難計画の整備・共有 

・防災機関等が日ごろから避難行動要支援者の居住状況を把握しておくことにより、災害時

の避難支援や安否確認を容易にすることができる。そのため、区では、避難行動要支援者名

簿の事前情報提供に同意した者について、あらかじめ、福祉避難所となる施設の管理者であ

る社会福祉法人、区内３警察署、２消防署、民生委員及び受領に同意した町会・自治会等に

名簿の事前提供を行う。 

・避難行動要支援者のうち、特に避難支援の必要性の高い者に対して個別避難計画を作成

し、避難支援体制の整備を進める。なお、個別避難計画の作成については、民間の福祉サー

ビス事業者等と連携して個別避難計画の作成を進めるほか、未作成者については作成の勧奨

を行っていく。また、個別避難計画から得られる情報を活用して各福祉避難所に必要な物品

を配置する等、より効果的な避難体制の整備を図る。 

・町会、民生委員、社会福祉協議会、地域包括支援センター、高齢者みまもりステーショ

ン、消防署、警察署等、関係機関相互間の連携を密にした「荒川区高齢者みまもりネットワ

ーク事業」を実施しており、引き続き、平時から顔の見える関係性を維持し連携体制を強化

する。 

・社会福祉施設等の被災に備え、町会・自治会・防災区民組織、近隣事業所、ボランティア

等による協力体制づくりを推進する。 

ⅱ）地域間の協力体制の推進 

・発災直後、行政による救出救護体制の整わない状況下においては、地域の助け合いが最も 

重要であり、区は今後とも町会及び区民の協力体制の整備に努める。 

・社会福祉施設の被災に備え、町会・自治会、防災区民組織、近隣事業所及びボランティア
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等による協力体制づくりを推進する。 

・区内だけでは対応しきれない状況になることも想定されることから、高齢者や障がい者の

避難受入れについて、23区間相互及び交流都市等とあらかじめ協議し、相互の受入れ可能数

や受け入れ場所についての検討を進める。 

ⅲ）総合的な防火診断及び住まいの防火防災診断等の推進 

・消防署は、震災時において周囲の状況変化に的確・安全な避難行動をとることが困難であ

る避難行動要支援者（高齢者・身体障がい者等）の安全を確保するため、区と連携した総合

的な防火診断及び住まいの防火防災診断を推進し、本人及びその支援者の防火防災に係る意

識啓発と居住環境の安全対策を進める。 

・区、消防署等、関係機関は協働して、防災区民組織とともに、避難行動要支援者への対応

を想定した防災訓練を実施する等、地域の防災行動力の向上に努める。 

 

③  その他の避難行動要支援者対策 

・その他、病弱者、透析患者、難病患者等、特に医療面での特別な配慮を必要とする者につい

ては、区のみならず、国及び都を含め、関係機関等が連携を図りながら支援を行う。 

 

４－３ 外国人支援対策 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・ 防災意識の普及と啓発 

・ 避難標識の外国語併記 

 

（２）詳細な取組内容 

① 災害予防の充実 

ⅰ）防災意識の普及と啓発 

・外国人に対する防災意識の普及・啓発を図るため、区及び防災関係機関は、分かりやすい

多言語の外国人向け防災パンフレットや行動マニュアル等を作成し、住民記録窓口や関係機

関窓口等で配布することにより、地震についての説明や、日ごろからの備え、避難所情報、

緊急連絡先等、防災情報の周知を図る。 

・荒川区国際交流協会等と連携し、通常実施している外国人との交流の場を利用し、平時か

ら情報提供を行うとともに、外国人対象の防災訓練・講座を実施する。また、日本語学校や

専門学校、留学生寮への起震車の派遣、地域の避難訓練への参加呼び掛け等を積極的に行

う。 

ⅱ）避難標識等の多言語化 
・避難標識や一時集合場所表示板等については、外国語（英語、中国語、韓国語）の併記を

進めるとともに、外国人でも分かりやすいピクトグラムややさしい日本語を使用する。 
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② 災害時の支援体制 

ⅰ）地域や協定締結団体と連携した支援体制を構築 

・被災直後等においては、語学能力のある区職員、又はコミュニケーションカードや携帯電

話端末を用いた翻訳アプリケーション等を活用し、外国人避難者への対応にあたる。 

・「災害時における語学ボランティア協力に関する協定」を締結している学校法人新井学園赤

門会日本語学校に協力を依頼し、避難所における通訳等、外国人避難者に対し支援を行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

ⅱ）都と連携した支援体制を構築 

・都生活文化スポーツ局が都庁に開設する外国人災害時情報センターにボランティア等の派

遣を要請し、避難所等へ派遣してもらうとともに、外国人へ必要な情報を提供する等、都と

連携した被災外国人を支援する体制を構築する。 

・災害広報紙、外国語版広報紙等による災害情報の提供、ホームページの多言語表記等を行

う。 

 

４－４ 女性の視点や多様性に配慮した対策 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対総務企画部 

・災対区民生活部 

・ 男女共同参画の推進とＬＧＢＴＱ等の多様性の理解促進 

・ 女性リーダーの育成 

 

（２）詳細な取組内容 

① 女性の視点や多様性に配慮した対策 

ⅰ）基本的な考え方 

・平時からの男女共同参画の推進が防災・復興の基盤となる 

・「主体的な担い手」として女性を位置付ける 

・災害から受ける影響の男女の違いや多様性等に配慮する 

・男女の人権や多様性を尊重して安全・安心を確保する 

（「男女共同参画の視点からの防災・復興のガイドライン」（内閣府）より引用） 

ⅱ）避難所における主な対策 

・女性の視点や多様性に配慮した避難所運営の重要性について、平時から訓練や防災イベン

トを通じ区民に周知啓発を行う。 

・一次避難所開設運営マニュアルは、以下の内容に留意し、作成・改訂を行う。 

⑴ 開設当初から、授乳室や男女別のトイレ、物干し場、更衣室、休養スペースを設ける

こと。トイレは、男性に比べて女性の方が混みやすいことから、女性用トイレの数を多

めにすることが望ましい。 

⑵ 避難所の管理責任者には、男女両方を配置すること。 

⑶ 避難者による自治的な運営組織には、男女両方が参画するとともに、責任者や副責任

者等、役員のうち女性が少なくとも３割以上は参画することを目標にすること。 
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⑷ 生理用品や下着等の女性用品については、女性の担当者から配布したり、女性専用ス

ペースや女性トイレに常備しておく等、配布方法を工夫すること。 

⑸ 女性や子どもに対する暴力等を予防するため、就寝場所や女性専用スペース等の巡回

警備等、安全・安心の確保に配慮すること。また、暴力を許さない環境づくりや、被災

者への適切な対応を徹底すること。 

     ⑹ 避難所の管理責任者は多様な性のあり方を理解し、避難所利用者にも理解を求めると

ともに、プライバシー確保等、可能な限りＬＧＢＴＱ当事者に対する配慮を行うこと。 

（「男女共同参画の視点からの防災・復興のガイドライン」（内閣府）より引用） 

ⅲ）女性リーダーの育成 

・東日本大震災及び熊本地震等の経験から、内閣府や都において女性の視点を意識した避難

所運営や防災への取組の重要性が再認識された。区は、都や関係機関と連携して、女性向け

防災講習会や女性リーダーの育成に向けた啓発等を実施するとともに、一次避難所開設・運

営訓練等の女性参加者を増やすため、あらゆる方法で周知啓発を行う。 

・一次避難所において、より多くの女性が運営に関わる、女性の意見が反映されやすい環境

づくりを進めていく。 

 

５ 車中泊 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 車中泊者発生抑制に向けた普及啓発 

・ 避難所環境の整備促進 

都 

・福祉局 

・保健医療局 

・ 車中泊者発生抑制に向けた普及啓発 

警視庁 
・ 大震災時の交通規制及び新たな自動車の乗り出し自粛依頼に係る普及

啓発 

 

（２）詳細な取組内容 

① 都における震災時の車中泊に係る基本的考え方 

・以下の理由により、都内において車中泊を認めることは、原則、困難である。 

（理由） 

・東京都震災対策条例により車両での避難を禁止していること。 

・大震災発生時は、人命救助や消火活動等のため、都内では、警視庁から、新たな自動車の

乗り出し自粛依頼や、大規模な交通規制が実施されること。 

・緊急自動車専用路（警視庁等の交通規制）の対象以外においても、道路上等における駐車

が被災者支援等に致命的な影響を与える可能性が大きいこと。 

・都内では、オープンスペースは限定的で、発災時における応急活動等の用途が決定してい

る場所が多く存在すること。 

・エコノミークラス症候群等、健康問題に対する適切な対応に課題があること。 
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② 車中泊者発生抑制に向けた取組 

・区内における車中泊は、東京都震災対策条例により車両での避難を禁止していること、人命

救助や消火活動、被災者支援等に致命的な影響を与える可能性が大きいこと、エコノミークラ

ス症候群等、健康問題に対する適切な対応に課題があること等から、原則、認めることは困難

である。 

・区は、災害時の混乱防止に向け、ホームページやＳＮＳ、その他広報媒体等で、あらかじめ

区民に普及啓発し意識の醸成に努める。また、多様な避難者が安全に安心して避難生活を送れ

るよう、平時から避難所環境の整備等に努めていく。 

 

６ 動物救護 

６－１ ペットの取扱い  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対健康部 

・ 動物の適正な飼育、災害時の備え等に関する飼い主への普及啓発を実施 

・ 動物救護センターの設置による動物保護体制の整備 

 
（２）詳細な取組内容 

① 災害時における動物保護体制 

[災害時における動物保護体制] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

被災動物等搬送 

（現地）動物救援本部 

（都獣医師会） 

ほか 

動物保護施設 

 ・保護 

 ・収容 

 ・獣医療 

荒川区 

災害動物救援本部 

（区獣医師会） 

動物救護センター 

 ・保護 

 ・収容 

 ・獣医療 

情報提供・獣医療提供 

要請 

連絡・調整 

情報提供 

避難所管理 

動物飼育状況の把握 

連携 

 

都保健医療局 

（動物愛護相談 

センター） 

 

 

被災地域（被災動物等） 

 
荒川区 

（災害対策本部） 

連携 

救援本部協働設置 

施設提供、指導・連

絡調整、獣医療 
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② 区の役割 

ⅰ）飼い主の備えについての普及啓発 

・災害時における動物保護体制においては、住民同士の助け合いによる「共助」や行政による

「公助」には限界があるため、飼い主による「自助」を基本とすることを踏まえ、区は、災害

時の備えについて、飼い主に対し、自助を最優先とした普及啓発を実施する。 

・区は飼い主に対して、避難所においてペットを居住スペース内に避難させることは、動物が

苦手な避難者等の精神的な苦痛となるため、取り入れていない旨を周知する。 

・ペットの飼い主が避難に備えるべき対策についての意識を持てるように、日ごろからの備え

に関して飼い主に直接情報を届けるため、様々な広報媒体を活用した周知を図るとともに、講

演会等でペット防災に関する普及啓発を実施する。 

・区は飼い主に対して、事前の備えとして、ペットと在宅避難するための自宅の耐震化やペッ

ト用品の備蓄、在宅避難が困難な場合のペットの預け先の確保等、飼い主が各自、発災時の対

応を検討し、備えができる情報を提供する。 

ⅱ）動物避難施設の確保 

・区は、自宅が火災や倒壊等となり、自宅外への避難が必要な飼い主のうち、知人・友人、親

類宅等が遠隔地にある等の理由で避難先が見つからない方が同行避難できる施設（一次避難所

等）の確保について、関係者との調整を図る。 

・生活圏域に合わせて、少なくとも各地区で 1 箇所ペットの避難施設が確保できるよう、地域

の理解を深めながら、段階を踏んで調整を進める。 

・区は事業者との協定締結により、動物避難施設としてのトレーラーハウスを設置するととも

に、動物病院等の関係機関との連携により、ペットが避難できる施設を確保できるように努め

る。 

（資料第２ 協定・覚書） 

ⅲ）動物救護センターの設置 

・区は、被災により負傷した動物や逸走した動物の治療及び保護を行うための拠点、また、飼

い主が負傷する等、ペットと行動をともにできない場合、自宅や避難所に避難できない場合の

ため、動物救護センターを設置する。 

・動物救護センターは、荒川自然公園内に設置し、運営については、区が、区獣医師会、動物

愛護団体や動物愛護ボランティア等と連携して行うものとする。 

・動物救護センターは、区内外から参集する動物愛護団体やボランティアの拠点として、会議・

宿泊の場所の機能も兼ねる施設とする。 

・動物救護センターの設置は、発災から概ね 1 か月間とし、動物の保護・治療のほか、必要に

応じて里親探しや他自治体の動物保護施設への移送を行う。 

ⅳ）獣医師会等との連携 

・被災時の動物の保護等については、迅速な対応が求められることから、荒川区獣医師会と「災

害時における動物救護活動に関する協定」を締結し、区獣医師会と連携体制を確立し、動物の

保護・治療にあたる。 

（資料第２ 協定・覚書） 
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③ 飼い主の役割 

・飼い主は、平時から災害時においても自宅でペットとともに過ごせるよう、耐震工事や家具等

の転倒防止対策等、自宅内の安全対策を講じるとともに、必要な備蓄を行う。 

・飼い主は、自宅で過ごせない場合や避難所への同行避難が困難な場合に備え、ペットとともに

友人、知人、親戚宅等へ避難できるよう、事前に避難先を確保する。 

・飼い主は、収容ケージやペットの７日分以上（少なくとも 5 日分）の水及び餌を備蓄し、自宅

外への移動にあたり、これらを持参する。また、入浴やブラッシング、無駄吠え等へのしつけに

ついても平時から行う。 

・狂犬病予防接種（義務）に加え各種ワクチンの接種や、犬フィラリアやノミ・ダニ等の寄生虫

（猫等を含む）を予防、駆除する。 

・避難の際には、できる限りペット用バッグ等を用い避難できるよう、日ごろから慣れさせてお

く。 

 （環境省「災害時におけるペットの救護対策ガイドライン」より引用） 

 

④ 避難所運営委員会の役割 

・一次避難所の避難所運営委員会は、飼い主の逃げ遅れや避難に対するためらいを未然に防ぐた

めに、発災直後の一時的なペットの避難の受入れの可否について事前に検討する。 

・ペットの同行避難の検討にあたってはアレルギー等、動物を苦手とする避難者がいることに留

意し、避難所における動物飼育場所は、避難者の生活空間である居住スペースから分離された場

所（風雨等がしのげる場所）が確保できることとする。ただし、身体障がい者の補助犬である盲

導犬、介助犬、聴導犬はペットではなく、「身体障害者補助犬法」により公共的施設での同伴を認

められているため、居住スペース内に同伴することにより、他の避難者がアレルギー症状を引き

起こす可能性がある場合は、補助犬とともに個別のスペースで生活することとする。 

・平時から避難所開設訓練等を通じて、避難所運営委員会や区、学校において検討し、あらかじ

め、動物専用スペースや行動エリアを定める。対象動物は、犬・猫等の小動物とする。ただし、

特定動物や特定外来生物に指定された動物、温度調整等特別な管理が必要な動物は含まない。 

※小動物とは、犬、猫、ハムスター、ウサギ、フェレット、小鳥等のペットをいう。 

・発災直後、居宅に困窮した飼い主への対応として、避難所居住スペースへ案内する。ペットに

ついては、あらかじめ判断したペット専用のスペースに避難し、被災の程度や避難所の状況を踏

まえて動物救護センターに移動し保護する。 

・避難所におけるペットの給餌や排泄物処理等の世話は、飼い主の責任において行う。 
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１ 避難誘導 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 関係機関と連携した安全な避難経路の確保、誘導 

・ 災害時安否確認ツール（無事ですシール、避難者カード）を活用

した安否確認 

警察署 ・ 道路状況の把握、安全な避難誘導の選定 

消防署 
・ 火災を勘案した避難経路の選定 

・ 消防団と連携した避難誘導 

 

（２）詳細な取組内容 

① 避難の指示 

ⅰ）一般的な基準 

・避難指示の基準は、原則として次のような事態に至ったときに発する。 

  火災が拡大する恐れのあるとき 

  爆発の恐れがあるとき 

  ガスの流出拡散により、広域的に人命に危険が予想されるとき 

  河川の上流が被害を受け、下流域に危険があるとき 

  その他区民の生命又は身体を災害から保護するため必要と認めるとき 

ⅱ）指示の発令 

・地震による火災や土砂崩れ等、災害が発生し、又は発生する恐れがある場合には、区本部

長は、対象地域、対象者及び避難先を定め避難指示を発令する。 

ⅲ）区民への情報伝達方法 

・上記ⅱ）の場合、直ちに都本部長に報告するとともに、区民に対し次のような方法により

速やかに情報を伝達する。 

  防災行政無線（屋外スピーカー）による音声伝達 

  広報車、安全安心パトロールカーによる音声伝達 

  緊急速報メールによる文字伝達 

  荒川区メールマガジン、荒川区防災アプリ、各種ＳＮＳ等による文字伝達 

  Ｌアラートを通じメディア（ＴＶ・ラジオ等）を介した映像又は音声伝達 

ⅳ）緊急避難的措置 

・警察署長、消防署長は、火災の延焼拡大又はガスの拡散が迅速で、現地において著しく危険

が切迫し区本部長が避難指示を発する時間的余裕がない場合は、直接区民に避難指示すること

ができる。この場合、直ちに区本部長に通報する。 

ⅴ）警戒区域の設定 

・災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命身体に対する危険

を防止するため特に必要があると認めるときは、区本部長は、警戒区域を設定し、災害応急対

策従事者以外の者に対し、当該区域への立入りを制限若しくは禁止し、又は当該区域からの退
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去を命ずることができる。 
 

② 避難誘導 

・震災により、延焼火災等の危険が切迫し、住民に対し避難指示等が発令された場合、避難者

の安全確保を図るため、区、消防署、警察署が相互に協力し、適切な避難誘導を行う。 

 

[避難誘導の方法] 

各機関 避難誘導方法 

区 

・ 避難誘導は可能な限り防災区民組織 (町会・自治会等)単位で行う。 

・ 区民は、まず一時（いっとき）集合場所に集まり集団を形成したのち、災害の

拡大状況等の様子を見ながら広域避難場所に向かう。 

・ 事前に避難経路を検討し、安全性を確認する。危険箇所には標示・縄張り・誘

導員の配置等、事故の防止に努める。特に夜間の場合は照明を確保する等安全確

保に必要な資機材を配置し万全を期す。 

・ 避難路の確保が困難なときは、最寄りの他の広域避難場所等を使用するものと

する。 

・ 避難誘導に際しては、家財等の確保のため残留している者等には、特に留意

し、指示に従わない者については説得に努め、状況に応じては強制措置をとる。 

・ 避難行動要支援者（要介護高齢者・障がい者・女性・子ども・病弱者等）を、

優先的に避難させ、その安全を確保する。 

・ 語学能力のある区職員、又はコミュニケーションカードや携帯電話端末を用いた

翻訳アプリケーション等を活用し、外国人避難者への対応にあたる。 

警察署 

・ 区本部長から避難指示等が出された場合、その他区民の生命身体、財産に危害が

及ぶ恐れがあり避難の必要があると認められる場合は、防災関係機関、町会・自治

会等の防災関係役員と協力し、区民の避難誘導にあたる。 

・ 避難誘導にあたっては、道路通行環境の把握に努めるとともに道路管理者と協議

し、安全な避難路を選定する。 

・ 避難は、できるだけ集団で、高齢者・障がい者等の避難行動要支援者を中心に互

いに協力しながら徒歩により行うよう指導する。 

・ 避難者の携行品は、貴重品、照明器具、必要最小限の生活必需品に止めるよう指

導する。 

消防署 

・ 各関係機関への情報連絡  

消防署長は、火災の延焼拡大又はガスの拡散が迅速で、人命に危険が著しく

切迫していると認めるときは、区民に避難指示等を行う。この場合直ちに区本

部長に通報する。 

・ 避難誘導 

ア 避難指示等が出された場合には、災害の規模、道路橋梁の状況、火災の拡大

の経路及び消防部隊の運用等を勘案し、最も安全と思われる方向を区等防災機

関に通報する。 

イ 避難が開始された場合は、消防団員等の活動により、避難誘導にあたる。 

ウ 避難指示等が出された時点以降の消火活動は、広域避難場所、避難道路の安

全確保に努める。 
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③ 「災害時安否確認ツール」の活用 

・速やかに区民の安否確認を行うために「災害時安否確認シール（無事ですシール）」を、区民

自らの避難状況を区及び一次避難所等で把握するために「避難者カード」を活用する。また、

普及のため、各避難所において、これを活用した訓練を推進する。 

ⅰ）災害時安否確認シール（無事ですシール） 

・震災時に玄関の扉の近くの目立つ場所に貼ってもらうことで安否確認の要否を容易に識別

でき、近隣居住者や警察・消防等による効率的な救助活動を可能にする。 

ⅱ）避難者カード 

・一次避難所及び二次避難所への速やかな受入れを可能にするとともに、避難者の避難状況

を把握するため、区民への普及啓発に努める。また、一次避難所開設・運営訓練等において

積極的に活用し、円滑な受入体制の強化に努める。 

 

２ 避難所の開設・管理運営 

２－１ 避難所開設・管理運営  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対総務企画部 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対福祉部 

・ 一次、二次、福祉避難所の開設・運営 

・ 在宅避難者への支援 

・ 野外収容施設の設営 

 

（２）詳細な取組内容 

① 避難所担当職員の任務（各避難所共通事項） 

ⅰ）一般事項 

・避難所を開設した場合、「荒川区○○○（施設名）避難所」の標示をする。 
・避難者の受付、収容に関する整理 

・避難者に対する広報活動 

・その他必要事項 

ⅱ）記録事項 

・避難所日誌を備え、管理状況その他必要事項を記録する。 

・食料・物資等の受払い 

・避難者名簿の作成 

・その他必要事項 

ⅲ）報告事項 

・避難所の開設（閉鎖）・運営報告 

・各災対部長（災対区民生活部長、災対福祉部長）へ一定時間ごとに避難所の運営状況報告

を行う。 

・給食人員等報告 

・その他必要事項 
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② 一次避難所の開設 

・区本部長は、一次避難所開設の必要があると認めたときは、施設の被害状況及び災害の規模

を踏まえ、一部若しくは全ての避難所開設を指示し、これを開設する。 

・発災後、一次避難所施設を所管する災対教育部等は、所管施設の安全確認及びその周辺の被

災状況等の確認を行い、災対区民生活部に報告し、災対区民生活部長は、当報告に基づき、開

設する避難所を決定するとともに、あらかじめ選定した避難所担当職員を速やかに各一次避難

所に配置し、避難所の開設・運営の支援を行う。 

・避難所担当職員は、各避難所に配置する避難所開設キットを活用し、避難所の開設に係る初

動対応に当たるとともに、学校長又は教員、施設長等（以下「施設管理者」という。）との連絡

体制を構築する。 

・一次避難所の開設状況については、避難所担当職員が、荒川区災害情報システム等により災

対区民生活部及び災対区民生活部運用班に報告し、報告を受けた災対区民生活部運用班が、防

災関係機関に連絡する。 

 

③ 一次避難所の運営 

・避難所の運営にあたっては、一次避難所開設運営マニュアルに基づき、避難者自らが協力し

合い、自主的な運営を行う。 

・避難所の運営にあたり、必要な場合は、支援担当自治体、災害時相互応援協定締結自治体等

へ応援要請を行うとともに、ボランティア等の協力を得る。 

・避難所担当職員は、各避難所の施設管理者と施設の利用について、綿密に連携し、十分な保

全管理にあたる。 

・避難所の警備、非常照明、非常電話の架設等については、警察署、東京電力グループ、ＮＴ

Ｔ等の防災関係機関と連携し、速やかに行う。 

・電気設備や給排水設備に不具合が生じている場合は、災害時協定に基づき、民間事業者に復

旧対応を要請する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

・着替えの場所や授乳場所の確保等、プライバシーや避難所の防犯・治安維持の配慮等を行

い、被災者の生活環境を良好に保つように努めるとともに、被災者生活実態調査の実施体制を

整え、調査実施後は速やかに災害対策本部に報告する。 

・必要に応じて、警察署に対して、警察官による避難所内外の巡回等を依頼し、避難所の秩序

及び安全の確保に努める。 

・発災直後は、避難者全員の収容を優先し、発災からの時間経過に応じて、避難所の混雑状況

によっては、各避難所の開設状況及び混雑状況を確認した上で、他の避難所に誘導する等、避

難者の避難スペースの確保やプライバシー、健康管理の確保に努める。 

（資料第２ 協定・覚書） 

・避難所における喫煙については、多数の避難者が避難所を利用することから、非喫煙者への

配慮や火の元の管理という意味で、屋内は禁煙とする。屋外に喫煙場所を設置する場合におい

ても、非常口から離れた場所に指定するとともに、受動喫煙を生じさせることがないよう、敷

地内の居住空間から離れた、人の往来が少ない場所、周囲等に可燃物を放置しない等、避難所
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運営委員会等において設置場所・運用方法等を十分に検討し、喫煙場所を設置する。なお、消

火用バケツ等を用意し、吸い殻を確実に消火する。 

・避難所等における新型コロナウイルス等感染症対応方針に基づき、避難所における感染症の

感染拡大防止に努める。 

 

④ 二次避難所の開設 

・区本部長は、二次避難所開設の必要があると認めたときは、指定している区施設のうち災害

の規模と状況に照らし、適当な施設に速やかに二次避難所を開設する。 

・災対区民生活部は、二次避難所担当職員等をあらかじめ選定し、避難所を開設するととも

に、他の災対各部からの増援により、二次避難所担当職員の配置体制を確立する。また、避難

所管理責任者を配置し、指定管理者等の施設管理者との連絡にあたる。 

・二次避難所担当職員は、二次避難所の開設状況を災対区民生活部に報告する。 

・災対区民生活部運用班は、速やかに開設状況を都福祉局及び各警察署、各消防署等関係機関

に連絡する。 

・二次避難所の運営に必要な資器材、台帳等はあらかじめ整備しておく。 

 

⑤ 福祉避難所の開設 

・区本部長は、福祉避難所開設の必要があると認めたときは、指定している社会福祉施設のう

ち災害の規模と状況に照らし、あらかじめ指定している施設を福祉避難所として開設する。 

・発災後、災対福祉部は所管施設の被害状況及びその施設周辺の被災状況等の確認を行う。 

・災対福祉部は、上記の被害・被災状況を踏まえ、開設する福祉避難所を決定する。 

・災対福祉部は、あらかじめ選定した福祉避難所担当職員を配置し、福祉避難所を開設すると

ともに、他の災対各部からの増援により、福祉避難所担当職員の配置体制を確保する。また、

福祉避難所管理責任者を配置し、施設長等の施設管理者（以下「施設管理者」という。）との連

絡にあたらせる。 

・福祉避難所担当職員は、福祉避難所の開設・運営状況を災対福祉部に報告する。 

・災対区民生活部運用班は、速やかに開設状況を都保健局及び各警察署、各消防署等関係機関

に連絡する。 

 

⑥ 福祉避難所における事業者等との連携体制 

ⅰ）初動体制 

・避難行動要支援者名簿及び個別避難計画は、各福祉避難所に保管し、避難者台帳や安否確

認等に活用する。 

ⅱ）避難・移送 

・福祉避難所への避難は、原則として支援者（家族及び支援者）と直接避難する。 

・地域住民、家族、防災機関及び防災区民組織等とも連携し避難行動要支援者を福祉避難所

への避難を支援する。 

・医療依存度が極めて高い在宅高齢者や障がい者で医療処置が必要な場合は、かかりつけ医

療機関へ避難することを優先させる。 

・避難に必要なマンパワーや資機材の確保等、福祉避難所への避難誘導については、警察署
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や町会・自治会とともに連携し、体制を整備する。 

ⅲ）運営 

・介護や障がい等の事情に配慮したレイアウトとし、避難対象者の家族及び支援者等ととも

に協力して、避難所の運営体制づくりに努める。 

・介護が付添い者だけで不足するときは、災対福祉部及び災対本部を通じボランティアを募

り、福祉避難所への介護職等のボランティアの協力を依頼する。 

・体調の変化に十分注意し、医療救護班との連絡を密に行う。 

・施設管理者等は、福祉避難所の開設・運営状況を災対福祉部へ報告する。 

・施設では、その機能を活かし、施設職員の協力を得て、避難対象者の立場に立った避難生

活の実現に努める。福祉避難所担当職員は、福祉避難所の開設・運営に協力する。 

・各避難所は、職員が交替しながら、24時間体制で運営する。 

・区は、東京都災害福祉広域支援ネットワークを通じて、福祉専門ボランティア等の派遣を

要請し、福祉避難所等における専門的支援体制の維持強化を図る。 

 

⑦ 在宅避難者への支援 

・食料や支援物資の配給は、一次避難所となった小中学校等において、混乱を招かないよう

に、一次避難所避難者と在宅避難者の物資配布について配慮する。 

・在宅避難者への支援に当たっては、町会自治会や民生委員の協力を得て、在宅避難者の所在

把握や、最寄の一次避難所まで食料や支援物資を受取りに行けない在宅避難者に対する配布等

を行う。 

 

⑧ 野外収容施設の設営 

ⅰ）開設基準 

・災害の規模が大きく既存施設の被害が甚大で屋内避難が困難である場合、又は何らかの理

由によって避難所が開設されない場合 

ⅱ）設営施設・場所 

・野外収容施設は、その緊急性に鑑み短期間に設置可能なテント等の器材を活用し、学校の校

庭、区内の公園等のオープンスペースに被害状況及び他の用途と調整した上で設置する。 

ⅲ）設置期間 

・避難所が開設されるまでの間、若しくは応急仮設住宅が建設されるまでの間とする。 

ⅳ）設営の方法 

・災対区民生活部長及び災対各部からの報告により、区本部長が野外収容施設の開設を認め

た場合、災対管理部及び災対区民生活部は器材の調達並びに設営を行う。 

・災対区民生活部は各施設の避難者の受け入れ状況並びにオープンスペースの状況等を勘案

した上で、器材の必要数量を算定し、災対管理部に報告する。 

・災対管理部は、民間調達による器材の早急な確保を図るとともに、災対区民生活部運用班

を通じて都財務局及び協定締結事業者等へ調達依頼を要請する。 

・設置する器材については、受領場所から設置場所までの搬送、設置は災対区民生活部が行

う。 

・野外収容所の管理・運営等についても、避難所と同様の対応を行う。 
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２－２ 避難所等における生活衛生の確保  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対健康部 

・ 避難所の環境衛生の確保 

・ 飲料水及び食品の衛生確保 

 

（２）詳細な取組内容 

① 避難所等における生活衛生の確保（各避難所共通事項） 

・災害時には、飲料水として利用する水の安全性の確保が必要となる。また、避難所・食品関

係営業施設等において、停電による冷凍・冷蔵設備の機能低下や、設備不十分な状態での調理

等による食料品の腐敗や汚染が予想される。このため、災対生活衛生課は、飲料水及び食品の

安全と避難所等における生活衛生の確保を図る。 
ⅰ）環境衛生の確保 

・環境衛生の確保のため、保健所長等の指示のもとに、次の活動を行う。 

  飲料水の塩素による消毒の確認 

  区民への消毒の実施方法及び残留塩素の確認方法の指導 

  避難所の過密状況や衛生状態の調査・確認 

  避難所における室内環境の保持や寝具類の衛生確保のための助言・指導 

  避難所等におけるハエや蚊の防除方法についての助言・指導 

  避難所等におけるねずみや昆虫の防除 

ⅱ）食品衛生の確保 

  ・食品衛生の確保のため、保健所長等の指示のもとに、次の活動を行う。 

  炊飯所、弁当・給食調理場等の衛生確保 

  食品を取り扱う地域内輸送拠点の衛生確保 

  避難所の食品衛生指導 

  その他食品に起因する危害発生の防止 

  食中毒発生時の対応 
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３ 要配慮者対策 

３－１ 要配慮者支援対策 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対福祉部 

・災対健康部 

・ 避難行動要支援者名簿等を活用した早期の避難及び安否確認 

・ 民生委員、社会福祉協議会、地域包括支援センター等と連携した

高齢者・障がい者への支援の実施 

・ 福祉的支援の必要性の把握及び対応（災害ケースマネジメントの

実施） 

 

（２）詳細な取組内容 

① 避難支援及び安否確認の実施 

ⅰ）優先度に応じた避難支援・救助支援の実施 

・区は、町会、民生委員、社会福祉協議会、地域包括支援センター、高齢者みまもりステー

ション、消防署、警察署、ＮＰＯ等関係機関と連携し、医療介入等の優先度の高い要配慮者

の把握に努め、避難支援及び救助支援を実施する。 

・消防署は、区が整備する救急直接通報等を活用して、避難行動要支援者の情報収集及び安

全確保を図る。 

ⅱ）関係機関等と連携した安否確認の実施 

    ・区は、あらかじめ防災関係機関等に提供している避難行動要支援者名簿及び個別避難計画

に加え、必要と認める場合には、災害対策基本法第 49条の 11 第３項に基づき、本人の同意

を得ていない避難行動要支援者の情報も含めて情報を提供し、早期の安否確認の実施に努め

る。 

 

② 避難所等における要配慮者への支援体制と情報提供 

ⅰ）福祉避難所の速やかな開設と人的支援の早期確保 

・区は、福祉避難所となる施設の管理者と連携し、被害状況及び安全性の確認、速やかな福

祉避難所の開設、通信手段の確保等を行う。 

・福祉避難所においては、介助者及び支援者等の不足が懸念されることから、区は、避難者

数及び避難者の状況について、施設管理者と密に情報共有を図り、速やかに外部機関等への

支援要請を行い、切れ目のない支援を実施する。 

ⅱ）一次避難所福祉スペースにおける要配慮者への対応 

・区は、二次避難所の開設を決定したときは、一次避難所の福祉スペースに避難してい

る要配慮者のうち、二次避難所への避難が必要な者をトリアージし移送する。 

・区は、避難所等における要配慮者の状況を把握し、適切に情報が届くよう情報提供の在り

方に配慮するとともに、適宜、関係機関等に協力を依頼する。 

 

③ 災害関連死の予防 

ⅰ）保健・医療・福祉等の体制 

・区は、都及び医療関係機関と連携・協力し、避難所・仮設住宅等への巡回健康相談体制及
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び巡回精神相談等のメンタルヘルスケア体制の確保を図る。 

・区は、在宅、仮設、避難所を問わず、避難生活におけるフレイルの悪化及び災害関連死を

防止するため、理学療法士等専門的資格を有した者を含む福祉・介護予防チームを編成し、

生活環境改善等の支援を行う。 

・また、災害ケースマネジメントの観点から、多職種連携による支援体制を早期に整備し、

要配慮者の生活再建に努める。 

 

ⅱ）医療機器等の確保 

・区は、医療支援が必要な避難者が避難所等で生活する上で必要な医療機器等の確保に努め

る。 

    ・区は、あらかじめ締結している協定団体等と連携し、リハビリや介護予防等に必要な機器

等の確保に努める。 

ⅲ）仮設住宅 

・区は、応急仮設住宅の入居者選定にあたっては、都が策定する選定基準に基づき、要配慮

者の優先入居に努める。また、仮設住宅入居後も、民生委員、地域包括支援センター、高齢

者みまもりステーション及び外部支援者の協力を得て、孤立化の防止、コミュニティの再構

築等、アウトリーチによる要配慮者への継続的支援を実施する。 

 

④ 在宅の高齢者・障がい者の援助及び相談 

・在宅避難高齢者等に対して、地域包括支援センター及び高齢者みまもりステーションによる

訪問及び生活環境改善等を目的とした医療福祉専門職等の巡回により、災害関連死の防止を図

る。 

・区内の居宅介護サービスや相談支援事業者等と連携し、支援を要する高齢者・障がい者が引

き続き自宅で生活を送る場合については、定期的に安否を確認し、情報提供等を行うととも

に、災対区民生活部等と連携しながら必要な支援を行う。 

 

３－２ 乳幼児・児童等への対策 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対子ども家庭部 

・災対教育部 

・ 応急教育・応急保育の実施及び体制 

・ 園児・児童・生徒等の保護者への引渡し 

 

（２）詳細な取組内容 

① 応急教育・保育体制 

ⅰ）応急教育体制 

○災害時の体制 

・児童等が学校等の管理下にある時に発災した場合、安全確認ができるまでの間、児童等

を保護し、安全確認ができた場合又は確実に保護者又は保護者の委託を受けた代理人（以

下本章「保護者」という。）への引渡しができる場合には、児童等を帰宅させる。 
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・保護者等に対しては、避難計画に基づいて、児童等の安全な引渡しを図る。 

・災害の規模並びに児童等や教職員及び施設設備の被害状況を速やかに把握し、災対教育

部へ報告する。 

・状況に応じ、災対教育部と連絡の上、適切な期間、臨時休校（園）等の措置をとる。 

・応急教育計画を作成したときは、災対教育部に報告するとともに、決定次第速やかに保

護者及び児童等に周知徹底を図る。 

・応急教育計画に基づき、災害状況に即した応急の指導を行う。 

・学校等が避難所となる場合は、教育活動再開のために必要場所の確保を図るほか、避難

所として開放できる部分を指定し、区民の協力が得られるように努める。 

○災害復旧時の体制 

・学校長及び園長、施設長（以下本章「校長等」という。）の役割 

⑴ 教職員の安否等を掌握するとともに、児童等の安否や被災状況を調査し、災対教育

部に連絡する。 

⑵ 連絡網の確立を図り、指示事項伝達の徹底を期する。 

⑶ 応急教育計画に基づき、学校等に収容可能な児童等を収容し、指導する。指導にあ

たっては、健康、安全教育及び生活指導に重点をおくものとする。また、心のケア対

策にも十分留意する。 

⑷ 疎開した児童等については、教職員の分担を定め、地域ごとに実情の把握に努め、

前記に準じた指導を行うよう努める。 

⑸ 教育活動の再開にあたっては、児童等の安否確認と通学路及び通学経路の安全確認

を行い、災対教育部に報告する。 

⑹ 教育活動の再開にあたり、施設の安全点検を実施した後、自校（園）の安全な教室

等の転用により、早急に授業（保育）の再開に努める。なお、施設の被害状況によ

り、学級合併授業や、二部制授業、近隣校との連携分散授業、他の公共施設等の代替

利用等の工夫が必要となる。 

⑺ 災害の推移を見極め、災対教育部と緊密な連絡を図るとともに平常授業（保育）に

戻すように努める。平常授業（保育）に戻す時期については、早急に保護者に連絡す

る。 

・災対教育部の役割 

⑴ 学校長等からの校（園）舎等の被害報告に基づき復旧計画を作成し、速やかに復旧

する。 

⑵ 被災学校（園）ごとに担当する職員及び指導主事を定め、情報及び指令の伝達につ

いて万全を期する。また、担当指導主事は、被災学校（園）の運営について、指導と

助言にあたる。 

⑶ 連絡網の確立を図り、指示事項伝達の徹底を期する。 

⑷ 災害により住居に被害を受け、学用品を損失又はき損し、就学上支障の生じた小中

学校の児童・生徒（特別支援学校の小学部、中等教育学校の前期課程及び特別支援学

校の中等部を含む。以下本節において同じ。）及び高等学校等生徒（高等学校、中等教

育学校の後期課程、特別支援学校の高等部、高等専門学校、専修学校及び各種学校の

生徒をいう。以下本節において同じ。）に対し、被害の実情に応じ、教科書（教材を含
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む）、文具及び通学用品を給与（支給）する。 

⑸ 給与（支給）の時期は、教科書については、災害発生日から１か月以内、その他に

ついては 15 日以内とする。ただし、交通、通信等の途絶により学用品の調達及び輸送

の困難が予想される場合には、都本部長が厚生労働大臣の承認を受け、必要な期間を

延長する。 

⑹ 学用品の調達は都本部長が一括して行い、小中学校の児童・生徒に対する給与（支

給）（職権の委任があった場合は、調達から給与（支給））は災対教育部が行う。 

⑺ 教育活動再開のために、区内学校（園）間の教職員の応援体制について調整を行う

とともに、都と都内学校（園）間の教職員の応援体制についても、必要な調整を行

う。 

⑻ 被災した児童・生徒等に対する学校納付金について、必要な計画を策定する。 

ⅱ）応急保育体制 

○災害時の体制 

・園長は、適切な緊急避難の措置を講ずる。 

⑴ 園児・職員及び施設の被害状況を把握し、園児の安全と保育園の管理に万全を期す

る。 

⑵ 園児が在園中であるときは、安全確認ができるまでの間、園児を園内に保護する。 

⑶ 安全確認ができ、確実に保護者等へ引渡しができる場合は、事前の計画に基づいて

園児を引き渡す。 

○避難所等への保育士、看護師等の巡回 

・保育園に在籍している子どもや保護者が個別に避難所等に避難していることを想定し、

在籍している子どもの安否や心身の状況を確認するため、必要に応じて避難所等に保育園

に従事する保育士、看護師等が巡回する。 

○施設の早期再開 

・災害発生後、地域及び施設の安全が確認できたら、乳幼児施設の管理責任者は速やかに

施設内部の復旧作業を行い、早期再開を図る。 

・この際、保護者の負傷等の事情により緊急に保育を要する状態となった乳幼児や避難所

で生活する乳幼児については、保育園等の再開状況に応じて受け入れ体制をとる。 

○要保護乳幼児の把握と保護 

・乳幼児の生命の安全と健康の維持を図るため、保護者のいなくなった乳幼児若しくは保

護者による保護が困難となった乳幼児の実態を把握するとともに、要保護乳幼児に対して

児童相談所と協力して乳児院等への措置を行う。 

○ 他区、都及び交流都市への協力要請 

・乳幼児用の食料や生活用品、教育用具等の物的援助、保健師や教諭、看護師等の人的援

助、保育施設や乳児院、避難施設等の施設援助等について、他の区や都、交流都市等へ協

力要請する。 

○災害復旧時の体制 

・園長は、職員の体制、被災状況、施設の被災状況、園児の被災状況等を災対子ども家庭

部に報告する。 

・災対子ども家庭部は、園長からの報告に基づいて使用可能施設等を考慮した応急保育計
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画を作成し、応急保育を実施する。 

・通園可能な園児は、保育園において保育する。その際、園児の安全確保と健康に万全を

期する。 

・園舎が使用不能の場合は、次の方法を講ずるとともに、平常保育に戻すよう努める。 

⑴ 他の施設を確保し、早急に保育を再開する。 

⑵ 長期にわたり園舎が使用不能で、他の施設の確保が困難な場合は、臨時休園の措置

をとる。 

⑶ 保育再開の見通し、状況の推移等については保護者への連絡を密に行う。 
ⅲ）乳幼児・児童・生徒の保護者への引渡し 

・学校、幼稚園、こども園、保育園、学童クラブ及びにこにこすくーる（以下本章「学校

等」という。）においては、日常多数の乳幼児・児童・生徒（以下本章「児童等」という。）

を保護者から預かっており、地震等の災害発生時には何をおいても子どもたちの生命を守

り、安全を確保することが重要な責務である。このため、学校等は、平時は施設の安全対策

の強化、児童等の引渡し計画の確立と保護者への徹底、児童等の訓練等に努めるものとし、

震災時には、帰宅困難等の理由により保護者による引き取りが困難となった児童等につい

て、学校等において保護することを基本とする。 
・学校の放課後において、学童クラブ・にこにこすくーる（以下本章「学童クラブ等」とい

う。）を併設する小学校・ひろば館・ふれあい館（以下本章「小学校等」という。）で児童を

保護する場合、区として、施設内の児童全員の安全を確保する観点から児童がそれぞれ属す

る小学校等や学童クラブ等の別を問わず、これら児童全員を当該施設内の１か所に集めると

ともに、小学校等の教職員及び学童クラブ等の職員は、互いに協力して児童全員を一体的に

保護する。また、残留する児童等の保護についてもあらかじめ計画をたて、万全を期すもの

とする。 

・避難場所等への移動が必要となる場合に備え、保護者への伝達方法を講じておく。 
 

[各種状況に応じた主な対策内容]  

項 目 措 置 概 要 

在校（園）時の措置 

⑴ 災害が発生した場合、又は発生する恐れがある場合、校長等は、

直ちに教職員等に対して、緊急措置をとることを指示する。 

⑵ 緊急措置がとられた場合、速やかに授業等を打ち切って臨時休校

（園）の措置をとり、児童等の帰宅等については次のように対応す

る。 

・下校時、帰宅後の注意事項の伝達 

・学校等との連絡方法の確認 

・児童等の保護者への引渡し 

児童等については、保護者に確実に引き渡す。 

・引渡し・施設での保護 

学校の放課後において、小学校・ひろば館・ふれあい館及び学

童クラブ等で児童を保護する場合、施設内の児童全員の安全を確

保する観点から、児童がそれぞれ属する施設の別を問わず、これ
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項 目 措 置 概 要 

ら児童全員を当該施設内の１か所に集めるとともに、小学校・ひ

ろば館・ふれあい館及び学童クラブ等の職員は、互いに協力して

児童全員を一体的に保護する。 

引渡しは、施設内において、担任が引渡しカード等により保護

者及び帰宅先を確認してから行う。なお、保護者が引取りにこら

れない児童等は、引取りがあるまで施設で保護するものとする。 

なお、保育園においては、町会・自治会等地域の支援を得なが

ら園児の保護や避難ができるよう、平時からの連絡体制を構築す

るため、町会・自治会の行事に参加するほか、町会・自治会が実

施する防災訓練に参加する。 

登校（園）中、下校 

（降園）中の措置 

⑴ 登校（園）中、下校（降園）中に災害が発生した場合は、教員が

巡回し、原則として、保護者が自宅にいない場合は学校に向かうよ

うに児童等へ指示する。保護者が在宅の場合は自宅に待機するよう

指示し、可能なら保護者に引き渡す。 

⑵ 消息の分からない児童等に対しては、学校等が関係機関と連携し

て安全確認をする。 

⑶ 登校（園）前若しくは帰宅後（在宅中）の場合、各家庭で保護す

るものとし、学校等は所属する児童等の安全確認に努める。 

校外指導時の措置 

⑴ 宿泊を伴う指導時（移動教室、修学旅行等）に災害が発生したと

きは、速やかに学校と連絡をとるとともに地元官公署と連絡をと

り、原則として即時帰校の措置をとる。ただし、交通機関の運行状

況や被災地域の状況等により帰校することが困難又は危険と判断さ

れる場合は、適宜の措置をとる。 

⑵ 帰校後は、在校時と同様の措置により帰宅させる。校長等はその

間の対応の状況を災対教育部に報告するとともに保護者に周知す

る。 

残留する児童等の保護 

⑴ 学校等は、学校等に残留する児童等を保護するため、必要な食料

等を確保する。 

⑵ 残留する児童等の保護のために必要な人員の確保については、あ

らかじめ定めてある緊急時の教職員の役割分担により行う。 

⑶ 残留児童等の保護数及び措置内容について、学校、幼稚園及びこ

ども園は災対教育部、保育所及び学童クラブは災対子ども家庭部に

報告する。 

学校等施設の被害軽減

措置 

 災害が発生した場合、次の点について被害軽減の措置をとる。 

・児童等の安全確保 

・学校等施設の被害状況の調査及び危険箇所の把握、立入等使用制限 

・初期消火活動 
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項 目 措 置 概 要 

保護者による引き取り

が困難な園児 ・児童 ・生

徒への対応 

保育園において、物資の供給等地域の支援を得ながら、保護者によ

る引取りが困難な園児の保護ができるよう、平時から連携体制を構築

する。 

 

４ 車中泊 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・ 車中泊者発生抑制に向けた普及啓発 

・ 避難所環境の整備促進 

・ 車中泊者等の状況把握及び都福祉保健局への報告 

・ 避難所に来訪できない車中泊者への必要に応じた支援 

（エコノミークラス症候群等防止のための普及啓発等） 

都 

・本部 

・ 車中泊者発生抑制に向けた普及啓発 

・ 車中泊者等に関する区市町村への情報提供 

・ 必要な避難所確保のための区市町村支援 

都 

・福祉局 

・保健医療局 

・ 車中泊者発生抑制に向けた普及啓発 

・ 車中泊者等の情報収集（区市町村） 

・ 避難所管理運営に関する支援 

警視庁 
・ 大震災時の交通規制及び新たな自動車の乗出自粛依頼に係る普及

啓発 

 
（２）詳細な取組内容 

・発災時には、以下のとおり対応することを原則とするが、状況を踏まえ、適切な対応を図る。 

・区は、車中泊等避難所に滞在することができないと判断した被災者等を含めた避難者等に係る

情報の早期把握に努める。 

・在宅避難ができない被災者に対しては、避難所に避難するよう呼びかける。 

・健康面等についての相談・支援等は、区において現行で想定されている体制の中で、必要に応

じて都や地域等と連携の上、対応に努める。併せて、エコノミークラス症候群等防止のための普

及啓発等に努める。 
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５ 動物救護 

５－１ ペットの取扱い  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対健康部 

・ ペットの避難 

 
（２）詳細な取組内容 

① ペットの避難について 

 
 
ⅰ）一時集合場所等への避難 

・発災直後は、自宅の安全確認後、避難が必要な場合にはペットとともに、一時集合場所又

は広域避難場所へ避難する。避難する際には、ペットフード及び水等の備蓄物を持って、で

きる限りペット用キャリーバッグ等に入れて避難する。 

ⅱ）広域避難場所への避難 

・広域避難場所へ避難する際には、他の避難者とエリアを分ける等して、周囲へ配慮する。 

ⅲ）自宅へ戻る 

・安全が確認できた場合にはペットと一緒に自宅へ戻る。自宅で継続して生活することが困

難な場合は、飼い主が避難所に行き、ペットは自宅で飼育する（留守番避難）、又は事前に決

めておいた預け先にペットを預けた後、飼い主は避難所へ避難する。ペットが負傷してい

る、自宅に戻ることが出来ない、避難所でのペットの受入れが難しい等の場合には、動物救

護センター（荒川自然公園）へ一時的にペットのみ避難させる。 
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ⅳ）一次避難所等への避難 

・あらかじめ発災直後の一時に同行避難を可能と判断した避難所においては、ペット専用の

スペースに一時避難し、被災状況等を見ながら、自宅又は救護センターへの移動を検討する。 

ⅴ）動物救護センターへの避難 

・荒川自然公園内、交通園自転車等置き場を動物ケージ収納場所とし、ペットの受付も交通

園で実施する。 

ⅵ）区の役割 

・区は、一次避難所の設置に合わせて、動物救護センターを設置し、負傷したペットの治療

と避難が困難なペットの受入れを行う。 

・区は、動物救護センターの負傷動物の受入れ及び保護状況を踏まえ、避難所として活用し

ていない区施設に、飼い主とペットが避難できるよう確保に努める。 

ⅶ）飼い主の役割 

・発災時に自宅に被害がなければ、ペットと一緒に過ごせる自宅での生活を優先する。 

・ペットとともに過ごすことを優先する場合は、自宅での避難の他、知人・親類宅へ避難す

る。 
・飼い主は、自身の安全確保がペットとの共存の前提となることを認識し、留守番避難、動

物救護センターの利用を検討する。 

・同行避難が認められた避難所において、ペットの種別（犬、猫等）等を報告し、ブラッシ

ング、給餌や排泄物処理等の世話を飼い主の責任において行う。 
・飼い主は、動物が苦手な人やアレルギーがある避難者がいることを認識する。 

ⅷ）避難所運営委員会の役割 

・避難所運営委員会において、ペットの避難の受入れが可能と判断した場合には、アレルギ

ー等動物を苦手とする避難者がいることに留意し、あらかじめ定めていた居住スペースから

分離されたペット専用スペースに、一時的に避難することができるよう体制を整える。 

・ペットの同行避難の期間については、被災の程度や避難所ごとの状況を踏まえ、決定する

ものとする。 

・同行避難したペットの鳴き声等により、避難者の生活への影響を及ぼさないよう適宜、 

動物救護センター等への移動を検討する。 
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６ ボランティアの受入れ 

（１）主な対策内容と役割分担 

・避難所の運営におけるボランティアの受入れについて、必要な流れを示す。 

 

各機関 対策内容 

区 

・災対福祉部 

・ 「避難所管理運営の指針」に基づいたマニュアル等の業務手順によるボ

ランティアの派遣要請及び受入 

・ 荒川区社会福祉協議会と協働で、区災害ボランティアセンターを設置・

運営し、区災害ボランティアセンターにおいて、必要なボランティアを派

遣 

・ 円滑な避難所運営の実施のため、ボランティア・区民活動団体等と連携 

都 

・生活文化スポー

ツ局 

・ 東京ボランティア・市民活動センターと協働で、都災害ボランティアセ

ンターを設置・運営し、区災害ボランティアセンターや市民活動団体等を

支援 

・ 都防災（語学）ボランティアを派遣 

都 

・福祉局 

・ 福祉関係団体等の協力によるボランティア派遣について、区に対する広

域的支援 

・ 東京都災害福祉広域支援ネットワーク（都社協）を通じた、福祉専門ボ

ランティアの派遣支援 

 
（２）詳細な取組内容 

・避難所管理運営の指針及び避難所開設運営マニュアル等の業務手順により、ボランティアを受

け入れる。 

・区災害ボランティアセンターを通じて、避難所で活動するボランティアを派遣する。 

・円滑な避難所運営の実施のため、ボランティア・区民活動団体等との連携を図る。 
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７ 被災者の他地区等への移送 

７－１ 被災者の移送先の決定  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・ 協定締結自治体等への避難者受入の要請 

 

（２）業務手順 

【移送先の決定】 

 

 

（３）詳細な取組内容 

・区本部長は、区が設置する避難所に収容できないときは、校外施設・保養施設を含め、被災者

を他地区（協定締結区市町村若しくは隣接区市町村等）へ移送するものとし、移送計画を定め

る。 

① 要請の手続き 

・災対区民生活部は避難所の状況を確認し、区の避難所に被災者を受け入れることが困難な時

は、速やかに移送人員等を把握する。 

○被災者の移送についての要請は、次の３つの方法による。 

  都福祉局への要請 

  災害時等における相互応援に協定に基づく協定先の区市町村への要請 

  特別区災害時相互協力及び相互支援に関する協定に基づく、特別区支援対策本部への

要請 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

② 移送・運営 

・被災者の他地区への移送を要請したときは、災対区民生活部は、所属職員を移送先の区市町

村に派遣するとともに、移送にあたり引率者を添乗させる。 

・移送先に派遣された職員又は引率した職員は、移送先の区市町村との調整及び被災者の救

援、救護にあたる。 

福祉局 

区市町村 

①移送要請 

非（小）被災区市町村 

相互応援協定先自治体 

④被災者の受入れを照会・調整 

⑤避難所の開設を指示要請 

警視庁 

②移送経路等について 

警視庁と協議依頼 

協議も可能 

都本部 

道府県・九都県市 

③被災者の受入協議 

（都県境を越える避難の場合） 

調整 
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・移送先での被災者の救援、救護については、移送元の区市町村が移送先の区市町村の協力を

得て実施することとなっているので、支援物資等の搬送体制を確立しておく。 

・被災者の移送方法については、都災害対策本部（福祉局）が当該区市町村の輸送能力等を勘

案して定め、都災害対策本部（財務局）が調達するバス、貨物自動車を中心に実施するが、区

としても車両の確保について協力するものとする。 

・都及び防災協定締結区市町村等より被災者の受入要請があった場合は、直ちに避難所を開設

し、受け入れ体制を整備する。 

・移送された被災者の避難所の運営は原則として受入側の区市町村が行い、移送元の区市町村

は運営に積極的に協力する。 
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第 10 章 物流・備蓄・輸送対策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 現在の到達状況 

１ 飲料水・食料・生活必需品等の確保 

・区と都を合わせて、概ね３日分の食料を確保し、４日目以降は国のプッシュ型輸送の受入れを行

う 

・アレルギー対応、乳幼児や高齢者に配慮した食料品の備蓄（アルファ化米・粉ミルク・おかゆ

等） 

・乳幼児、高齢者や女性に配慮した生活必需品の備蓄（哺乳びん・おむつ・生理用品等） 

 

２ 備蓄倉庫の整備 

・区備蓄倉庫及び避難所内へのミニ備蓄倉庫の整備 

 

３ 輸送体制の整備 

・地域内輸送拠点の指定 

 

第２節 課題 

１ 飲料水・食料・生活必需品等の確保 

・道路閉塞等が原因で物資が避難所へ届かない可能性がある。 

・高齢者等要配慮者及び女性の視点にも配慮する等、避難者の多様なニーズヘ対応する必要があ

る。 

・断水により、生活用水を確保できない恐れがある。 

・上下水道が機能停止し、トイレが使用できない恐れがある。 

 

２ 備蓄倉庫の整備 

・区備蓄倉庫及び各避難所のミニ備蓄倉庫等における備蓄物資の充実を図るため、備蓄スペースを

確保する必要がある。 

 

３ 輸送体制の整備 

・効率的な配車計画、実効性の高い輸送手段を検討する必要がある。 

 

 震災により平時の市場流通機能が被害を受けた場合でも、避難者の生命、身体を保護するた

め、食料・水・毛布等の生活必需品を確保するとともに、その物資を迅速かつ的確に避難者へ供

給する必要がある。 

 本章では、備蓄物資の確保、備蓄及び輸送体制の整備等について示す。 
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第３節 対策の方向性 

１ 飲料水・食料・生活必需品等の確保 

・国、都、協定締結団体等との連携強化による物資確保体制の構築及び家庭内備蓄の促進 

・避難者が安心して生活できる備蓄の充実 

・様々な水源を活用した飲料水、生活用水の確保 

・災害用トイレの備蓄及び既存トイレの有効活用 

 

２ 備蓄倉庫の整備 

・事業者の知見を活用した倉庫内管理 

・備蓄場所の確保 

 

３ 輸送体制の整備 

・区備蓄倉庫からの輸送体制の整備 

・ガイドラインに基づく地域内輸送拠点の整備 

・地域内輸送拠点から各避難所への輸送体制の整備 

 

第４節 到達目標 

１ 飲料水・食料・生活必需品等の確保 

・ローリングストック法等を用いた家庭内備蓄７日分以上（最低３日分以上）の実現 

・飲料水、生活用水の安定的な調達供給体制の構築  

・各家庭や避難所等における衛生的なトイレ機能の充足 

 

２ 備蓄倉庫の整備 

・迅速な備蓄物資供給のための備蓄倉庫の適切な管理運営 

 

３ 輸送体制の整備 

・支援物資等の円滑な輸送体制の構築 
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第５節 具体的な取組 

１ 食料及び生活必需品等の確保  

１－１ 備蓄物資の充実  

・震災時には、建物倒壊等による道路の寸断、ライフラインの途絶等により食料・生活必需品の確

保に支障をきたすと想定されるため、被災者に食料・必需品等の配給を行う必要が生じる。そのた

め、被害想定を考慮した食料等の確保、配給及び調達できるよう万全を期しておく。 

 
（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対管理部 

・災対健康部 

・災対区民生活部 

・災対教育部 

・ 備蓄物資の確保 

・ 民間団体等との供給協定の締結 

都 
・ 都区の役割分担に基づく、区備蓄分以降３日目までの食料等の備

蓄 

 

（２）詳細な取組内容 

① 備蓄方針 

・区内の地震被害の想定については次のとおりである。 

[荒川区の被害想定（都心東部直下地震 M7.3、冬の夕 18 時、風速８m/s の場合）] 

避難者（最大） 避難所避難者 死者 負傷者 帰宅困難者 

109,076 人 92,714 人 389 人 2,217 人 26,696 人 

・区は、都と連携し、発災後３日分の備蓄数量を確保することとしているが、道路や天候の状況

によっては、都から物資の供給を受けることできない恐れがあるため、区独自で発災後３日分の

備蓄数量の確保を図る。 

・発災１～３日後の避難所避難者は、首都直下地震による東京の被害想定に基づき、避難者数の

85％とする。 

・食生活の多様化等に配慮した食料の供給を図るため、主食についてアルファ化米を主体とし 

た備蓄を進める。 

・避難行動要支援者等を考慮した備蓄品目の充実を図る。 

・被災者に対し迅速に物資を給付できるよう、各避難所に設置しているミニ備蓄倉庫においては、 

発災直後から特に必要となる品目に十分配慮する。 

・福祉避難所となる福祉施設においては、避難者の特性に応じて必要となる品目を確保する。 
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② 資器材及び物資の備蓄状況 

ⅰ）主な備蓄物資 

○主食品 

・乾パン、アルファ化米、保存用パン、クリームサンドビスケット、粉乳及び粉乳用飲料 

水、液体ミルク 

      ※ 高齢者やアレルギー疾患患者対応食の拡大を図る。 

○避難生活用物品 

・毛布、タオル、石けん、カーペット、エアマット、液体ハミガキ、歯ブラシ、モバイルバ  

ッテリー 

○炊出し用資器材、照明設備 

・炊飯バーナー、発電機、投光機 

○給水関連資器材 

・水槽、ポリタンク 

○運搬用資器材 

・リヤカー 

○医療関連器材 

・医薬品セット、医療資材 

○災害用トイレ 

・組立式、ポータブル式、携帯トイレ 

ⅱ）備蓄計画 

・現在、区は、都計画における都区の役割分担に基づき、発災後１日分の備蓄数量を確保して

いるところであるが、道路や天候の状況によっては、都から物資の供給を受けることできない

恐れがあるため、区独自で発災後３日分の備蓄数量の確保を図る。 

・避難行動要支援者、食物アレルギーにも対応した食料備蓄についても推進する。 

（資料第３－37 備蓄物資一覧） 

 

③ 供給協定 

・食料や応急対策用物資、資器材等については、保管場所や保存期限等の関係から、区で備蓄す

るには限度があるため、関係する民間団体とあらかじめ協定を締結し、災害時に必要な量を確保

できるよう万全を期している。 

・今後も、食料や物資、資機材等の確保については、民間団体等との供給協定を推進するものと

する。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

２ 飲料水及び生活用水の確保  

２－１ 飲料水及び生活用水の確保 

・震災時には、建物倒壊等による道路の寸断、ライフラインの途絶等により飲料水及び生活用水の

確保に支障をきたすと想定されるため、被災者に飲料水及び生活用水等の給水を行う必要が生じ

る。そのため、被害想定を考慮した飲料水及び生活用水等の確保及び給水ができるよう万全を期

す。 
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（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対産業経済部 

・ 給水方針に基づく給水計画の作成 

・ 都と連携した災害時給水ステーションの整備 

・ 災害時の給水活動に関する協定の締結 

 

（２）詳細な取組内容 

① 給水方針に基づく給水計画の作成 

・避難所等において速やかに避難者に飲料水を配布できるよう、あらかじめ災対区民生活部に

おいて作成する給水方針に基づき、災害発生時には災対産業経済部を中心に給水計画を作成

し、給水活動を実施する。 

・災害発生による水道施設の被害等により、飲料水の確保が困難となった場合においては、一

部の一次避難所に整備されている応急給水栓や被害がない地区の消火栓等を給水活動拠点とす

る。 

（資料第３－38 応急給水栓設置施設一覧） 

・飲料水の確保及び給水業務は、区と都水道局との緊密な連携により実施するものとする。 

・永久水利施設（深井戸方式）については、水質管理を行い、飲料水の供給源として活用す

る。 

・上記の給水方法を補完するため、浄水器の配備等について検討する。 

 

 ※ 汐入公園一帯は南千住給水所で対応する。 

※ 谷中墓地、上野公園一帯及び堀船地区一帯での給水活動は、「特別区災害時相互協力及び相互

支援に関する協定」により、それぞれ台東区及び北区と連携し、両区の給水施設により対応する

とともに、必要に応じて応援・協力する。 

 （資料第２ 協定・覚書） 

※ 飲料水を車両輸送する必要がある避難所においては都水道局及び区が区により設置された仮

設水槽まで飲料水を輸送・補給し、区が住民等への応急給水を行う。 

※ 災害発生時における円滑な活動を確保するため、各部による給水訓練を適宜行う。 

  

 災害時給水ステーション及び給水活動拠点 

機 関 等 

都 都・区 区 

南千住 

給水所 

33,300 ㎥ 

(3,330 万 ℓ) 

日暮里南公園 

応急給水槽 

1,500 ㎥ 

(150 万 ℓ) 

荒川自然公園一帯 

尾久の原公園一帯 
学校等の避難所 

水道局が指定

する消火栓 

災対区民生活部 飲料水の搬送及び配給 

災対産業経済部 
災害時給水ステーションでの資器材設置、給水所等への調達車両配車、区民への応

急給水、区給水車の運用 



324 

 

② 災害時の給水活動等の協定 

・区では平成 17 年に（有限会社）ケイ・プランニングと「災害時の給水活動等に関する協定」

を締結し、同社が保有する連結送水管放水試験車（ステンレスタンク 1,500ℓ、動力ポンプ搭

載）による効率的な応急給水体制の確保を図っており、平成 23年３月に発生した東日本大震災

では、同車両を用いて釜石市に対する応急給水活動を実施した。 

   （資料第２ 協定・覚書） 

 

③ 応急給水用資器材の配備 

・区では、災害時に、応急給水栓及び水道局が指定する消火栓を活用して応急給水が行えるよ

う、各一次避難所にスタンドパイプ及び応急給水用資機材セットを配備している。 

 

３ 備蓄倉庫及び物資拠点の整備 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対教育部 

・ 区備蓄倉庫（６箇所）、ミニ備蓄倉庫の整備 

・ 円滑な輸送確保のための物資管理 

都 
・ 都備蓄倉庫の整備 

・ アルファ化米、毛布等の寄託物資の整備 

 
（２）詳細な取組内容 

① 都と区が整備する備蓄倉庫等 

・応急対策用資器材及び災害救援用物資を保管するために、備蓄倉庫を設置している。 

・発災後、迅速な救援活動を行うため、避難所、救護所となる区立の小中学校やふれあい館等

にミニ備蓄倉庫を設置し、食料や資器材、生活用品等を備蓄している。 

ⅰ）区備蓄倉庫 

○備蓄倉庫 

・荒川地区、町屋地区、尾久地区、日暮里地区、汐入公園、南千住四丁目に計６箇所設置し

ている。 

○ミニ備蓄倉庫 

・小中学校やふれあい館等 61箇所に設置している。 

ⅱ）都備蓄倉庫 

・南千住に１箇所設置している。 

（資料第３－39 備蓄倉庫一覧） 

（資料第３－40 ミニ備蓄倉庫等一覧） 
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② 都の寄託物 

・都は区所有の荒川防災備蓄倉庫等にアルファ化米、毛布等を寄託している。 

・寄託物資は、災害救助法が適用される災害が発生した場合に都福祉局長の承認を得て、利用

できる物資である。 

 

③ 整備方針 

・物資の分散配備及び拡充を推進するため、避難所や活動拠点となる区有施設への、ミニ備蓄

倉庫を設置していくとともにふれあい館の建設や宮前公園の整備等に併せて、新たな備蓄倉庫

の設置を計画する等、備蓄物資の保管スペースの更なる確保に努める。 

・備蓄物資ごとの数量や保管場所、賞味期限等の点検を定期的に実施する等、適正な管理を行

うとともに、災害発生時に迅速かつ的確に荷捌き及び物資搬送できるよう効率的な備蓄倉庫内

の保管場所の検討を行う。 

 
４ 輸送体制の整備  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対防災都市づくり部 

・ 地域内輸送拠点の整備 

・ 輸送用ヘリコプター・船舶による輸送手段の確保 

 

（２）詳細な取組内容 

① 地域内輸送拠点の整備 

・【震災編】第２部第５章第５節の「具体的な取組【応急対策】」における「４－２（２）③ 

地域内輸送拠点」に準ずる。 

 

② 輸送用ヘリコプター・船舶（隅田川利用） 

・輸送用ヘリコプターによる物資輸送及び隅田川防災船着場を活用した船舶による物資輸送等

については、都等防災関係機関と連携し、輸送手段を確保する。 

・ヘリポート及び船着場の確保については、今後とも計画的に整備を進めるものとする。 

 

  [輸送用ヘリポート・船着場] 

施 設 名称 管理主体 所在地 

ヘリポート 

① 都立汐入公園 広場 都建設局 南千住八丁目 13 番 

② 東尾久運動場多目的広場 荒 川 区 東尾久七丁目１番 

③ 南千住野球場 荒 川 区 南千住六丁目 45 番 

船着場 

④ 東尾久 荒 川 区 東尾久七丁目先 

⑤ 白鬚西 荒 川 区 南千住八丁目先 

⑥ 荒川遊園 都建設局 西尾久六丁目先 
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［輸送用ヘリポート・船着場 位置図］ 

 

 

[都所有の船着場の運用] 

機関名 都・区災害対策本部等設置期間中 都・区災害対策本部立ち上げ時 

都災害 

対策本部 

運用指示主体 

（都全体の災害対策活動の中で調整を

行い、必要がある場合、区災害対策本部

に運用を指示する。） 

都災害対策本部は、区災害対策本部

が防災船着場の運用主体になり、防災

船着場として利用が可能になった事を

防災機関に周知する。 

都建設局 
運用支援主体 

（損傷等に対する修繕・補修） 

損傷の有無の点検を行い、安全を確

認し、区災害対策本部へ引き継ぐ。引継

ぎ後、建設局本部に引継完了を報告す

る。 

区 運用主体 

都建設局の安全確認点検後、運用者

として、引き継ぎを受け、都災害対策本

部に報告する。 

・災害対策本部は、災対各部の人員・物資輸送について総合調整を行い、都各局と連携の上、

ヘリポート及び船着場の運用方針を決定する。 

・災対区民生活部は災対総務企画部、災対防災都市づくり部と連携しヘリポート及び船着場の

管理を行う。 
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５ 輸送車両の確保 

（１）主な対策内容と役割分担 

・第二次交通規制実施時には、緊急交通路に指定された道路では、一般車両の通行が禁止され、

緊急通行車両を優先して通行させる。 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対福祉部 

・災対健康部 

・災対防災都市づくり部 

・ 調達先及び調達予定数を地域防災計画において明確にしてお

く等により、調達体制を整える。 

・ 庁有車の緊急通行車両標章の交付手続を行う。 

・ 災害時協定締結事業者の特に必要性が真に高い事業者に対

し、緊急通行車両標章の事前交付手続きの実施を促す。 

警視庁 ・ 緊急通行車両等の確認 

都 

・財務局 

・交通局 

・水道局 

・下水道局 

・東京消防庁 

・ 緊急通行車両（所管関係車両等）等の確認 

都 

・総務局 

・生活文化スポーツ局 

・福祉局 

・産業労働局 

・中央卸売市場 

・ 物資の輸送のため必要となる車両について、車両の事前届出

を行う。 

 

（２）詳細な取組内容 

・震災発生時に緊急通行車両等として使用を予定している車両について、審査の結果、緊急通行

車両等に該当すると認められるものは、災害発生前に緊急通行車両標章の交付を受けることがで

きる。 
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６ 燃料の確保 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 協定締結団体への燃料供給体制の整備 

都 

・総務局 

・ 石油燃料の供給体制整備 

 

（２）詳細な取組内容 

・区は、燃料の確保について、平成8年10月に、東京都石油商業組合荒川北地区と「災害時におけ 

る燃料の優先供給及び工具類の提供に関する協定書」を締結し、区内の燃料供給体制を整備した。 

また、発災後、石油元売会社からの供給が一時的に停止する事態を想定し、平時から給油取扱所

の貯留タンクの残存量を可能な限り高い水準に維持する等の対策について、東京都石油商業組合

荒川北地区の協力を得る。 

・都は、石油連盟（製造・卸業）及び東京都石油商業組合（小売）等と「大規模災害時における

石油燃料の安定供給に関する協定」を、石油製品販売事業者と「大規模災害時における石油燃料

確保のための備蓄等に関する協定」を締結し、対策を進めている。 

・都は、協定を締結した石油製品販売事業者と連携し、石油燃料の買取り・保管を行い、石油燃

料を確保している。 

・協定の実効性を高め、災害時に円滑な燃料供給ができるよう、関係機関の協力を得ながら実践

的な訓練を実施し、災害時に最大限の効果が発揮できる体制を整える。 

（資料第２ 協定・覚書） 
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１ 備蓄物資等の供給 

１－１ 備蓄物資等の供給  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対総務企画部 

・災対管理部 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・ 都及び区の備蓄物資の配給 

・ 協定に基づく物資調達 

 

（２）詳細な取組内容 

① 食料の供給 

ⅰ）活動方針 

・災害の発生によって、食品の流通機構が混乱し、ライフラインの破壊により、日常の食料

を欠くに至った被災者に対しては、被災者の生命の維持と安定を図るため、食料の供給を行

う。 

ⅱ）供給基準 

・区本部長が地域災害において被災者の救護を行う場合の食料の供給基準は、災害救助法の

給与基準に準ずる。 

・災害救助法の概要（炊出し等による食料の供給）は、次のとおりである。 

  避難所に収容された被災者を対象として実施するが、住家に被害を受けて炊事のできな

い者及び住家に被害を受け、一時縁故地等に避難する者に対しても供給するよう努める

ものとする。 

  食料は、直ちに食することのできる現物を供給する。 

  食料の供給を実施するために支出できる費用は、主食費、副食費、燃料費として、１人

１日 1,330 円（令和６年度）以内とする。 

  食料の供給をできる期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、一時縁故地等

避難する場合においては、この期間内に３日分以内を現物で供給することができる。 

ⅲ）備蓄 

・発災後、都等の救援が行われるまでの間、被災者の食料を確保するため、アルファ化米、

乾パン、粉乳等を主体に備蓄する。 

・都・区の役割分担に基づき、アルファ化米、乾パン等の主食は避難所生活者は３日分、帰

宅困難者は１日分を当面の目標とする。 

 
② 生活必需品の供給 

ⅰ）活動方針 

・被災者に対して配布する、被服、寝具その他生活必需品等（以下｢生活必需品等｣という。）

は備蓄分のほか、常に取扱業者と連絡をとり、速やかに調達できるよう、日ごろから支援物
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資の調達可能数量の把握、及び集荷計画の確立に努めるものとする。 

ⅱ）生活必需品等の供給（貸与）基準 

・基準 

  災害救助法適用前においては、災害救助法施行規則による限度額に準ずるものとする。 

  災害救助法適用後においては、都本部長の指示する供給（貸与）基準による。 

・品目 

  寝具、被服、肌着、身の回り品、炊事道具、食器、日用品、光熱材料 

ⅲ）調達方法 

・被災者に供給する生活必需品は、区備蓄物資のほか、災対各部の要請により災対管理部が

区内取扱業者等から調達する。また、他の区市町村からの応援で対処する。 

・災害救助法適用後は、都本部長の指示を受けるとともに、必要のある場合には物資の調達

を物資調達・輸送調整等支援システムにより要請する。現地調達が適当と認められる物資に

ついては区において調達する。 

・区本部長は、生活必需品等の給（貸）与の実施が困難な場合、都本部長に応援を要請する

ものとする。 

・都が区に寄託している備蓄品（アルファ化米、毛布等）は、都の承認を得てから供給（貸

与）するものとする。 

ⅳ）配布方法 

・配布方法 

  調達された物資は、災対区民生活部が防災区民組織及びボランティア等の協力を得て公

平かつ円滑に配布する。 

  物資を必要とする在宅避難者については、各一次避難所に開設する専用の配給場所にお

いて配布する。 

  一次避難所の避難者については一次避難所で配布する。 

・配布時の留意点 

  毛布、エアーマット、その他寝具類は、原則として、６歳未満及び 65 歳以上の者に優

先的に配布する。 

  タオル、石けん等は必要とする被災者に対し、確保した物資を可能な限り公平に配布す

る。 

 

２ 飲料水の供給 

２－１ 応急給水の実施  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対福祉部 

・災対産業経済部 

・ 備蓄飲料水の配布 

・ 応急給水槽、給水車の活用 

・ 災害時給水ステーション、給水活動拠点での給水活動 
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（２）詳細な取組内容 

① 給水活動 

機関 活動概要 

都
水
道
局 

活動方針 

 応急給水に関する都・区の役割分担は次のとおりとする。 

⑴ 給水所・応急給水槽の給水拠点における飲料水の確保は水道局が行

う。 

⑵ 災害時給水ステーションから区民等への応急給水は区が行う。 

給水活動 

災害時の給水活動は、水道局・区の役割分担に従い協力して次のとおり

実施する。 

⑴ 日暮里南公園応急給水槽においては、区が応急給水に必要な資器材を

設置し、区民への応急給水を行う。 

⑵ 南千住給水所においては、都が応急給水用資器材を設置し、区が給水

を行う。また、南千住給水所に区画された応急給水エリアでは、都水道

局員の参集を待たずに、区等が給水を行う。 

⑶ 飲料水を車両輸送する必要がある広域避難場所においては、区が設置

した仮設水槽まで車両により輸送・補給を行う。 

⑷ 断水地域の状況、水道施設の復旧状況等により、必要がある場合

は、消火栓等に仮設給水栓を接続して、応急給水を区と協力して行

う。 

⑸ 後方医療機関となる医療施設及び重症重度心身障害児（者）施設等の

福祉施設については、区及び関係行政機関から都本部を通じて緊急要請

があった場合は、車両輸送による応急給水を行う。 

⑹ 都水道局は浄水場及び給水所ごとにあらかじめ要員を指定してお

り、休日、夜間等の震災時にはこれらの要員等と区職員が連携して、

迅速な応急給水を実施する。 

区 

区は、前記の都水道局の計画によるほか、都水道局と連携し、次のとおり応急給水活

動を行う。 

給水計画 
災対産業経済部は、被災状況、道路障害物の除去状況等を勘案し、速や

かに給水方針に基づく給水計画を作成し、人員配置を決定する。 

給水活動 

拠 点 

避難者への給水活動は、原則として次の場所で行う。 

⑴ 区内の広域避難場所（荒川自然公園一帯、尾久の原公園一帯） 

⑵ 一次・二次・福祉避難所 

⑶ 水道局が指定する消火栓や一部の一次避難所に設置されている応急給

水栓 
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機関 活動概要 

給水方法 

災対区民生活部・災対産業経済部・災対福祉部は、連携して以下のとお

り避難者への給水を行う。 

⑴ ペットボトル飲料水の配布 

 ・各避難所に備蓄しているペットボトル飲料水を避難者に配布する。 

・拠点備蓄倉庫に備蓄しているペットボトル飲料水を、車両で各避難所

に輸送し、避難者に配付する。 

⑵ 受水槽・高架水槽の残存水による給水 

 ・避難所となる施設に設置されている受水槽や高架水槽に残存している

水を避難者に配布する。 

⑶ スタンドパイプによる給水 

 ・水道局が指定する消火栓や一部の一次避難所に設置されている応急給

水栓を活用して避難者への応急給水を行う。 

⑷ 災害時給水ステーション、各地区の消火栓、備蓄倉庫からの水の搬

送 

 ・災害時給水ステーション（南千住給水所、日暮里南公園応急給水槽）、

各地区の消火栓から、給水車等で地区ごとに指定する中継拠点（幹線道

路沿いの一次避難所７か所）に水を搬送する。中継拠点から小型車両や

リヤカー等により近隣の避難所に搬送する。 

 ・水の搬送は、給水車によるほか、輸送水槽、ポリタンク等の給水用資

機材を区有車及び民間雇上車、リヤカー等に積載することにより行う。 

⑸ その他 

 ・区民には、給水ポリ袋等に水を入れて配布する。 

 ・谷中墓地、上野公園一帯及び堀船地区一帯については、それぞれ台東

区及び北区と連携し応急給水を行う。 

 ・永久水利施設（深井戸方式）から取水される水についても、適切な水

質管理を行った上で飲料水としての確保を図る。 

 ・上記の給水方法を補完するため、浄水器の配備等について検討する。 
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３ 物資の調達要請 

３－１ 物資の調達要請 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・ 必要な物資の調達計画を策定 

・ 災害時の物資の調達に関する協定の締結 

・ 状況により、物資の調達を都福祉局に要請 

都 

・福祉局 

・ 状況により、関係局等に調達を依頼し、直ちに所要量を確保す

るとともに、都本部を通じて国・他道府県等へ応援を要請 

 
（２）詳細な取組内容 

① 食料 

・被災者に対する炊出しその他による食品の給与のため、調達（備蓄を含む。)計画を策定す

る。 

・調達計画は、食生活の多様化や高齢者等要配慮者に配慮した主食及び副食の調達数量、調達

先その他調達に必要な事項について定める。 

 
② 生活必需品 

・震災時において実施する被災者に対する生活必需品等給（貸）与のため、調達（備蓄を含む。）

計画を策定する。 

・調達計画は、被災世帯を想定して生活必需品等の調達数量、調達先その他調達に必要な事項

について定める。 

 
③ 都への要請 

・災害救助法適用後、生活必需品等の給（貸）与の必要が生じたときは、状況により、物資の

調達を物資調達・輸送調整等支援システムにより都福祉局に要請する。 
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４ 国・都からの支援物資の受入れ・配分 

４－１ 支援物資の受入れ・配分手順等 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

都 

・本部 

・ 国（現地対策本部）との連絡調整 

・ 他道府県等との連絡調整 

・ 広域輸送基地の開設 

・ 広域輸送基地での支援物資の受入れ・荷さばき等 

・ 広域輸送基地から地域内輸送拠点への輸送 

都 

・福祉局 

・港湾局 

・ 広域輸送基地の開設 

・ 広域輸送基地での支援物資の受入れ・荷さばき等作業 

・ 広域輸送基地から地域内輸送拠点への輸送 

区 

・災対地域文化スポーツ部 

・ 地域内輸送拠点の開設 

・ 地域内輸送拠点での支援物資の受入れ・荷さばき等作業 

・ 地域内輸送所点から避難所等への輸送 

 

（２）業務手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）詳細な取組内容 

① 国（現地対策本部）との連絡調整 

・都は、国が「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画」に基づくプッシュ

都本部 
都 福 祉 局 

都 港 湾 局 

・国・他道府県等への 

要請の要否を判断 

・広域輸送基地の開設 

 

広域輸送基地の開設 

国・他道府県等 

＜国＞ 

「首都直下地震におけ

る具体的な応急対策活

動に関する計画」に基

づき、発災後直ちに物

資の調達を開始 

物資の需給量及び 

物資拠点等の被害状況を確認 

支援物資を都内の 

広域輸送基地へ輸送 

（要請が必要な場合） 

・国・他道府県等へ物的 

支援を要請 

・受入場所や日時を調整 

広域輸送基地で 

支援物資を受入れ 

開設情報 物資供給 

物資供給 

区 

地域内輸送拠点で 

支援物資を受入れ 

物資供給 
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型支援を実施する場合、その必要量等を現地対策本部と調整する。 

・都は、区からの具体的な要請に基づき、国に要請する場合は、現地対策本部に、調達を必要

とする理由、必要な品目及び数量等必要事項を示し、物資調達を要請する。 

・都は、受入場所や受入日時等について現地対策本部と調整するとともに、受入場所（広域輸

送基地）からの輸送について関係局と調整する。 

 

② 地方公共団体との相互応援協定 

・都は、必要に応じて、全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定、九都県市災害

時相互応援に関する協定、震災時等の相互応援に関する協定等の相互応援協定に基づき、他の

地方公共団体等に物資調達を要請する。 

・要請に当たっては、受入場所までの経路、輸送手段、受領日時等について相手方と調整す

る。 

・受入場所（広域輸送基地）からの輸送について関係局と調整する。 

・上記のほか、災害が発生し、又は災害が発生する恐れがある場合は、備蓄物資又は資材の供

給に関し、他道府県等と相互に協力するよう努める。 

 
４－２ 避難所等への物資輸送 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対防災都市づくり部 

・ 緊急輸送路の確保 

・ 避難所等への物資輸送 

・ 支援物資の受入れ等 

 
（２）詳細な取組内容 

① 緊急輸送路の確保 

・震災時における効率的な輸送活動を行うために、都指定避難道路を緊急輸送路として併用す

るとともに、発災時においては、緊急輸送道路の障害物除去作業を実施する等、速やかに緊急

輸送路のネットワークを確保することが重要である。 

 
② 避難所への物資輸送 

・搬送方法については、道路通行状況、避難所周辺の道路幅員等を勘案し、その方法を定める

必要がある。 

ⅰ）備蓄倉庫からの搬送 

・備蓄倉庫からの各避難所への搬送経路は、原則として緊急道路障害物除去路線を利用して

搬送する。 

・道路被害の状況に応じて、地域拠点である避難所を指定し、周辺避難所へ配分する等、柔

軟な対応を図る。また、障害物除去道路と備蓄倉庫、避難所へつながるアクセス道路は優 先

的に障害物除去を行うこととする。 
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ⅱ）援助物資の受入・搬送 

・区外からの支援物資の受入れについては、受援・応援ガイドラインに基づき、原則、地域

内輸送拠点にて行うこととする。 

 
③ 支援物資の受入れにおける留意点 

・支援物資の荷卸しの際は、非常に多くの時間と労力を要することから、支援物資のトラック

等への荷積みについては、荷卸し等に配慮した方法（物資の直積みの禁止等）で行うよう協力

団体等へあらかじめ依頼する。 

・食物アレルギーに対応した食料や乳幼児、高齢者、障がい者、慢性疾患患者等が特に必要と

する物資等の取扱いについては、他の支援物資に紛れ込まないよう注意する。 

 
５ 義援物資の取扱い 

・平成 24年７月 31 日に発表された、中央防災会議防災対策推進検討会議の最終報告では、「個人が

被災地に小口・混載の支援物資を送ることは、被災地において内容物の確認、仕分け等の作業が必

要となり、被災地方公共団体の負担になることから、特定個人向けのものであって配送も可能な場

合は除き、抑制を図るべきである。」とされている。 

・区や都福祉局は、義援物資の取扱いについて、上記の報告内容や生活必需品等の需給状況等を踏

まえ、適宜その要否を検討・決定し、受付・問合せ先等を広報する等迅速に対応していく。 

 

６ 輸送車両の確保 

・災害応急対策の実施に必要な人員及び物資の輸送は、災害対策の基幹となるものであるから、輸

送手段の確立と必要車両等は迅速かつ円滑に調達しなければならない。 

・本節では、区が、災害応急対策活動を実施するに際して輸送手段とそれに係る車両等（区所有車

両、区所有自転車、協定締結団体車両や自転車）の調達・配車・運行管理・輸送計画について記述

する。 

 

６－１ 協定締結団体等からの必要な車両等の調達  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対総務企画部 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・災対産業経済部 

・災対福祉部 

・災対健康部 

・災対防災都市づくり部 

・ 車両等の調達 

・ 車両等の配車・運行管理 

・ 輸送計画 
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（２）詳細な取組内容 

① 輸送手段及び調達 

ⅰ）区所有車両 

・災対総務企画部は、総務企画課所有の車両の状況を確認し、運行が可能な車両を把握す

る。 

・各部所有の車両については、各部において車両の状況を確認した上で、所有している災対

各部の災害対策用として使用するものとする。 

（資料第３－41 区有車現況） 

ⅱ）区所有自転車 

・災対総務企画部は、区所有車両と同様に総務企画課所有の自転車の状況を確認し、運行が

可能な車両及び自転車を把握する。 

・北庁舎保管の自転車については、北庁舎の災対各部での使用とするほか、それ以外の各部

所有の自転車については、所有している災対各部が災害対策用として使用するものとする。 

ⅲ）協定締結団体の車両及び自転車 

・協定締結団体に協力を要請し、車両及び自転車を調達する。 

 （資料第２ 協定・覚書） 

ⅳ）調整に係るその他の事項 

・民間事業者団体との協定に基づく車両等の調達について、当該団体に加盟する事業者保有

の車両等が発災時に区外・都外を走行していた場合、直ちには応急対策活動を開始できない

ことから、災害対策基本法第 64 条及び第 65条の規定に基づく応急公用負担（物件の強制使

用、従事命令）を適用し、民間車両及び自転車を調達する。 

・必要車両等が不足し、調達不能となった場合は、都災害対策本部へ調達あっせんを要請す

る。 

 

② 車両の配車・運行管理 

・災対総務企画部は、区所有車両を効率的に運用できるよう配車計画を策定するとともに、運

行状況を随時把握し、運行管理を行う。 

・災対各部は、協定締結団体の車両について、効率的に運用できるよう配車計画を策定すると

ともに、運行状況を随時把握し、運行管理を行う。 

・区所有車両及び協定締結団体の車両の配車に当たっては、被災者の救護、物資、資機材等の

運送用務について、特に優先的に配車することとする。 

・応急対策に使用する車両については、災害対策基本法等に基づく交通規制が実施された場合

に、規制区間を通行するため、警察署において事前に緊急通行（輸送）車両である旨の確認を

受け標章発行し、交付を受けた標章を掲示して運行する。 

・災対各部において区所有車両を必要とするときは、「目的、台数、期間、行先等」を整理の

上、災対総務企画部に要請する。 

・なお、原則として車両の待機は行わないが、災対各部において待機車両の必要が生じた場合

は、災対総務企画部に要請する。 

・災対総務企画部は、車両の運行状況を的確に把握し、他の災害対策応急業務に支障が生じな
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い場合に限り、当該災対部用として車両を待機させることができる。 

 

③ 輸送計画 

ⅰ）人員輸送の活動内容 

部名 活 動 内 容 

災対総務企画部 区所有車両の配車・運行計画 

災対区民生活部 
区災害対策本部職員の輸送、区内他地区及び隣接区市町村への被

災者の移送 

災対福祉部 避難行動要支援者等の移送 

災対健康部 医療救護班の輸送、患者の後方医療施設への移送 

※災害対策本部は、上記規定にかかわらず、効果的かつ柔軟な人員輸送を行うため担当災対

部の指定、変更を行うことができる。 

ⅱ）物資輸送の活動内容 

部名 活 動 内 容 

災対総務企画部 区所有車両の配車管理 

災対区民生活部 
応急食料品、生活必需品、炊出し用資器材、応急対策用資器材の輸

送 

災対地域文化スポーツ部 支援物資の輸送 

災対産業経済部 飲料水及び給水のための資器材等の輸送 

災対健康部 医薬品、医療資器材の輸送 

災対防災都市づくり部 水防資器材の輸送、道路啓開資材の輸送 

※災害対策本部は、上記規定にかかわらず、効果的かつ柔軟な物資輸送を行うため担当災対

部の指定、変更を行うことができる。 

 

７ 船舶の確保 

・隅田川防災船着場を活用した船舶による物資輸送等については、都等防災関係機関と連携し、輸

送手段を確保する。 

・船着場の確保については、今後とも計画的に整備を進めるものとする。 

・災対本部は、災対各部の人員・物資輸送について総合調整を行い、都各局と連携の上、船着場の運

用方針を決定する。 

 

８ ヘリコプター等の確保 

・輸送用ヘリコプターによる物資輸送については、都等防災関係機関と連携し、輸送手段を確保す

る。 

・ヘリポートの確保については、今後とも計画的に整備を進めるものとする。 

・災害対策本部は、災対各部の人員・物資輸送について総合調整を行い、都各局と連携の上、ヘリ

ポートの運用方針及び管理体制を決定する。 
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９ 燃料の供給 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 協定締結事業者への燃料供給の要請 

 
（２）詳細な取組内容 

① 燃料の供給 

・給油の必要が生じた場合は、協定締結事業者へ優先供給の提供を要請する。 

・燃料の供給について、協定に基づき、協定締結事業者は緊急輸送車両に対し燃料の優先供給

を実施する。 

（資料第２ 協定・覚書） 
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１ 多様なニーズへの対応 

１－１ 被災者ニーズへの対応 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対福祉部 

・ ボランティア・区民活動団体等と連携しながら避難者ニーズの把

握、対応した備蓄の確保 

 
（２）詳細な取組内容 

① 避難者の把握 

・避難者は、避難所の種類、性別、年齢、障がい、介護、疾患等、多様であり、食料以外につ

いても考慮する必要があるため、一次避難所及び二次避難所を運営する際には、避難者カード

を活用し、避難者の現況を確認する。また、福祉避難所を運営する際には、避難行動要支援者

個別避難計画を活用し、避難者の現況等を把握及び確認する。 

 

② 備蓄の確保 

・震災時の初期においては、限られた備蓄物資等を公平かつ的確に配分する。 

・各避難所において避難者及び必要な物資等について把握し、受援・応援ガイドライン等に基

づき、災害対策本部を通じて、支援団体等へ支援物資の要請を行う。 

 

④  多様なニーズへの対応 

・被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化し、多様化すると考えられる。また、

要配慮者、女性、子供等、避難者の特性によって必要となる物資は異なる。 

・区は、ボランティア・区民活動団体等と連携しながら、変化していく避難者ニーズの把握及

びニーズに対応した物資の確保及び配布に努めるとともに、生理用品、女性用下着の配布は女

性が行う等、物資の配布方法についても配慮する。 

・都は、広域的見地から区を補完するため、国・他道府県等からの支援物資の受入体制及び事

業者からの調達体制を整えて、必要な物資の確保に努める。 

・企業、団体からの大口の義援物資について、上記の体制の中で受入れを検討する。 
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２ 炊出し 

２－１ 炊出しによる被災者への支援 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 炊出しによる給食活動 

 

（２）業務手順 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※被災した区から炊出しの要請があった場合、都福祉局は、都本部等に対して応援を依頼すると

ともに、日本赤十字社に対して応援要請等の措置を講じる。 

 
（３）詳細な取組内容 

・食物アレルギー等にも、制限された食事にも対応できるよう、備蓄品目の選定について、適宜

検討する。 

・道路障害物除去が本格化し、輸送が可能と考えられる４日目以降、原則として米飯の炊き出し

により給食するとともに、被災者の多様な食料需要に応えるため、弁当、おにぎり等加工食品の

調達体制を整える。 

・ボランティアや区民活動団体等と連携し、円滑な炊出しの実施に努めるものとする。 

・被災した区において、被災者に対する炊出しその他による食品等の給与の実施が困難な場合

は、炊出し等について都福祉局に応援を要請する。 

・なお、炊出しを行う際は、感染症対策や食中毒予防に十分配慮し実施する。 

 
① 給食の方法（一次避難所における給食の例） 

・災害発生の直後は、給食施設の被害や熱源の確保困難等の状況により、まずアルファ化米、

乾パン、おかゆ（避難行動要支援者用）を給食し、順次米飯による給食に移行する。 

・乳児には、調整粉乳（３日分）を供給する。 

 
② 炊出し活動 

・一次避難所等における炊出し活動は、準備でき次第、必要に応じて実施することとし、災対

炊き出し体制の確保 

（人員、場所、食料、調理器具、水・熱源等） 

炊き出しの実施 

区市町村での実施が困難な場合 

応援要請 

要請対応 

（日赤等に協力依頼） 

区 都福祉局 
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区民生活部が防災区民組織、日本赤十字社奉仕団、東京都麺類環境衛生同業組合荒川支部、学

校給食調理業務委託業者及びボランティア等の協力を得て行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 
③ 食品の配分 

・調達された食品は、災対区民生活部又は災対地域文化スポーツ部が各避難所等へ分配する。 

・給食を必要とする在宅避難者については、各一次避難所に開設した専用の配給場所で配分す

る。 

・食料等は公平かつ適切に配分する。 

 

３ 水の安全確保 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対健康部 

・ 飲料水の衛生確保 

 

（２）詳細な取組内容 

・災害時には、通常飲用していない井戸水等を飲料水として利用する可能性があり、安全性の確

保が必要となるため、災対生活衛生課は、飲料水及び食品の安全と避難所等における生活衛生の

確保を図る。 

・詳細については、【震災編】第２部第９章第５節の「具体的な取組 【応急対策】」における 「２－

２ 避難所等における生活衛生の確保」に準ずる。 

 

４ 生活用水の確保 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対産業経済部 

・ 防災井戸、プール等の水源の活用 

・ 生活用水としての永久水利施設の活用 

 
（２）詳細な取組内容 

① 生活用水の確保 

・被災者にとって飲料水の確保は緊急の課題であるが、避難生活を余儀なくされた区民が、当

面生活する上で欠くことのできない入浴や洗濯等に必要な生活用水を確保することも重要なこ

とである。 

ⅰ）防災井戸の整備・確保 

・震災時に区民の生活起点となる、避難所や公園、広場に防災井戸（手押し式の揚水ポン

プ）を整備するとともに、区内民間事業所等の敷地内に設置されている井戸を災害時に使用

できるよう、災害時協定を締結している。 

（資料第２ 協定・覚書） 
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  [防災井戸設置場所] 

施設 設置数 

学校 ７箇所 

区立公園 17 箇所 

防災広場 18 箇所 

防災スポット・グリーンスポット 16 箇所 

その他 ３箇所 

計 61 箇所 

  

② 永久水利の活用 

・断水時における消火用水の確保のため整備している永久水利施設について、生活用水として

活用する。 

 

③ その他水源の活用 

・区施設の温水プールやひろば館等の浴場、学校プール、噴水池、あらかわ遊園の浄化水（隅

田川利用水）等、水源として利用可能な施設を被害状況に応じて活用する。 

・水道の停止により、水洗トイレの使用が不能の場合は、小学校、防災広場、公園等に設置し

ている防災井戸及び災害時協力井戸等の水を活用し、使用する。 

・水道の復旧には時間を要するため、事業所及び家庭においては、平時から水の汲み置き等に

より、生活用水の確保に努める。また、区においても普及啓発を行う。 

（資料第２ 協定・覚書） 

 

５ 物資の輸送 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・ 区の地域内輸送拠点から避難所等へ物資を輸送 

都 

・災害対策本部 

・ 調達した物資、国・他道府県等から陸上輸送による応援物資等

を、区の指定する地域内輸送拠点等に輸送 

・ 国・他道府県等からの支援物資で、滞留の可能性のある物資に

ついて一時保管する。 

都 

・福祉局 

・ 調達した物資、国・他道府県等から陸上輸送による応援物資等

を、区の指定する地域内輸送拠点に輸送 

都 

・生活文化スポーツ局 

・産業労働局 

・ 調達した物資を、広域輸送基地又は区の指定する地域内輸送拠

点まで輸送 
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（２）対策内容 

・区は、区が調達(都からの調達分を含む。)する食料及び生活必需品等の輸送及び配分の方法

について定める。 

・地域内輸送拠点等を選定し、都総務局に報告するとともに、地域内輸送拠点等で受け入れた

物資を避難所等へ輸送する。  

［陸上搬送概念図］ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※地域内輸送拠点となる施設の被害状況や物資の集積状況により、 

広域輸送基地から避難所へ直接輸送する場合もある。 

広域輸送基地（都）

地域内輸送拠点（区）

避難所等（区） 

調達物資、国・他道府県等からの支援物資 
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第 11 章 住民の生活の早期再建 

 

 

 

 

 

 

第１節 現在の到達状況 

・大規模災害以外の火災や風水害等に対する罹災証明書を交付 

・民間事業者と災害時のごみ、がれき処理に関する協定を締結 

・都下水道局により、トイレとして使用可能なマンホールを指定 

 

第２節 課題 

・膨大な棟数の建物被害により、罹災証明書の交付が滞る可能性がある。 

・膨大な量のごみ、がれきを効率的に処理するための手順をあらかじめ決めておく必要がある。 

・都と連携し、し尿回収体制を構築する必要がある。 

 

第３節 対策の方向性 

・建物被害認定調査員等の養成、被災者生活再建支援システムを活用した手続の迅速化 

・ごみの集積場所及び災害廃棄物の仮置場の確保 

・し尿回収体制の構築 

 

第４節 到達目標 

・早期の生活再建のための体制構築 

・ごみ・がれき・し尿処理体制の構築 

  

震災により被災した区民の生活再建を迅速に実施するためには、悪化した区民の生活環境を早

期に復旧させることが重要となる。 

本章では、応急危険度判定、罹災証明書の交付、応急仮設住宅の供給、災害用トイレ及びし尿

処理体制、ごみ処理及び災害廃棄物処理等、区民の生活再建対策について示す。 
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第５節 具体的な取組 

１ 生活再建のための事前準備 
１－１ 応急危険度判定員等の確保 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対防災都市づくり部 

・ 区内応急危険度判定士の確保 

・ 応急危険度判定の体制整備 

・ 被災宅地危険度判定士の確保 

都 
・ 応急危険度判定士の確保・養成 

・ 被災宅地危険度判定士の確保・養成 

 

（２）詳細な取組内容 

① 判定業務に係る業務マニュアルの作成及び判定資機材の確保 

・区は、応急危険度判定の実施を的確かつ迅速に実施するために、業務マニュアルを作成し、判

定資機材を確保する。 

 

② 応急危険度判定業務に係る人員の確保 

・都と連携し、登録の要件を満たす区職員や民間の方に対し、応急危険度判定に関する講習の受

講、登録を促進し、人員の確保に努める。 

・都と連携し、一定の実務経験を有する区職員等に対し、被災宅地危険度判定士に関する講習の

受講、登録を促進し、人員の確保に努める。 

 

③ 区判定員会との連携体制の確立（応急危険度判定） 

・区は、地元の判定員で構成される区判定員会の総会等を通じ、日ごろから円滑に連絡が取れる

体制を確立する。 

・区と判定員会は、判定員の連絡先等を最新の情報に更新し、使用できる状態に努めるものとす

る。 

 

１－２ 応急仮設住宅用地の確保 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対防災都市づくり部 

・ 応急仮設住宅用地の選定 

 

（２）詳細な取組内容 

・区はあらかじめ次の点を考慮のうえ、建設予定地を定めておくものとする。 

    ⑴ 接道及び用地の整備状況 

    ⑵ ライフラインの状況 
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⑶ 避難場所等との重複利用の有無 

・応急仮設住宅の建設予定地は次のとおりとする。なお、応急仮設住宅の建設については、被害状 

況及び他の用途と調整した上で実施する。 

⑴ 都立汐入公園 多目的広場及びテニスコート 

    ⑵ 南千住野球場 

  ⑶ あらかわ遊園運動場 

    ⑷ 区民運動場 

・上記で不足が生じる場合は、区立公園等のスペースについても、被害状況等を勘案して、応急

仮設住宅建設用地として活用する。 

 

１－３ 義援金配分事務の手続きの明確化 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 義援金募集・配分について必要な手続を明確化 

 

（２）詳細な取組内容 

・区は、都の義援金募集等に協力する場合、独自で義援金を募集する場合の双方について、必要な

手続を明確にする。 

 

２ トイレの確保及びし尿処理 

２－１ トイレの確保等 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対防災都市づくり部 

・ 携帯トイレの備蓄の啓発 

・ 災害時のトイレ使用に関するマニュアル等の作成及び周知啓発 

・ マンホールトイレの整備 

・ トイレ設置可能なマンホールの指定 

 
（２）詳細な取組内容 

① トイレの確保 

・災害時において、トイレが利用できない事態が発生すると、様々な健康被害や衛生環境の悪化

につながる。ライフラインの一環として、トイレの確保・管理体制の準備は不可欠であり、災害

による影響を想定し、災害時のトイレを確保する。 

ⅰ）災害時にトイレを使用する上での制約 

災害時に起こり得る事態 トイレを確保する上での制約等 

断水・屋内給水管の破損 
・流せなくなる。 

・手が洗えなくなる（衛生環境の悪化）。 

停電 
・特にマンション等では、水が汲みあがらず水洗トイレが使えなくな

る。 
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災害時に起こり得る事態 トイレを確保する上での制約等 

下水道・集中処理浄化槽・

戸別浄化槽の破損 

・水が確保できても、排水先が破損している場合は、水洗トイレの使

用を中止する必要がある。 

大雨、洪水、高潮等によ

る浸水の継続 

・浄化槽への逆流が発生する等の被害の恐れがある。 

・水再生センター・ポンプ所等の機能が停止する恐れがある。 

・戸別浄化槽のブロアーが故障すると水洗トイレが使えなくなる。 

避難所の既設トイレ（個

室・便器）が使えない 
・携帯トイレ（便袋）を使用できるスペースが確保できない。 

ⅱ）災害時に使用できるトイレ（便器）の確保 

・「避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン」（平成 28 年４月内閣府）では、過去の

災害における災害用トイレの設置状況や、国連等における基準を踏まえ、災害発生当初は、避

難者約 50人あたり１基、その後、避難が長期化する場合には、約 20 人あたり１基を一つの目

安として、備蓄や災害用トイレの確保計画を作成することが望ましいと示されている。 

ⅲ）災害時に使用できるトイレ 

・災害時に使用できるトイレとしては、避難所等の既設のトイレ及び携帯トイレ、簡易トイレ、

マンホールトイレ、仮設トイレ等がある。 

・災害時には避難所の施設等に設置されている既設のトイレの使用を優先に考え、避難者数や

上下水道の使用可否の状況等に応じ、不足分についてマンホールトイレや仮設トイレの設置に

より対応していく必要がある。 

災害時に使用できるトイレ トイレの概要、運用上の留意事項 

避難所等の既設のトイレ ・避難所の施設等に設置されている既設のトイレの使用を優先とす

る。 

・水洗が使用できない場合等には、携帯トイレを併用して使用する。 公園等の公衆トイレ 

携帯トイレ 

・便袋タイプで、吸水シートや凝固剤で水分を安定化させる。 

・既存の洋式便器や携帯トイレにつけることにより、水洗が使用で

きない場合でも、便器を使用することができる。 

簡易トイレ 
・便槽付きの簡易トイレについては、水洗の必要がなく、トイレを組

み立て、テントを設置して使用する。 

マンホールトイレ 

・区、都下水道局が設置しているトイレ用マンホールに組み立てト

イレ及びテントを設置して使用する。 

・屋外に設置することから、使用に際しては各種事故等の防止に対

し十分に配意する必要がある。 

仮設トイレ 
・使用可能なトイレの不足状況等に応じ、仮設トイレを調達し設置

する。 

 
② 災害用トイレの備蓄の推進及び啓発 

ⅰ）備蓄の推進 

・トイレの水洗が使用できない場合には、携帯トイレを併用することにより、既存の便器や組

み立て式トイレを使用することが可能となる。また、便槽付きの簡易トイレの活用も有効であ

り、水洗が使用できない場合や水洗に係る被害状況が確認できない間においては、これらの災
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害用トイレを併用して使用していく必要がある。 

・このことから、避難所等において、携帯トイレ等の災害用トイレの備蓄を充実するとともに、

各家庭や事業所においても、備蓄するよう啓発を行っていく必要がある。 

ⅱ）区民の啓発 

・災害時は、上水道及び下水道や排水管等の状況により、水洗トイレの使用の可否を判断する

必要がある。排水管等の破損等がある場合に水洗を使用すると、建物内に汚水があふれる可能

性や、マンションの場合、停電で上層部に水を汲み上げるポンプの停止により、断水が起きて

汚物を流せなくなるといった、衛生面等における問題も生じる場合がある。 

・このことから、災害時における各家庭のトイレの使用方法等に関する注意事項等をまとめた

マニュアル等を作成し、周知啓発を図る。 

ⅲ）家庭におけるトイレの問題 

原 因 事 象 影響等 

上水道を原因とするもの 
・上水道の断水 

・停電によるポンプの停止 

・流す水が出ない。手が洗えない。 

・上層階への加圧ポンプが停止し、水が汲

み上がらない。 

排水管を原因とするもの ・排水管の損壊 ・建物内に汚水があふれる。 

下水道を原因とするもの 
・下水処理施設の損壊 

・下水道の破損 

・し尿の処理ができない。 

・汚水が流れない。 

ⅳ）家庭におけるトイレの使用の判断 

排水管や下水の状況 
水洗の 

可否 
備  考 

排水管や下水の状況が分からない。 
不可 

・携帯トイレや簡易トイレを使用する。 

・便器に破損等がなければ、携帯トイレを併用

することにより既設の便器を使用できる。 
排水管や下水に破損等がある。 

排 水 管 や 下 水 に 問 題 は な い 。 可 
・断水等により水道が使えない場合は、くみ置

きの水等により流す。 

 

３ ごみ処理 

（１）主な対策内容と役割分担 

・大量に発生するごみの処理は、区を実施主体として、必要に応じて都の支援を受けて収集・運搬

機材等を確保し、迅速な処理体制を整備する。 

 

各機関 対策内容 

区 

・災対環境清掃部 

・ ごみ処理に関する窓口 

・ 所管区域内の廃棄物関連施設や運搬車等の現況を把握し、施設の耐

震化を促進するとともに、不足が想定されるマンパワーや資機材に対

する備えを検証、確保 
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各機関 対策内容 

都 

・環境局 

・ 区を通じて、都内全域のごみ処理体制を把握 

・ 区の応援要請に迅速に対応するため、都内のごみ収集・運搬機材等

や廃棄物処理施設の現況を把握、機材の確保や処理体制の協力体制を

構築 

都 

・総務局 

・ 都の対策全般を総括 

・ 広域的なごみ処理体制について連携体制の構築を推進 

 

（２）詳細な取組内容 

・都は、区が行うごみの一次集積から運搬、処理施設等で必要となる資機材について、区からの要

請に基づき、国と連携し、被災地以外の自治体に要請を行うことで、不足分の確保を図る。 

・可燃ごみの処理については、都内の処理施設のみならず、広域的な処理体制の構築により、迅速

な処理体制を実現する。 

・区は、都環境局と協力して、処理機能の確保策に関して、区のマニュアルに示す等の見直しを行

うことで、ごみ処理体制の構築を促進する。 

 

４ 災害廃棄物処理 

４－１ 災害廃棄物処理体制の整備 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対環境清掃部 

・災対防災都市づくり部 

・ 関係機関と連携した災害廃棄物（がれき・し尿等）処理体制の

整備 

都 

・下水道局 

・ 災害時マンホール対応型トイレ設置可能なマンホールを指定 

 

（２）詳細な取組内容 

① 災害廃棄物処理体制 

ⅰ）活動方針 

・速やかに災害廃棄物の処理が行えるよう、区は、特別区災害廃棄物処理対策本部（（特別区、

東京二十三区清掃一部組合（以下「清掃一組」という。）及び東京二十三区清掃協議会（以下

「協議会」という。）で構成する臨時組織（以下「特別区本部」という。）及び都等の関係機関

と連絡を緊密に行い、災害廃棄物の発生量の把握をするとともに、災害廃棄物処理実行計画を

作成し、実施体制を確保する。 

ⅱ）災害時に取扱う廃棄物の種類 

・災害時に区が処理を行う必要がある廃棄物は次のとおりである。 

廃棄物の種類 概要 

一般 

廃棄物 
災害廃棄物 

・被災した住民の排出する生活ごみ 

（通常生活で排出される生活ごみは除く。） 

・避難施設で排出される生活ごみ（避難所ごみ） 
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廃棄物の種類 概要 

・一部損壊家屋から排出される家財道具（片付けごみ） 

・被災建築物の解体撤去で発生する廃棄物 

・道路啓開や救助捜索活動に伴い生じる廃棄物 

・被災施設の仮設トイレからのし尿 

・被災した事業場からの廃棄物（発災後、国庫補助の対象と

なった中小事業者の事業場から搬出される廃棄物に限る。

事業活動に伴う廃棄物は除く。） 

家庭ごみ・し尿 
・通常生活で排出される生活ごみ 

・通常家庭のし尿 

事業系一般廃棄物 ・事業活動に伴う廃棄物（産業廃棄物を除く。） 

産業廃棄物 
・廃棄物処理法第２条第４項に定める事業活動に伴って

生じた廃棄物 

ⅲ）基本方針 

・東京都災害廃棄物処理計画に定める「①計画的な対応・処理、②リサイクルの推進、③迅速

な対応・処理、④環境に配慮した処理、⑤衛生的な処理、⑥安全の確保、⑦経済性に配慮した

処理」を基本方針として、災害廃棄物を処理する。 

・「東日本大震災に係る災害廃棄物の処理方針(マスタープラン)（環境省）」及び東日本大震災

の事例等を参考に、処理期間は３年間を目標とする。 

ⅳ）災害廃棄物処理の実施主体 

・災害廃棄物の処理の実施主体と主な役割は次のとおりである。 

実施主体 主な役割 

区 

・災対環境清掃部 

・災害廃棄物発生量の推計 

・災害廃棄物の処理方針及び災害廃棄物処理実行計画の策定 

・し尿収集計画の策定 

・区民等への周知・広報 

・がれき等の応急的な集積場所の設置・運営 

・一次仮置場の設置・運営 

・臨時作業計画の策定 

・災害廃棄物の収集・運搬 

特別区本部 

・特別区全体の災害廃棄物処理に関する調整 

・関係機関との情報連絡体制の確保と情報収集 

・車両（人員含む。以下同様。）の各区への配車の調整 

・二次仮置場、処理施設へのがれきの搬入調整 

・二次仮置場、仮設処理施設、資源化物一時保管場所の設置・運営及

び処理した災害廃棄物の運搬 

都 

・環境局等 

（都災害廃棄物対策

本部） 

・二次仮置場の都有地の利用に向けた調整等 

（以下、区で調整がつかない場合の役割） 

・民間事業者への車両の応援要請・確保 

・多摩地区市町村へ車両の応援要請・確保 

・他県への車両の応援要請・確保 

・中間処理済みの災害廃棄物の埋立処分 

・災害廃棄物の広域処理の連携 
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実施主体 主な役割 

清掃一組 ・管理する施設での災害廃棄物の中間処理 

協議会 ・廃棄物の収集及び運搬に係る各区への配車調整 

区民 ・災害廃棄物の排出段階での分別の徹底及び排出ルールの順守 

事業者 

・事業場から排出される廃棄物の処理 

・廃棄物処理の知見及び能力を有する事業者は、災害廃棄物処理への

協力 

（資料第２ 協定・覚書） 

ⅴ）災害廃棄物処理の役割分担 

・災害廃棄物の処理については、長期間を有すること、復興施策に影響を及ぼすこと等から、

区においても横断的な臨時組織により対応することとするが、役割分担は概ね次のとおりとす

る。 

 がれき 避難所ごみ し尿 

災対環境清

掃部 

・必要車両等の算定 

・建物等のがれきの撤去・

運搬 

・一次仮置場の設置 

・一次仮置場の管理（がれ

き処理時） 

・二次仮置場への運搬 

・必要車両等の算定 

・一次避難所・二次避難

所・福祉避難所から排出

されるごみの収集・運搬 

・必要車両等の算定 

・一次避難所・二次避難

所・福祉避難所の仮設ト

イレから排出されるし尿

の収集・運搬 

災対防災都

市づくり部 

・がれき発生量の予測 

・解体等の受付 

・道路啓開等のがれきの

撤去・運搬 

・一次仮置場の管理（道路

啓開時） 

  

災対区民生

活部 

・撤去・運搬等に要する人

員・資機材等の要請 

・収集・運搬等に要する人

員・資機材等の要請 

・一次避難所・二次避難所

のごみ保管場所の管理 

・収集、運搬等に要する人

員、資機材等の要請 

・区が備蓄する仮設トイ

レの運搬 

・仮設トイレの要請・地域

内輸送拠点からの運搬 

・一次避難所、二次避難所

の仮設トイレの設置・管

理 

災対地域文

化スポーツ

部 

  
・仮設トイレの地域内輸

送拠点での受入れ 

災対福祉部  
・福祉避難所のごみ保管

場所の管理 

・福祉避難所の仮設トイ

レの設置・管理 

災対健康部  
・避難所等の衛生指導・助

言 

・避難所等の衛生指導・助

言 

災対各部   
・所管する施設の仮設ト

イレの設置・管理 
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ⅵ）区民への啓発 

・災害廃棄物を適正かつ迅速な処理を推進するためには、区民及び事業者の協力が必要である。

また、避難所の被災者に対しても、災害廃棄物等の処理に関する広報が必要となることから、

関連部署と連携し情報の一元化を図る。 

・広報は、あらかわ区報、ホームページ、各種ＳＮＳ、ケーブルテレビ等により行うほか、新

聞・テレビ・ラジオ等の報道機関に対しても情報提供を行い、周知する。また、避難所等の被

災者に対しても、ポスター掲示等により周知を行う。 

・一般家庭ごみの収集が停止することが想定され、収集が再開されるまでは、自宅で保管する

ことが求められる。家庭ごみの分別の徹底及び排出ルールについて平時から啓発するとともに、

ごみ収集再開後も、通常通りの収集作業が困難な場合、衛生上留意が必要な生ごみや携帯トイ

レ、使用済みマスク等の可燃ごみを優先して収集することも平時から呼びかける。 

 

５ 災害救助法の適用 

（１）主な対策内容と役割分担 

・一定規模以上の災害が発生したとき、被災者の保護と社会秩序の保全のために必要な応急的救助

を都本部長が行う旨を定めたものが、災害救助法である。 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・ 都本部長への災害救助法の適用申請 

 

（２）詳細な取組内容 

① 基本方針 

ⅰ）都本部長への災害救助法の適用申請 

・災害に際し、区域内における災害が災害救助法第２条の規定に基づく適用基準に該当し、又

は該当する見込みがある場合、区本部長は、直ちに都本部長に報告し、災害救助法の適用を申

請しなければならない。 

ⅱ）急迫した事態の措置 

・災害の事態が急迫し、都本部長による災害救助法に基づく救助の実施を待つことができない

ときは、区本部長は、救助に着手し、その状況を直ちに都本部長に報告し、その後の処理につ

いて都本部長の指示を受ける。 

ⅲ）都本部長への補助等 

・区本部長は、救助法に基づき都本部長が救助に着手したときは、都本部長を補助し、被災者

に対して必要な救助を実施する。 

ⅳ）繰替支弁 

・救助の実施に要する費用は、区が一時繰替支弁し、後日、都から繰替支弁金の交付を受ける。 

 
② 災害救助法の適用 

ⅰ）災害救助法の適用基準 

・災害救助法の適用基準は、災害救助法施行令第１条に定めるところにより、荒川区において

は、次のいずれか一つに該当する場合、災害救助法が適用される。 
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⑴ 荒川区の区域内で住家が滅失した世帯の数が 100 世帯以上である場合 

⑵ 都の区域内で住家が滅失した世帯の数が 2,500 世帯以上あって、荒川区の区域内の住家

のうち滅失した世帯の数が 50世帯以上である場合 

⑶ 都の区域内で住家が滅失した世帯の数が 12,000 世帯以上の場合、又は災害が隔絶した

地域で発生したものである等、災害にかかった者の救護を著しく困難とする特別の事情があ

る場合であって、多数の世帯の住家が滅失した場合 

⑷ 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受ける恐れが生じた場合  

ⅱ）被災世帯の算定基準 

○被災世帯の算定 

・住家が滅失した世帯の数の算定にあたっては、住家が半壊し、又は半焼する等著しく損傷

した世帯は、２世帯をもって、住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住すること

ができない状態となった世帯は３世帯をもって、それぞれ住家の滅失した１世帯とみなす。 

○住家の滅失等の認定 

設 定 項 目 認 定 基 準 

住家が滅失したもの 

（「全壊、全焼又は流出」とい

う。） 

ア 住家の損壊、焼失若しくは流失した部分の床面積が、そ

の住家の延床面積の 70%以上に達した程度のもの。 

イ 住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占め

る損害割合で表し、その住家の損害割合が 50%以上に達し

た程度のもの。 

住家が半壊・半焼する等著し

く損傷したもの 

（「半壊又は半焼」という。） 

ア 住家の損壊又は焼失した部分の床面積が、その住家の延

床面積の 20%以上 70%未満のもの。 

イ 住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占め

る損害割合で表し、その住家の損害割合が 20%以上 50%未

満のもの。 

ウ このうち、損壊部分がその住家の延床面積の 50%以上

70%未満、又はその住家の損害割合が 40%以上 50%未満のも

のを大規模半壊とし、損壊部分がその住家の延床面積の

30%以上 50%未満、又はその住家の損害割合が 30%以上 40%

未満のものを中規模半壊とする。 

住家が半壊又は半焼に準ずる

程度に損傷したもの（「準半

壊」という。） 

損壊部分がその住家の延床

面積の 10%以上 20%未満のも

の、又は住家の主要な構成要

素の経済的被害を住家全体に

占める損害割合で表し、その

住家の損害割合が10%以上20%

未満のもの。 

ア 上記に該当しない場合であって、浸水がその住家の床上

に達した程度のもの。 

イ 土石竹木等の堆積等により一時的に居住することがで

きない状態となったもの。 
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○世帯及び住家の単位 

・世帯とは、生計を一つにしている実際の生活単位をいう。 

・住家とは、現実にその建物を居住のために使用している建物をいう。ただし、耐火構造の

アパート等で居住の用に供している部屋が遮断、独立しており、日常生活に必要な設備を有

しているもの等については、それぞれをもって、１住家として取り扱う。 

（資料第１－12 災害救助法（抄）） 

（資料第１－13 災害救助法施行令（抄）） 

（資料第１－14 区市町村別災害救助法適用基準表） 

（資料第１－15 災害救助法による救助の程度・方法及び期間（都・区市町村）） 

 

ⅲ）都本部長へ特別基準依頼の協議 

・一般基準では救助の適切な実施が困難な場合には、区本部長は都本部長へ特別基準設定依頼

をし、都から国へ仮協議する。 
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１ 被災住宅の応急危険度判定 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対防災都市づくり部 

・ 応急危険度判定の実施 

・ 都への応急危険度判定員の派遣要請 

  

（２）詳細な取組内容 

① 目的 

・区は地震後、被災住宅の倒壊部材の落下等から生じる二次災害を防止し、区民の安全の確保を

図るため、早期に住宅の被害状況を調査し、使用の可否について応急的に判断する。 

② 判定対象住宅 

・区が行う判定対象住宅は、次のとおりである。 

  民間住宅(戸建て住宅、共同住宅等) 

  区が管理する共同住宅等 

③ 判定の実施 

・区は「荒川区応急危険度判定業務マニュアル」に基づき、応急危険度判定を実施する。 

④ 判定結果の表示 

・応急危険度判定による調査結果は、「危険」、｢要注意｣、｢調査済｣の三種類のステッカーにより、

建築物の出入口等の見やすい場所に表示し、当該建築物の利用者、居住者及び歩行者等に周知を

図る。 

 

２ 被災宅地の危険度判定 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対防災都市づくり部 

・ 被災宅地危険度判定の実施 

・ 都への被災宅地危険度判定士の派遣要請 

 

（２）詳細な取組内容 

① 目的 

・区は、大規模な地震や豪雨等により宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合、宅地の二次災害

を軽減・防止し、住民の安全を確保することを目的として、迅速に宅地の被害状況を調査し、立

ち入り等の可否について応急的に判断する。 

② 判定対象宅地 

・区が行う判定対象宅地は、次のとおりである。 

  土砂災害警戒区域内の宅地 

  その他、被害を受けた宅地 

③ 判定の実施 

・区は「荒川区被災宅地危険度判定実施行動マニュアル」に基づき、被災宅地危険度判定を実施
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する。 

④ 判定結果の表示 

・被災宅地危険度判定による調査結果は、「危険宅地」、｢要注意宅地｣、｢調査済宅地｣の三種類の

ステッカーにより、宅地の出入口等の見やすい場所に表示し、当該宅地の利用者、居住者及び周

辺の歩行者等に周知を図る。 

 

３ 家屋被害状況調査等 

（１）主な対策内容と役割分担 

・都市復興における被害状況図や家屋被害台帳の作成等に活用するほか、住宅の応急修理、住宅の

供給等のための基礎資料とするため、被災後に、建物の被害状況を把握する。 

各機関 対策内容 

区 

・災対防災都市づくり部 

・ 建物の被害状況調査を行い、都本部に報告 

都 ・ 被災区の行う調査への職員の応援体制を整備 

東京消防庁 ・ 火災による被害状況調査を実施 

 

（２）詳細な取組内容 

   ・区は国が標準的なものとして示した「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」を参考とし、

あらかじめ被害認定のための具体的な調査方法や判定方法等を定める。 

   ・区は上記指針に基づき、住家の被害状況調査を行い、都本部に報告する。 

   ・都は被災区の行う調査への職員の応援体制を整備する。 

   ・都は必要に応じて、他の公的機関、各学会・大学及び他の地方公共団体に対して人員派遣の要

請を行う等、区の業務を支援する。 

 
４ 罹災証明書の交付準備  

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対防災都市づくり部 

・ 被災者生活再建支援システムの整備 

・ 住家被害認定調査及び罹災証明交付業務に関する研修等の実

施 

消防署 
・ 区との事前協議による罹災証明書交付に係る情報収集等、連

携体制の確立 

 

（２）詳細な取組内容 

① 被災者生活再建支援システムの整備 

・区は住家被害認定調査、罹災証明書交付、生活再建支援の業務等を迅速かつ効率的に実施でき

るよう被災者生活再建支援システムを整備している。 

・区は被災者生活再建支援システムの活用により、住家被害等の情報が被災者台帳としてデータ

ベース化し、罹災証明書交付業務のみならず、様々な被災者生活支援業務の効率的な実施を図る。 
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② 住家被害認定調査及び罹災証明書交付業務に係る人員の確保 

・発災後、円滑に調査を実施するため、区は、被災者生活再建支援システムを活用した住家被害

認定調査や罹災証明書交付に関する手順や実施に必要となる資機材等をマニュアル等にして整

理する。 

・また、住家被害認定調査から罹災証明書交付に至るまでの業務内容を、担当職員等に周知・徹

底するため、研修の実施を図る。 

 

③ 消防署との連携体制の確立 

・消防署と区は、罹災証明書交付に係る協定を締結し、被害状況調査及び罹災証明書交付体制の

役割分担を明確にするとともに、連携体制を確立する。 

・消防署と区は、円滑な罹災証明書交付業務が行えるよう、定期的に、罹災証明書交付に係る手

順等の確認、情報交換を行い、連携を強化する。 

 

［応急危険度判定、住家被害認定調査、被災度区分判定の関係］ 

 応急危険度判定 住家被害認定調査 被災度区分判定 

実施目的 二次災害の防止 住家に係る罹災証明書の

交付 

被災建築物の適切かつ速

やかな復旧 

実施主体 区 区 建物所有者 

調査員 応急危険度判定員（行政職

員又は判定員） 

行政職員 民間建築士 

判定内容 当面の使用の可否 住家の損害割合（経済的損

害の割合）の算出 

継続使用のための復旧の

要否 

判定結果 危険・要注意・調査済 全壊・大規模半壊等 要復旧・復旧不可等 

 

５ 広聴体制 

（１）主な対策内容と役割分担 

・発災後、被災者からの相談及び被災者への支援に関すること等の相談窓口を設置することで、

混乱を防止するとともに、被災者等のニーズを把握する。 

各機関 対策内容 

区 

・災対管理部 

・災対区民生活部 

・災対福祉部 

・災対産業経済部 

・災対防災都市づくり部 

・ 被災者のための相談所を開設 

都 

・総務局 

・ 都各局の相談窓口をとりまとめ住民等へ周知 

都 

・各局 

・ 相談窓口等を開設するとともに、都総務局に報告 

警視庁 ・ 臨時相談所を開設 



359 

・ 交通規制に係るテレホンコーナーを開設 

東京消防庁 
・ 災害の規模に応じて、消防庁舎その他必要な場所で各種相談等に

対応 

 

（２）詳細な取組内容 

・避難所等から、被害状況や区民ニーズの収集・分析を行う。 

・災害後の生活や被災者支援等に関する相談窓口を設置し、区民相談に応じるとともに、担当各

課等との円滑な連携により、問題の解決に努める。 

・多岐にわたる相談に対応するため、都行政書士会荒川支部等との連携により、生活の再建のた

めの相談業務を実施する。 

 （資料第２ 協定・覚書） 

 

６ 義援金品の募集・受付 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ部 

・ 都と連携した義援金品等の募集・配分 

・ 義援金品等の保管 

都 ・ 都義援金配分委員会の設置 

 
（２）詳細な取組内容 

① 都義援金配分委員会 

ⅰ）義援金募集の検討 

・都、区市町村、日本赤十字社各機関は、被害の状況等を把握し、義援金の募集を行うか否か

を検討し、決定する。 

ⅱ）都義援金配分委員会の設置 

・全国から拠出され、区に寄託された被災者あての義援金品を確実、迅速かつ公平に被災者に

配分する必要があるため、都本部に、都義援金配分委員会を設置し、義援金の受付、保管、事

務分担等に関する総合的な計画を定め、包括的に対応する。 

・都義援金配分委員会は、次の事項について審議し、決定する。 

⑴ 被災区市町村への義援金の配分計画の策定 

⑵ 義援金の受付・配分に係る広報活動 

⑶ その他義援金の受付・配分等に関して必要な事項 

・都義援金配分委員会は、都、区市町村、日本赤十字社東京都支部、その他関係機関等の代表

者により構成する。 

 

② 義援金品の募集・受付 

ⅰ）義援金品の募集 

・義援金品の内容等については、被害の状況等を勘案し、被災者が必要とする物資について、

都と区が連携し、広く広報して募集を行い、都及び区において受け付けるものとし、区の役割
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は次のとおりとする。 

ⅱ）義援金の募集 

・災対区民生活部は義援金の受付窓口を開設し、直接義援金を受け付けるほか、銀行等に区民

生活部長名義の専用の普通預金口座を開設し、振り込みによる義援金を受け付ける。 

・受領した義援金については、寄託者に受領書を発行する。ただし、口座への振込みによって

義援金を受け付けた場合は、振込用紙をもって受領書の発行に代えるものとする。 

・義援金の受付状況について都義援金配分委員会に報告するものとし、受け付けた義援金は、

「預り金」として都義援金配分委員会に送付する。ただし、都義援金配分委員会に送付するま

での間は、義援金受付口座に預金保管する。 

ⅲ）義援品の取扱い 

・義援品の取扱いについては、生活必需品等の需給状況や都の都の対応状況等を踏まえ、適宜

検討・決定する。 

・なお、義援品を受け付ける場合は、災対地域文化スポーツ部は義援品の受付窓口を開設し、

災害対策本部に受付状況を報告する。 

 
７ トイレの確保及びし尿処理 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対環境清掃部 

・災対健康部 

・災対防災都市づくり部 

・ 既存トイレの活用 

・ 避難所におけるトイレ使用ルールの周知 

 
（２）詳細な取組内容 

① 避難所におけるトイレの運用 

・避難所のトイレは大勢の人が利用するため、清潔なトイレ環境を維持することにより、避難所

における感染症の蔓延等の予防や安心してトイレを使用できる環境が維持できる。また、高齢者

や障がい者、女性にも使いやすいトイレを整備していくことが必要であり、避難所開設の初期か

ら、水・食料の確保とともに、早急に取り組むべき課題である。 

 

② 避難者数に応じた必要トイレ数の算定及び設置 

ⅰ）目標とするトイレの数 

・避難者に応じた十分な便器数があると、トイレに長い時間並ぶことなく使用することが可能

となる。 

・過去の災害や国際基準等も参考とした「トイレの確保・管理ガイドライン」（平成 28年４月

内閣府）を踏まえ、発災当初は、避難者 50人あたり１基の確保を目標とする。 

ⅱ）既設トイレの活用 

・避難所内の既設トイレの使用を優先するものとし、避難所開設時には、個室、便器等の被害

の有無をチェックして、使用の可否を判断する必要がある。 
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・また、避難所内の上水道や排水管等の状況等の水洗に係る被害状況が確認できるまでの間は、

携帯トイレを使用する。 

ⅲ）マンホールトイレ等災害用トイレの設置 

・避難者数や既設トイレの使用可能数等を踏まえ、不足分について簡易トイレやマンホールト

イレ、仮設トイレ等の災害用トイレを設置していく必要がある。 

・マンホールトイレについては、避難所周辺の道路上のマンホール（あらかじめトイレ用マン

ホールに指定されているもの）及び防災広場や公園等のトイレ用マンホールを使用する。 

・マンホールトイレや簡易トイレについては、組立便器を使用し、便器ごとにテント等を設置

し、プライバシーを確保する。 

・マンホールトイレの水洗については、井戸や小型防火水槽等（Ｄ級ポンプ等の使用）の水を

活用する。 

 

③ トイレの使用における配慮 

・避難所運営においては、トイレの配慮が特に必要となる女性や高齢者、障がい者等からの意見

の聴取やニーズの把握等に努めるとともに、相互に協力できる雰囲気を醸成することも必要であ

る。 

ⅰ）女性への配慮 

・災害用トイレ等を設置する場合には、男性用、女性用のトイレは離して設置するとともに、

女性用トイレを多めに確保する等の配慮が必要である。 

・トイレの女性用対男性用の割合は３：１が理想的であるとされている。 

・女性用トイレには、サニタリーボックスや生理用品の配置にも配慮する。 

・トイレ内外の照明の確保や監視人の配置等、夜間時等の使用への不安の解消に配慮する。 

ⅱ）障がい者や高齢者への配慮 

・障がい者、高齢者等の災害時要援護者に対しては、動線の良い場所の選定や室内への専用ト

イレの設置等、それぞれのニーズに応じたトイレの安全面、衛生面等の配慮が必要である。 

 

④ トイレの使用ルールの周知と衛生管理 

・過去の災害では、水洗が使えないトイレでの汚物の堆積や清掃が行き届かないこと等による衛

生面での問題や、汚れたトイレの使用を避けるためトイレを我慢したり、水を飲まない等による

健康面での問題等が発生している。こうした教訓を踏まえ、早期のトイレの使用ルールの周知及

び衛生管理にも配意していく必要がある。 

ⅰ）使用ルールの掲示及び周知 

・水洗使用の可否（水洗使用の可否が分かるまでの間は、携帯トイレの使用を徹底する。 

・携帯トイレの使用方法 

・便袋やトイレごみを捨てる場所 

ⅱ）衛生管理への配慮 

・避難者が交代でトイレの清掃を行う等、清掃体制を定める。 

・石けんや手指消毒剤、ウエットティッシュ等手洗い用品を用意する。 

・建物内や室内のトイレでは、履物を別に用意する。 

・使用済み携帯トイレを通常ごみと分けて保管する。 
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・便袋や使用済み携帯トイレを、避難者が生活するエリアと離す等保管場所にも配意する。 

 
⑤ し尿処理 

・避難所のトイレのし尿は、都下水道局との覚書に基づき、バキュームカーで三河島水再生セン

ターへ搬入し、し尿受入用マンホールを通じて下水道へ投入することにより、処理する。 

・詳細については、【震災編】第２部第３章第５節の「具体的な取組【予防対策】」における「６ 

災害廃棄物（がれき・し尿等）処理」に準ずる。 

 

８ ごみ処理 

（１）主な対策内容と役割分担 

・ごみ処理は、区の被災状況や要請を踏まえ、都も収集･運搬機材等の確保を協力して行う等広域

処理体制を確保し、迅速な処理を実施する。 

 

各機関 対策内容 

区 

・災対環境清掃部 

・ 所管区域内の被災状況を把握し、ごみの発生推定量を算出、集積場

所の決定等、ごみ処理計画を速やかに策定 

都 

・環境局 

・ 広域的な支援要請等を実施 

・ 災害廃棄物処理に関して、国と国庫補助等の調整 

都 

・総務局 

・ 都本部の下、災害廃棄物処理のほか応急対策全般に関する調整 

・ 環境局と連携し、ごみ処理対策に関して広域的に協議 

 

（２）業務手順 

・区は、各自治体で策定する「災害発生時のごみ処理マニュアル」に沿って可能な限り主体的に対

応する。 

・被災が広範囲に及ぶとき等は、都や清掃一部事務組合と情報の共有化を緊密に行う。 

 

（３）詳細な取組内容 

・区は、発災後速やかに人員・機材を確保し、収集体制を早期に確立する。 

・災害時のごみは、分別を徹底させ、臨時仮置場に排出するよう指導する。 

・ごみの収集運搬は、衛生上速やかに処理を必要とするごみから優先的に行う。なお、ごみが滞留

する場合には、状況に応じて臨時作業を継続して行う。 

・区は、避難所等や被災家屋から排出されるごみ処理についても、災害状況に応じた処理計画を策

定し、速やかに処理を行う。 

・区は、区独自でのごみ処理が困難となった場合には、都及び他自治体等に車両や人材の応援を要

請する。 
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９ 災害廃棄物処理 

（１）主な対策内容と役割分担 

・災害廃棄物処理は、区の被災状況や委託要請を踏まえ、都も仮置場等を確保し、かつ、処理体制

を確立し、処理主体である区が適正に災害廃棄物の処理を実行できるよう、技術的支援や各種調整

を行う。 

 
各機関 対策内容 

区 

・災対環境清掃部 

・ 区の災害廃棄物等処理方針及びマニュアルに沿って対応 

・ 円滑な災害廃棄物処理の実施のため、ボランティア・区民活動団体

等と連携 

・ 被災状況を都に報告し、必要に応じて応援を要請 

・ 所管区域内の被災状況を確認し、災害廃棄物の発生推定量を算出、

仮置場や最終処分場を決定し、「災害廃棄物処理実行計画」を策定 

都 

・環境局 

・ 「東京都災害廃棄物対策本部（仮称）」を設置し、関係各局及び区か

ら被災状況等に関する情報を収集、把握 

・ 区の要請に応じて、広域的支援を国や他府県に要請 

都 

・建設局 

・ 緊急道路障害物除去路線上の障害物や災害廃棄物の道路障害物除去

作業を実施、関係各局に報告 

都 

・総務局 

・ 都災害対策本部のもと、応急対策全般に関する調整とともに、環境

局、建設局等と連携し、災害廃棄物処理対策に関して協議 

 

（２）詳細な取組内容 

① 災害廃棄物処理の基本方針 

・最終処分量の削減を図るため、震災による建物の焼失、倒壊及び解体により発生する廃木材及

びコンクリートがら等の再利用、適正処理を基本として処理を行う。 

 

② 「東京都災害廃棄物対策本部（仮称）」の設置 

・都環境局は、速やかに被災区及び各機関間との連携を図り、災害廃棄物処理を円滑に実施する

ことを目的に、都本部の下に東京都災害廃棄物対策本部（仮称）を設置し、次の業務を所管する。 

    ○構成局 

都環境局・都総務局・都財務局・都主税局・都都市整備局・都建設局・都港湾局・ 
都住宅政策本部 

    ○業務 

  災害廃棄物処理全般に関する進行管理 

  東京都災害廃棄物処理推進計画（仮称）の策定 

  区との連絡調整、情報提供 

  災害廃棄物の処理に関する広報 

  仮置場の確保に関する支援 

  国との連絡調整・協議 
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  広域的な処理体制を確保するための他道府県との調整 

  最終処分に関する調整 
 

10 災害救助法等の適用 

（１）主な対策内容と役割分担 

・都は、区からの報告又は要請に基づき、災害救助法の適用の必要性を決定する。 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・ 区本部長は、災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は

該当する見込みがあるときは、直ちにその旨を都本部長に報告 

都 

・ 都本部長は、災害救助法の適用について、事前に内閣総理大臣

にその旨を連絡 

・ 都本部が設置されている場合は、都本部長室の審議を経て災害

救助法の適用を決定。災害救助法適用の際には速やかに公布 

 

（２）業務手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）詳細な取組内容 

・都本部長は、区本部長からの報告又は要請に基づき、災害救助法を適用する必要があると認めた

ときは、直ちに、法に基づく救助の実施について、当該区及び都各局に指示するとともに、関係指

定地方行政機関等、内閣総理大臣に通知又は報告する。 
・区本部長は、災害の事態が急迫し、都本部長による災害救助法に基づく救助の実施を待つことが

できないときは、救助に着手し、その状況を直ちに都本部長に報告し、その後の処理について都本

部長の指示を受ける。 
・区本部長は、災害救助法に基づき都本部長が救助に着手したときは、都本部長を補助し、被災者

に対して必要な救助を実施する。 
  

被災都道府県 被災区 

 
災害対策本部 

災害対策本部 

災害救助 

担当部局 

災害救助 

担当部局 

災害救助法の適用 

被害状況等の情報提供 

応援職員の派遣 

救助・権限の委任 

通知・公示 
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11 激甚災害の指定 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・ 都が行う激甚災害及び局地激甚災害に関する調査等への協力及び

都本部長へ被災状況等の報告 

・ 都本部長へ激甚災害指定の要請 

 

（２）詳細な取組内容 

・著しく激甚である災害が発生した場合における地方公共団体の経費負担の適正化と被災者の災害

復興の意欲を高めることを目的とした「激甚災害に対処するための特別の財政援助に関する法律

（以下「激甚法」という。）」が制定されている。 

・この法律は、激甚災害として指定された災害を対象に、国の地方公共団体に対する特別の財政援

助と被災者に対する特別の助成措置を内容としている。 

・区内に、大規模な災害が発生した場合、区としても迅速かつ適切な応急復旧を実施するため、激

甚法による助成援助等を受けることが必要である。 

 

① 激甚災害指定手続 

・大規模な災害が発生した場合、内閣総理大臣は、都本部長等の報告に基づき、中央防災会議の

意見を聞いて、激甚災害として指定すべき災害かどうか判断する。 

・中央防災会議は、内閣総理大臣の諮問に対し、激甚災害指定基準又は局地激甚災害指定基準に

もとづいて、激甚災害として指定すべき災害かどうかを答申する。 

 

 [激甚災害指定手続の流れ] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

災
害
発
生 

復
旧
事
業
費
等 

 

区本部長 

調査 

報告 

報告 

通報 

諮問 答申 

都本部長 

指定公共機関の代表者 

指定行政機関の長 

内
閣
総
理
大
臣 

中央防災会議 

激 甚 災 害 指 定 基 準 

局地激甚災害指定基準 

地

域 

適

用

条

項 

災

害

名 

政

令

公

布 

閣

議

決

定 



366 

 

② 激甚災害に関する調査 

・区本部長は、激甚災害指定基準又は局地激甚災害指定基準を十分に考慮して、都が行う激甚災

害及び局地激甚災害に関する調査等について協力、災害状況等を調査した後、都本部長に報告す

る。 

 

③ 激甚災害の指定 

・区本部長は、激甚災害の指定を受ける必要があると認めたときは、都本部長に対して指定を要

請し、区の災対各部は事業ごとに都の各局と連絡の上、指定の促進を図るものとする。 

（資料第１－16 激甚法に定める事業及び都関係局） 

 

④ 激甚災害指定基準 

・中央防災会議が決定した基準であり、国が特別の財政援助等の措置を行う必要がある事業の種

類別に基準を定めている。 

（資料第１－17 激甚災害指定基準） 

 

⑤ 局地激甚災害指定基準 

・災害を市町村段階の被害の規模で捉え、激甚災害として指定するため、中央防災会議が基準を

定めている。 

・局地激甚災害指定基準による公共土木施設等及び農地等に係るものについては、災害査定によ

って決定した災害復旧事業費を指標としているため、翌年になってから指定することとなってい

る。この場合、公共土木施設等については、所定の調査表により、局地激甚災害に関する必要な

事項等を調査する。 

（資料第１－18 局地激甚災害指定基準） 

 

⑥ 特別財政援助の交付手続き 

・区本部長は、激甚災害の指定を受けたときは速やかに関係調書等を作成し、都に提出しなけれ

ばならない。 
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１ 住家被害認定調査の実施 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対防災都市づくり部 

・ 住家被害認定調査の実施 

 

（２）詳細な取組内容 

・地震や風水害等の災害により被災した住宅の「被害の程度（全壊、半壊等）」を認定するための

調査である。 

・調査によって得られた情報は、被災者生活再建支援システムを通じて、被災者台帳として整理

され、罹災証明書交付や被災者生活の再建に係る様々な支援策の公平かつ効率的な実施に活用する。 

 

２ 罹災証明書の交付 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対防災都市づくり部 

・ 被災者生活再建支援システムを活用した罹災証明書の交付 

 

 

（２）詳細な取組内容 

・災害発生後、罹災証明を求める区民に対し、区は、住家被害認定調査に基づき証明できる範囲で

区民の請求に応ずるものとする。 

 

① 罹災証明の範囲 

・罹災証明書は、災害対策基本法第２号第１号に規定する災害で、次の事項について証明する。 

全壊（焼）、流失、大規模半壊、半壊（焼）、一部損壊、床上浸水、床下浸水の別 

 

② 罹災証明の申請及び様式 

・罹災者が、所定の申請書により申請する。 

・なお、火災による罹災証明書の様式は、東京消防庁と協議する。 

 

③ 手数料 

・区手数料事務規則第３条等により免除する。 

 

④ 交付 

・震災に伴う災害を除き、状況に応じて、別途詳細を定めるものとする。 

・火災による罹災証明については、消防署と区が協議して決定した場所で交付する。 
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・罹災証明書の交付にあたっては、必要に応じて他部や他の自治体職員等の協力を得て、人員を

確保する。 

 
３ 応急仮設住宅等の確保等 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対防災都市づくり部 

・ 罹災証明書の交付 

・ 応急仮設住宅等の必要量の算定 

・ 都と連携した応急修理、応急仮設住宅建設等の実施 

 

（２）詳細な取組内容 

① 応急仮設住宅等の必要量の算出 

ⅰ）応急仮設住宅等の供給量の算定 

・被害認定調査や被災者生活実態調査等に基づき、応急仮設住宅等の必要量を概算するととも

に、被害状況の詳細を把握し、全体必要量を都へ報告する。 

ⅱ）供給可能量の算出 

・被災直後の現地調査及び関係団体等と連絡・調整を行い、算出する。 

ⅲ）建設可能用地の確保 

・都や他区市町村等と調整の上、民間の登録用地や公有地を確保し、建設予定地とする。 

・震災発生後、地権者等から、提供の申し出のあった民有地を使用する場合には、初期段階に

おいて所有者等との間で、借地期間や借地料等について契約関係を明確にする。 

 

② 時限的市街地の方針や計画の策定（発災後２か月以内） 

ⅰ）時限的市街地づくりの方針（原案）等の作成 

・区は、各種調査結果を踏まえて、都と調整した上で被災市街地全体を対象とした時限的市街

地づくりの方針（原案）を策定する。 

・方針には以下の内容を盛り込む。 

⑴ 罹災証明書の交付 

⑵ 国有地、公有地及び民有地の利用方針 

⑶ 応急仮設住宅建設の方針 

⑷ 公的住宅及び民間住宅の空き住戸利用の方針 

⑸ 事業用仮設住宅建設の方針 

⑹ 自力仮設住宅等の方針 

⑺ 仮設店舗・工場等支援の方針 

⑻ 被災住宅の応急修理の方針 

⑼ 時限的市街地の建設と運営 

・区が作成した原案をもとに、都は時限的市街地づくりの方針を策定する。 

ⅱ）被災者の配置計画案の作成 

・区は時限的市街地づくりの方針を踏まえて、地域特性や被災状況等を加味し、被災者の時限

的市街地への配置計画案を作成する。 
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・都が時限的市街地計画を策定する際に、生活復興の視点で都と行う協議のための資料に活用

する。 

・被災者の従前居住地の近傍に配置できるよう努める。 

・コミュニティ単位の集団移転等により、従前のコミュニティが維持できるように努める。 

ⅲ）時限的市街地計画の策定（都施行） 

・都は時限的市街地づくりの方針を踏まえ、区の配置計画の検討と連携をとりながら、用地過

不足等に関する調整を行い、時限的市街地計画を策定する。 

計画種別 計画の内容 

１ 時限的市街地の対象区域 時限的市街地の対象区域 

２ 応急仮設住宅建設計画 

・建設量 

・建設用地（区内、区外、都外） 

・住宅種別 

・建設スケジュール 

・入居方法  等 

３ 公的住宅等・民間住宅利用計画 

・公的住宅等の空家確保（施設名、戸数） 

・民間住宅の共同住宅の空室確保（施設名、戸数） 

・入居方式  等 

４ 事業用仮設住宅建設計画 

・建設量 

・建設用地 

・建設スケジュール 

・入居方法  等 

５ 住宅応急修理推進計画 

・対象棟数 

・修理限度額 

・施工業者の登録制度  等 

６ 自力仮設住宅等支援計画 
・対象棟数 

・支援限度額  等 

７ 仮設店舗・工場等供給計画 

・建設量 

・建設用地 

・住宅種別 

・建設スケジュール 

・入居方法  等 

 

③ 被災住宅の応急修理の概要 

ⅰ）目的 
・居住に必要な最小限の応急修理を行い、被災した住宅の居住性を維持する。 

・応急修理の実施に係る方針（受付基準、金額等）を決定する。 

・関係団体及び協力業者との連絡調整を行う。 

・取り壊しに伴う災害廃棄物の発生や応急仮設住宅の需要の低減を図る。 

ⅱ）実施主体 

・住宅の応急修理は、災害救助法適用後は都が行い、区はこれに協力する。ただし、災害救助
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法が適用されない場合で、区本部長が特に必要と認めたときは区において実施する。 

ⅲ）申請建物の要件審査 

・希望する被災者が区に申込書を提出し要件審査を受ける。 

○対象者 

・災害のため住家が半壊、又は半焼し、自らの資力では応急修理が出来ない者及び大規模な

補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者。 

○応急修理の範囲 

・居室、炊事場、トイレ等、生活上欠くことのできない部分及び日常生活に欠くことのでき

ない破損箇所に限られる。 

○調査、選定 

・災害救助法適用後、被災者の資力、その他生活条件等の調査及び罹災証明書に基づき、都

が定める選定基準により、区が募集・選定する。 

・災害救助法が適用されない場合で、区本部長が実施の必要を認めたときは区が基準を定め、

選定する。 

ⅳ）応急修理の方法 

○修理 

・都が、応急修理に関する協定締結団体と調整のうえ、応急修理を行う業者のリストを作成

する。 

・区はリストにより業者を指定する。 
・災害救助法が適用されない場合で、区本部長が実施の必要性を認めた時は、区は区内建設

業者を通じて修理する。 
○経費 

・１世帯あたりの経費は、国の定めによる。 

○期間 

・原則として、災害発生の日から３か月以内に完了しなければならない。 

（国の災害対策本部が設置された災害においては６ヶ月以内に完了） 

○帳票の作成 

・応急修理を実施した場合、都及び区市町村は、必要な帳票を整備する。 

 

④ 建設資材等の調達 

ⅰ）応急仮設住宅資材等の調達 

・都は、一般社団法人プレハブ建築協会及び一般社団法人東京建設業協会、一般社団法人全国

木造建設事業協会及び一般社団法人日本木造住宅産業協会があっせんする建設業者を通じて

資材等を調達する。 

・災害救助法が適用されない場合は、区は、区内建設業者を通じて迅速に調達するものとする。 

ⅱ）災害復旧用材（国有林材）の供給 

・農林水産省（関東森林管理局）は、被災者の救助、災害の復旧及び木材需要の安定のため、

災害復旧用木材の供給を行う。 

・災害復旧用材の供給は、区本部長等からの要請により行う。 
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⑤ 応急仮設住宅の供与 

ⅰ）供与の目的 

・都は、応急仮設住宅等（公営住宅等の空き住戸利用、賃貸型応急住宅及び建設型仮設住宅）

の必要量を迅速に把握し、応急仮設住宅等供給方針を作成・公表する。 

・都は、応急仮設住宅等の供与に係る建設業務や既存空き住戸の確保業務等を開始するととも

に、住宅種別ごとに募集計画等を策定し、区市町村、関係機関への周知、応援体制の確保を図

る。 

ⅱ）計画方針 

・災害時、住家が滅失又は破損することが予想され、その場合、自己の資力によって居住する

住家を確保できない被災者を対象に応急仮設住宅の設置を実施する。 

ⅲ）設置主体 

・応急仮設住宅の設置は、災害救助法適用後は都が行い、区はこれに協力する。ただし、災害

救助法が適用されない場合、その他区本部長が特に必要と認めた場合は区において設置する。 

ⅳ）構造及び規模 

○建設地 

・都は区との調整を踏まえ、予定された建設候補地の中から選定する。 

・用地の選定にあたっては、各区市町村の行政区域内の用地だけでは必要戸数の確保が困難

な場合等、都との調整を踏まえ、必要に応じて区市町村相互間での融通を行う。 

・区立公園等のスペースについても、被害状況及び他の用途等を勘案して、応急仮設住宅建

設用地として活用する。 

・また、緊急の疎開先として、災害時相互応援協定に基づき、希望者を各協定締結自治体の

施設で受入れるように、要請を行うこととする。 

○構造及び規模等 

・平屋建、２階建の軽量鉄骨系プレハブ、木質系プレハブ、木造、ユニットを標準とし、必

要に応じ、その他構造を選定する。 

・必要に応じて、高齢者や障がい者世帯に配慮した設備・構造の住宅とする。 

・１戸当たりの規模は、国の定めに基づき、地域の実情、世帯構成等に応じて、都が設定す

る。 

・１戸当たりの設置に係る費用については、国の定めによる。 

○設置戸数 

・災害救助法の適用となった区を単位として、法に基づき、原則的に区内の全焼、全壊又は

流失世帯の合計数の３割以内を設置戸数とするが、被害の程度及びその他の事情により不合

理であると判断される場合、当該区相互間において設置戸数の融通を行うことができる。 

○建設工事 

・都と区は連携し、災害発生の日から可能な限り迅速に着工する。 

・災害救助法適用後は、区本部長が都に要請する。 

・都は、一般社団法人東京建設業協会及び一般社団法人プレハブ建築協会、一般社団法人全

国木造建設事業協会、一般社団法人日本木造住宅産業協会があっせんする建設業者に建設工

事を発注する。なお、必要に応じ、他の建設業者にも発注することとする。 

・工事の監督は、必要に応じて都が行う。ただし、これにより難い事情がある場合には、区
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が委任を受けて行う。 

・災害救助法の適用がない場合で区が設置する場合には、区内建設業者の協力を得て実施する。 

・災害救助法適用前に区が実施する場合は、次により災対防災都市づくり部が必要戸数を建

設する。なお、この場合、前記基準に準じて実施するものとする。 

○応急仮設住宅の型式 

・組立住宅 

・現場建設仮設住宅 

○実施の方式 

・建設の方式としては、リース及び購入による。 

○応急仮設住宅の設置業務 

・組立住宅又は現場建設仮設住宅の建設の指令を受けたときは、直ちに建設地を調査すると

ともに、工事の設計、仕様及び工事費の見積を行い、緊急を要するときは区本部長の指揮を

受け、災対管理部に契約を依頼し、事後、荒川区契約事務規則に定める手続により事務処理

をする。 

・工事中は工事の指導監督、工程管理を行う。 

・組立住宅又は現場建設仮設住宅の建設を終了したときは、直ちに検査員の検査を受け、そ

の旨を区本部長に報告する。 

・組立住宅の購入、又は現場建設仮設住宅の建設を完了し、検査を終えたときは支払請求書

の提出を求め、内容を審査して支払を行う。 

ⅴ）民間賃貸住宅等 

・用地や資機材の確保が難しい場合、都と連携して民間賃貸住宅や宿泊施設の借上げについて

も実施し、居住住家の困窮解消に努める。 

 

⑥ 入居者の募集・選定 

・災害救助法が適用され、都が応急仮設住宅の建設等を実施する場合の入居者の募集・選定につ

いては、都の依頼により、都が定める基準に基づき区が行う。 

ⅰ）入居資格 

・次の各号の全てに該当する者とするほか、都本部長が必要と認めるものとする。ただし、使

用申し込みは１世帯１箇所限りとする。 

⑴ 住家が全焼、全壊又は流出した者 

⑵ 居住する住家がない者 

⑶ 自ら住家を確保できない者 

ⅱ）入居者の募集・選定 

・都は、入居者の募集計画を策定し、区に住宅を割り当てるとともに、入居者の募集及び選定

を区に対し依頼する。 

・割り当てに際しては、原則として区の行政区域内における必要戸数の確保が困難な場合を想

定し、都が区市町村との調整を踏まえ、広域的に割り当てる。 

・住宅の割り当てを受けた区は、区の被災者に対し募集を行う。 

・入居者の選定基準は都が策定し、それに基づき当該応急仮設住宅等が存する区が入居者の選

定を行う。 
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・災害救助法が適用されない場合には、募集計画の策定、入居者の募集、選定事務の全てを区

が行う。 

・区は、東京消防庁が策定する防火安全対策を、入居者に対して周知する。 

 

⑦ 応急仮設住宅の撤去 

・入居後、自己建設等で空家となった応急仮設住宅等については、リース、賃貸、購入等、対応 

方法ごとに区分し、次により撤去又は原状回復する。 

ⅰ）組立住宅 

・リースによる組立住宅の撤去の指令を受けたときは、直ちに撤去搬出させるとともにリース

料の請求書の提出を求め、内容を審査して支払を行う。 

ⅱ）現場建設仮設住宅 

・現地建設の仮設住宅は、取り壊しに要する工事の仕様と工事費の見積を行い、災対管理部に

契約を依頼する。 

・取り壊し工事中は工事の指導・監督を行い、工事を完了したときは検査員の検査を経て、支

払、請求書の提出を求め、内容を審査して工事費の支払を行う。 

ⅲ）民間賃貸住宅 

・通常の借上げと同様、原状回復に要した費用を管理者へ支払う。 

ⅳ）宿泊施設 

・管理者等により別途定める費用を支払う。 

 

⑧ 応急仮設住宅の管理 

・応急仮設住宅等の管理は、原則として、都が都営住宅の管理に準じて行うものとし、入居者管

理等は区が行う。 

・応急仮設住宅の入居期間は、内閣総理大臣が定める基準に従い、あらかじめ都本部長が定める。 

・災害救助法が適用されない場合に、区が設置したものについては、区が管理する。 

・区が管理する場合には、入居の期間、使用条件、その他必要な事項を定め、災対防災都市づく

り部災対住まい街づくり課が管理する。 

 

４ 被災者の生活相談等の支援 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対産業経済部 

・災対福祉部 

・ 避難所等における生活相談の実施 

・ 災害弔慰金の支給 

・ 災害援護資金・住宅資金等の貸付け 
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（２）詳細な取組内容 

① 生活相談 

・次の機関は、災害の規模に応じてそれぞれ区民からの相談に応じる相談所を設置する。 

機関 内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対福祉部 

⑴ 被災者の生活再建を図るための様々な相談に応じるため、区民相談所の

機能を拡大し、対処するものとする。災対区民生活部が災対各部の応援を得

て、これにあたる。 

⑵ 災害対策本部が解散した後も、これに準ずる体制で当該業務を遂行す

る。 

⑶ 避難所及び区民事務所における生活相談業務は、区本庁舎の相談所と密

接な連携を保ちながら、その指揮のもとに行うものとする。 

消防署 

 災害後における出火防止を図るため、次の業務を行う。 

⑴ 被災建物、仮設住宅及び避難所等における火災予防対策の徹底 

⑵ 電気、都市ガス等の機能停止に伴う火気使用形態の変化に対応した出火

防止及び機能復旧時における出火防止対策の徹底 

⑶ 危険物施設等における計画体制、構造、設備に関する点検等の強化 

 

② 災害弔慰金等の支給 

・災害弔慰金の支給等に関する条例の規定に基づき、災害により死亡した区民の遺族に対して災

害弔慰金を支給し、災害により精神又は身体に著しい障がいを受けた区民に対し、災害障害見舞

金を支給する。 

ⅰ）災害弔慰金 

○ 支給対象者・順位 

・①死亡者の配偶者、②子、③父母、④孫、⑤祖父母（①から⑤の遺族がいない場合、死亡

した方と同居又は生計同一の兄弟姉妹） 

○ 支給限度額 

・死亡者１人につき主たる生計者の場合 500 万円、それ以外の場合 250 万円 

ⅱ）災害障害見舞金 

・地震等の自然災害により負傷又は疾病にかかり、精神又は身体に障がいがある区民に対し、

災害障害見舞金を支給する。 

○支給対象者 

・法別表に掲げる程度の障がいのある者 

○支給限度額 

・障がい者１人につき主たる生計者の場合 250 万円、それ以外の場合 125 万円 

（資料第１－19 災害弔慰金の支給等に関する条例） 

（資料第１－20 災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則） 

 
③ 災害援護資金・住宅資金等の貸付け 

・災害により家財等に被害があった場合、生活の立て直し及び自立助長の資金として、災害救助 
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法の適用時には災害援護資金を、同法の適用に至らない小災害時には生活福祉資金を、低所得世 

帯を対象に貸し付けるほか、住宅に被害を受けた区民に対して、住宅の建設若しくは補修に必要 

な資金を貸し付ける。 

 

災害援護資金貸付 

  貸付限度額 1世帯 150 万円～350 万円（国制度）、150 万円（都制度） 

 荒川区福祉部福祉推進課 

生活福祉資金貸付 

 貸付限度額 1 世帯 150 万円 

 荒川区社会福祉協議会 

 1 基本融資額 

建設資金・新築購入資金 耐火・準耐火・木造（耐久性）1,460 万円 等 

2 土地融資額 

 土地取得資金 970 万円、整地資金 390 万円 等 

住宅金融支援機構 

 
５ 義援金の募集・受付・配分 

・全国から拠出され、区に寄託された被災者あての義援金品を確実、迅速かつ公平に被災者に配分

する必要がある。 

・都本部に、東京都義援金配分委員会を設置し、義援金の受付、保管、事務分担等に関する総合的

な計画を定め、包括的に対応する。 

 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対地域文化スポーツ

部 

・ 都と連携した義援金品等の募集・配分 

・ 義援金品等の保管 

都 ・ 東京都義援金配分委員会の設置 

 
（２）詳細な取組内容 

① 義援金品の保管・配分 

・都義援金配分委員会の配分計画により、委員会から受領した義援金品について、区は下記のと

おり対応する。 

ⅰ）義援金 

・都義援金配分委員会から送金された義援金は、区民生活部長名義の専用の普通口座に保管し、

都義援金配分委員会の配分計画に基づく配分率及び配分方法により、災対区民生活部から被災

者に配分する。 

・災対区民生活部は、被災者への配分状況について、経過、実施方法等を記録するとともに都

義援金配分委員会に報告する。 
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ⅱ）義援品 

・義援品を受領した場合は、災対地域文化スポーツ部が集積・保管し、配分計画に基づき被災

者に配分する。 

・配分にあたっては、ボランティア等の各種団体の協力を得て、迅速かつ公平に配分する。 

・配分方法は、【震災編】第２部第 10 章第５節の「具体的な取組【応急対策】」における「１ 

備蓄物資の供給」に準ずる。 

・被災者への配分状況について、経過、実施方法等を記録する。 

 
６ 被災者の生活再建資金援助等 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・災対産業経済部 

・災対福祉部 

・ 被災者生活再建支援金の支給 

 

（２）詳細な取組内容 

ⅰ）概要 

・被災者生活再建支援法が適用された自然災害により、その生活基盤に著しい被害を受けた世帯

に対し、生活必需品等の購入経費として支援金を支給することにより、その自立した生活の開始

を支援する。 

ⅱ）支給要件等 

・居住する住宅が、全壊した世帯、半壊又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解

体した世帯、住宅が居住不能で長期避難している世帯、大規模半壊の世帯に対して、住宅の被害

程度に応じて支給する基礎支援金と住宅の再建方法に応じて支給する加算支援金の合計額を支

給する。（世帯人数が１人の場合は３／４の額） 

［支給要件等一覧］ 

支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる。 

○住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

住宅の被害程度 全壊 半壊・解体 長期避難 大規模半壊 

支給額 100 万円 100 万円 100 万円 50 万円 

○住宅の再建方法に応じて支給するし遠近（加算支援金） 

住宅の再建方法 建設・購入 補修 賃借（公営住宅以外） 

支給額 200 万円 100 万円 50 万円 

（資料第１－21 被災者生活再建支援法（抄）） 

（資料第１－22 被災者生活再建支援法施行令） 
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７ 職業のあっせん 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対産業経済部 

・災対福祉部 

・ 職業のあっせん 

 

（２）詳細な取組内容 

・災害により離職を余儀なくされた被災者に対する職業のあっせんについては、公共職業安定所と

連携し、臨時職業相談窓口の設置、臨時職業相談所の開設、又は巡回職業相談の実施により、早期

再就職の促進を図るものとする。 

 
８ 租税等の徴収猶予及び減免等 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部 

・ 特別区税の徴収猶予、減免措置等  

 

（２）詳細な取組内容 

ⅰ）基本方針 

・被災した納税義務者、又は特別徴収義務者（以下「納税者」という。）に対し、地方税法又は荒

川区特別区税条例（以下「法律等」という。）により、区税の納税緩和措置として、期限の延長、

徴収猶予及び減免等それぞれの事態に対応して、適時適切な措置を講ずる。 

ⅱ）期限の延長 

・災害により、納税者が区税に関する法律等に基づく申告、申請その他書類の提出又は納付若し

くは納入することが期限までにできないと認めるときは、次により期限の延長を行う。 

・災害の区域が広域にわたる場合においては、区本部長が法律等に基づき、適用の区域、期限の

延長その他必要事項を指定する。 

・納税者が災害その他やむを得ない理由により、期限の延長を受けようとする場合は、前記の期

限延長を適用する場合を除き、納税者の申告に基づき、区本部長が期限の延長その他必要事項を

指定する。 

ⅲ）徴収猶予 

・災害により、財産に被害を受けた納税者が、区税を一時的に納付又は納入することができない

と認められるときは、その者の申請に基づき、１年以内において徴収を猶予する。なお、やむを

得ない理由があると認められるときは、さらに１年以内の延長を行う。 

ⅳ）滞納処分の執行停止 

・災害により、滞納者が無財産となる等の被害を受けた場合は、滞納処分の執行の停止、換価の

猶予及び延滞金の減免等適切な措置を講ずる。 
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ⅴ）減免 

・被災した納税者に対し、該当する各税目について次により減免を行う。 

○特別区税 

・災害を受けた日以降に納期の末日の到来するものについて被災の状況に応じ減免する。 

○軽自動車税 

・災害により、その者の所有に係る原動機付自転車、軽自動車及び二輪の小型自動車について

納期限前に甚大な損害を受けたときは、損害の程度に応じ減免する。 

 
９ その他の生活確保 

（１）主な対策内容と役割分担 

・国や関係機関が連携し、被災者に対する生活支援策を、迅速に実施する。 

各機関 対策内容 

東京労働局 
・ 雇用保険の失業給付等に関する特別措置 

・ 労働保険料等の徴収の猶予 

関東森林管理局 ・ 国有林材の供給の促進、輸送販売の実施、木材関係団体等への要請 

日本郵便 

・ 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

・ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

・ 被災地あて救助用郵便物の料金免除 

・ 被災者救助団体に対するお年玉付郵便葉書等寄附金の配分 

ＮＴＴ東日本 

ＮＴＴコミュニケー

ションズ 

ＮＴＴドコモ 

・ ＮＴＴの規定に該当する被災者又は避難者の基本料金の減免及び仮住居

への移転工事費の無料化を実施 

・ 災害救助法適用地域のお客様の電話料金の支払期限の延長 

 

（２）詳細な取組内容 

≪東京労働局≫ 

   ・災害により、失業の認定日にハローワークへ出向くことができない受給資格者に対して、事

後に証明書等による失業の認定を行い、失業給付を行う。 

   ・被災した労働保険適用事業主に対し、関係法令に基づき、労働保険料等の納入期限の延長等

や免除の措置を講じる。 

・制度の周知徹底 

 

  ≪関東森林管理局≫ 

・都本部長等から被災地等における木材の需給安定等について要請があった場合、その必要

があると認めるときは、国有林材の供給の促進、輸送販売の実施、木材関係団体等への要請等

に努める。 

 

  ≪日本郵便≫ 

・被災者の安否通信等の便宜を図るため、関係法令等に基づき、被災地の郵便局において、被

災世帯に対し、通常葉書及び郵便書簡を無償交付する。 
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・被災者が差し出す郵便物の料金免除を実施する。 

・被災者の救助を行う地方公共団体、日本赤十字社、その他総務省令で定める法人又は団体に

あてた救助用の現金書留郵便物等の料金免除を実施する。 

・被災者の救助を行う団体が被災者に配付する救助物資を購入するために必要な費用に充て

るため、あらかじめ当該団体からの申請に基づき、総務大臣の認可を得て、お年玉付郵便葉書

等寄附金を配分する。 

 （資料第２ 協定・覚書） 

 

  ≪ＮＴＴ東日本≫≪ＮＴＴコミュニケーションズ≫≪ＮＴＴドコモ≫ 

・料金等の減免を行ったときは、ホームページ等に掲示する他、報道発表等でその旨を周知

する。 

 

10 中小企業への融資 

（１）主な対策内容と役割分担 

・被災した中小企業に対する生活支援策を、迅速に実施する。 

 
各機関 対策内容 

区 

・復興産業経済部 

都 

・産業労働局 

・関係機関 

・ 中小企業事業者及び組合への融資 

 

（２）詳細な取組内容 

・区、都及び政府系金融機関は、災害により被害を受けた中小企業及びその組合に対し、事業の復

旧に必要な資金の融資を行い、事業の安定を図る。 
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（３）中小企業事業者及び組合への貸付け 

・災害により直接被害を受けた、又は震災の影響により業況が悪化している中小企業者を対象に、

事業の再建又は経営の安定に必要な資金の融通を図るため必要な資金を貸し付ける。 

   

荒川区中小企業融資制度 経営基盤強化融資 

 融資限度額 2,000 万円 

荒川区産業経済部経営支援課 

東京都中小企業融資制度 災害復旧資金融資〔略称（災）〕 

 融資限度額 一災害につき 8,000 万円以内（ただし、災害の都度、その状況に応じて別に定め

る場合がある） 

東京都産業労働局金融部金融課 

東京都中小企業融資制度 経営安定融資「経営一般」 

   融資限度額 １企業 １億円 

        １組合 ２億円 

東京都産業労働局金融部金融課 

 

11 応急金融対策 

・区は関係機関(関東財務局、日本銀行、都、郵便局等)の指導方針に基づき、各金融機関及び区民

に対し、協力依頼及び広報を行うものとする。 

 

（１）金融機関の対応措置 

・原則として平常どおり営業する。止むを得ず業務の一部を中止する場合においても、普通預金の

払い戻し業務についてはできるだけ継続する。  

・店頭の顧客に対しては、警戒宣言が発せられたことを伝達するとともに、店頭にその旨を掲示す

る。  

・店内の顧客及び従業員の安全の確保のため、危険箇所の点検等適切な応急措置をとる。 

 

（２）区民への広報  

・区民に対し、各金融機関の対応措置を広報するとともに、不要不急な預貯金の引き出しは自粛す

るようホームページ、各種ＳＮＳ、荒川区防災アプリ等により呼びかけを行う。 

 
12 災害廃棄物処理の実施 

12－１ 災害廃棄物（し尿・ごみ等）処理 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対環境清掃部 

・ 災害廃棄物（し尿・ごみ等）処理活動の実施 
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（２）詳細な取組内容 

① 災害廃棄物（し尿・ごみ等）処理 

ⅰ）仮設トイレ等のし尿処理 

・発災～下水道施設の復旧までのし尿処理の基本フロー図は次のとおりである。 

 

 

・一次避難所、二次避難所及び福祉避難所等に設置された、災害用トイレの数量を把握し、し

尿の収集・運搬に必要な人員・車両（バキューム車）の必要量を把握する。 

・し尿の収集・運搬に必要な人員・車両は、災害時相互応援協定締結自治体、近隣自治体及び

都環境局への要請により確保する。 

・災対環境清掃部は、仮設トイレの設置場所・数量、確保した人員・車両及び車両通行可能な

道路状況を勘案し、収集コース（し尿収集計画）を作成する。なお、発災直後は時間の経過と

ともに状況が変化するため、収集コースは日ごとに見直すこととする。 

・避難所等に設置される仮設トイレのし尿については、主として都下水道局施設に運搬し、処

理する。携帯トイレで排出されるし尿については清掃一組施設に搬入し、焼却処理する。 

ⅱ）避難所ごみ・生活ごみの処理 

・避難所ごみ及び生活ごみについては、通常時の人員・車両体制により収集可能であるが、雇

上会社の被害や人員不足、交通渋滞・交通規制による遅延等も想定されることから、清掃協議

会に参集状況等を確認するとともに、不足する場合には特別区本部、協議会、都環境局、災害

時相互応援協定締結自治体及び近隣自治体への要請により確保する。 

・災対環境清掃部は、道路啓開の進捗及び車両通行可能な道路を把握し、避難所ごみ及び生活

ごみの収集コース（臨時作業計画）を作成するとともに、臨時のごみ集積所の選定が必要な地

域についても把握する。なお、発災直後は時間の経過とともに状況が変化することが想定され

ることから、収集コースは日ごとに見直すこととする。 

・便乗ごみの排出、不法投棄、野焼き等の発生を防止するため、廃棄物の収集方法（排出場所、

分別方法等）を区民等に広報する。 

  

国

都他県

民間処理業者

品川清掃
作業所

下水道（マンホール）
・

三河島水再生センター

特別区・清掃一組と共同
（処理協定・契約調整・搬入調整）

広域処理調整 し尿
（バキューム収集・運搬）

補助・支援（要請）

投入マンホール
の指定

広域処理、資材調達等の支援（要請）
し尿等の流れ
事務処理の流れ

し尿

し尿
（品川清掃作業所の処理
能力を超える場合） 清掃一組 各区

（可能な場合）

紙おむつ等の可燃物

し尿を下水道へ直接投入
（主たる処理）
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○避難所ごみ 

・避難所ごみは、一次仮置場に搬入せずに、既存の清掃一組施設に運搬する。 

○生活ごみ 

・避難所以外の一般家庭から排出されるごみ（可燃・不燃・粗大・有害）は、一次仮置場に搬

入せずに、既存の清掃一組施設及び民間事業者に運搬する。なお、道路閉塞により、平時のご

み集積所が利用できない場合には、近隣住民及び道路管理者等の関係機関と調整の上、臨時の

ごみ集積所を設定して収集する。 

ⅲ）集団回収（資源回収） 

・集団回収については、リサイクル推進団体及び関係事業者の被災状況を確認した上で、回収

日程等を調整し実施する。 

・避難所等から排出される資源は、区が収集する。 

 
12－２ 災害廃棄物（がれき）処理 

（１）主な対策内容と役割分担 

各機関 対策内容 

区 

・災対環境清掃部 

・災対防災都市づくり部 

・ 災害廃棄物（がれき）処理活動の実施 

 

（２）詳細な取組内容 

ⅰ）消防・警察・自衛隊等との連携 

・消防、警察及び自衛隊等の応急活動・救助活動に配慮し、連携して災害廃棄物の撤去や倒壊し

た建物の解体・撤去を行う。特に、初動期においては人命救助の要素も含まれるため、情報の一

元化の観点から、消防、警察及び自衛隊等と連携し、活動を行う。 

ⅱ）がれき処理の優先順位 

・がれき処理の優先順位は次のとおりである。 

優先順位 内容 

第一段階 ・人命救助・不明者捜索（道路啓開含む。）に係るがれき類の撤去 

第二段階 
・道路啓開がれき類の撤去 

・被災車両の撤去 

第三段階 ・損壊家屋の解体・撤去 

第四段階 ・地震動により損壊した家財類の撤去 
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ⅲ）がれきの処理 

・特別区におけるがれき処理の基本フロー図は次のとおりである。 

 

 

 

ⅳ）一次仮置場の設置・運営 

・特別区におけるがれき処理の役割分担は次のとおりである。 

 

［片付けごみの処理フロー例］ 

 
  

国

民間処理施設（焼却）

都他府県

処理業者
（破砕処理）

清掃一組
清掃工場（焼却）

清掃一組
不燃・粗大
処理施設

（破砕処理）

各区

仮設処理施設
（設置される場合に限る）

不燃可燃

資源

調整

最終処分

がれき

がれき

共同設置
が
れ
き

可燃物（産廃は除く）

広域処理調整

がれき

補助・支援（要請）

調整
（用地等）

資源
最終処分

がれき

契約調整

可燃物

支援（要請）

がれき等の流れ
事務処理の流れ

最終処分

最終処分

資源

最終処分

被災現場
各自治体の区分に応じて排出時や集積所
（片付けごみ）での区分を適切に設定

【片付けごみの分別区分（一例）】
可燃ごみ（原則厨芥類を除く。）
（例：資源ごみとして出せない衣類、紙、
プラスチックなど）
不燃ごみ
（例：金属製品、ガラス、陶磁器など）
粗大ごみ
（例：木製家具など）
有害ごみ
（例：乾電池、小型家電（蓄電池付）、
スプレー缶、電球、蛍光管など） 等

廃家電（４品目）

処理困難物等

がれき混じり土砂
（住宅内）

廃自動車

排
出
者
に
分
別
を
促
す

その他可燃ごみ※
（原則厨芥類を除く。）

一次仮置場
粗選別、適正保管

その他不燃ごみ※

可燃系粗大ごみ※

不燃系粗大ごみ※

有害ごみ※

廃家電（４品目）

処理困難物等
（種類別に分別）

がれき混じり土砂
（廃棄物と土砂に分別）

処理・処分先
再資源化、焼却、埋立等

① 既存ルート
（普段家庭ごみ受け入れている施設）

② 近隣自治体
③ 民間施設

各種リサイクル法による再資源化

既存ルートなどを活用し、適正処理

上記に準じて処理

再資源化
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［解体廃棄物等（一部片付けごみを含む。）の処理フロー例（直接被災現場から排出する場

合）］ 

 

 

［解体廃棄物（一部片付けごみを含む。）の処理フロー例（二次仮置場等を経由する場合］ 

 

損壊家屋
分別解体

不燃物
不燃系混合物

処理困難物等

廃家電（４品目）

有価売却施設

有効利用先

破砕（再資源化）
一部売却

最終処分
（セメント焼成、溶融・埋立）

金属くず

処理・処分先

指定取引場所（家電リサイクル法）

木くず

コンクリートがら

可燃物
可燃系混合物

損壊家屋
分別解体

処理困難物等

可燃物
可燃系混合物

不燃物
不燃系混合物

復興現場（路盤材等）

有効利用先

指定取引場所（家電リサイクル法）

最終処分
（セメント焼成、溶融・埋立）

コンクリートがら

処理・処分先

焼却

木くず

金属くず

廃家電（４品目）

二次仮置場
中間処理（破砕・選別等）、

適正保管、積替保管等

破砕・選別

破砕（再生破石）

破砕（木質チップ）

積替保管

資材利用施設
（ボード施設・焼却チップ等）

有価売却施設
（金属くず）
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・一次仮置場は、本節【予防対策】における「４ 災害廃棄物処理」のとおりとするが、道路

閉塞等により候補地への車両進入が困難となる場合については、候補地を見直す。 

・また、一次仮置場に不足が生じる場合は、23区を含めた近隣自治体に対して、仮置場の共用を

要請する。 

・一次仮置場では、可能な限り搬入前に分別し、重機による粗選別と徹底した手選別を行い、資

源化が可能なものについては、直接リサイクル先、処理先に運搬する。また、破砕処理や機械選

別が必要なものについては、特別区本部が設置する二次仮置場に運搬する。 

・一次仮置場の管理・運営については、【地震編】第２部第４章第５節の「具体的な取組【応急対

策】」における「１－２ 障害物除去」に記載の区内解体事業者等の協力による体制を継続する。

また、様々な種類・状態の災害廃棄物を選別・保管・搬出する必要があることから、産業廃棄物

処理業者等に対しても協力を要請する。 

ⅴ）災害廃棄物処理実行計画の策定 

・災対環境清掃部は災対各部と連携・協力し、環境省で作成する災害廃棄物の処理方針（マスタ

ープラン）を基本として、地域の実情に配慮した基本方針を作成する。また、災害廃棄物の発生

量と廃棄物処理施設の被害状況を把握した上で、実行計画を作成する。 

ⅵ）倒壊の危険のある建物の撤去（公費解体） 

・公費解体に伴うがれき処理の流れは次のとおりである。 

想定される時間軸 内容 主な役割分担 

初動期 

応急期 

発災～２週間

程度 
・応急危険度判定 

区 

（災対防災都市づくり部） 

復 旧 

復 興 期 

～１か月程度 

・住家・家屋被害状況調査 

・被災者台帳作成 

・罹災証明書交付 

区 

（災対防災都市づくり部） 

・公費解体の対象範囲決定 
区 

（災対防災都市づくり部） 

～３か月程度 

・専門家、解体業者等との契約 

・申請・相談窓口の設置・受付 

・解体前作業（記録） 

・解体実施 

・記録・証明書発行 

・一次仮置場への運搬 

・一次仮置場での処理 

・二次仮置場への運搬 

区 

（災対環境清掃部・ 

災対防災都市づくり部） 

～１年（長期の

場合は３年）程

度 

・二次仮置場での処理 

・最終処分場（広域処理含む）へ

の運搬 

特別区本部 

・最終処分 

都 

・第一に車両等の通行上支障のある道路障害物を撤去し、次に倒壊の危険性のある建物を優先的

に解体・撤去する。この場合も分別を考慮し、緊急性のある物以外はミンチ解体を行わない。 

・建物の解体・撤去については、消防、警察及び自衛隊等による救助救出活動により居住者の安
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否が確認できた建物から、危険度判定や所有者の意思を踏まえ決定する。 

・所有者の解体意思を確認するため、申請方法を被災者へ広報し、解体申請窓口を設置する。 

・解体申請受付（建物所有者の解体意思確認）と並行して、解体事業の発注を行う。発災直後は、

解体・撤去の対象を倒壊の危険性のある建物に限定する。 

 

13 災害救助法の運用等 

（１）主な対策内容と役割分担 

・都は、区からの報告又は要請に基づき災害救助法の適用を決定し、災害救助基金等を運用し、救

助活動を実施する。 

各機関 対策内容 

区 

・災対区民生活部運用班 

・ 区本部長は、災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は該

当する見込みがあるときは、直ちにその旨を都本部長に報告 

都総務局 

関係各局 

・ 都本部での審議を経て災害救助法の適用を決定 

・ 都本部の組織を災害救助法適用後、救助実施体制として拡充整備 

・ 被災区の被害状況を調査する体制の整備 

・ 救助の実施に必要な関係帳票を整備 

 

（２）業務手順 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

日本赤十字社（都道府県支部） 

国 

内
閣
府 

防
災
担
当 

 
 

被

災

住

民 

他
都
道
府
県 

他
市
町
村 

委
託 

応
援 

要
請 

協
定 

応援要請 

応援職員の派遣 

（応援の指示・派遣調整） 

（応援の指示・派遣調整） 

応急救助の実施（都直接実施） 

救護班の派遣（医療・助産） 

応急救助の実施 

（委任による実施） 

協
定 

被害状況等の情報提供 

応援職員の派遣 

救助・権限の

委任通知・公示 

応急仮設住宅の供与 

救護班の派遣 

（医療・助産）他 

実施状況の情報提供 

職員の派遣 

被害状況の情報提供 

技術的な助言・勧告 

・ 資料提出要求 

・ 是正の要求 他 

 

災害対策本部 

災害救助 

担当部局 

災害救助法の適用 

被
災
都
道
府
県 

 

災害対策本部 

災害救助 

担当部局 

被
災
区 
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（３）都の取組内容 

① 災害救助法の公布 

・災害救助法を適用したときは、速やかに次により公布する。 

 

 

 

 

 

 

② 救助の程度・種類・期間等 

・災害救助法に基づく救助の種類及び期間等については、資料第１－15「災害救助法による救助の

程度・方法及び期間（都・区市町村）」のとおり。 

・災害救助法に基づく救助は、現物によって行うことが原則だが、都本部長が必要と認めた場合は、

救助を必要とする者に対し、金銭を給付することができる。 

 
③ 救助実施 

ⅰ）救助実施組織の整備 

・救助の万全を期し、円滑に救助業務を実施するためには、事前に強力な救助実施組織を確立す

ることが必要である。 

・そのため都は、災害対策本部の組織を、救助法適用後、災害救助法実施組織として活用できる

よう拡充整備を図るとともに、要員に対する事前研修を実施する等、救助業務の習熟に努める。 

ⅱ）被害状況調査体制の整備 

・災害救助法を適用するに当たっては、被災地の被害状況を迅速かつ正確に把握する必要がある

ため、被害状況等の調査、報告体制の整備に努める。 

ⅲ）救助の実施に必要な関係帳票の整備 

・救助の実施に当たっては、救助ごとに帳票の作成が必要となる。 

・災害時に遅滞なく救助業務を実施できるよう、救助関係帳票を事前に準備するとともに、作成

方法等について習熟しておく。 

ⅳ）救助の実施方法等 

○災害報告 

 ・救助法に基づく「災害報告」には、災害発生の時間的経過に合わせ、発生報告、中間報告、

決定報告の３段階がある。 

 ・これらの報告は、救助用物資、義援金品の配分等の基礎になるほか、各種の対策の基礎資料

となる。このため、迅速かつ正確に被害状況を収集把握して、速やかに都本部長に報告する。 

○救助実施状況の報告 

 ・災害直後における当面の応急措置及び災害救助費国庫負担金の清算事務に必要となるため、

各救助種目の救助実施状況を初期活動から救助活動が完了するまでの間、日ごとに記録、整理

し、都本部長に報告する必要がある。 

 

 
公告 

    ○月○日発生の○○災害に関し○月○日から○○区市町村の区域に 

   災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）により救助を実施する。 

         ○年○月○日 

                                       東京都知事    ○○○○ 
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ⅴ）従事命令等 

・迅速な救助業務を遂行するために必要な人員、物資、施設等を確保する手段として、都本部長

に次のような権限が付与されている。 

 

［従事命令等の内容］ 

種 類 内 容 

従事命令 

・ 一定の業種のものを、救助に関する業務に従事させる権限（例）医師、歯科

医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、土木技術者、建築技術者、大工、左

官、とび職等 

協力命令 
・ 被災者その他近隣のものを、救助に関する業務に協力させる権限 

（例）被災者を炊出しに協力させる等 

管  理 

使  用 

保管命令 

及び収用 

・ 特定の施設を管理し、土地、家屋、物資を使用し、特定の業者に対して物資

の保管を命じ、又は物資を収用する権限 

（管理） 救助を行うため特に必要があると認めるとき、都本部長が病院、診療

所、旅館、飲食店等を管理する権限 

（使用） 家屋を収容施設として用いるような場合で、管理と異なり土地、家屋、

物資を物的に利用する権限 

（保管命令） 災害の混乱時に、放置すれば他に流れてしまう恐れのある救助そ

の他緊急措置に必要な物資を、一時的に業者に保管させておく権限 

（収用） 災害の際、必要物資を多量に買いだめし、売り惜しみしているような

場合は、その物資を収用する権限 

なお、収用は、特定業者に限らず、一般人等何人に対してもなし得る。 
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ⅵ）従事命令を受けた者の実費弁償 

・従事命令を受けた者の実費弁償は次のとおりである。 

・限度額については、都規則により適宜改訂を行う。 

 

［従事命令を受けた者の実費弁償］ 

区分 範 囲 令和４年度費用（日当）の限度額 期 間 備 考 

実費 

弁償 

災害救助法

施行令第４

条第１号か

ら第４号ま

でに規定す

る者 

１人１日当たり 

医師･････････22,200 円以内 

歯科医師･････21,300 円以内 

薬剤師･･･････18,400 円以内 

保健師、助産師、看護師 

･････････････17,300 円以内 

准看護師･････14,200 円以内 

診療放射線技師、臨床検査技師及び臨床 

工学技士･････15,300 円以内 

歯科衛生士･･･14,900 円以内 

救急救命士･･･17,700 円以内 

土木技術者及び建築技術者 

･････････････16,600 円以内 

大工･････････27,600 円以内 

左官･････････29,500 円以内 

とび職･･･････29,900 円以内    等 

救助の実施

が認められ

る期間内 

時間外勤務

手当及び旅

費は別途都

規則で定め

る額 
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